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１１  本本会会議議・・委委員員会会等等のの開開催催状状況況

（１）本会議

区 分
会議別

開会月日 閉会月日 会期日数 開議日数
出 席

延 人 数

説 明 員

延 人 数

傍 聴 者

延 人 数

第１回臨時会 １月２６日 １月２６日 １ １ ３０ ２４ ０

第１回定例会 ２ 月 ９ 日 ３月１８日 ３９ ６ １７８ １４３ ４９

第２回臨時会 ４月１１日 ４月１１日 １ １ ３０ ２４ ０
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第４回定例会 １２月２日 １２月１９日 １８ ６ １７７ １４４ ９２

計 ― ― １１６ ２７ ８００ ６４１ ３３６

（２）委員会等

区 分

委員会別

開 会 中 閉 会 中 合 計
傍聴者

延人数
開 催

延日数

出 席

延人数

開 催

延日数

出 席

延人数

開 催

延日数

出 席

延人数

常

任

委

員

会
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建 設 委 員 会 ９ ６３ ６ ４１ １５ １０４ １７

小 計 ４９ ３５４ ２８ ２０１ ７７ ５５５ ４２

議 会 運 営 委 員 会 １３ １０２ １３ ９９ ２６ ２０１ ２

予 算 特 別 委 員 会 １４ ３６４ － － １４ ３６４ ８

決 算 特 別 委 員 会 １０ ２５１ － － １０ ２５１ ５

全 員 協 議 会 ７ ２０７ ３ ９０ １０ ２９７ １

広 報 広 聴 委 員 会 １２ １１６ ６ ５９ １８ １７５ １

政
策
研
究
会

持 続 可 能 な 観 光 

事業の推進研究会
２ ９ ２ １０ ４ １９ －

農林水産業の高収

益化及びブランド

推 進 研 究 会

６ ３０ － － ６ ３０ －

障がい福祉研究会 ６ ２４ － － ６ ２４ －

子 育 て す る な ら 

東 広 島 研 究 会
４ １８ － － ４ １８ －

地域内経済研究会 １ ４ １ ４ ２ ８ －

イ ン ク ル ー シ ブ
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１ ３ １ ３ ２ ６ －

会 派 会 長 会 議 ２ １９ ３ ２７ ５ ４６ －

委 員 長 会 議 １ ７ － － １ ７ －

政 治 倫 理 審 査 会 － － － － － － －

委
員
会
協
議
会

総務委員会協議会 － － － － － － －

文教厚生委員会協議会 － － － － － － －

市民経済委員会協議会 － － － － － － －

建設委員会協議会 － － － － － － －

※開催延日数・出席延人数は行政視察及び所管事務研修会を除いた数
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１  議長が主催する会議以外の委員会等への議長の出席・・・出席人数に含めず
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１１  本本会会議議・・委委員員会会等等のの開開催催状状況況

（１）本会議

区 分
会議別

開会月日 閉会月日 会期日数 開議日数
出 席

延 人 数

説 明 員

延 人 数

傍 聴 者

延 人 数

第１回臨時会 １月２６日 １月２６日 １ １ ３０ ２４ ０

第１回定例会 ２ 月 ９ 日 ３月１８日 ３９ ６ １７８ １４３ ４９

第２回臨時会 ４月１１日 ４月１１日 １ １ ３０ ２４ ０

第２回定例会 ６月１０日 ６月２７日 １８ ６ １８０ １４０ ９８

第３回定例会 ８月３０日 １０月７日 ３９ ７ ２０５ １６６ ９７

第４回定例会 １２月２日 １２月１９日 １８ ６ １７７ １４４ ９２

計 ― ― １１６ ２７ ８００ ６４１ ３３６

（２）委員会等

区 分

委員会別

開 会 中 閉 会 中 合 計
傍聴者

延人数
開 催

延日数

出 席

延人数

開 催

延日数

出 席

延人数

開 催

延日数

出 席

延人数

常

任

委

員

会

総 務 委 員 会 １４ １１０ ８ ６３ ２２ １７３ ８

文教厚生委員会 １３ ９０ ６ ４１ １９ １３１ １４

市民経済委員会 １３ ９１ ８ ５６ ２１ １４７ ３

建 設 委 員 会 ９ ６３ ６ ４１ １５ １０４ １７

小 計 ４９ ３５４ ２８ ２０１ ７７ ５５５ ４２

議 会 運 営 委 員 会 １３ １０２ １３ ９９ ２６ ２０１ ２

予 算 特 別 委 員 会 １４ ３６４ － － １４ ３６４ ８

決 算 特 別 委 員 会 １０ ２５１ － － １０ ２５１ ５

全 員 協 議 会 ７ ２０７ ３ ９０ １０ ２９７ １

広 報 広 聴 委 員 会 １２ １１６ ６ ５９ １８ １７５ １

政
策
研
究
会

持 続 可 能 な 観 光 

事業の推進研究会
２ ９ ２ １０ ４ １９ －

農林水産業の高収

益化及びブランド

推 進 研 究 会

６ ３０ － － ６ ３０ －

障がい福祉研究会 ６ ２４ － － ６ ２４ －

子 育 て す る な ら 

東 広 島 研 究 会
４ １８ － － ４ １８ －

地域内経済研究会 １ ４ １ ４ ２ ８ －

イ ン ク ル ー シ ブ

社 会 研 究 会
１ ３ １ ３ ２ ６ －

会 派 会 長 会 議 ２ １９ ３ ２７ ５ ４６ －

委 員 長 会 議 １ ７ － － １ ７ －

政 治 倫 理 審 査 会 － － － － － － －

委
員
会
協
議
会

総務委員会協議会 － － － － － － －

文教厚生委員会協議会 － － － － － － －

市民経済委員会協議会 － － － － － － －

建設委員会協議会 － － － － － － －

※開催延日数・出席延人数は行政視察及び所管事務研修会を除いた数
（注意事項）

１  議長が主催する会議以外の委員会等への議長の出席・・・出席人数に含めず
２ 代理出席・・・出席人数に含めず ― 1 ―



２２  議議案案・・請請願願等等のの議議決決状状況況  

（１） 総括表

会 議 別 

区  分 

第１回 

臨時会 

第１回 

定例会 

第２回 

臨時会 

第２回 

定例会 

第３回 

定例会 

第４回 

定例会 
合計 

付

議

案

件

議 案 １ ４８ １ ２１ ２４ ２９ １２４

条 例 （１５） （１０） （５） （７） ３７

予 算 （１） （２６） （１） （１） （４） （１２） ４５

そ の 他 （４） （６） （１０） （１０） ３０

議 員 提 出 （２） （２） （３） ７

委員会提出 （１） （２） （２） ５

認 定 ３ ３

承 認 ３ ２ ５

同 意 ２ ３ ３ ８

諮 問 ５ ３ ８

懲 罰 

計 １ ５５ ４ ２４ ３３ ３１ １４８

審

議

結

果

原 案 可 決 １ ４８ １ ２１ ２４ ２９ １２４

認 定 可 決 ３ ３

承 認 可 決 ３ ２ ５

同 意 可 決 ２ ３ ３ ８

適 任 可 決 ５ ３ ８

答   申 

修 正 可 決 

否 決 

継 続 審 査 

懲罰(戒告) 

審 議 未 了 

計（継続審査を除く） １ ５５ ４ ２４ ３３ ３１ １４８

選 挙 １ １

報 告 ２ ３ ２ １２ ８ ３ ３０

請

願

付 議 件 数 

審議 採 択 

結果 不採択 

継 続 審 査 

取 り 下 げ 

審 議 未 了 

陳 情 １ ３ ５ ４ ９ ２２

代表・一般質問者 ８ ２０ ２１ ２０ ６９

（２）議案内訳表

ア 条 例

区分 議案番号 件 名 提 出 月 日 付託委員会 議 決 月 日 結 果 

第

一

回

定

例

会

第 １ ２ 号 
東広島市工場立地法地域準

則条例の制定について 
２ 月 ９ 日 市民経済 ２月２７日 原案可決 

第 １ ３ 号 

東広島市行政手続における

特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する条

例の一部改正について 

〃 総 務 〃 〃 

第 １ ４ 号 
職員の給与に関する条例等

の一部改正について 
〃 〃 〃 〃 

第 １ ５ 号 
東広島市手数料条例の一部

改正について 
〃 〃 〃 〃 

第 １ ６ 号 
東広島市介護保険条例の一

部改正について 
〃 文教厚生 〃 〃 

第 １ ７ 号 
東広島市国民健康保険税条

例の一部改正について 
〃 〃 〃 〃 

第 １ ８ 号 
東広島市乳幼児等医療費支

給条例の一部改正について 
〃 〃 〃 〃 

第 １ ９ 号 

東広島市特定教育・保育施設

及び特定地域型保育事業の

運営に関する基準を定める

条例の一部改正について 

〃 〃 〃 〃 

第 ２ ０ 号 

東広島市企業立地促進条例

及び東広島市産業集積促進

条例の一部改正について 

〃 市民経済 〃 〃 

第 ２ １ 号 
東広島市漁港管理条例の一

部改正について 
〃 建 設 〃 〃 

第 ２ ２ 号 

東広島市安芸津港港湾施設

管理条例の一部改正につい

て 

〃 〃 〃 〃 

第 ２ ３ 号 

都市計画法に基づく開発行

為等の許可の基準に関する

条例の一部改正について 

〃 〃 〃 〃 

第 ２ ４ 号 
東広島市営住宅設置及び管

理条例の一部改正について 
〃 〃 〃 〃 

第 ２ ５ 号 
東広島市火災予防条例の一

部改正について 
〃 総 務 〃 〃 

第 ５ ２ 号 

東広島市指定地域密着型サ

ービスの事業の人員、設備及

び運営に関する基準を定め

る条例等の一部改正につい

て 

３月１８日 文教厚生 ３月１８日 〃 

第
二
回
定
例
会

第 ６ ６ 号 

東広島市専用水道の水道技

術管理者の資格を定める条

例の制定について

６月１０日 市民経済 ６月２７日 〃 

第 ６ ７ 号 
東広島市税条例の一部改正

について
〃 総 務 〃 〃 
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２２  議議案案・・請請願願等等のの議議決決状状況況  

（１） 総括表

会 議 別 

区  分 

第１回 

臨時会 

第１回 

定例会 

第２回 

臨時会 

第２回 

定例会 

第３回 

定例会 

第４回 

定例会 
合計 

付

議

案

件

議 案 １ ４８ １ ２１ ２４ ２９ １２４

条 例 （１５） （１０） （５） （７） ３７

予 算 （１） （２６） （１） （１） （４） （１２） ４５

そ の 他 （４） （６） （１０） （１０） ３０

議 員 提 出 （２） （２） （３） ７

委員会提出 （１） （２） （２） ５

認 定 ３ ３

承 認 ３ ２ ５

同 意 ２ ３ ３ ８

諮 問 ５ ３ ８

懲 罰 

計 １ ５５ ４ ２４ ３３ ３１ １４８

審

議

結

果

原 案 可 決 １ ４８ １ ２１ ２４ ２９ １２４

認 定 可 決 ３ ３

承 認 可 決 ３ ２ ５

同 意 可 決 ２ ３ ３ ８

適 任 可 決 ５ ３ ８

答   申 

修 正 可 決 

否 決 

継 続 審 査 

懲罰(戒告) 

審 議 未 了 

計（継続審査を除く） １ ５５ ４ ２４ ３３ ３１ １４８

選 挙 １ １

報 告 ２ ３ ２ １２ ８ ３ ３０

請

願

付 議 件 数 

審議 採 択 

結果 不採択 

継 続 審 査 

取 り 下 げ 

審 議 未 了 

陳 情 １ ３ ５ ４ ９ ２２

代表・一般質問者 ８ ２０ ２１ ２０ ６９

（２）議案内訳表

ア 条 例

区分 議案番号 件 名 提 出 月 日 付託委員会 議 決 月 日 結 果 

第

一

回

定

例

会

第 １ ２ 号 
東広島市工場立地法地域準

則条例の制定について 
２ 月 ９ 日 市民経済 ２月２７日 原案可決 

第 １ ３ 号 

東広島市行政手続における

特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する条

例の一部改正について 

〃 総 務 〃 〃 

第 １ ４ 号 
職員の給与に関する条例等

の一部改正について 
〃 〃 〃 〃 

第 １ ５ 号 
東広島市手数料条例の一部

改正について 
〃 〃 〃 〃 

第 １ ６ 号 
東広島市介護保険条例の一

部改正について 
〃 文教厚生 〃 〃 

第 １ ７ 号 
東広島市国民健康保険税条

例の一部改正について 
〃 〃 〃 〃 

第 １ ８ 号 
東広島市乳幼児等医療費支

給条例の一部改正について 
〃 〃 〃 〃 

第 １ ９ 号 

東広島市特定教育・保育施設

及び特定地域型保育事業の

運営に関する基準を定める

条例の一部改正について 

〃 〃 〃 〃 

第 ２ ０ 号 

東広島市企業立地促進条例

及び東広島市産業集積促進

条例の一部改正について 

〃 市民経済 〃 〃 

第 ２ １ 号 
東広島市漁港管理条例の一

部改正について 
〃 建 設 〃 〃 

第 ２ ２ 号 

東広島市安芸津港港湾施設

管理条例の一部改正につい

て 

〃 〃 〃 〃 

第 ２ ３ 号 

都市計画法に基づく開発行

為等の許可の基準に関する

条例の一部改正について 

〃 〃 〃 〃 

第 ２ ４ 号 
東広島市営住宅設置及び管

理条例の一部改正について 
〃 〃 〃 〃 

第 ２ ５ 号 
東広島市火災予防条例の一

部改正について 
〃 総 務 〃 〃 

第 ５ ２ 号 

東広島市指定地域密着型サ

ービスの事業の人員、設備及

び運営に関する基準を定め

る条例等の一部改正につい

て 

３月１８日 文教厚生 ３月１８日 〃 

第
二
回
定
例
会

第 ６ ６ 号 

東広島市専用水道の水道技

術管理者の資格を定める条

例の制定について

６月１０日 市民経済 ６月２７日 〃 

第 ６ ７ 号 
東広島市税条例の一部改正

について
〃 総 務 〃 〃 
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区分 議案番号 件 名 提 出 月 日 付託委員会 議 決 月 日 結 果 

第

二

回

定

例

会

第 ６ ８ 号 

地域再生法に規定する地方

活力向上地域における固定

資産税の特例に関する条例

の一部改正について

６月１０日 総 務 ６月２７日 原案可決 

第 ６ ９ 号 

東広島市コミュニティ活動

施設設置及び管理条例の一

部改正について

〃 市民経済 〃 〃 

第 ７ ０ 号 
東広島市国民健康保険税条

例の一部改正について
〃 文教厚生 〃 〃 

第 ７ １ 号 

東広島市家庭的保育事業等

の設備及び運営に関する基

準を定める条例の一部改正

について

〃 〃 〃 〃 

第 ７ ２ 号 

東広島市地区計画の区域内

における建築物の制限に関

する条例の一部改正につい

て

〃 建 設 〃 〃 

第 ７ ３ 号 
東広島市手数料条例の一部

改正について
〃 〃 〃 〃 

第 ７ ４ 号 
東広島市営住宅設置及び管

理条例の一部改正について
〃 〃 〃 〃 

第 ７ ５ 号 

東広島市生涯学習センター

の設置及び管理に関する条

例及び東広島芸術文化ホー

ルの設置及び管理に関する

条例の一部改正等について

〃 文教厚生 〃 〃 

第

三

回

定

例

会

第 ９ ３ 号 

東広島市高屋情報ラウンジ

の設置及び管理に関する条

例の制定について

８月３０日 〃 ９月１９日 〃 

第 ９ ４ 号 
財産区特別会計設置条例の

一部改正について
〃 総 務 〃 〃 

第 ９ ５ 号 

東広島市行政手続における

特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する条

例の一部改正について

〃 文教厚生 〃 〃 

第 ９ ６ 号 
東広島市国民健康保険条例

の一部改正について
〃 〃 〃 〃 

第 ９ ７ 号 
東広島市都市公園条例の一

部改正について
〃 建 設 〃 〃 

第

四

回

定

例

会

第１１８号 
東広島市手数料条例の一部

改正について
１２月２日 総 務 １２月１９日 〃 

第１１９号 

東広島市特定地域浄化槽設

置及び管理条例の一部改正

について

〃 市民経済 〃 〃 

第１２０号 

東広島市自転車駐車場設置

及び管理条例の一部改正に

ついて

〃 建 設 〃 〃 

区分 議案番号 件 名 提 出 月 日 付託委員会 議 決 月 日 結 果 

第

四

回

定

例

会

第１２１号 
東広島市使用料条例の一部

改正について
１２月２日 文教厚生 １２月１９日 原案可決 

第１２２号 

東広島市市民体育施設設置

及び管理条例の一部改正に

ついて

〃 〃 〃 〃 

第１２３号 
東広島市駐車場条例の廃止

等について
〃 建 設 〃 〃 

第１３０号 
職員の給与に関する条例等

の一部改正について
１２月１９日 総 務 〃 〃 

計 ３７件 

イ 予 算

区分 議案番号 件 名 提出月日 付託委員会 議決月日 結 果 

第

一

回

臨
時
会

第 １ 号 
令和５年度東広島市一般会

計補正予算（第８号） 
１月２６日 総 務 １月２６日 原案可決 

第

一

回

定

例

会

第 ２ ６ 号 
令和５年度東広島市一般会

計補正予算（第９号）
２ 月 ９ 日 〃 ２月２７日 〃 

第 ２ ７ 号 

令和５年度ひがしひろしま

墓園管理事業特別会計補正

予算（第１号）

〃 市民経済 〃 〃 

第 ２ ８ 号 

令和５年度東広島市特定地

域生活排水処理事業特別会

計補正予算（第１号）

〃 〃 〃 〃 

第 ２ ９ 号 

令和５年度八本松駅前土地

区画整理事業特別会計補正

予算（第２号）

〃 建 設 〃 〃 

第 ３ ０ 号 

令和５年度東広島市国民健

康保険特別会計補正予算（第

３号）

〃 文教厚生 〃 〃 

第 ３ １ 号 

令和５年度東広島市介護保

険特別会計補正予算（第３

号）

〃 〃 〃 〃 

第 ３ ２ 号 
令和５年度東広島市下水道

事業会計補正予算（第２号） 〃 建 設 〃 〃 

第 ３ ３ 号 
令和６年度東広島市一般会

計予算
〃 予算特別 ３月１８日 〃 

第 ３ ４ 号 
令和６年度ひがしひろしま

墓園管理事業特別会計予算
〃 〃 〃 〃 

第 ３ ５ 号 

令和６年度東広島市特定地

域生活排水処理事業特別会

計予算

〃 〃 〃 〃 

第 ３ ６ 号 
令和６年度八本松駅前土地

区画整理事業特別会計予算 
〃 〃 〃 〃 
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区分 議案番号 件 名 提 出 月 日 付託委員会 議 決 月 日 結 果 

第

二

回

定

例

会

第 ６ ８ 号 

地域再生法に規定する地方

活力向上地域における固定

資産税の特例に関する条例

の一部改正について

６月１０日 総 務 ６月２７日 原案可決 

第 ６ ９ 号 

東広島市コミュニティ活動

施設設置及び管理条例の一

部改正について

〃 市民経済 〃 〃 

第 ７ ０ 号 
東広島市国民健康保険税条

例の一部改正について
〃 文教厚生 〃 〃 

第 ７ １ 号 

東広島市家庭的保育事業等

の設備及び運営に関する基

準を定める条例の一部改正

について

〃 〃 〃 〃 

第 ７ ２ 号 

東広島市地区計画の区域内

における建築物の制限に関

する条例の一部改正につい

て

〃 建 設 〃 〃 

第 ７ ３ 号 
東広島市手数料条例の一部

改正について
〃 〃 〃 〃 

第 ７ ４ 号 
東広島市営住宅設置及び管

理条例の一部改正について
〃 〃 〃 〃 

第 ７ ５ 号 

東広島市生涯学習センター

の設置及び管理に関する条

例及び東広島芸術文化ホー

ルの設置及び管理に関する

条例の一部改正等について

〃 文教厚生 〃 〃 

第

三

回

定

例

会

第 ９ ３ 号 

東広島市高屋情報ラウンジ

の設置及び管理に関する条

例の制定について

８月３０日 〃 ９月１９日 〃 

第 ９ ４ 号 
財産区特別会計設置条例の

一部改正について
〃 総 務 〃 〃 

第 ９ ５ 号 

東広島市行政手続における

特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する条

例の一部改正について

〃 文教厚生 〃 〃 

第 ９ ６ 号 
東広島市国民健康保険条例

の一部改正について
〃 〃 〃 〃 

第 ９ ７ 号 
東広島市都市公園条例の一

部改正について
〃 建 設 〃 〃 

第

四

回

定

例

会

第１１８号 
東広島市手数料条例の一部

改正について
１２月２日 総 務 １２月１９日 〃 

第１１９号 

東広島市特定地域浄化槽設

置及び管理条例の一部改正

について

〃 市民経済 〃 〃 

第１２０号 

東広島市自転車駐車場設置

及び管理条例の一部改正に

ついて

〃 建 設 〃 〃 

区分 議案番号 件 名 提 出 月 日 付託委員会 議 決 月 日 結 果 

第

四

回

定

例

会

第１２１号 
東広島市使用料条例の一部

改正について
１２月２日 文教厚生 １２月１９日 原案可決 

第１２２号 

東広島市市民体育施設設置

及び管理条例の一部改正に

ついて

〃 〃 〃 〃 

第１２３号 
東広島市駐車場条例の廃止

等について
〃 建 設 〃 〃 

第１３０号 
職員の給与に関する条例等

の一部改正について
１２月１９日 総 務 〃 〃 

計 ３７件 

イ 予 算

区分 議案番号 件 名 提出月日 付託委員会 議決月日 結 果 

第

一

回

臨
時
会

第 １ 号 
令和５年度東広島市一般会

計補正予算（第８号） 
１月２６日 総 務 １月２６日 原案可決 

第

一

回

定

例

会

第 ２ ６ 号 
令和５年度東広島市一般会

計補正予算（第９号）
２ 月 ９ 日 〃 ２月２７日 〃 

第 ２ ７ 号 

令和５年度ひがしひろしま

墓園管理事業特別会計補正

予算（第１号）

〃 市民経済 〃 〃 

第 ２ ８ 号 

令和５年度東広島市特定地

域生活排水処理事業特別会

計補正予算（第１号）

〃 〃 〃 〃 

第 ２ ９ 号 

令和５年度八本松駅前土地

区画整理事業特別会計補正

予算（第２号）

〃 建 設 〃 〃 

第 ３ ０ 号 

令和５年度東広島市国民健

康保険特別会計補正予算（第

３号）

〃 文教厚生 〃 〃 

第 ３ １ 号 

令和５年度東広島市介護保

険特別会計補正予算（第３

号）

〃 〃 〃 〃 

第 ３ ２ 号 
令和５年度東広島市下水道

事業会計補正予算（第２号） 〃 建 設 〃 〃 

第 ３ ３ 号 
令和６年度東広島市一般会

計予算
〃 予算特別 ３月１８日 〃 

第 ３ ４ 号 
令和６年度ひがしひろしま

墓園管理事業特別会計予算
〃 〃 〃 〃 

第 ３ ５ 号 

令和６年度東広島市特定地

域生活排水処理事業特別会

計予算

〃 〃 〃 〃 

第 ３ ６ 号 
令和６年度八本松駅前土地

区画整理事業特別会計予算 
〃 〃 〃 〃 

― 5 ―



区分 議案番号 件 名 提出月日 付託委員会 議決月日 結 果 

第

一

回

定

例

会

第 ３ ７ 号 
令和６年度東広島市国民健

康保険特別会計予算
２ 月 ９ 日 予算特別 ３月１８日 原案可決 

第 ３ ８ 号 
令和６年度東広島市後期高

齢者医療特別会計予算
〃 〃 〃 〃 

第 ３ ９ 号 
令和６年度東広島市介護保

険特別会計予算
〃 〃 〃 〃 

第 ４ ０ 号 
令和６年度東広島市上三永

財産区特別会計予算
〃 〃 〃 〃 

第 ４ １ 号 
令和６年度東広島市御薗宇

財産区特別会計予算
〃 〃 〃 〃 

第 ４ ２ 号 
令和６年度東広島市志和堀

財産区特別会計予算
〃 〃 〃 〃 

第 ４ ３ 号 
令和６年度東広島市東志和

財産区特別会計予算
〃 〃 〃 〃 

第 ４ ４ 号 
令和６年度東広島市西志和

財産区特別会計予算
〃 〃 〃 〃 

第 ４ ５ 号 
令和６年度東広島市白市財

産区特別会計予算
〃 〃 〃 〃 

第 ４ ６ 号 
令和６年度東広島市小谷財

産区特別会計予算
〃 〃 〃 〃 

第 ４ ７ 号 
令和６年度東広島市志和財

産区特別会計予算
〃 〃 〃 〃 

第 ４ ８ 号 
令和６年度東広島市竹仁財

産区特別会計予算
〃 〃 〃 〃 

第 ４ ９ 号 
令和６年度東広島市久芳財

産区特別会計予算
〃 〃 〃 〃 

第 ５ ０ 号 
令和６年度東広島市下水道

事業会計予算
〃 〃 〃 〃 

第 ５ ３ 号 
令和５年度東広島市一般会

計補正予算（第１０号）
３月１８日 総 務 〃 〃 

第
二
回

臨
時
会

第 ５ ７ 号 
令和６年度東広島市一般会

計補正予算（第１号） 
４月１１日 〃 ４月１１日 〃 

第
二
回

定
例
会

第 ７ ６ 号 
令和６年度東広島市一般会

計補正予算（第２号） 
６月１０日 〃 ６月２７日 〃 

第

三

回

定

例

会

第 ９ ８ 号 
令和６年度東広島市一般会

計補正予算（第３号） 
８月３０日 〃 ９月１９日 〃 

第 ９ ９ 号 

令和６年度東広島市国民健

康保険特別会計補正予算（第

１号）

〃 文教厚生 〃 〃 

第１００号 

令和６年度東広島市後期高

齢者医療特別会計補正予算

（第１号）

〃 〃 〃 〃 

第１０１号 

令和６年度東広島市介護保

険特別会計補正予算（第１

号）

〃 〃 〃 〃 

第
四
回

定
例
会

第１２４号 
令和６年度東広島市一般会

計補正予算（第５号） 
１２月２日 総 務 １２月１９日 〃 

区分 議案番号 件 名 提出月日 付託委員会 議決月日 結 果 

第

四

回

定

例

会

第１２５号 

令和６年度八本松駅前土地

区画整理事業特別会計補正

予算（第１号）

１２月２日 建 設 １２月１９日 原案可決 

第１２６号 

令和６年度東広島市国民健

康保険特別会計補正予算（第

２号）

〃 文教厚生 〃 〃 

第１２７号 

令和６年度東広島市後期高

齢者医療特別会計補正予算

（第２号）

〃 〃 〃 〃 

第１２８号 

令和６年度東広島市介護保

険特別会計補正予算（第２

号）

〃 〃 〃 〃 

第１２９号 
令和６年度東広島市下水道

事業会計補正予算（第１号） 〃 建 設 〃 〃 

第１３１号 
令和６年度東広島市一般会

計補正予算（第６号）
１２月１９日 総 務 〃 〃 

第１３２号 

令和６年度八本松駅前土地

区画整理事業特別会計補正

予算（第２号）

〃 建 設 〃 〃 

第１３３号 

令和６年度東広島市国民健

康保険特別会計補正予算（第

３号）

〃 文教厚生 〃 〃 

第１３４号 

令和６年度東広島市後期高

齢者医療特別会計補正予算

（第３号）

〃 〃 〃 〃 

第１３５号 

令和６年度東広島市介護保

険特別会計補正予算（第３

号）

〃 〃 〃 〃 

第１３６号 
令和６年度東広島市下水道

事業会計補正予算（第２号） 〃 建 設 〃 〃 

計 ４５件 

ウ その他の議案

区分 議案番号 件 名 提出月日 付託委員会 議決月日 結 果 

第

一

回

定

例

会

第 ８ 号 
東広島市都市交通マスター

プランの改定について
２ 月 ９ 日 市民経済 ２月２７日 原案可決 

第 ９ 号 
第３期東広島市教育振興基

本計画の策定について
〃 文教厚生 〃 〃 

第 １ ０ 号 市道の路線の認定について 〃 建 設 〃 〃 

第 １ １ 号 委託契約の変更について 〃 〃 〃 〃 

第
二
回

定
例
会

第 ６ １ 号 財産の取得について ６月１０日 総 務 ６月２７日 〃 
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区分 議案番号 件 名 提出月日 付託委員会 議決月日 結 果 

第

一

回

定

例

会

第 ３ ７ 号 
令和６年度東広島市国民健

康保険特別会計予算
２ 月 ９ 日 予算特別 ３月１８日 原案可決 

第 ３ ８ 号 
令和６年度東広島市後期高

齢者医療特別会計予算
〃 〃 〃 〃 

第 ３ ９ 号 
令和６年度東広島市介護保

険特別会計予算
〃 〃 〃 〃 

第 ４ ０ 号 
令和６年度東広島市上三永

財産区特別会計予算
〃 〃 〃 〃 

第 ４ １ 号 
令和６年度東広島市御薗宇

財産区特別会計予算
〃 〃 〃 〃 

第 ４ ２ 号 
令和６年度東広島市志和堀

財産区特別会計予算
〃 〃 〃 〃 

第 ４ ３ 号 
令和６年度東広島市東志和

財産区特別会計予算
〃 〃 〃 〃 

第 ４ ４ 号 
令和６年度東広島市西志和

財産区特別会計予算
〃 〃 〃 〃 

第 ４ ５ 号 
令和６年度東広島市白市財

産区特別会計予算
〃 〃 〃 〃 

第 ４ ６ 号 
令和６年度東広島市小谷財

産区特別会計予算
〃 〃 〃 〃 

第 ４ ７ 号 
令和６年度東広島市志和財

産区特別会計予算
〃 〃 〃 〃 

第 ４ ８ 号 
令和６年度東広島市竹仁財

産区特別会計予算
〃 〃 〃 〃 

第 ４ ９ 号 
令和６年度東広島市久芳財

産区特別会計予算
〃 〃 〃 〃 

第 ５ ０ 号 
令和６年度東広島市下水道

事業会計予算
〃 〃 〃 〃 

第 ５ ３ 号 
令和５年度東広島市一般会

計補正予算（第１０号）
３月１８日 総 務 〃 〃 

第
二
回

臨
時
会

第 ５ ７ 号 
令和６年度東広島市一般会

計補正予算（第１号） 
４月１１日 〃 ４月１１日 〃 

第
二
回

定
例
会

第 ７ ６ 号 
令和６年度東広島市一般会

計補正予算（第２号） 
６月１０日 〃 ６月２７日 〃 

第

三

回

定

例

会

第 ９ ８ 号 
令和６年度東広島市一般会

計補正予算（第３号） 
８月３０日 〃 ９月１９日 〃 

第 ９ ９ 号 

令和６年度東広島市国民健

康保険特別会計補正予算（第

１号）

〃 文教厚生 〃 〃 

第１００号 

令和６年度東広島市後期高

齢者医療特別会計補正予算

（第１号）

〃 〃 〃 〃 

第１０１号 

令和６年度東広島市介護保

険特別会計補正予算（第１

号）

〃 〃 〃 〃 

第
四
回

定
例
会

第１２４号 
令和６年度東広島市一般会

計補正予算（第５号） 
１２月２日 総 務 １２月１９日 〃 

区分 議案番号 件 名 提出月日 付託委員会 議決月日 結 果 

第

四

回

定

例

会

第１２５号 

令和６年度八本松駅前土地

区画整理事業特別会計補正

予算（第１号）

１２月２日 建 設 １２月１９日 原案可決 

第１２６号 

令和６年度東広島市国民健

康保険特別会計補正予算（第

２号）

〃 文教厚生 〃 〃 

第１２７号 

令和６年度東広島市後期高

齢者医療特別会計補正予算

（第２号）

〃 〃 〃 〃 

第１２８号 

令和６年度東広島市介護保

険特別会計補正予算（第２

号）

〃 〃 〃 〃 

第１２９号 
令和６年度東広島市下水道

事業会計補正予算（第１号） 〃 建 設 〃 〃 

第１３１号 
令和６年度東広島市一般会

計補正予算（第６号）
１２月１９日 総 務 〃 〃 

第１３２号 

令和６年度八本松駅前土地

区画整理事業特別会計補正

予算（第２号）

〃 建 設 〃 〃 

第１３３号 

令和６年度東広島市国民健

康保険特別会計補正予算（第

３号）

〃 文教厚生 〃 〃 

第１３４号 

令和６年度東広島市後期高

齢者医療特別会計補正予算

（第３号）

〃 〃 〃 〃 

第１３５号 

令和６年度東広島市介護保

険特別会計補正予算（第３

号）

〃 〃 〃 〃 

第１３６号 
令和６年度東広島市下水道

事業会計補正予算（第２号） 〃 建 設 〃 〃 

計 ４５件 

ウ その他の議案

区分 議案番号 件 名 提出月日 付託委員会 議決月日 結 果 

第

一

回

定

例

会

第 ８ 号 
東広島市都市交通マスター

プランの改定について
２ 月 ９ 日 市民経済 ２月２７日 原案可決 

第 ９ 号 
第３期東広島市教育振興基

本計画の策定について
〃 文教厚生 〃 〃 

第 １ ０ 号 市道の路線の認定について 〃 建 設 〃 〃 

第 １ １ 号 委託契約の変更について 〃 〃 〃 〃 

第
二
回

定
例
会

第 ６ １ 号 財産の取得について ６月１０日 総 務 ６月２７日 〃 
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区分 議案番号 件 名 提出月日 付託委員会 議決月日 結 果 

第

二

回

定

例

会

第 ６ ２ 号 請負契約の締結について ６月１０日 建 設 ６月２７日 原案可決 

第 ６ ３ 号 請負契約の締結について 〃 文教厚生 〃 〃 

第 ６ ４ 号 請負契約の変更について 〃 建 設 〃 〃 

第 ６ ５ 号 
財産の減額貸付けの変更に

ついて
〃 文教厚生 〃 〃 

第 ７ ７ 号 請負契約の締結について ６月２７日 市民経済 〃 〃 

第

三

回

定

例

会

第 ８ ４ 号 

広島県後期高齢者医療広域

連合規約の変更に関する協

議について

８月３０日 文教厚生 ９月１９日 〃 

第 ８ ５ 号 財産の取得について 〃 総 務 〃 〃 

第 ８ ６ 号 市道の路線の認定について 〃 建 設 〃 〃 

第 ８ ７ 号 
公の施設の指定管理者の指

定について
〃 文教厚生 〃 〃 

第 ８ ８ 号 請負契約の締結について 〃 建 設 〃 〃 

第 ８ ９ 号 請負契約の締結について 〃 〃 〃 〃 

第 ９ ０ 号 請負契約の締結について 〃 〃 〃 〃 

第 ９ １ 号 請負契約の締結について 〃 〃 〃 〃 

第 ９ ２ 号 請負契約の変更について 〃 〃 〃 〃 

第１０５号 請負契約の締結について ９月１９日 文教厚生 〃 〃 

第

四

回

定

例

会

第１０８号 裁判外の和解について １２月２日 総 務 １２月１９日 〃 

第１０９号 
公の施設の指定管理者の指

定について
〃 市民経済 〃 〃 

第１１０号 
公の施設の指定管理者の指

定について
〃 建 設 〃 〃 

第１１１号 
公の施設の指定管理者の指

定の変更について
〃 文教厚生 〃 〃 

第１１２号 請負契約の締結について 〃 市民経済 〃 〃 

第１１３号 請負契約の締結について 〃 〃 〃 〃 

第１１４号 請負契約の締結について 〃 〃 〃 〃 

区分 議案番号 件 名 提出月日 付託委員会 議決月日 結 果 

第
四
回
定
例
会

第１１５号 請負契約の変更について １２月２日 建 設 １２月１９日 原案可決 

第１１６号 請負契約の変更について 〃 〃 〃 〃 

第１１７号 委託契約の変更について 〃 〃 〃 〃 

計 ３０件 

エ 認 定

区分 議案番号 件 名 提出月日 付託委員会 議決月日 結 果 

第

三

回

定

例

会

第１０２号 
令和５年度東広島市歳入歳

出決算の認定について
９月１９日 決算特別 １０月７日 認定可決

第１０３号 

令和５年度東広島市下水道

事業会計利益の処分及び決

算の認定について

〃 〃 〃 

原案可決

及び

認定可決

第１０４号 

令和５年度東広島市造賀財

産区特別会計歳入歳出決算

の認定について

〃 〃 〃 認定可決

計 ３件 

オ 承 認

区分 議案番号 件 名 提出月日 付託委員会 議決月日 結 果 

第

二

回

臨

時

会

第 ５ ４ 号 
専決処分の承認について（税

条例の一部改正） 
４月１１日 総 務 ４月１１日 承認可決 

第 ５ ５ 号 
専決処分の承認について（都

市計画税条例の一部改正） 
〃 〃 〃 〃 

第 ５ ６ 号 

専決処分の承認について（過

疎地域持続的発展計画に係

る固定資産税の課税免除に

関する条例の一部改正） 

〃 〃 〃 〃 

第

四

回

定

例

会

第１０６号 
専決処分の承認について（損

害賠償の額を定めるもの） 
１２月２日 建 設 １２月１９日 〃

第１０７号 
専決処分の承認について（一

般会計補正予算（第４号）） 
〃 総 務 〃 〃 

計 ５件 

カ 同 意

区分 議案番号 件 名 提出月日 付託委員会 議決月日 結 果 

第
一
回

定
例
会

第 ７ 号 
農業委員会委員の任命の同

意について
２ 月 ９ 日 市民経済 ２月２７日 同意可決 
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区分 議案番号 件 名 提出月日 付託委員会 議決月日 結 果 

第

二

回

定

例

会

第 ６ ２ 号 請負契約の締結について ６月１０日 建 設 ６月２７日 原案可決 

第 ６ ３ 号 請負契約の締結について 〃 文教厚生 〃 〃 

第 ６ ４ 号 請負契約の変更について 〃 建 設 〃 〃 

第 ６ ５ 号 
財産の減額貸付けの変更に

ついて
〃 文教厚生 〃 〃 

第 ７ ７ 号 請負契約の締結について ６月２７日 市民経済 〃 〃 

第

三

回

定

例

会

第 ８ ４ 号 

広島県後期高齢者医療広域

連合規約の変更に関する協

議について

８月３０日 文教厚生 ９月１９日 〃 

第 ８ ５ 号 財産の取得について 〃 総 務 〃 〃 

第 ８ ６ 号 市道の路線の認定について 〃 建 設 〃 〃 

第 ８ ７ 号 
公の施設の指定管理者の指

定について
〃 文教厚生 〃 〃 

第 ８ ８ 号 請負契約の締結について 〃 建 設 〃 〃 

第 ８ ９ 号 請負契約の締結について 〃 〃 〃 〃 

第 ９ ０ 号 請負契約の締結について 〃 〃 〃 〃 

第 ９ １ 号 請負契約の締結について 〃 〃 〃 〃 

第 ９ ２ 号 請負契約の変更について 〃 〃 〃 〃 

第１０５号 請負契約の締結について ９月１９日 文教厚生 〃 〃 

第

四

回

定

例

会

第１０８号 裁判外の和解について １２月２日 総 務 １２月１９日 〃 

第１０９号 
公の施設の指定管理者の指

定について
〃 市民経済 〃 〃 

第１１０号 
公の施設の指定管理者の指

定について
〃 建 設 〃 〃 

第１１１号 
公の施設の指定管理者の指

定の変更について
〃 文教厚生 〃 〃 

第１１２号 請負契約の締結について 〃 市民経済 〃 〃 

第１１３号 請負契約の締結について 〃 〃 〃 〃 

第１１４号 請負契約の締結について 〃 〃 〃 〃 

区分 議案番号 件 名 提出月日 付託委員会 議決月日 結 果 

第
四
回
定
例
会

第１１５号 請負契約の変更について １２月２日 建 設 １２月１９日 原案可決 

第１１６号 請負契約の変更について 〃 〃 〃 〃 

第１１７号 委託契約の変更について 〃 〃 〃 〃 

計 ３０件 

エ 認 定

区分 議案番号 件 名 提出月日 付託委員会 議決月日 結 果 

第

三

回

定

例

会

第１０２号 
令和５年度東広島市歳入歳

出決算の認定について
９月１９日 決算特別 １０月７日 認定可決

第１０３号 

令和５年度東広島市下水道

事業会計利益の処分及び決

算の認定について

〃 〃 〃 

原案可決

及び

認定可決

第１０４号 

令和５年度東広島市造賀財

産区特別会計歳入歳出決算

の認定について

〃 〃 〃 認定可決

計 ３件 

オ 承 認

区分 議案番号 件 名 提出月日 付託委員会 議決月日 結 果 

第

二

回

臨

時

会

第 ５ ４ 号 
専決処分の承認について（税

条例の一部改正） 
４月１１日 総 務 ４月１１日 承認可決 

第 ５ ５ 号 
専決処分の承認について（都

市計画税条例の一部改正） 
〃 〃 〃 〃 

第 ５ ６ 号 

専決処分の承認について（過

疎地域持続的発展計画に係

る固定資産税の課税免除に

関する条例の一部改正） 

〃 〃 〃 〃 

第

四

回

定

例

会

第１０６号 
専決処分の承認について（損

害賠償の額を定めるもの） 
１２月２日 建 設 １２月１９日 〃

第１０７号 
専決処分の承認について（一

般会計補正予算（第４号）） 
〃 総 務 〃 〃 

計 ５件 

カ 同 意

区分 議案番号 件 名 提出月日 付託委員会 議決月日 結 果 

第
一
回

定
例
会

第 ７ 号 
農業委員会委員の任命の同

意について
２ 月 ９ 日 市民経済 ２月２７日 同意可決 
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区分 議案番号 件 名 提出月日 付託委員会 議決月日 結 果 

第
一
回

定
例
会

第 ５ １ 号 
教育委員会教育長の任命の

同意について
３月１８日 総 務 ３月１８日 同意可決 

第
二
回
定
例
会

第 ５ ８ 号 
公平委員会委員の選任の同

意について
６月１０日 〃 ６月２７日 〃 

第 ５ ９ 号 
教育委員会委員の任命の同

意について
〃 文教厚生 〃 〃 

第 ６ ０ 号 
教育委員会委員の任命の同

意について
〃 〃 〃 〃 

第
三
回
定
例
会

第 ８ １ 号 
公平委員会委員の選任の同

意について
８月３０日 総 務 ９月１９日 〃 

第 ８ ２ 号 
固定資産評価審査委員会委

員の選任の同意について
〃 〃 〃 〃 

第 ８ ３ 号 
固定資産評価審査委員会委

員の選任の同意について
〃 〃 〃 〃 

計 ８件 

キ 諮 問

区分 議案番号 件 名 提出月日 付託委員会 議決月日 結 果 

第

一

回

定

例

会

第 ２ 号 

人権擁護委員の候補者の推

薦につき意見を求めること

について

２ 月 ９ 日 市民経済 ２月２７日 適任可決 

第 ３ 号 

人権擁護委員の候補者の推

薦につき意見を求めること

について

〃 〃 〃 〃 

第 ４ 号 

人権擁護委員の候補者の推

薦につき意見を求めること

について

〃 〃 〃 〃 

第 ５ 号 

人権擁護委員の候補者の推

薦につき意見を求めること

について

〃 〃 〃 〃 

第 ６ 号 

人権擁護委員の候補者の推

薦につき意見を求めること

について

〃 〃 〃 〃 

第

三

回

定

例

会

第 ７ ８ 号 

人権擁護委員の候補者の推

薦につき意見を求めること

について 

８月３０日 〃 ９月１９日 〃 

第 ７ ９ 号 

人権擁護委員の候補者の推

薦につき意見を求めること

について 

〃 〃 〃 〃 

第 ８ ０ 号 

人権擁護委員の候補者の推

薦につき意見を求めること

について 

〃 〃 〃 〃 

計 ８件 

ク 議員提出議案・委員会提出議案

区分 議案番号 件 名 提出月日 付託委員会 議決月日 結 果 

第

一

回

定

例

会

委員会提出

議案第１号

東広島市議会議員の請負の

状況の公表に関する条例の

制定について

２ 月 ９ 日 － ２ 月 ９ 日 原案可決 

議員派遣について ２月２７日 － ２月２７日 〃 

議員提出

議案第２号

有機フッ素化合物に関する

対策を求める意見書の提出

について

３月１８日 市民経済 ３月１８日 〃 

第

二

回

定

例

会

委員会提出

議案第３号

東広島市議会の個人情報の

保護に関する条例の一部改

正について

６月１０日 － ６月１０日 〃 

議員派遣について 〃 － 〃 〃 

委員会提出

議案第４号

地方財政の充実・強化に関す

る意見書の提出について
６月２７日 － ６月２７日 〃 

議員派遣について 〃 － 〃 〃 

第

三

回

定

例

会

議員提出

議案第５号

発達障がいに関する障がい

福祉の充実に関する決議に

ついて

８月３０日 文教厚生 ９月１９日 〃 

委員会提出

議案第６号

ユニバーサルデザインに配

慮したトイレの環境整備に

関する決議について

〃 － ８月３０日 〃 

議員派遣について 〃 － 〃 〃 

委員会提出

議案第７号

さらなる少人数学級の実施、

教職員定数の改善並びに義

務教育費国庫負担制度の拡

充を求める意見書の提出に

ついて

９月１９日 － ９月１９日 〃 

議員派遣について １０月７日 － １０月７日 〃 

計 １２件 

ケ 選 挙

区分 件 名 執行月日 結 果 

第
二
回

定
例
会

副議長選挙 ６ 月 ２ ７ 日 牧尾 良二 

計 １件 
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区分 議案番号 件 名 提出月日 付託委員会 議決月日 結 果 

第
一
回

定
例
会

第 ５ １ 号 
教育委員会教育長の任命の

同意について
３月１８日 総 務 ３月１８日 同意可決 

第
二
回
定
例
会

第 ５ ８ 号 
公平委員会委員の選任の同

意について
６月１０日 〃 ６月２７日 〃 

第 ５ ９ 号 
教育委員会委員の任命の同

意について
〃 文教厚生 〃 〃 

第 ６ ０ 号 
教育委員会委員の任命の同

意について
〃 〃 〃 〃 

第
三
回
定
例
会

第 ８ １ 号 
公平委員会委員の選任の同

意について
８月３０日 総 務 ９月１９日 〃 

第 ８ ２ 号 
固定資産評価審査委員会委

員の選任の同意について
〃 〃 〃 〃 

第 ８ ３ 号 
固定資産評価審査委員会委

員の選任の同意について
〃 〃 〃 〃 

計 ８件 

キ 諮 問

区分 議案番号 件 名 提出月日 付託委員会 議決月日 結 果 

第

一

回

定

例

会

第 ２ 号 

人権擁護委員の候補者の推

薦につき意見を求めること

について

２ 月 ９ 日 市民経済 ２月２７日 適任可決 

第 ３ 号 

人権擁護委員の候補者の推

薦につき意見を求めること

について

〃 〃 〃 〃 

第 ４ 号 

人権擁護委員の候補者の推

薦につき意見を求めること

について

〃 〃 〃 〃 

第 ５ 号 

人権擁護委員の候補者の推

薦につき意見を求めること

について

〃 〃 〃 〃 

第 ６ 号 

人権擁護委員の候補者の推

薦につき意見を求めること

について

〃 〃 〃 〃 

第

三

回

定

例

会

第 ７ ８ 号 

人権擁護委員の候補者の推

薦につき意見を求めること

について 

８月３０日 〃 ９月１９日 〃 

第 ７ ９ 号 

人権擁護委員の候補者の推

薦につき意見を求めること

について 

〃 〃 〃 〃 

第 ８ ０ 号 

人権擁護委員の候補者の推

薦につき意見を求めること

について 

〃 〃 〃 〃 

計 ８件 

ク 議員提出議案・委員会提出議案

区分 議案番号 件 名 提出月日 付託委員会 議決月日 結 果 

第

一

回

定

例

会

委員会提出

議案第１号

東広島市議会議員の請負の

状況の公表に関する条例の

制定について

２ 月 ９ 日 － ２ 月 ９ 日 原案可決 

議員派遣について ２月２７日 － ２月２７日 〃 

議員提出

議案第２号

有機フッ素化合物に関する

対策を求める意見書の提出

について

３月１８日 市民経済 ３月１８日 〃 

第

二

回

定

例

会

委員会提出

議案第３号

東広島市議会の個人情報の

保護に関する条例の一部改

正について

６月１０日 － ６月１０日 〃 

議員派遣について 〃 － 〃 〃 

委員会提出

議案第４号

地方財政の充実・強化に関す

る意見書の提出について
６月２７日 － ６月２７日 〃 

議員派遣について 〃 － 〃 〃 

第

三

回

定

例

会

議員提出

議案第５号

発達障がいに関する障がい

福祉の充実に関する決議に

ついて

８月３０日 文教厚生 ９月１９日 〃 

委員会提出

議案第６号

ユニバーサルデザインに配

慮したトイレの環境整備に

関する決議について

〃 － ８月３０日 〃 

議員派遣について 〃 － 〃 〃 

委員会提出

議案第７号

さらなる少人数学級の実施、

教職員定数の改善並びに義

務教育費国庫負担制度の拡

充を求める意見書の提出に

ついて

９月１９日 － ９月１９日 〃 

議員派遣について １０月７日 － １０月７日 〃 

計 １２件 

ケ 選 挙

区分 件 名 執行月日 結 果 

第
二
回

定
例
会

副議長選挙 ６ 月 ２ ７ 日 牧尾 良二 

計 １件 
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コ 報 告

区分 報告番号 件 名 報告月日 

第
一
回

臨
時
会

第 １ 号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めるもの） １月２６日 

第 ２ 号
専決処分の報告について（地方自治法の一部を改正する法律の施行

に伴う関係条例の整理） 
〃 

第
一
回
定
例
会

第 ３ 号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めるもの） ２ 月 ９ 日 

第 ４ 号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めるもの） 〃 

第 ５ 号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めるもの） 〃 

第
二
回

臨
時
会

第 ６ 号
専決処分の報告について（市長等の東広島市に対する損害賠償責任

の一部免責に関する条例の一部改正） 
４月１１日 

第 ７ 号 東広島流通センター株式会社の経営状況について 〃 

第

二

回

定

例

会

第 ８ 号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めるもの） ６月１０日 

第 ９ 号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めるもの） 〃 

第 １ ０ 号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めるもの） 〃 

第 １ １ 号
専決処分の報告について（行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する条例の一部改正）
〃 

第 １ ２ 号
専決処分の報告について（専用水道等の設置及び給水に関する条例

の一部改正）
〃 

第 １ ３ 号 東広島スマートエネルギー株式会社の経営状況について 〃 

第 １ ４ 号 東広島市土地開発公社の経営状況について 〃 

第 １ ５ 号 公益財団法人東広島市教育文化振興事業団の経営状況について 〃 

第 １ ６ 号 令和５年度東広島市繰越明許費繰越計算書について 〃 

第 １ ７ 号 令和５年度東広島市下水道事業会計予算繰越計算書について 〃 

第 １ ８ 号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めるもの） ６月２７日 

第 １ ９ 号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めるもの） 〃 

第

三

回

定

例

会

第 ２ ０ 号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めるもの） ８月３０日 

第 ２ １ 号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めるもの） 〃 

第 ２ ２ 号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めるもの） 〃 

第 ２ ３ 号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めるもの） 〃 

区分 報告番号 件 名 報告月日 

第

三

回

定

例

会

第 ２ ４ 号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めるもの） ８月３０日 

第 ２ ５ 号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めるもの） 〃 

第 ２ ６ 号
専決処分の報告について（子ども・子育て支援法に基づく過料に関

する条例の一部改正）
〃 

第 ２ ７ 号
令和５年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率につい

て
９月１９日 

第
四
回
定
例
会

第 ２ ８ 号 専決処分の報告について（手数料条例の一部改正） １２月２日 

第 ２ ９ 号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めるもの） １２月１９日 

第 ３ ０ 号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めるもの） 〃 

計 ３０件 
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コ 報 告

区分 報告番号 件 名 報告月日 

第
一
回

臨
時
会

第 １ 号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めるもの） １月２６日 

第 ２ 号
専決処分の報告について（地方自治法の一部を改正する法律の施行

に伴う関係条例の整理） 
〃 

第
一
回
定
例
会

第 ３ 号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めるもの） ２ 月 ９ 日 

第 ４ 号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めるもの） 〃 

第 ５ 号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めるもの） 〃 

第
二
回

臨
時
会

第 ６ 号
専決処分の報告について（市長等の東広島市に対する損害賠償責任

の一部免責に関する条例の一部改正） 
４月１１日 

第 ７ 号 東広島流通センター株式会社の経営状況について 〃 

第

二

回

定

例

会

第 ８ 号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めるもの） ６月１０日 

第 ９ 号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めるもの） 〃 

第 １ ０ 号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めるもの） 〃 

第 １ １ 号
専決処分の報告について（行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する条例の一部改正）
〃 

第 １ ２ 号
専決処分の報告について（専用水道等の設置及び給水に関する条例

の一部改正）
〃 

第 １ ３ 号 東広島スマートエネルギー株式会社の経営状況について 〃 

第 １ ４ 号 東広島市土地開発公社の経営状況について 〃 

第 １ ５ 号 公益財団法人東広島市教育文化振興事業団の経営状況について 〃 

第 １ ６ 号 令和５年度東広島市繰越明許費繰越計算書について 〃 

第 １ ７ 号 令和５年度東広島市下水道事業会計予算繰越計算書について 〃 

第 １ ８ 号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めるもの） ６月２７日 

第 １ ９ 号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めるもの） 〃 

第

三

回

定

例

会

第 ２ ０ 号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めるもの） ８月３０日 

第 ２ １ 号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めるもの） 〃 

第 ２ ２ 号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めるもの） 〃 

第 ２ ３ 号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めるもの） 〃 

区分 報告番号 件 名 報告月日 

第

三

回

定

例

会

第 ２ ４ 号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めるもの） ８月３０日 

第 ２ ５ 号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めるもの） 〃 

第 ２ ６ 号
専決処分の報告について（子ども・子育て支援法に基づく過料に関

する条例の一部改正）
〃 

第 ２ ７ 号
令和５年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率につい

て
９月１９日 

第
四
回
定
例
会

第 ２ ８ 号 専決処分の報告について（手数料条例の一部改正） １２月２日 

第 ２ ９ 号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めるもの） １２月１９日 

第 ３ ０ 号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めるもの） 〃 

計 ３０件 
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区分 
受 理 番 号 

受理年月日 
件 名 提 出 者 

第
三
回
定
例
会 

第 １ ３ 号 

 

９ 月 ９ 日 

令和７年度 理科教育設備整備費等補助金

予算計上についてのお願い 

公益社団法人日本理科教育振

興協会 

第 

四 

回 

定 

例 

会 

第 １ ４ 号 

 

１０月３１日 

臓器移植に関わる不正取引、非人道性が疑

われる国への渡航移植等を防止するための

法整備等を求める意見書提出の陳情 

一般社団法人中国における臓

器移植を考える会 

第 １ ５ 号 

 

１ １ 月 ８ 日 

学校給食費の無償化と、食材や調理施設へ

の公的補助を求める陳情書 

「軍事費を削って、くらしと福

祉・教育の充実を」 

国民大運動広島県実行委員会 

第 １ ６ 号 

 

１ １ 月 ８ 日 

安心して生活できる公的年金を求める陳情

書 

「軍事費を削って、くらしと福

祉・教育の充実を」 

国民大運動広島県実行委員会 

第 １ ７ 号 

 

１ １ 月 ８ 日 

訪問介護基本報酬 引き下げ分の補填と 

２０２５年度医療・介護報酬臨時改定の実

施、すべてのケア労働者の大幅増員と処遇

改善等のための予算措置を求める陳情書 

「軍事費を削って、くらしと福

祉・教育の充実を」 

国民大運動広島県実行委員会 

第 １ ８ 号 

 

１ １ 月 ８ 日 

加齢性難聴者への補聴器購入に対する助成

についての陳情書 

「軍事費を削って、くらしと福

祉・教育の充実を」 

国民大運動広島県実行委員会 

第 １ ９ 号 

 

１ １ 月 ８ 日 

最低賃金全国一律制度へ向けた法改正を求

める陳情書 

「軍事費を削って、くらしと福

祉・教育の充実を」 

国民大運動広島県実行委員会 

第 

四 

回 

定 

例 

会 

第 ２ ０ 号 

 

１ １ 月 ８ 日 

国民健康保険財政への国庫負担の増額を求

める陳情書 

「軍事費を削って、くらしと福

祉・教育の充実を」 

国民大運動広島県実行委員会 

第 ２ １ 号 

 

１ １ 月 ８ 日 

児童・生徒の健康と学習する権利を守るた

め学校施設のトイレに生理用品の設置を求

める陳情書 

「軍事費を削って、くらしと福

祉・教育の充実を」 

国民大運動広島県実行委員会 

第 ２ ２ 号 

 

１２月１０日 

国に対し「再審法（刑事訴訟法の再審規定）

の改正を求める意見書」の採決、提出を求

める陳情書 

日本国民救援会広島県本部 

会長ほか３５名 

計 ２２件 

 

（３）陳情等内訳表

受 理 番 号 
区分 件 名 提 出 者 

受理年月日 

第
一 第 １ 号 
回
臨 パレスチナ情勢に関する陳情書 ― 

 １ 月 ４ 日 

第 ２ 号 学校の業務量に見合った教職員配置と長時

間労働を抑制するため教員に残業代を支給

可能とする給特法の改正を求める陳情書 

全広島教職員組合 
第 ２ 月  ８ 日 
一

第 ３ 号 
回 電気設備工事の分離発注の継続を求める陳

情書 
一般社団法人広島電業協会 

定
２ 月  ８ 日 

例

会 第 ４ 号 養護老人ホームに勤務する職員のさらなる

処遇改善および老人保護措置費に係る支弁

額等の引上げについて（要望） 

養護老人ホーム造賀福祉園 

 ３  月 １ 日 

第 ５ 号 
安全・安心の医療・介護実現と国民のいの

ちと健康をまもるための陳情 

公立・公的医療機関再編ストッ

プ！広島県共同行動連絡会 
 ５ 月 １ ５ 日 

第 ６ 号 国の責任による教職員定数改善および住民

無視の学校統廃合を強制しないことを求め

る陳情 

公立・公的医療機関再編ストッ

プ！広島県共同行動連絡会 第 ５ 月 １ ５ 日 
二

第 ７ 号 
回 ガザ地区の即時停戦のための積極的外交を

政府に要求する意見書の提出を求める陳情 
― 

定
 ５ 月 ２ ３ 日 

例

会 第 ８ 号 政府の責任で医療・介護施設への支援を拡

充しすべてのケア労働者の賃上げや人員増

を求める陳情 

広島県医療労働組合連合会 

 ５  月  ２ ３ 日 

第 ９ 号 

市内の景観を維持することに関する陳情書 ― 

 ５  月  ２ ７ 日 

第 １  ０ 号 
道路へのポール等の設置を求める陳情 サクラ自治会

 ７  月  ３ 日 第

三 第 １  １ 号
母が中国で不法に逮捕されている件に関す

る陳情回 ―

定  ７  月  ８ 日

例 第 １  ２ 号
「現行の健康保険証の継続使用を求める」

意見書採択に関する要請書
会 広島県保険医協会

 ８  月  １ 日 

時
会
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第
一
回
臨
時
会

第

一

回

定

例

会

第

二

回

定

例

会

第

三

回

定

例

会



 

区分 
受 理 番 号 

受理年月日 
件 名 提 出 者 

第
三
回
定
例
会 

第 １ ３ 号 

 

９ 月 ９ 日 

令和７年度 理科教育設備整備費等補助金

予算計上についてのお願い 

公益社団法人日本理科教育振

興協会 

第 

四 

回 

定 

例 

会 

第 １ ４ 号 

 

１０月３１日 

臓器移植に関わる不正取引、非人道性が疑

われる国への渡航移植等を防止するための

法整備等を求める意見書提出の陳情 

一般社団法人中国における臓

器移植を考える会 

第 １ ５ 号 

 

１ １ 月 ８ 日 

学校給食費の無償化と、食材や調理施設へ

の公的補助を求める陳情書 

「軍事費を削って、くらしと福

祉・教育の充実を」 

国民大運動広島県実行委員会 

第 １ ６ 号 

 

１ １ 月 ８ 日 

安心して生活できる公的年金を求める陳情

書 

「軍事費を削って、くらしと福

祉・教育の充実を」 

国民大運動広島県実行委員会 

第 １ ７ 号 

 

１ １ 月 ８ 日 

訪問介護基本報酬 引き下げ分の補填と 

２０２５年度医療・介護報酬臨時改定の実

施、すべてのケア労働者の大幅増員と処遇

改善等のための予算措置を求める陳情書 

「軍事費を削って、くらしと福

祉・教育の充実を」 

国民大運動広島県実行委員会 

第 １ ８ 号 

 

１ １ 月 ８ 日 

加齢性難聴者への補聴器購入に対する助成

についての陳情書 

「軍事費を削って、くらしと福

祉・教育の充実を」 

国民大運動広島県実行委員会 

第 １ ９ 号 

 

１ １ 月 ８ 日 

最低賃金全国一律制度へ向けた法改正を求

める陳情書 

「軍事費を削って、くらしと福

祉・教育の充実を」 

国民大運動広島県実行委員会 

第 

四 

回 

定 

例 

会 

第 ２ ０ 号 

 

１ １ 月 ８ 日 

国民健康保険財政への国庫負担の増額を求

める陳情書 

「軍事費を削って、くらしと福

祉・教育の充実を」 

国民大運動広島県実行委員会 

第 ２ １ 号 

 

１ １ 月 ８ 日 

児童・生徒の健康と学習する権利を守るた

め学校施設のトイレに生理用品の設置を求

める陳情書 

「軍事費を削って、くらしと福

祉・教育の充実を」 

国民大運動広島県実行委員会 

第 ２ ２ 号 

 

１２月１０日 

国に対し「再審法（刑事訴訟法の再審規定）

の改正を求める意見書」の採決、提出を求

める陳情書 

日本国民救援会広島県本部 

会長ほか３５名 

計 ２２件 

 

（３）陳情等内訳表

受 理 番 号 
区分 件 名 提 出 者 

受理年月日 

第
一 第 １ 号 
回
臨 パレスチナ情勢に関する陳情書 ― 

 １ 月 ４ 日 

第 ２ 号 学校の業務量に見合った教職員配置と長時

間労働を抑制するため教員に残業代を支給

可能とする給特法の改正を求める陳情書 

全広島教職員組合 
第 ２ 月  ８ 日 
一

第 ３ 号 
回 電気設備工事の分離発注の継続を求める陳

情書 
一般社団法人広島電業協会 

定
２ 月  ８ 日 

例

会 第 ４ 号 養護老人ホームに勤務する職員のさらなる

処遇改善および老人保護措置費に係る支弁

額等の引上げについて（要望） 

養護老人ホーム造賀福祉園 

 ３  月 １ 日 

第 ５ 号 
安全・安心の医療・介護実現と国民のいの

ちと健康をまもるための陳情 

公立・公的医療機関再編ストッ

プ！広島県共同行動連絡会 
 ５ 月 １ ５ 日 

第 ６ 号 国の責任による教職員定数改善および住民

無視の学校統廃合を強制しないことを求め

る陳情 

公立・公的医療機関再編ストッ

プ！広島県共同行動連絡会 第 ５ 月 １ ５ 日 
二

第 ７ 号 
回 ガザ地区の即時停戦のための積極的外交を

政府に要求する意見書の提出を求める陳情 
― 

定
 ５ 月 ２ ３ 日 

例

会 第 ８ 号 政府の責任で医療・介護施設への支援を拡

充しすべてのケア労働者の賃上げや人員増

を求める陳情 

広島県医療労働組合連合会 

 ５  月  ２ ３ 日 

第 ９ 号 

市内の景観を維持することに関する陳情書 ― 

 ５  月  ２ ７ 日 

第 １  ０ 号 
道路へのポール等の設置を求める陳情 サクラ自治会

 ７  月  ３ 日 第

三 第 １  １ 号
母が中国で不法に逮捕されている件に関す

る陳情回 ―

定  ７  月  ８ 日

例 第 １  ２ 号
「現行の健康保険証の継続使用を求める」

意見書採択に関する要請書
会 広島県保険医協会

 ８  月  １ 日 

時
会
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第
三
回
定
例
会

第

四

回

定

例

会



３３  代代表表・・一一般般質質問問  
会議名 

質問者 質問要旨 
月日 

（質問者数） 

第

一

回

定

例

会

２月２８日 

（２人） 

清新の会 

北林 光昭 

1 「やさしい未来都市東広島」の実現に向けた令和６年度予算につ

いて 

(1) 予算編成に係る中心的考え方について

2 人口減少社会に対する本市の対応について 

(1) 過疎過密を助長する行政について

(2) 人口減少局面への備えとしての地域づくりの充実について

3 農業の将来像について 

(1) 農業の担い手について

(2) 人・農地プランについて

4 半導体産業等に係る対策について 

(1) 産業団地確保の取組みについて

(2) 水源確保に係る諸課題について

(3) 周辺対策について

(4) 半導体人材の育成について

5 子育て支援施策について 

(1) 子育て施策全体に対する本市の考え方について

(2) 質の高い保育の推進を行う条件について

(3) 学びの保障について

6 公共施設等の維持修繕について 

(1) 公共施設等の維持修繕について

創志会 

岡田 育三 

1 新しい時代をリードする「やさしい未来都市」＜次世代学園都市

の実現に向けたまちづくりについて＞ 

(1) 半導体産業集積によるまちづくりについて

ア 産業団地整備など半導体の生産・開発拠点について

イ 半導体技術者の確保や人材育成について

ウ 周辺のインフラ整備について

エ ゆとりと魅力ある居住環境などの創出整備について

オ 民間による産業用地整備における支援制度の創設について

カ 県有地を活用した産業団地整備の推進について

(2) 学術研究機能の発揮による都市活力の創出について

ア Ｔｏｗｎ＆Ｇｏｗｎプロジェクト、次世代学園都市構想に基

づく新たなまちづくりについて

イ 広島大学へのＴｏｗｎ＆Ｇｏｗｎの展開について

ウ 近大工学部へのＴｏｗｎ＆Ｇｏｗｎの展開について

エ 広島国際大学へのＴｏｗｎ＆Ｇｏｗｎの展開について

オ エリザベト音楽大学との連携事業について

(3) 持続可能な農林水産業の推進について

ア 集落農業の組織化支援の現状と課題や方向性について

イ 国の農業施策の変更やルール改正が本市に及ぼす影響につ

いて

ウ 農林水産物販路拡大について

(4) 地域資源を活かした観光の振興について

ア 観光推進組織による戦略的な観光振興について

イ Ｇ７広島サミットを活かしたインバウンド対策の現状と課

題や方向性について

ウ 本市の歴史・文化・酒蔵・特産品などを活用したプロモーシ

ョンの展開について

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

一

回

定

例

会

２月２８日 

（２人） 

創志会 

岡田 育三 

エ 地域拠点の特性を活かしたにぎわい創出事業について

(5) 地域共生社会の実現について

ア 地域共生社会推進体制の構築・整備について

イ 地域共生活動の場づくりの推進について

ウ 地域共生プラットホームの構築・ＣＳＷの配置強化について

エ 高齢者の生活支援体制の整備について

オ 地域による介護予防活動等の支援について

(6) 市全体が学びのキャンパスとなる環境づくりについて

ア 文化財の保存及び活用について

イ 廃校施設の聖地化・特徴化について

ウ 少子化によるスポーツ少年団活動への影響と対策について

エ 各スポーツ競技団体等からの競技施設整備要望の対応につ

いて

(7) 中山間地域における生活価値の創造について

ア 福富地域における循環型経済の確立による地域活性化に資

する取り組みの状況と期待される効果について

イ この事業に対する地域住民の理解と役割について

(8) ＳＤＧｓの推進について

ア ＳＤＧｓ推進パートナーとの連携、支援の現状について

イ ＳＤＧｓ未来都市東広島として独自の事業を含めたふさわ

しい活動等について

(9) 災害に強い地域づくりの推進について

ア 今回の能登半島地震から見えてきた耐震化などの課題につ

いて

イ 災害対応力の強化、情報収集と管理、発信機能について

ウ 広域防災拠点について

(10) 総合的な医療体制の確立について

ア 医療機関や医師・スタッフの確保について

(11) 多様性豊かな市民の力が輝くまちづくりについて

ア 移住・定住の促進、情報発信や支援について

イ にぎわいや交流の創出について

ウ 外国人市民への支援や地域住民との交流について

2 第五次東広島市総合計画について 

(1) 後期基本計画の策定について

ア 前期基本計画の評価と課題について

イ 後期基本計画策定の方向性とタイムスケジュールについて

(2) 戦略的な土地利用の方向性について

ア 現状の都市拠点、地域拠点、特定機能拠点への追加地域等に

ついて

イ ３つのエリア（北部・中部・南部）の現状とネットワークの

形成について

ウ 今後のルール改正などについて

２月２９日 

（３人） 

市民クラブ 

石原 賢治 

1 市民満足度調査と予算編成について 

(1) 市民満足度調査と重点施策及び予算編成について

ア 満足度調査の結果分析から、取り組んできた内容等をどのよ

うに評価されているか

イ 「公共交通網の充実」について、どのように対応してきたの

か
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３３  代代表表・・一一般般質質問問  
会議名 

質問者 質問要旨 
月日 

（質問者数） 

第

一

回

定

例

会

２月２８日 

（２人） 

清新の会 

北林 光昭 

1 「やさしい未来都市東広島」の実現に向けた令和６年度予算につ

いて 

(1) 予算編成に係る中心的考え方について

2 人口減少社会に対する本市の対応について 

(1) 過疎過密を助長する行政について

(2) 人口減少局面への備えとしての地域づくりの充実について

3 農業の将来像について 

(1) 農業の担い手について

(2) 人・農地プランについて

4 半導体産業等に係る対策について 

(1) 産業団地確保の取組みについて

(2) 水源確保に係る諸課題について

(3) 周辺対策について

(4) 半導体人材の育成について

5 子育て支援施策について 

(1) 子育て施策全体に対する本市の考え方について

(2) 質の高い保育の推進を行う条件について

(3) 学びの保障について

6 公共施設等の維持修繕について 

(1) 公共施設等の維持修繕について

創志会 

岡田 育三 

1 新しい時代をリードする「やさしい未来都市」＜次世代学園都市

の実現に向けたまちづくりについて＞ 

(1) 半導体産業集積によるまちづくりについて

ア 産業団地整備など半導体の生産・開発拠点について

イ 半導体技術者の確保や人材育成について

ウ 周辺のインフラ整備について

エ ゆとりと魅力ある居住環境などの創出整備について

オ 民間による産業用地整備における支援制度の創設について

カ 県有地を活用した産業団地整備の推進について

(2) 学術研究機能の発揮による都市活力の創出について

ア Ｔｏｗｎ＆Ｇｏｗｎプロジェクト、次世代学園都市構想に基

づく新たなまちづくりについて

イ 広島大学へのＴｏｗｎ＆Ｇｏｗｎの展開について

ウ 近大工学部へのＴｏｗｎ＆Ｇｏｗｎの展開について

エ 広島国際大学へのＴｏｗｎ＆Ｇｏｗｎの展開について

オ エリザベト音楽大学との連携事業について

(3) 持続可能な農林水産業の推進について

ア 集落農業の組織化支援の現状と課題や方向性について

イ 国の農業施策の変更やルール改正が本市に及ぼす影響につ

いて

ウ 農林水産物販路拡大について

(4) 地域資源を活かした観光の振興について

ア 観光推進組織による戦略的な観光振興について

イ Ｇ７広島サミットを活かしたインバウンド対策の現状と課

題や方向性について

ウ 本市の歴史・文化・酒蔵・特産品などを活用したプロモーシ

ョンの展開について

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

一

回

定

例

会

２月２８日 

（２人） 

創志会 

岡田 育三 

エ 地域拠点の特性を活かしたにぎわい創出事業について

(5) 地域共生社会の実現について

ア 地域共生社会推進体制の構築・整備について

イ 地域共生活動の場づくりの推進について

ウ 地域共生プラットホームの構築・ＣＳＷの配置強化について

エ 高齢者の生活支援体制の整備について

オ 地域による介護予防活動等の支援について

(6) 市全体が学びのキャンパスとなる環境づくりについて

ア 文化財の保存及び活用について

イ 廃校施設の聖地化・特徴化について

ウ 少子化によるスポーツ少年団活動への影響と対策について

エ 各スポーツ競技団体等からの競技施設整備要望の対応につ

いて

(7) 中山間地域における生活価値の創造について

ア 福富地域における循環型経済の確立による地域活性化に資

する取り組みの状況と期待される効果について

イ この事業に対する地域住民の理解と役割について

(8) ＳＤＧｓの推進について

ア ＳＤＧｓ推進パートナーとの連携、支援の現状について

イ ＳＤＧｓ未来都市東広島として独自の事業を含めたふさわ

しい活動等について

(9) 災害に強い地域づくりの推進について

ア 今回の能登半島地震から見えてきた耐震化などの課題につ

いて

イ 災害対応力の強化、情報収集と管理、発信機能について

ウ 広域防災拠点について

(10) 総合的な医療体制の確立について

ア 医療機関や医師・スタッフの確保について

(11) 多様性豊かな市民の力が輝くまちづくりについて

ア 移住・定住の促進、情報発信や支援について

イ にぎわいや交流の創出について

ウ 外国人市民への支援や地域住民との交流について

2 第五次東広島市総合計画について 

(1) 後期基本計画の策定について

ア 前期基本計画の評価と課題について

イ 後期基本計画策定の方向性とタイムスケジュールについて

(2) 戦略的な土地利用の方向性について

ア 現状の都市拠点、地域拠点、特定機能拠点への追加地域等に

ついて

イ ３つのエリア（北部・中部・南部）の現状とネットワークの

形成について

ウ 今後のルール改正などについて

２月２９日 

（３人） 

市民クラブ 

石原 賢治 

1 市民満足度調査と予算編成について 

(1) 市民満足度調査と重点施策及び予算編成について

ア 満足度調査の結果分析から、取り組んできた内容等をどのよ

うに評価されているか

イ 「公共交通網の充実」について、どのように対応してきたの

か
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

一

回

定

例

会

２月２９日 

（３人） 

市民クラブ 

石原 賢治 

ウ 今年度の満足度調査結果の分析から、来年度の重点施策や予

算編成にどのように反映されているのか

エ 今後、「地球温暖化防止の推進」「防災の強化・推進」「地域

医療の構築」の分野を、より重点化する必要があると思うがど

うか

2 ヤングケアラーの支援について 

(1) ヤングケアラーに関する取り組みについて

ア これまで取り組んだ内容と、成果について

イ 要保護児童対策地域協議会での実務会議や個別会議を行っ

た回数は

ウ これまで何件、支援をしたのか、また、その内容は

エ 支援により、子どもたちがどのように変わったか

(2) 実態把握を目的としたアンケート調査結果を受けて

ア どのような連携体制を構築したのか

イ どのような支援を求めやすい環境整備をしたのか

ウ 支援制度の創設と、その具体的内容は

エ ヤングケアラーサポート事業の内容は

オ 子どもの権利を守るため、どのような環境を整備したのか

3 地域共生社会の実現に向けて 

(1) 地域共生社会づくりについて

ア 「地域共生社会づくり」と「東広島市市民協働のまちづくり」

の違いと、それぞれの位置づけは

イ 職員は戸惑いなく対応できているのか

ウ 条例に沿った取り組みがされているのか

エ 市民及び自治協等は条例の基本理念、責務及び社会福祉法の

第４条を理解されているのか

オ 条例に定めてある啓発活動等、市が行う項目について、どの

程度進んでいるのか

カ 地域共生社会の実現のための市の責任は

未来の風 

鈴木 英士 

1 新年度予算について 

(1) 教育施策について

ア コミュニティスクールについて

イ 子どもたちの交通安全について

ウ いじめ対策について

エ 不登校児童生徒の支援策について

(2) 成長の果実の分配について

ア 困窮世帯への支援について

(3) 本市の財政について

ア 中長期の財政計画について

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

一

回

定

例

会

２月２９日 

（３人） 

創生会 

牧尾 良二 

1 やさしい未来都市の実現について 

(1) 次世代学園都市の実現に向けて

ア Ｔｏｗｎ＆Ｇｏｗｎの取組みについて

イ 産業団地の戦略的確保策について

(2) こどもの健やかな成長のための政策について

ア 質の高い東広島教育の推進について

イ 美術館を活用した歴史教育について

ウ 中央生涯学習センター跡地等活用基本計画について

(3) 漁業振興について

ア 安全安心な港湾施設について

(4) 中核市の実現に向けて

ア 本市の体制づくりについて

３月１日 

（３人） 

公明党 

原田 栄二 

1 第五次総合計画推進の取り組みについて 

(1) 災害に強い地域づくりについて

ア 災害死ゼロを目指した防災対策について伺う

イ 女性の視点から見た防災について伺う

ウ 災害における障がい者の方への対策について伺う

(2) 安心して子どもを産み育てられる環境について

ア こども計画の策定について伺う

イ 待機児童の見通しについて伺う

ウ 乳幼児健診の取り組みについて伺う

2 教育ＤＸの取り組みについて 

(1) ＧＩＧＡスクール構想について

ア 一人一台端末の利活用状況について伺う

イ 教職員のスキル向上について伺う

ウ 情報モラル・リテラシー教育について伺う

(2) 校務支援システムについて

ア 教職員における業務量軽減について伺う

3 次世代学園都市元年にむけた取り組みについて 

(1) 次世代学園都市をどのような形で実現するかについて

ア 半導体産業の大型投資に連動した整備推進について伺う

谷 晴美 

1 環境行政について 

(1) 黒瀬川水系・瀬野川水系におけるＰＦＯＳ・ＰＦＯＡの検出に

ついて

はっ水加工や泡消火剤などに使われてきた、発ガン性など人体

への影響が指摘されている有機フッ素化合物（ＰＦＡＳ）。中国

地方では東広島市、岡山県吉備中央町で国の暫定指針値（５０ｎ

ｇ／ｌ）を超える値が相次いで検出され、大問題になっている。 

ア 瀬野川水系では井戸から高濃度の値が検出されている。住民

の「水」の確保について短期、長期的な視点が必要と考える。

市の見解を伺う。

イ 住民の血中濃度検査と定期健診の実施が急がれている。市の

見解を伺う。

ウ アメリカの基準値は４ｎｇ／ｌ（案）に比べて日本の現行基

準は世界的にもまだ甘い。安心して飲料水を利用できる国内基

準を市は国に求めるべき。市長の見解を伺う。

エ 土地利用規制の対象になる八本松町にある川上弾薬倉庫の

回りで高い数値が出ている。「弾薬倉庫」の早期撤去を求めて

きた住民の不安は増すばかりである。あらゆる手立てを尽くし
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

一

回

定

例

会

２月２９日 

（３人） 

市民クラブ 

石原 賢治 

ウ 今年度の満足度調査結果の分析から、来年度の重点施策や予

算編成にどのように反映されているのか

エ 今後、「地球温暖化防止の推進」「防災の強化・推進」「地域

医療の構築」の分野を、より重点化する必要があると思うがど

うか

2 ヤングケアラーの支援について 

(1) ヤングケアラーに関する取り組みについて

ア これまで取り組んだ内容と、成果について

イ 要保護児童対策地域協議会での実務会議や個別会議を行っ

た回数は

ウ これまで何件、支援をしたのか、また、その内容は

エ 支援により、子どもたちがどのように変わったか

(2) 実態把握を目的としたアンケート調査結果を受けて

ア どのような連携体制を構築したのか

イ どのような支援を求めやすい環境整備をしたのか

ウ 支援制度の創設と、その具体的内容は

エ ヤングケアラーサポート事業の内容は

オ 子どもの権利を守るため、どのような環境を整備したのか

3 地域共生社会の実現に向けて 

(1) 地域共生社会づくりについて

ア 「地域共生社会づくり」と「東広島市市民協働のまちづくり」

の違いと、それぞれの位置づけは

イ 職員は戸惑いなく対応できているのか

ウ 条例に沿った取り組みがされているのか

エ 市民及び自治協等は条例の基本理念、責務及び社会福祉法の

第４条を理解されているのか

オ 条例に定めてある啓発活動等、市が行う項目について、どの

程度進んでいるのか

カ 地域共生社会の実現のための市の責任は

未来の風 

鈴木 英士 

1 新年度予算について 

(1) 教育施策について

ア コミュニティスクールについて

イ 子どもたちの交通安全について

ウ いじめ対策について

エ 不登校児童生徒の支援策について

(2) 成長の果実の分配について

ア 困窮世帯への支援について

(3) 本市の財政について

ア 中長期の財政計画について

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

一

回

定

例

会

２月２９日 

（３人） 

創生会 

牧尾 良二 

1 やさしい未来都市の実現について 

(1) 次世代学園都市の実現に向けて

ア Ｔｏｗｎ＆Ｇｏｗｎの取組みについて

イ 産業団地の戦略的確保策について

(2) こどもの健やかな成長のための政策について

ア 質の高い東広島教育の推進について

イ 美術館を活用した歴史教育について

ウ 中央生涯学習センター跡地等活用基本計画について

(3) 漁業振興について

ア 安全安心な港湾施設について

(4) 中核市の実現に向けて

ア 本市の体制づくりについて

３月１日 

（３人） 

公明党 

原田 栄二 

1 第五次総合計画推進の取り組みについて 

(1) 災害に強い地域づくりについて

ア 災害死ゼロを目指した防災対策について伺う

イ 女性の視点から見た防災について伺う

ウ 災害における障がい者の方への対策について伺う

(2) 安心して子どもを産み育てられる環境について

ア こども計画の策定について伺う

イ 待機児童の見通しについて伺う

ウ 乳幼児健診の取り組みについて伺う

2 教育ＤＸの取り組みについて 

(1) ＧＩＧＡスクール構想について

ア 一人一台端末の利活用状況について伺う

イ 教職員のスキル向上について伺う

ウ 情報モラル・リテラシー教育について伺う

(2) 校務支援システムについて

ア 教職員における業務量軽減について伺う

3 次世代学園都市元年にむけた取り組みについて 

(1) 次世代学園都市をどのような形で実現するかについて

ア 半導体産業の大型投資に連動した整備推進について伺う

谷 晴美 

1 環境行政について 

(1) 黒瀬川水系・瀬野川水系におけるＰＦＯＳ・ＰＦＯＡの検出に

ついて

はっ水加工や泡消火剤などに使われてきた、発ガン性など人体

への影響が指摘されている有機フッ素化合物（ＰＦＡＳ）。中国

地方では東広島市、岡山県吉備中央町で国の暫定指針値（５０ｎ

ｇ／ｌ）を超える値が相次いで検出され、大問題になっている。 

ア 瀬野川水系では井戸から高濃度の値が検出されている。住民

の「水」の確保について短期、長期的な視点が必要と考える。

市の見解を伺う。

イ 住民の血中濃度検査と定期健診の実施が急がれている。市の

見解を伺う。

ウ アメリカの基準値は４ｎｇ／ｌ（案）に比べて日本の現行基

準は世界的にもまだ甘い。安心して飲料水を利用できる国内基

準を市は国に求めるべき。市長の見解を伺う。

エ 土地利用規制の対象になる八本松町にある川上弾薬倉庫の

回りで高い数値が出ている。「弾薬倉庫」の早期撤去を求めて

きた住民の不安は増すばかりである。あらゆる手立てを尽くし
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

一

回

定

例

会

３月１日 

（３人） 

谷 晴美 

て汚染源を探るべき。所見を伺う。 

オ 黒瀬川の上流域の水質を調査をするべき。市の考えを伺う。 

(2) 浄化槽の維持・管理について

浄化槽の維持・管理費用については、これまでも市民・議会の

中でも意見があり、高年者一人世帯にとって特に高く、ゴミの量

に合った適正価格を望む声は多い。燃料高、物価高の折でもあり

市は対応を求められている。 

ア 三原市が設定している「料金制」を本市でも見習い適正価格

になるよう導入してはどうか。見解を伺う。

2 補聴器購入費用助成制度の創設を求めることについて 

(1) 補聴器購入費用助成制度の創設を求めることについて

これまで補聴器購入費用助成制度の請願が出されているが本

市ではまだ制度が創設されていない。福山市では来年度予算化さ

れるなど全国的にも導入がすすんできている。 

ア 他市の導入調査や、アンケートの実施をすべきと考えるが本

市の対応について伺う。

3 給食費無償化を求めることについて 

(1) 給食費無償化を求めることについて

現在約５００の自治体が学校給食費の無償化を実施。東京都で

は自治体に１／２を補助している。経済効果・少子化に歯止めを

かける効果もあるとして自治体の導入がすすんでいる。 

ア 大都市一極集中が再び始まり、広島県も若者の流出が止まら

ない。東京都同様市と県が費用を分担出来るよう広島県に働き

かけて、子育てを応援すべき。見解を伺う。

宮川 誠子 

1 食と健康、そして医療を貫く特殊な構造について 

(1) 日本人は絶滅危惧民族‐お金と命を搾取するビッグファーマ

という存在

福岡県久山町では半世紀に亘って九州大学の指導の下、国の示

す指導ガイドラインに沿って町民の健康指導を行った実績があ

るが、結果は糖尿病患者が全国平均の倍になるなどの健康被害と

なった。このような実際に起こっている医療の現実を紐解きなが

ら、日本における食と健康、医療の問題に横たわる構造を明らか

にし、食を正すことで健康を取り戻し、真に市民の健康に寄与す

る行政の在り方を提起する。 

ア 医療にまつわる不都合な真実‐夕張、久山町、健康診断基準

イ 食品の裏側‐何を食べているかわかっていますか？食品添

加物の真実

ウ 年１兆３千億円ずつ増大する医療費の真実

エ 病気の原因は食にある

オ 医食同源‐食を正し、健康を取り戻す

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

二

回

定

例

会

６月１８日 

（５人） 

北林 光昭 

1 本市農業と地域づくりについて 

(1) 地域計画策定について

県内で一番の米どころを誇る本市だが、米を取り巻く社会条件

は年々厳しさを増してきている。そのような中、農業経営基盤強

化促進法等の改正法成立により、進まなかった「人・農地プラン」

から地域計画策定へと、農林水産省による農業の担い手問題への

取り組み強化が図られている。しかし、早くも現状の困難さを見

越した上での、計画策定の先送りにつながる手法といったことも

示されている。 

本市においても、昨年度、アンケートが行われ、いよいよ、計

画づくりを前提とした地元協議も始まっている。 

ア 地域計画策定の前提となるアンケート結果について、市全体

として公表すべきものと考えるが、市の方針を問う。

イ 地域での話し合いが、市内１５箇所の地域センターで行われ

ているが、その内容について問う。

ウ 中心経営体がない地域の計画づくりは困難を極めるものと

予想されるが、このようなエリアの地域計画をどのようにして

策定していくのか問う。

エ 地域計画については、アンケートの分析と、それに応じた計

画づくりという方向性であり、大学の知見を生かした地域課題

の解決というタウン＆ガウン構想の考え方にもマッチするこ

とから、そのような取り組みの可能性があるのか問う。

2 市民協働のまちづくりにおける地域活動拠点について 

(1) 地域センター等の整備方針と実情について

平成２２年２月に策定された市民協働のまちづくり行動計画

によって、地域活動拠点の確保と機能の向上が示された。それ以

来、人口減少社会の到来を予測しながら、市民協働に係る新たな

公共施設・建物は造らない方針で今日まできている。しかし、中

央生涯学習センター跡地等活用基本計画においては、従前の方針

からの軌道修正を思わせる部分もある。 

ア 住民自治協議会の活動拠点である地域センターが未整備地

域の公共施設の活用について市の方針を問う。

イ 市内周辺地域の学校・保育所等の改修時、地域センター機能

を当該施設に組み入れることの有無について問う。

(2) 自治協拠点施設の整備について

中央生涯学習センター跡地等活用基本計画で示された自治協

活動拠点の整備については、狭隘な市役所の敷地内に設けるとの

ことで、必要度が高い事業との認識の表れであると考えられる。 

ア 中央生涯学習センター跡地等活用基本計画においての自治

協拠点施設の整備については、市民協働のまちづくり行動計画

や公共施設の適正配置に係る基本方針等とどのような関係に

あるのか問う。

イ 新たに整備を計画している自治協拠点施設に、地域づくりの

核となる生涯学習機能を持たせることの有無について問う。

鍋島 勢理 

1 やさしい未来都市 東広島の実現に向けた取り組みについて 

(1) ユニバーサルデザインに配慮したトイレの整備について

ご高齢の方や障がいのある方、小さな子どもを連れた方などが

安心して外出するためには安心して利用できるトイレは欠かす

ことができない。障がいのある方や医療的ケアが必要な方の中に 

― 20 ― ― 21 ―



会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

一

回

定

例

会

３月１日 

（３人） 

谷 晴美 

て汚染源を探るべき。所見を伺う。 

オ 黒瀬川の上流域の水質を調査をするべき。市の考えを伺う。 

(2) 浄化槽の維持・管理について

浄化槽の維持・管理費用については、これまでも市民・議会の

中でも意見があり、高年者一人世帯にとって特に高く、ゴミの量

に合った適正価格を望む声は多い。燃料高、物価高の折でもあり

市は対応を求められている。 

ア 三原市が設定している「料金制」を本市でも見習い適正価格

になるよう導入してはどうか。見解を伺う。

2 補聴器購入費用助成制度の創設を求めることについて 

(1) 補聴器購入費用助成制度の創設を求めることについて

これまで補聴器購入費用助成制度の請願が出されているが本

市ではまだ制度が創設されていない。福山市では来年度予算化さ

れるなど全国的にも導入がすすんできている。 

ア 他市の導入調査や、アンケートの実施をすべきと考えるが本

市の対応について伺う。

3 給食費無償化を求めることについて 

(1) 給食費無償化を求めることについて

現在約５００の自治体が学校給食費の無償化を実施。東京都で

は自治体に１／２を補助している。経済効果・少子化に歯止めを

かける効果もあるとして自治体の導入がすすんでいる。 

ア 大都市一極集中が再び始まり、広島県も若者の流出が止まら

ない。東京都同様市と県が費用を分担出来るよう広島県に働き

かけて、子育てを応援すべき。見解を伺う。

宮川 誠子 

1 食と健康、そして医療を貫く特殊な構造について 

(1) 日本人は絶滅危惧民族‐お金と命を搾取するビッグファーマ

という存在

福岡県久山町では半世紀に亘って九州大学の指導の下、国の示

す指導ガイドラインに沿って町民の健康指導を行った実績があ

るが、結果は糖尿病患者が全国平均の倍になるなどの健康被害と

なった。このような実際に起こっている医療の現実を紐解きなが

ら、日本における食と健康、医療の問題に横たわる構造を明らか

にし、食を正すことで健康を取り戻し、真に市民の健康に寄与す

る行政の在り方を提起する。 

ア 医療にまつわる不都合な真実‐夕張、久山町、健康診断基準

イ 食品の裏側‐何を食べているかわかっていますか？食品添

加物の真実

ウ 年１兆３千億円ずつ増大する医療費の真実

エ 病気の原因は食にある

オ 医食同源‐食を正し、健康を取り戻す

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

二

回

定

例

会

６月１８日 

（５人） 

北林 光昭 

1 本市農業と地域づくりについて 

(1) 地域計画策定について

県内で一番の米どころを誇る本市だが、米を取り巻く社会条件

は年々厳しさを増してきている。そのような中、農業経営基盤強

化促進法等の改正法成立により、進まなかった「人・農地プラン」

から地域計画策定へと、農林水産省による農業の担い手問題への

取り組み強化が図られている。しかし、早くも現状の困難さを見

越した上での、計画策定の先送りにつながる手法といったことも

示されている。 

本市においても、昨年度、アンケートが行われ、いよいよ、計

画づくりを前提とした地元協議も始まっている。 

ア 地域計画策定の前提となるアンケート結果について、市全体

として公表すべきものと考えるが、市の方針を問う。

イ 地域での話し合いが、市内１５箇所の地域センターで行われ

ているが、その内容について問う。

ウ 中心経営体がない地域の計画づくりは困難を極めるものと

予想されるが、このようなエリアの地域計画をどのようにして

策定していくのか問う。

エ 地域計画については、アンケートの分析と、それに応じた計

画づくりという方向性であり、大学の知見を生かした地域課題

の解決というタウン＆ガウン構想の考え方にもマッチするこ

とから、そのような取り組みの可能性があるのか問う。

2 市民協働のまちづくりにおける地域活動拠点について 

(1) 地域センター等の整備方針と実情について

平成２２年２月に策定された市民協働のまちづくり行動計画

によって、地域活動拠点の確保と機能の向上が示された。それ以

来、人口減少社会の到来を予測しながら、市民協働に係る新たな

公共施設・建物は造らない方針で今日まできている。しかし、中

央生涯学習センター跡地等活用基本計画においては、従前の方針

からの軌道修正を思わせる部分もある。 

ア 住民自治協議会の活動拠点である地域センターが未整備地

域の公共施設の活用について市の方針を問う。

イ 市内周辺地域の学校・保育所等の改修時、地域センター機能

を当該施設に組み入れることの有無について問う。

(2) 自治協拠点施設の整備について

中央生涯学習センター跡地等活用基本計画で示された自治協

活動拠点の整備については、狭隘な市役所の敷地内に設けるとの

ことで、必要度が高い事業との認識の表れであると考えられる。 

ア 中央生涯学習センター跡地等活用基本計画においての自治

協拠点施設の整備については、市民協働のまちづくり行動計画

や公共施設の適正配置に係る基本方針等とどのような関係に

あるのか問う。

イ 新たに整備を計画している自治協拠点施設に、地域づくりの

核となる生涯学習機能を持たせることの有無について問う。

鍋島 勢理 

1 やさしい未来都市 東広島の実現に向けた取り組みについて 

(1) ユニバーサルデザインに配慮したトイレの整備について

ご高齢の方や障がいのある方、小さな子どもを連れた方などが

安心して外出するためには安心して利用できるトイレは欠かす

ことができない。障がいのある方や医療的ケアが必要な方の中に 
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

二

回

定

例

会

６月１８日 

（５人） 
鍋島 勢理 

はバギー型車椅子を利用されている方もおられ、一定の縦幅があ

るため広いスペースを要する。スペースが十分あり、かつ大人の

方でも利用できるユニバーサルシートがあることでバギーを利

用される方だけでなく、介護をされる方や子どものオムツを替え

る方にとっても使いやすいトイレとなる。誰もが安心して外出で

きる環境づくりを進めるためユニバーサルデザインに配慮した

トイレの整備に取り組む必要があると考える。

ア 今後、東広島市が公共施設を新設する際、ユニバーサルデザ

インに配慮したトイレを整備することが大切であると考える

が見解を伺う。

イ 現在の公共施設にあるトイレの改修が難しい場合、障がいの

ある方や在宅で医療的ケアなどを必要とする大人の方なども

利用できるよう、トイレの近くにおむつ替えや休憩などができ

る部屋を例えばくららや美術館に設けることについて、見解を

伺う。

ウ 公共施設だけでなく、生活圏内にある民間施設もトイレが配

慮されていれば、すべての人にやさしい地域、そして誰一人取

り残さない地域社会の実現に近づくことができると考える。個

人や事業所等がユニバーサルデザインに配慮してトイレを新

たに設置する場合や改修する場合、行政による支援があれば取

り組むハードルが低くなると考えるが、見解を伺う。

2  人口減少地域への考え方について 

(1) 人口減少地域における学校への支援について

令和６年４月に人口戦略会議が令和６年・地方自治体「持続可

能性」分析レポートを発表し、全国１，７２９の自治体を人口特

性で９つの分類に分け、本市は自然減対策と社会減対策がともに

必要な５１４の自治体のうちの一つに分類された。本市の特徴と

して一つの自治体の中に人口減少している地域と人口増加して

いる地域があり、人口減少地域では担い手不足による見守り体制

の機能低下や鳥獣害被害、耕作放棄地や空き家の増加など多くの

課題に直面している。これら課題を解消するための一つの形とし

て、学校を核とした地域の活性化、人の流れの創出を目指すこと

は効果的な取り組みであると考える。 

ア 人口増加地域と人口減少地域が存在することから、市内で一

律の施策を講じることは難しく、地域の特徴を捉え、地域の目

指す姿と現状、資源に応じて対策を講じていく必要があると考

える。人口減少地域が直面している課題解決に対しての認識を

伺う。

イ 学校を起点とした地域のコミュニティ形成と魅力づくりが

地域の活性化につながると考えるが、行政による学校への支援

について見解を伺う。

3  外国人市民を地域の支え手として捉えることについて 

(1) 外国人市民が活躍する環境の創出について

令和６年４月末時点で約８，８７５名の外国人が市民として東

広島市で暮らしており、外国人市民の数が今後ますます増加して

いくことが予想される。外国人市民の内訳を見ると、人数が最も

多いのが２，１６１名で永住者、留学生が１，８３１名、技能実

習生が１，７１１名である。市の人口に占める外国人市民の割合

が５％に迫ろうとしている中で、地域の担い手としてどんどん 

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

二

回

定

例

会

６月１８日 

（５人） 

鍋島 勢理 

活躍していただく意識を持つことが大切だと考える。このこと

で、現在本市で進められている次世代学園都市構想によって研究

者や企業で働く海外からの人材も増え、また国際情勢の変化や働

き先の確保という点でも東広島市を選ぶ人も増えていくだろう。 

ア 本市は次世代学園都市構想実現に向けて取り組み、まちづく

りで大学と自治体が連携するＴｏｗｎ＆Ｇｏｗｎ構想が推進

されている。外国人市民の方の存在、そして国際化に向けた

様々な取り組みは、市の発展と密接に繋がっていると考える。

本市を取り巻く国際化の認識と、市の目指す姿を実現するため

の国際化の重要性について伺う。

イ やさしい未来都市 東広島を実現していくためにも、外国人

市民が暮らしやすく活躍できるまちづくりを行い、当事者が主

体となる環境を作っていくことが重要であると考える。外国人

市民が担い手であるという考え方について見解を伺う。

上田 秀 

1 目指すべき姿を実現するための施策の包括的推進について 

(1) 多様性を踏まえた人口減少総合対策について

第五次東広島市総合計画後期基本計画の策定にあたり、本年１

月、その策定方針が示された。そのなかで総合計画の一翼を担う

とされる地域別計画の改訂等については何も触れられていない。 

ア 地域別計画のこれまでの進捗について、どのように認識され

ているのか。

イ 総合計画の構成図において、ピラミッドの上部が基本構想、

下部が基本計画と表記されているが、地域別計画はどこに位置

付いているのか。

ウ 地域別計画は改訂（見直し）しないのか。改訂しないのであ

ればその理由を、改訂する場合はどのような方針で見直すの

か。

エ 令和６年度までと明記されているアクションプログラムの

後期に向けての検討状況は。

(2) こどもの健やかな成長のための環境づくりについて

● ”希望する誰もが安心して子育てできるよう、その環境づく

りに取り組む”とされているが、保育士不足により既に入所し

ている３歳未満のこどもについて、第二子が産まれ保護者が育

児休業を取得される場合、一定期間経過後、上の子は保育所を

退所しないといけないことが大きな課題となっている。

● 保育士確保のための保育士の処遇改善における市の支援は、

認可保育所に限定されている。

ア 保育士の確保による課題解決が進まないなか、人手不足を人

員確保のみならず、視点を変え、保育士の業務を有資格者でな

い人でもできる業務に仕分けし振り分けることで、保育士の負

担軽減が図られ、少しでも課題解決に向かうのではないか。

イ 市の保育施策に大きな貢献をしている企業主導型保育施設

に対する何らかの支援はできないか。

2 施策推進体制の整備について 

(1) 業務執行体制の強化と施策の推進について

● 業務執行体制については、市町村合併を契機とした定員適

正化計画のもと、大幅な人員削減がなされたが、現状におい

ては方針を転換され、今年度においても執行体制の増により

施策を推進されている。このような状況下において、いかに”  
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

二

回

定

例

会

６月１８日 

（５人） 
鍋島 勢理 

はバギー型車椅子を利用されている方もおられ、一定の縦幅があ

るため広いスペースを要する。スペースが十分あり、かつ大人の

方でも利用できるユニバーサルシートがあることでバギーを利

用される方だけでなく、介護をされる方や子どものオムツを替え

る方にとっても使いやすいトイレとなる。誰もが安心して外出で

きる環境づくりを進めるためユニバーサルデザインに配慮した

トイレの整備に取り組む必要があると考える。

ア 今後、東広島市が公共施設を新設する際、ユニバーサルデザ

インに配慮したトイレを整備することが大切であると考える

が見解を伺う。

イ 現在の公共施設にあるトイレの改修が難しい場合、障がいの

ある方や在宅で医療的ケアなどを必要とする大人の方なども

利用できるよう、トイレの近くにおむつ替えや休憩などができ

る部屋を例えばくららや美術館に設けることについて、見解を

伺う。

ウ 公共施設だけでなく、生活圏内にある民間施設もトイレが配

慮されていれば、すべての人にやさしい地域、そして誰一人取

り残さない地域社会の実現に近づくことができると考える。個

人や事業所等がユニバーサルデザインに配慮してトイレを新

たに設置する場合や改修する場合、行政による支援があれば取

り組むハードルが低くなると考えるが、見解を伺う。

2  人口減少地域への考え方について 

(1) 人口減少地域における学校への支援について

令和６年４月に人口戦略会議が令和６年・地方自治体「持続可

能性」分析レポートを発表し、全国１，７２９の自治体を人口特

性で９つの分類に分け、本市は自然減対策と社会減対策がともに

必要な５１４の自治体のうちの一つに分類された。本市の特徴と

して一つの自治体の中に人口減少している地域と人口増加して

いる地域があり、人口減少地域では担い手不足による見守り体制

の機能低下や鳥獣害被害、耕作放棄地や空き家の増加など多くの

課題に直面している。これら課題を解消するための一つの形とし

て、学校を核とした地域の活性化、人の流れの創出を目指すこと

は効果的な取り組みであると考える。 

ア 人口増加地域と人口減少地域が存在することから、市内で一

律の施策を講じることは難しく、地域の特徴を捉え、地域の目

指す姿と現状、資源に応じて対策を講じていく必要があると考

える。人口減少地域が直面している課題解決に対しての認識を

伺う。

イ 学校を起点とした地域のコミュニティ形成と魅力づくりが

地域の活性化につながると考えるが、行政による学校への支援

について見解を伺う。

3  外国人市民を地域の支え手として捉えることについて 

(1) 外国人市民が活躍する環境の創出について

令和６年４月末時点で約８，８７５名の外国人が市民として東

広島市で暮らしており、外国人市民の数が今後ますます増加して

いくことが予想される。外国人市民の内訳を見ると、人数が最も

多いのが２，１６１名で永住者、留学生が１，８３１名、技能実

習生が１，７１１名である。市の人口に占める外国人市民の割合

が５％に迫ろうとしている中で、地域の担い手としてどんどん 

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

二

回

定

例

会

６月１８日 

（５人） 

鍋島 勢理 

活躍していただく意識を持つことが大切だと考える。このこと

で、現在本市で進められている次世代学園都市構想によって研究

者や企業で働く海外からの人材も増え、また国際情勢の変化や働

き先の確保という点でも東広島市を選ぶ人も増えていくだろう。 

ア 本市は次世代学園都市構想実現に向けて取り組み、まちづく

りで大学と自治体が連携するＴｏｗｎ＆Ｇｏｗｎ構想が推進

されている。外国人市民の方の存在、そして国際化に向けた

様々な取り組みは、市の発展と密接に繋がっていると考える。

本市を取り巻く国際化の認識と、市の目指す姿を実現するため

の国際化の重要性について伺う。

イ やさしい未来都市 東広島を実現していくためにも、外国人

市民が暮らしやすく活躍できるまちづくりを行い、当事者が主

体となる環境を作っていくことが重要であると考える。外国人

市民が担い手であるという考え方について見解を伺う。

上田 秀 

1 目指すべき姿を実現するための施策の包括的推進について 

(1) 多様性を踏まえた人口減少総合対策について

第五次東広島市総合計画後期基本計画の策定にあたり、本年１

月、その策定方針が示された。そのなかで総合計画の一翼を担う

とされる地域別計画の改訂等については何も触れられていない。 

ア 地域別計画のこれまでの進捗について、どのように認識され

ているのか。

イ 総合計画の構成図において、ピラミッドの上部が基本構想、

下部が基本計画と表記されているが、地域別計画はどこに位置

付いているのか。

ウ 地域別計画は改訂（見直し）しないのか。改訂しないのであ

ればその理由を、改訂する場合はどのような方針で見直すの

か。

エ 令和６年度までと明記されているアクションプログラムの

後期に向けての検討状況は。

(2) こどもの健やかな成長のための環境づくりについて

● ”希望する誰もが安心して子育てできるよう、その環境づく

りに取り組む”とされているが、保育士不足により既に入所し

ている３歳未満のこどもについて、第二子が産まれ保護者が育

児休業を取得される場合、一定期間経過後、上の子は保育所を

退所しないといけないことが大きな課題となっている。

● 保育士確保のための保育士の処遇改善における市の支援は、

認可保育所に限定されている。

ア 保育士の確保による課題解決が進まないなか、人手不足を人

員確保のみならず、視点を変え、保育士の業務を有資格者でな

い人でもできる業務に仕分けし振り分けることで、保育士の負

担軽減が図られ、少しでも課題解決に向かうのではないか。

イ 市の保育施策に大きな貢献をしている企業主導型保育施設

に対する何らかの支援はできないか。

2 施策推進体制の整備について 

(1) 業務執行体制の強化と施策の推進について

● 業務執行体制については、市町村合併を契機とした定員適

正化計画のもと、大幅な人員削減がなされたが、現状におい

ては方針を転換され、今年度においても執行体制の増により

施策を推進されている。このような状況下において、いかに”  
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

二

回

定

例

会

６月１８日 

（５人） 

上田 秀 

やさしい未来都市”の実現に向けた施策推進体制を再構築し

ていくかが重要課題である。 

● 今後は、不要な事務事業・サービスの整理促進と働き方改

革への取組みが必須である。

ア 現状と今後の職員体制をどのように認識しているのか。

イ 不要と思われる事務事業・サービスを把握するための資料と

して、市民向けの調査・アンケートの実施はできないか。

ウ ワークライフバランスからワークライフマネジメントへの

意識改革が必要ではないか。

エ 市役所開庁時間の繰り下げについて、検討できないか。

原田 栄二 

1 「子どもの健やかな成長のための環境づくり」について 

(1) 「インクルーシブ公園の整備」について

公園遊びから遠ざかるのではなく、インクルーシブ遊具を通し

て障がいの有無に関わらず、みんなが一緒に楽しく遊べる公園を

目指し、そして人や地域を繋げていくことが、本市の重点施策で

もある「誰ひとり取り残さない多様性と調和社会の実現」には重

要と考える。 

ア 本市でインクルーシブ公園について調査・研究したことがあ

れば、その内容について伺う。

イ インクルーシブ公園の新規整備あるいは遊具更新の計画が

あるのか伺う。

ウ 公園等の整備でインクルーシブ公園をつくる際に全ての人

が利用しやすい施設となるよう当事者や地域の人の意見を聞

く事が重要と考えるが本市の見解を伺う。

(2) 「インクルーシブ教育」について

インクルーシブ教育は、子ども達の障がいも含めた多様性を尊

重しながら共生社会の実現を目指す為には重要と考える。 

インクルーシブ教育によって、子どもたち一人ひとりがそれぞ

れの特性や得意不得意に合わせた柔軟な教育を受け、互いの成長

と社会への参加を実感できる環境が理想。しかし、インクルーシ

ブ教育の普及・推進にはさまざまな課題があり、必要な対策も多

岐にわたる。 

ア 子どもをサポートする教員やスタッフの配置について本市

の現状を伺う。

イ 合理的配慮を十分に行うためには、学校の施設や設備を適切

に整備する必要があると思うが、本市の見解を伺う。

ウ 子どもの状況に応じた指導計画の立案、授業の実施について

本市の取り組みを伺う。

下向智恵子 

1 デジタルスキル習得で女性が活躍できる社会について 

(1) デジタルスキル習得で女性が活躍できる社会について

女性の就業率は増加したが、子育て期と言われる時期の就業率

は伸び悩みを見せている。妊娠・出産により離職した子育て世代

に焦点を当てた施策が必要と考える。「働きたくても働けない」

女性にとってデジタル分野は柔軟な働き方を実現できる職種で

ある。「地域女性活躍推進交付金」の活用によるデジタル技能の

学び直しや就業支援など本市の取り組みについて伺う。 

ア 女性の就業率を上げる取り組みに対する本市の見解を伺う。 

イ 地域女性活躍推進交付金の活用について本市の見解を伺う。 

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

二

回

定

例

会

６月１８日 

（５人） 
下向智恵子 

2 「こどもまんなか社会」の実現に向けた東広島の取り組みについ 

て 

(1) 「こどもまんなか社会」の実現に向けた東広島の取り組みにつ

いて

核家族化が進む中、子育て世代の方が孤立することのないよう

に地域で子どもを育てる「子どもにやさしいまち」が求められて

いる。本市が目指す「こどもまんなか社会」への取り組みについ

て考える。 

ア 本市が考える「こどもまんなか社会」とは何かを伺う。

イ 「こどもまんなか社会」をどのように実現していくのかを伺

う。

ウ 「子どもにやさしいまちづくり宣言」の制定について伺う。 

エ 「子どもの権利」の教育・啓発活動について伺う。

オ 「こども誰でも通園制度」の設計に向けたスケジュールにつ

いて伺う。

６月１９日 

（５人） 
坂元百合子 

1 地方都市の活性化に向けて 

(1) 地方創生のための企業誘致の取り組みについて

地方創生に係る交付金や補助金は多くあるが、地方自治体での

活用の進み方にはバラツキがあると思う。新型コロナが収束し、

経済や社会活動が元に戻っていけば、この地方創生関係交付金の

形も変わっていくと思われる。

地域の特性を生かし、地方創生関係交付金の活用で、地域を活

性化していくことができるチャンスであるとも思う。

地方創生のため、企業誘致により地域の活性化を目指す取り組

みについて伺う。 

ア 地方創生、地域活性化のためには、大手企業の誘致が大きな

効果が出ると考えるがどのような取り組みをしているのか伺

う。

イ 企業が移転をするのに相応しい土地の条件などについて伺

う。

ウ 商工会議所や商店街、自治会などと連携し、誘致の候補とな

る土地を整理し一覧化をするなどの取り組みはどうされてい

るか伺う。

エ そのことをどのように公表しているのか。また、都道府県な

どと情報の共有をしているのか伺う。

オ これまでに、企業などからの問い合わせなどの実績はあった

のか伺う。

カ 地方拠点強化税制（オフィス減税・雇用促進税制）の適用を

受けるためには、企業が一定の条件を満たした事業計画を作成

し、都道府県の認定を受ける必要があるが、地方自治体として、

わが地域でその認定を受けるための課題の整理はされている

か伺う。

キ 本市の地域の特徴や強みは何と考えているのか伺う。

ク 本市の地域の特徴や強みを生かして誘致したい業界は何と

考えられるのか伺う。

(2) 地方創生関係交付金等の効果的な活用について

地方創生関係交付金は、地方自治体が従来の「縦割り」事業だ

けでは対応しきれない課題を克服することを目的とするもので

あることから、これを活用した取り組みは、政策分野横断的なも 
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

二

回

定

例

会

６月１８日 

（５人） 

上田 秀 

やさしい未来都市”の実現に向けた施策推進体制を再構築し

ていくかが重要課題である。 

● 今後は、不要な事務事業・サービスの整理促進と働き方改

革への取組みが必須である。

ア 現状と今後の職員体制をどのように認識しているのか。

イ 不要と思われる事務事業・サービスを把握するための資料と

して、市民向けの調査・アンケートの実施はできないか。

ウ ワークライフバランスからワークライフマネジメントへの

意識改革が必要ではないか。

エ 市役所開庁時間の繰り下げについて、検討できないか。

原田 栄二 

1 「子どもの健やかな成長のための環境づくり」について 

(1) 「インクルーシブ公園の整備」について

公園遊びから遠ざかるのではなく、インクルーシブ遊具を通し

て障がいの有無に関わらず、みんなが一緒に楽しく遊べる公園を

目指し、そして人や地域を繋げていくことが、本市の重点施策で

もある「誰ひとり取り残さない多様性と調和社会の実現」には重

要と考える。 

ア 本市でインクルーシブ公園について調査・研究したことがあ

れば、その内容について伺う。

イ インクルーシブ公園の新規整備あるいは遊具更新の計画が

あるのか伺う。

ウ 公園等の整備でインクルーシブ公園をつくる際に全ての人

が利用しやすい施設となるよう当事者や地域の人の意見を聞

く事が重要と考えるが本市の見解を伺う。

(2) 「インクルーシブ教育」について

インクルーシブ教育は、子ども達の障がいも含めた多様性を尊

重しながら共生社会の実現を目指す為には重要と考える。 

インクルーシブ教育によって、子どもたち一人ひとりがそれぞ

れの特性や得意不得意に合わせた柔軟な教育を受け、互いの成長

と社会への参加を実感できる環境が理想。しかし、インクルーシ

ブ教育の普及・推進にはさまざまな課題があり、必要な対策も多

岐にわたる。 

ア 子どもをサポートする教員やスタッフの配置について本市

の現状を伺う。

イ 合理的配慮を十分に行うためには、学校の施設や設備を適切

に整備する必要があると思うが、本市の見解を伺う。

ウ 子どもの状況に応じた指導計画の立案、授業の実施について

本市の取り組みを伺う。

下向智恵子 

1 デジタルスキル習得で女性が活躍できる社会について 

(1) デジタルスキル習得で女性が活躍できる社会について

女性の就業率は増加したが、子育て期と言われる時期の就業率

は伸び悩みを見せている。妊娠・出産により離職した子育て世代

に焦点を当てた施策が必要と考える。「働きたくても働けない」

女性にとってデジタル分野は柔軟な働き方を実現できる職種で

ある。「地域女性活躍推進交付金」の活用によるデジタル技能の

学び直しや就業支援など本市の取り組みについて伺う。 

ア 女性の就業率を上げる取り組みに対する本市の見解を伺う。 

イ 地域女性活躍推進交付金の活用について本市の見解を伺う。 

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

二

回

定

例

会

６月１８日 

（５人） 
下向智恵子 

2 「こどもまんなか社会」の実現に向けた東広島の取り組みについ 

て 

(1) 「こどもまんなか社会」の実現に向けた東広島の取り組みにつ

いて

核家族化が進む中、子育て世代の方が孤立することのないよう

に地域で子どもを育てる「子どもにやさしいまち」が求められて

いる。本市が目指す「こどもまんなか社会」への取り組みについ

て考える。 

ア 本市が考える「こどもまんなか社会」とは何かを伺う。

イ 「こどもまんなか社会」をどのように実現していくのかを伺

う。

ウ 「子どもにやさしいまちづくり宣言」の制定について伺う。 

エ 「子どもの権利」の教育・啓発活動について伺う。

オ 「こども誰でも通園制度」の設計に向けたスケジュールにつ

いて伺う。

６月１９日 

（５人） 
坂元百合子 

1 地方都市の活性化に向けて 

(1) 地方創生のための企業誘致の取り組みについて

地方創生に係る交付金や補助金は多くあるが、地方自治体での

活用の進み方にはバラツキがあると思う。新型コロナが収束し、

経済や社会活動が元に戻っていけば、この地方創生関係交付金の

形も変わっていくと思われる。

地域の特性を生かし、地方創生関係交付金の活用で、地域を活

性化していくことができるチャンスであるとも思う。

地方創生のため、企業誘致により地域の活性化を目指す取り組

みについて伺う。 

ア 地方創生、地域活性化のためには、大手企業の誘致が大きな

効果が出ると考えるがどのような取り組みをしているのか伺

う。

イ 企業が移転をするのに相応しい土地の条件などについて伺

う。

ウ 商工会議所や商店街、自治会などと連携し、誘致の候補とな

る土地を整理し一覧化をするなどの取り組みはどうされてい

るか伺う。

エ そのことをどのように公表しているのか。また、都道府県な

どと情報の共有をしているのか伺う。

オ これまでに、企業などからの問い合わせなどの実績はあった

のか伺う。

カ 地方拠点強化税制（オフィス減税・雇用促進税制）の適用を

受けるためには、企業が一定の条件を満たした事業計画を作成

し、都道府県の認定を受ける必要があるが、地方自治体として、

わが地域でその認定を受けるための課題の整理はされている

か伺う。

キ 本市の地域の特徴や強みは何と考えているのか伺う。

ク 本市の地域の特徴や強みを生かして誘致したい業界は何と

考えられるのか伺う。

(2) 地方創生関係交付金等の効果的な活用について

地方創生関係交付金は、地方自治体が従来の「縦割り」事業だ

けでは対応しきれない課題を克服することを目的とするもので

あることから、これを活用した取り組みは、政策分野横断的なも 
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

二

回

定

例

会

６月１９日 

（５人） 

坂元百合子 

のとなることが期待されている。 

一方、事業の一部を切り出すことにより、他省庁等による補助

金を活用した方が、交付対象となる経費の範囲や補助率等の面で

有利になることがある。他の関連施策と交付金を戦略的に連携さ

せることは、成果を上げていくうえで有益であると思う。 

ア 地方創生関係交付金を利用して取り組んでいる事例はある

か伺う。

イ 例えば企業誘致において優位性を持つためには、企業が来や

すい環境整備が不可欠である。それは、地政学上のこともあれ

ば、インフラ整備の状況もある。また、地域特性に応じた優遇

措置なども考えられると思う。企業誘致を考えて、国の交付金

事業を活用して、わが地域の特徴を生かした環境整備に取り組

んでいく考えの具体を伺う。

景山 浩 

1 本市教育行政の推進について 

(1) 教育勅語に対する考え方について

広島市長は、昨年１２月の記者会見において、２０１２年から

職員研修に使用している教育勅語についての考えを述べられ、今

年３月高垣市長もその件に関しての考えを述べられた。 

ア 教育勅語にまつわる道徳、倫理、法律、及び憲法の関係性に

ついて市長のお考えを伺う。

(2) いわゆる不適切指導と自由教育について

本年３月の市議会予算特別委員会文教厚生分科会において本

市の幼児教育に関する不適切教育と自由教育に関して自由討議

がなされた。 

ア 教育全般において自由と規律に関する本市教育委員会のお

考えを伺う。

(3) 第３期東広島市教育振興基本計画の各事業について

計画の基本理念に「主体的に学ぶ」「ともに支え合う」「豊かな

人生を切り拓く」の実現が掲げられ、その実現に向けて様々な事

業が計画されている。 

ア 小規模校におけるｅＳＴＥＡＭ教育の構想並びに推進体制

としての義務教育学校の可能性について伺う。

イ 小規模校等における独自な教育としてリベラルアーツ（自由

７科）の導入に関する本市教育委員会のお考えを伺う。

(4) 西条独創教育について

東広島市制施行５０周年を記念して来年には、酒づくり及び西

条独創教育の２つのテーマにおいて市史が先行して刊行される

予定となっている。 

ア 教育委員会として、西条独創教育の現在でも通用する「不易」

の本質はどこにあると考えられているか伺う。

イ 市史の刊行に伴い西条独創教育を本市においてさらに発展

させていくお考えはあるのか伺う。

(5) アクティブラーニングの可能性について

２０１９年市立高屋中学校における公開授業において、はじめ

てタブレット端末を活用したアクティブラーニング授業を見学

し、授業の在り方の変化に驚きを覚えた。 

ア 現在でも指定校以外に市内中学校に広く取り入れられてい

るか伺う。

イ 相当な授業準備も必要かと考えるが、教材ストックは十分に

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

二

回

定

例

会

６月１９日 

（５人） 

景山 浩 

蓄積されているか伺う。 

(6) 独自教育の推進における課題について

計画推進のための予算確保に向けては、国における方向性が定

まらない印象を受け、教育現場における人手不足も深刻な課題で

あると考える。 

ア 独自教育を推進するための効果的な予算確保に向けたお考

えを伺う。

イ 教育現場における柔軟な働き方の実現のためには、時間を単

位とした働く方の均等な処遇が必要と考えるがお考えを伺う。 

小池恵美子 

1 東広島市環境先進都市ビジョン第二期行動計画について 

(1) 行動計画の実現をめざして

環境先進都市を目指す本市としては、市民の意識の向上と行動

に移せる施策が必要だと考える。東広島市環境先進都市ビジョン

第二期行動計画によると、第一期行動計画から洗い出された課題

では全ての個別事業が計画通りに進行していない状況とある。し

かし、このところの温暖化がもたらす気候変動は、「一刻の猶予

もない」と感じる。第二期行動計画の実現をめざして着実に成果

を出すことが強く求められる。 

ア 持続可能な社会構築に向けた人材育成を、産官学の有するポ

テンシャルに委ねているように思うが、実効性を伺う。

イ 事業者・大学・団体・行政の環境活動のネットワークの課題

について伺う。

ウ 粗大ゴミのリユース事業の可能性について伺う。

エ 「市民主体の里山活用促進」について伺う。

オ 森林・里山整備団体のネットワーク構築の意向について伺

う。

2 スーパーマーケットの存続と買い物弱者について 

(1) スーパーマーケットの存続と買い物弱者対策について

本市の立地適正化計画は、生活圏の核となる拠点において住宅

と医療・福祉・子育て・商業機能施設等の生活便利施設等がまと

まって立地するように誘導することで、各地域に長期的に人口を

確保して、利便性の高いコンパクトシティを目指すとされてい

る。しかしながら、三原市大和町の中心部にあったスーパーが閉

店したことでわかるように、スーパーが撤退して賑わいがなくな

ると、移住者誘導も困難となり、人口減少がますます進むのは明

らかで、コンパクトシティ化は不可能に思える。また、国内の買

い物弱者は推計値７００万人（平成２７年調べ）といわれている。

本市でも人口減少地域を中心として買い物弱者は増えつつある。

現在地元事業者がスーパーを拠点に移動販売車の事業を展開さ

れているが、経営は厳しいと聞く。こうしたことを踏まえると、

市として何らかの対策が必要ではないか。 

ア 三原市大和町のスーパー撤退の受け止めを伺う。

イ 地元事業者と本市の連携について伺う。

ウ 買い物弱者の実態把握と対策について伺う。

エ 移動販売事業者の支援について伺う。
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

二

回

定

例

会

６月１９日 

（５人） 

坂元百合子 

のとなることが期待されている。 

一方、事業の一部を切り出すことにより、他省庁等による補助

金を活用した方が、交付対象となる経費の範囲や補助率等の面で

有利になることがある。他の関連施策と交付金を戦略的に連携さ

せることは、成果を上げていくうえで有益であると思う。 

ア 地方創生関係交付金を利用して取り組んでいる事例はある

か伺う。

イ 例えば企業誘致において優位性を持つためには、企業が来や

すい環境整備が不可欠である。それは、地政学上のこともあれ

ば、インフラ整備の状況もある。また、地域特性に応じた優遇

措置なども考えられると思う。企業誘致を考えて、国の交付金

事業を活用して、わが地域の特徴を生かした環境整備に取り組

んでいく考えの具体を伺う。

景山 浩 

1 本市教育行政の推進について 

(1) 教育勅語に対する考え方について

広島市長は、昨年１２月の記者会見において、２０１２年から

職員研修に使用している教育勅語についての考えを述べられ、今

年３月高垣市長もその件に関しての考えを述べられた。 

ア 教育勅語にまつわる道徳、倫理、法律、及び憲法の関係性に

ついて市長のお考えを伺う。

(2) いわゆる不適切指導と自由教育について

本年３月の市議会予算特別委員会文教厚生分科会において本

市の幼児教育に関する不適切教育と自由教育に関して自由討議

がなされた。 

ア 教育全般において自由と規律に関する本市教育委員会のお

考えを伺う。

(3) 第３期東広島市教育振興基本計画の各事業について

計画の基本理念に「主体的に学ぶ」「ともに支え合う」「豊かな

人生を切り拓く」の実現が掲げられ、その実現に向けて様々な事

業が計画されている。 

ア 小規模校におけるｅＳＴＥＡＭ教育の構想並びに推進体制

としての義務教育学校の可能性について伺う。

イ 小規模校等における独自な教育としてリベラルアーツ（自由

７科）の導入に関する本市教育委員会のお考えを伺う。

(4) 西条独創教育について

東広島市制施行５０周年を記念して来年には、酒づくり及び西

条独創教育の２つのテーマにおいて市史が先行して刊行される

予定となっている。 

ア 教育委員会として、西条独創教育の現在でも通用する「不易」

の本質はどこにあると考えられているか伺う。

イ 市史の刊行に伴い西条独創教育を本市においてさらに発展

させていくお考えはあるのか伺う。

(5) アクティブラーニングの可能性について

２０１９年市立高屋中学校における公開授業において、はじめ

てタブレット端末を活用したアクティブラーニング授業を見学

し、授業の在り方の変化に驚きを覚えた。 

ア 現在でも指定校以外に市内中学校に広く取り入れられてい

るか伺う。

イ 相当な授業準備も必要かと考えるが、教材ストックは十分に

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

二

回

定

例

会

６月１９日 

（５人） 

景山 浩 

蓄積されているか伺う。 

(6) 独自教育の推進における課題について

計画推進のための予算確保に向けては、国における方向性が定

まらない印象を受け、教育現場における人手不足も深刻な課題で

あると考える。 

ア 独自教育を推進するための効果的な予算確保に向けたお考

えを伺う。

イ 教育現場における柔軟な働き方の実現のためには、時間を単

位とした働く方の均等な処遇が必要と考えるがお考えを伺う。 

小池恵美子 

1 東広島市環境先進都市ビジョン第二期行動計画について 

(1) 行動計画の実現をめざして

環境先進都市を目指す本市としては、市民の意識の向上と行動

に移せる施策が必要だと考える。東広島市環境先進都市ビジョン

第二期行動計画によると、第一期行動計画から洗い出された課題

では全ての個別事業が計画通りに進行していない状況とある。し

かし、このところの温暖化がもたらす気候変動は、「一刻の猶予

もない」と感じる。第二期行動計画の実現をめざして着実に成果

を出すことが強く求められる。 

ア 持続可能な社会構築に向けた人材育成を、産官学の有するポ

テンシャルに委ねているように思うが、実効性を伺う。

イ 事業者・大学・団体・行政の環境活動のネットワークの課題

について伺う。

ウ 粗大ゴミのリユース事業の可能性について伺う。

エ 「市民主体の里山活用促進」について伺う。

オ 森林・里山整備団体のネットワーク構築の意向について伺

う。

2 スーパーマーケットの存続と買い物弱者について 

(1) スーパーマーケットの存続と買い物弱者対策について

本市の立地適正化計画は、生活圏の核となる拠点において住宅

と医療・福祉・子育て・商業機能施設等の生活便利施設等がまと

まって立地するように誘導することで、各地域に長期的に人口を

確保して、利便性の高いコンパクトシティを目指すとされてい

る。しかしながら、三原市大和町の中心部にあったスーパーが閉

店したことでわかるように、スーパーが撤退して賑わいがなくな

ると、移住者誘導も困難となり、人口減少がますます進むのは明

らかで、コンパクトシティ化は不可能に思える。また、国内の買

い物弱者は推計値７００万人（平成２７年調べ）といわれている。

本市でも人口減少地域を中心として買い物弱者は増えつつある。

現在地元事業者がスーパーを拠点に移動販売車の事業を展開さ

れているが、経営は厳しいと聞く。こうしたことを踏まえると、

市として何らかの対策が必要ではないか。 

ア 三原市大和町のスーパー撤退の受け止めを伺う。

イ 地元事業者と本市の連携について伺う。

ウ 買い物弱者の実態把握と対策について伺う。

エ 移動販売事業者の支援について伺う。

― 27 ―



会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

二

回

定

例

会

６月１９日 

（５人） 
落海 直哉 

1 自然災害への対応力強化と西日本豪雨から学ぶ防災の在り方につ

いて 

(1) 災害時の迅速な対応と訓練の重要性について

２０１８年（平成３０年）７月の西日本豪雨から、間もなく６

年を迎えようとしている。市内に甚大な被害をもたらし、多くの

尊い命を奪ったこの大災害があり２０２０年（令和２年）７月に

も豪雨により河内町宇山で尊い命が奪われ、こうした大災害を教

訓に、市においては、危機管理体制、防災体制を強化されてきた

と思う。一方で能登半島地震や先般も四国を震源とする震度６弱

の地震もあり自然災害の脅威はいつどこで起こるか分からない。

本市において災害対応訓練を行なっている地域とそうでない地

域で差があり、課題であると考える。 

ア 本市役所は、１０階まであり小さな子どもから高齢者、また

障がいを持つ方など状況の異なる多くの市民が訪れることか

ら、はしご車を使った避難訓練や避難誘導訓練を定期的に行う

べきと考えるが市の考えを伺う。

イ 地域での防災訓練等の取組みに温度差等があると感じてい

る。積極的に活動をしている地域とさまざまな事情によりでき

ない（できていない）地域、またコミュニティが希薄な地域へ

どのように対応すべきか、その在り方、考え方を伺う。

(2) いざとなった時に対応できるために

迅速かつ的確な行動により、人の命が救われたという話をよく

聞くが、日頃からこうしたことが当たり前にできるための、応急

手当講習はとても重要だと思っている。また、消防局では、昨年

度、スマホで１１９番通報した後、消防局（指令課）職員の指示

により、現地の映像を送り、対処法などのアドバイスを受けられ

る、映像通報システム（ライブ１１９）が導入され、講習等でも

活用されていると聞くが広く市民に周知されているかというと、

応急手当講習の頻度を含めまだまだ課題があると感じている。 

ア 市内各地で、応急手当講習が実施されていると思うが、どれ

くらいの企業や団体を対象に実施し、年間でどれくらいの方が

参加しているのか実施状況を伺う。

イ 誰もが当たり前にできるよう、また、一人でも多くの命を救

えるよう、市民に対し応急手当講習をさらに充実させてほしい

が、市として何らかの具体策を検討しているのか伺う。

ウ 多くの市民が訪れる市役所本庁において、職員対象の講習を

実施する考えはあるか伺う。

2 東広島運動公園体育館の改修計画とその影響について 

(1) 利用者の健康増進とコミュニティの減少を防ぐための代替施

設への対応策を問う

東広島運動公園体育館の改修工事を令和 7 年度に実施する予

定と発表があった。体育館はメインアリーナ（バレーボールコー

ト３面分）、サブアリーナ、武道場、トレーニング室があり、バ

ドミントン、卓球、バスケットボール、トレーニングから各種大

会まで、個人や団体で目的に応じて幅広く利用可能とのことで、

利用者も大変多いと聞いている。その一方で平成４年に建設され

２０年以上経過していることから長寿命化計画に基づき、東広島

運動公園体育館の第１期改修を行う事は利用者の安全安心のた

めであると理解できる。しかし定期的に体育館を利用していた市

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

二

回

定

例

会

６月１９日 

（５人） 

落海 直哉 

民が運動する場所を失い、健康維持や運動不足解消の手段が減

る。体育館を利用しているスポーツクラブや団体が活動できなく

なり、メンバーの練習や試合のスケジュールに影響が出る。体育

館を通じて築かれていた市民同士の交流やコミュニティ活動が

減少する。イベントの開催が困難になる等課題があると考える。 

ア 東広島運動公園体育館改修工事の内容や日程について伺う。 

イ 東広島運動公園体育館を改修工事している間は代替施設が

あるのか伺う。

ウ 東広島運動公園体育館を改修工事している間の代替施設に

関する相談、周知、誘導方法について伺う。

3 本市のＤＸの現在地について 

(1) セキュリティ対策から持続可能なサービスまで、ＤＸ戦略の進

捗状況と今後の展望について

デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）とは、デジタル技

術を活用してビジネスモデルや業務プロセス、企業文化などを根

本的に変革し、企業や組織の競争力や効率を向上させる取組みを

指し、具体的には、ビジネスモデルの変革や業務プロセスの最適

化、データの活用、企業文化の変革などが含まれモノだと考える。

本市においても令和 4年 4月に東広島市ＤＸ戦略が策定され、令

和６年までの取組みとして①セキュリティ対策（安全、安心、強

靭）、②信頼性の確保（プライバシー保護、説明責任）、③人にや

さしいサービス（公平性、多様性を重視）、④データの利活用と

官民連携の推進（相互運用性の確保とオープン性）、⑤持続可能

なサービス（事業継続性の担保）の５つの柱を実施するとの事だ

が、本市ＤＸの取組みの現在地について伺う。 

ア セキュリティ対策と信頼性の確保の方策について伺う。

イ 人にやさしいサービスとは何か、例えば一時保育予約システ

ムなど市民生活に近いサービスの提供ついてどう考えるか伺

う。

ウ データの利活用と官民連携の推進について成果と今後の計

画を伺う。

山田 学 

1 太陽光パネルの災害時に想定される懸念について 

(1) 太陽光パネルの災害時に想定される懸念について

太陽光パネルは破損した場合でも発電を続け発火の原因にな

るだけでなく、鉛やヒ素などの有害物質が含まれており、環境汚

染を引き起こす可能性があることが問題になっている。地震や災

害により日本各地でパネル破損による事故が多発している中、本

市の太陽光パネルの災害時の課題や対応について伺う。 

ア 太陽光パネルの災害時の課題、感電や土壌汚染の問題につい

て、どの程度現状を把握しており、災害時にはどのような対応

を検討されているか。

イ 太陽光パネルは便利な一方、リスクが多いものであるがそれ

を知らない市民も多い。環境汚染等のリスクや、パネル破損時

の注意喚起について市民にどのように周知していくか。

ウ 山の斜面に太陽光パネルを設置している個所では、豪雨時、

土砂の流出が懸念される。太陽光発電において、雨水対策が的

確かつ着実におこなわれているか。

エ 災害時に危険な太陽光発電設備の場所も本市のハザードマ

ップに反映させるべきだと考えるが見解を伺う。
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

二

回

定

例

会

６月１９日 

（５人） 
落海 直哉 

1 自然災害への対応力強化と西日本豪雨から学ぶ防災の在り方につ

いて 

(1) 災害時の迅速な対応と訓練の重要性について

２０１８年（平成３０年）７月の西日本豪雨から、間もなく６

年を迎えようとしている。市内に甚大な被害をもたらし、多くの

尊い命を奪ったこの大災害があり２０２０年（令和２年）７月に

も豪雨により河内町宇山で尊い命が奪われ、こうした大災害を教

訓に、市においては、危機管理体制、防災体制を強化されてきた

と思う。一方で能登半島地震や先般も四国を震源とする震度６弱

の地震もあり自然災害の脅威はいつどこで起こるか分からない。

本市において災害対応訓練を行なっている地域とそうでない地

域で差があり、課題であると考える。 

ア 本市役所は、１０階まであり小さな子どもから高齢者、また

障がいを持つ方など状況の異なる多くの市民が訪れることか

ら、はしご車を使った避難訓練や避難誘導訓練を定期的に行う

べきと考えるが市の考えを伺う。

イ 地域での防災訓練等の取組みに温度差等があると感じてい

る。積極的に活動をしている地域とさまざまな事情によりでき

ない（できていない）地域、またコミュニティが希薄な地域へ

どのように対応すべきか、その在り方、考え方を伺う。

(2) いざとなった時に対応できるために

迅速かつ的確な行動により、人の命が救われたという話をよく

聞くが、日頃からこうしたことが当たり前にできるための、応急

手当講習はとても重要だと思っている。また、消防局では、昨年

度、スマホで１１９番通報した後、消防局（指令課）職員の指示

により、現地の映像を送り、対処法などのアドバイスを受けられ

る、映像通報システム（ライブ１１９）が導入され、講習等でも

活用されていると聞くが広く市民に周知されているかというと、

応急手当講習の頻度を含めまだまだ課題があると感じている。 

ア 市内各地で、応急手当講習が実施されていると思うが、どれ

くらいの企業や団体を対象に実施し、年間でどれくらいの方が

参加しているのか実施状況を伺う。

イ 誰もが当たり前にできるよう、また、一人でも多くの命を救

えるよう、市民に対し応急手当講習をさらに充実させてほしい

が、市として何らかの具体策を検討しているのか伺う。

ウ 多くの市民が訪れる市役所本庁において、職員対象の講習を

実施する考えはあるか伺う。

2 東広島運動公園体育館の改修計画とその影響について 

(1) 利用者の健康増進とコミュニティの減少を防ぐための代替施

設への対応策を問う

東広島運動公園体育館の改修工事を令和 7 年度に実施する予

定と発表があった。体育館はメインアリーナ（バレーボールコー

ト３面分）、サブアリーナ、武道場、トレーニング室があり、バ

ドミントン、卓球、バスケットボール、トレーニングから各種大

会まで、個人や団体で目的に応じて幅広く利用可能とのことで、

利用者も大変多いと聞いている。その一方で平成４年に建設され

２０年以上経過していることから長寿命化計画に基づき、東広島

運動公園体育館の第１期改修を行う事は利用者の安全安心のた

めであると理解できる。しかし定期的に体育館を利用していた市

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

二

回

定

例

会

６月１９日 

（５人） 

落海 直哉 

民が運動する場所を失い、健康維持や運動不足解消の手段が減

る。体育館を利用しているスポーツクラブや団体が活動できなく

なり、メンバーの練習や試合のスケジュールに影響が出る。体育

館を通じて築かれていた市民同士の交流やコミュニティ活動が

減少する。イベントの開催が困難になる等課題があると考える。 

ア 東広島運動公園体育館改修工事の内容や日程について伺う。 

イ 東広島運動公園体育館を改修工事している間は代替施設が

あるのか伺う。

ウ 東広島運動公園体育館を改修工事している間の代替施設に

関する相談、周知、誘導方法について伺う。

3 本市のＤＸの現在地について 

(1) セキュリティ対策から持続可能なサービスまで、ＤＸ戦略の進

捗状況と今後の展望について

デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）とは、デジタル技

術を活用してビジネスモデルや業務プロセス、企業文化などを根

本的に変革し、企業や組織の競争力や効率を向上させる取組みを

指し、具体的には、ビジネスモデルの変革や業務プロセスの最適

化、データの活用、企業文化の変革などが含まれモノだと考える。

本市においても令和 4年 4月に東広島市ＤＸ戦略が策定され、令

和６年までの取組みとして①セキュリティ対策（安全、安心、強

靭）、②信頼性の確保（プライバシー保護、説明責任）、③人にや

さしいサービス（公平性、多様性を重視）、④データの利活用と

官民連携の推進（相互運用性の確保とオープン性）、⑤持続可能

なサービス（事業継続性の担保）の５つの柱を実施するとの事だ

が、本市ＤＸの取組みの現在地について伺う。 

ア セキュリティ対策と信頼性の確保の方策について伺う。

イ 人にやさしいサービスとは何か、例えば一時保育予約システ

ムなど市民生活に近いサービスの提供ついてどう考えるか伺

う。

ウ データの利活用と官民連携の推進について成果と今後の計

画を伺う。

山田 学 

1 太陽光パネルの災害時に想定される懸念について 

(1) 太陽光パネルの災害時に想定される懸念について

太陽光パネルは破損した場合でも発電を続け発火の原因にな

るだけでなく、鉛やヒ素などの有害物質が含まれており、環境汚

染を引き起こす可能性があることが問題になっている。地震や災

害により日本各地でパネル破損による事故が多発している中、本

市の太陽光パネルの災害時の課題や対応について伺う。 

ア 太陽光パネルの災害時の課題、感電や土壌汚染の問題につい

て、どの程度現状を把握しており、災害時にはどのような対応

を検討されているか。

イ 太陽光パネルは便利な一方、リスクが多いものであるがそれ

を知らない市民も多い。環境汚染等のリスクや、パネル破損時

の注意喚起について市民にどのように周知していくか。

ウ 山の斜面に太陽光パネルを設置している個所では、豪雨時、

土砂の流出が懸念される。太陽光発電において、雨水対策が的

確かつ着実におこなわれているか。

エ 災害時に危険な太陽光発電設備の場所も本市のハザードマ

ップに反映させるべきだと考えるが見解を伺う。
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

二

回

定

例

会

６月１９日 

（５人） 
山田 学 

2 市民農園の拡充と耕作放棄地の活用について 

(1) 市民農園の拡充と耕作放棄地の活用について

昨今の物価高騰から家庭菜園に興味を持つ市民が増える一方、

市内で唯一の市民農園「福富ふれあい農園」は今年度も募集区画

に達しており、畑の利用を求める市民の声が多い。一方で耕作放

棄地の課題もある中、双方の利用ニーズを補い合うことができな

いか、本市の現状と対策について伺う。 

ア 本市の耕作放棄地の現状と対策について伺う。

イ 市民農園の今後の整備計画や、農業者でない利用者が多い現

状から、更に市民農園を増やす考えについて伺う。

ウ 今後の市民農園の推進の方向性について伺う。

エ 「福富ふれあい農園」のように、今後新たに本市が畑を借り

て市民へ貸し出しすることの可能性について伺う。

オ 現在３０区画ある内４区画は貸し出しをしておらず、運営管

理者が営農の実演として使用している。実演区画を減らした

り、区画を拡充する等、利用希望者に貸し出せる区画を増やす

ことはできないか。

3 学校給食の牛乳の選択制について 

(1) 学校給食の牛乳の選択制について

学校給食での牛乳の提供は戦後アメリカのＧＨＱ政策によっ

て日本全国に普及され、戦後７９年を迎える今でも続いている。

アレルギー等で飲めなかったり苦手で飲めない子も一定数存在

するが、アレルギーのある児童生徒には給食牛乳は提供されず、

乳糖不耐症であれば停止することができる。一方、苦手で飲めな

い子には提供されても飲み残しもあり、積極的に摂取することを

躊躇する保護者もいる。

破棄されている現状がある中、食品ロスを生み出すことになり

ＳＤＧs１７の目標のうち「１２ つくる責任 つかう責任」の視

点や食育の視点からも改善が必要だと考える。 

ア 食物アレルギーや食物アレルギー以外の疾患の他、特別な事

情により牛乳を飲用できない児童生徒に対して、教育現ではど

のように把握し対応しているか。

イ 食品ロスの観点からも、ＳＤＧｓを学ぶ子どもたちの理解の

点からもどれだけの生徒が牛乳を残しているのかを把握する

必要があると思うが、児童生徒に牛乳に関するアンケート及び

牛乳残量調査は行っているか。又、行う考えはあるか。

ウ 給食牛乳選択制を導入する考えはあるか。

６月２０日 

（５人） 
谷 晴美 

1 「ＰＦＡＳ」問題について 

(1) 「危機感をもって対応する」としてきた、これまでの市の取り

組みについて

高濃度の汚染物質が川上弾薬庫周辺で検出され、住民の不安が

日を追うごとに増してきている。又、市の浄化場でも暫定基準値

を下回るものの検出されている。 

ア 職員体制について現状と課題について伺う。

イ 土壌調査の結果がこれまで公表されないのは何故か。市の対

応を伺う。

ウ 井戸から水道の切り換え費用は全額市が負担して原因者に

請求すべき。市の考えを伺う。

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

二

回

定

例

会

６月２０日 

（５人） 

谷 晴美 

(2) 「ＰＦＡＳ」汚染水や汚染土壌への対応について

「ＰＦＡＳ」の学習会で学び、土壌や汚染水への対応が必要で

あると考えている。 

ア 汚染水や土壌汚染の浄化について、今後の市の対応について

伺う。

2 介護問題について 

(1) 介護問題について

訪問介護報酬の引き下げで介護人材不足や事業所の倒産が本

市でも予測される状況にある。 

ア ２０４０年の高齢者人口を見据えた計画立案の必要性につ

いて伺う。

イ 訪問介護報酬の引き下げによる影響について市の対応を伺

う。

3 国民健康保険会計の対応とマイナンバーカード保険証の利用低迷

について 

(1) 国民健康保険税の引き下げを求めることについて

物価高、燃料高で税金の値上げが家計を苦しめている。解決の

為に市は値下げをするべき。 

ア 国民健康保険税の均等割を 18 歳までなくし子育ての不安解

消を求めることについて市の対応を伺う。

イ 来年度も保険税の準統一化は見送るべき。このままでは負担

増は避けられない。市の考えを伺う。

(2) マイナンバーカード保険証の利用について

マイナンバーカード保険証よりこれまで通り紙の保険証の利

用を求める声は大きい。市民への対応が必要と考える。 

ア マイナンバーカード保険証の利用率が低迷している。市民へ

の今後の対応について伺う。

岡田 育三 

1 大学との連携によるまちづくりについて 

(1) Ｔｏｗｎ＆Ｇｏｗｎの取組みの周知について

学術研究機能の発揮による都市活力の創出という施策のもと

市内大学と連携され地域課題の解決等に取組まれ、ＣＯＭＭＯＮ

プロジェクトにおいては広島大学とは「効果的な消防体制の整

備」「住民参加型有害鳥獣対策」等、近畿大学とは「ＪＲ西高屋

駅周辺のまちづくり」等、また広島国際大学では先般Ｔｏｗｎ＆

Ｇｏｗｎのキックオフイベントが開催され「睡眠による健康寿命

の延伸」というテーマなどの共同研究が始まったと聞き及んでお

り、徐々にではあるが成果が見えつつあると感じている。一方市

民から各大学と連携し共同研究によりどの様な恩恵があるのか

など内容を知らないし横文字だけが独り歩きしているといった

ような声を耳にすると非常に残念である。 

ア 大学との共同研究の成果を市民にどの様に周知するのか、広

報やホームページだけでなく、他の方法は検討していないのか

伺う。

2 人口構造の変化により様々な問題が発生すると懸念される「２０

２５年問題」について 

(1) 本市の「２０２５年問題」の認識ついて

現在の団塊の世代の人口は約８００万人ともいわれ２０２５

年には、７５歳以上となる後期高齢者の割合が日本の人口の約５

人に１人となり、その影響により社会保障費用の増大や労働力人 
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質問者 質問要旨 月日 
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６月１９日 

（５人） 
山田 学 

2 市民農園の拡充と耕作放棄地の活用について 

(1) 市民農園の拡充と耕作放棄地の活用について

昨今の物価高騰から家庭菜園に興味を持つ市民が増える一方、

市内で唯一の市民農園「福富ふれあい農園」は今年度も募集区画

に達しており、畑の利用を求める市民の声が多い。一方で耕作放

棄地の課題もある中、双方の利用ニーズを補い合うことができな

いか、本市の現状と対策について伺う。 

ア 本市の耕作放棄地の現状と対策について伺う。

イ 市民農園の今後の整備計画や、農業者でない利用者が多い現

状から、更に市民農園を増やす考えについて伺う。

ウ 今後の市民農園の推進の方向性について伺う。

エ 「福富ふれあい農園」のように、今後新たに本市が畑を借り

て市民へ貸し出しすることの可能性について伺う。

オ 現在３０区画ある内４区画は貸し出しをしておらず、運営管

理者が営農の実演として使用している。実演区画を減らした

り、区画を拡充する等、利用希望者に貸し出せる区画を増やす

ことはできないか。

3 学校給食の牛乳の選択制について 

(1) 学校給食の牛乳の選択制について

学校給食での牛乳の提供は戦後アメリカのＧＨＱ政策によっ

て日本全国に普及され、戦後７９年を迎える今でも続いている。

アレルギー等で飲めなかったり苦手で飲めない子も一定数存在

するが、アレルギーのある児童生徒には給食牛乳は提供されず、

乳糖不耐症であれば停止することができる。一方、苦手で飲めな

い子には提供されても飲み残しもあり、積極的に摂取することを

躊躇する保護者もいる。

破棄されている現状がある中、食品ロスを生み出すことになり

ＳＤＧs１７の目標のうち「１２ つくる責任 つかう責任」の視

点や食育の視点からも改善が必要だと考える。 

ア 食物アレルギーや食物アレルギー以外の疾患の他、特別な事

情により牛乳を飲用できない児童生徒に対して、教育現ではど

のように把握し対応しているか。

イ 食品ロスの観点からも、ＳＤＧｓを学ぶ子どもたちの理解の

点からもどれだけの生徒が牛乳を残しているのかを把握する

必要があると思うが、児童生徒に牛乳に関するアンケート及び

牛乳残量調査は行っているか。又、行う考えはあるか。

ウ 給食牛乳選択制を導入する考えはあるか。

６月２０日 

（５人） 
谷 晴美 

1 「ＰＦＡＳ」問題について 

(1) 「危機感をもって対応する」としてきた、これまでの市の取り

組みについて

高濃度の汚染物質が川上弾薬庫周辺で検出され、住民の不安が

日を追うごとに増してきている。又、市の浄化場でも暫定基準値

を下回るものの検出されている。 

ア 職員体制について現状と課題について伺う。

イ 土壌調査の結果がこれまで公表されないのは何故か。市の対

応を伺う。

ウ 井戸から水道の切り換え費用は全額市が負担して原因者に

請求すべき。市の考えを伺う。

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

二

回

定

例

会

６月２０日 

（５人） 

谷 晴美 

(2) 「ＰＦＡＳ」汚染水や汚染土壌への対応について

「ＰＦＡＳ」の学習会で学び、土壌や汚染水への対応が必要で

あると考えている。 

ア 汚染水や土壌汚染の浄化について、今後の市の対応について

伺う。

2 介護問題について 

(1) 介護問題について

訪問介護報酬の引き下げで介護人材不足や事業所の倒産が本

市でも予測される状況にある。 

ア ２０４０年の高齢者人口を見据えた計画立案の必要性につ

いて伺う。

イ 訪問介護報酬の引き下げによる影響について市の対応を伺

う。

3 国民健康保険会計の対応とマイナンバーカード保険証の利用低迷

について 

(1) 国民健康保険税の引き下げを求めることについて

物価高、燃料高で税金の値上げが家計を苦しめている。解決の

為に市は値下げをするべき。 

ア 国民健康保険税の均等割を 18 歳までなくし子育ての不安解

消を求めることについて市の対応を伺う。

イ 来年度も保険税の準統一化は見送るべき。このままでは負担

増は避けられない。市の考えを伺う。

(2) マイナンバーカード保険証の利用について

マイナンバーカード保険証よりこれまで通り紙の保険証の利

用を求める声は大きい。市民への対応が必要と考える。 

ア マイナンバーカード保険証の利用率が低迷している。市民へ

の今後の対応について伺う。

岡田 育三 

1 大学との連携によるまちづくりについて 

(1) Ｔｏｗｎ＆Ｇｏｗｎの取組みの周知について

学術研究機能の発揮による都市活力の創出という施策のもと

市内大学と連携され地域課題の解決等に取組まれ、ＣＯＭＭＯＮ

プロジェクトにおいては広島大学とは「効果的な消防体制の整

備」「住民参加型有害鳥獣対策」等、近畿大学とは「ＪＲ西高屋

駅周辺のまちづくり」等、また広島国際大学では先般Ｔｏｗｎ＆

Ｇｏｗｎのキックオフイベントが開催され「睡眠による健康寿命

の延伸」というテーマなどの共同研究が始まったと聞き及んでお

り、徐々にではあるが成果が見えつつあると感じている。一方市

民から各大学と連携し共同研究によりどの様な恩恵があるのか

など内容を知らないし横文字だけが独り歩きしているといった

ような声を耳にすると非常に残念である。 

ア 大学との共同研究の成果を市民にどの様に周知するのか、広

報やホームページだけでなく、他の方法は検討していないのか

伺う。

2 人口構造の変化により様々な問題が発生すると懸念される「２０

２５年問題」について 

(1) 本市の「２０２５年問題」の認識ついて

現在の団塊の世代の人口は約８００万人ともいわれ２０２５

年には、７５歳以上となる後期高齢者の割合が日本の人口の約５

人に１人となり、その影響により社会保障費用の増大や労働力人 
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（質問者数） 
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会

６月２０日 

（５人） 

岡田 育三 

口の縮小を招き、雇用や医療、介護などに波及するともいわれて

おり本市においても例外ではなく、社会保障や雇用を真剣に考え

なければならない時期に来ていると考える。 

ア 市として高齢社会の「２０２５問題」（１９４７年～４９年

生まれ）をどう捉えているのか、また団塊の世代（１９４７年

～４９年生まれ）はどの位おられるのか伺う。

イ この方々が７５歳以上の後期高齢者となることで、医療や介

護に必要な社会保障費はどれくらい増えると試算されている

のか伺う。

ウ また労働力人口にどの程度の影響があると想定されている

のか伺う。

エ こうした課題に対し、どのような対策を講じていく必要があ

ると思っているのか見解を伺う。

3 地方への人の流れの創出、拡大に向けた施策について 

(1) 人を惹きつける地方の魅力向上について

地方への人の流れを創出、拡大する事や若者世代を始めとした

地方への移住や二地域居住等のニーズの高まりを踏まえ、こうし

たニーズに応じた積極的な採用を行う企業の採用活動を支援す

るとともに若者世代や女性に開かれた地域づくりが推進されて

いる。 

ア 地方への移住を希望する若者夫婦や週末を中心に子どもと

自然を楽しむ家族、専門技能を活かして都会と地方を行き来し

て働く者など地方との関わり方は様々であるが、これらに応じ

た二地域居住などを促進するため、本年５月に成立した広域的

地域活性化のための基盤整備に関する法律の一部を改正する

法律について本市はどの様な見解を持たれているのか伺う。

イ 令和３年に設立された全国二地域居住等促進協議会につい

て現在までの本市の対応について伺う。

4 本市における危機管理体制について 

(1) 防災人材の育成について

全国各地で多発する災害を受け、本市においても災害への対応

は着実に強化を図ってこられましたが、能登半島地震において顕

在化した課題等の検証をもとに更なる防災対策の強化が必要と

考えるが、本市ではこれまで地域の防災人材育成の取組みとして

住民自治協議会ごとに地域防災リーダーを育成し、その地域防災

リーダーの活動を更にステップアップするために防災士資格取

得費用を補助するなど積極的な地域の人材育成や地域の下支え

を進めて来たが今後は地域の人材だけでなく災害対応の鍵を握

る「人」について行政内部の防災人材の育成も重要と考える。

ア 激甚化、頻発化が進む国内の災害対応の中での情報収集、情

報伝達、避難所開設、物資の供給、復旧復興対策など時間の経

過とともに多くの課題に直面すると認識するが、これらを動か

す「人」つまり公助の防災人材の育成について市としてどの様

に認識されているのか伺う。

中川 修 

1 学びのキャンパス推進事業について 

(1) スポーツ施設の特徴化・聖地化について

学びのキャンパス推進事業における行動計画でスポーツ施設

については、既存施設を特定の競技に特徴化・聖地化するとある。 

特徴化・聖地化する施設については、そのスポーツに必要な専 

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

二

回

定

例

会

６月２０日 

（５人） 

中川 修 

用器具や備品を配備することや方向性を示されているが、実態と

してまだ不十分であると感じている。 

ア 特徴化しようとしている各施設について、現状満足のいく状

態になっているのかを問う。

イ 聖地化の“聖地”とは、「神聖視されている土地」や「特定

の分野において重要な場所、あこがれの場所」とあるが、本市

の聖地化についての考え方を問う。

(2) 新たな競技場の整備について

スポーツ施設の特徴化・聖地化は既存の施設を対象としたもの

であり、新たな施設の整備も必要と考える。 

ア 日本文化には茶道や華道、剣道や弓道、合気道など「道(ど

う)」と名のつくものが多くあり、伝統的な技の上達のために

修行を積むというプロセスであることから、聖地化を進める上

で、新たに「道(どう)」の聖地を整備してはどうかと考えるが、

所感を問う。

2 子育てしやすい東広島市の実現について 

(1) 子育てしやすい東広島市の実現について

東広島市では「子育てするなら東広島」をキャッチフレーズに

東広島版ネウボラをはじめとし、切れ目ない施策に取組まれてい

るが、まだ十分とは言えない状況であると感じている。とりわけ

育休退園の廃止については、保育士の確保が最優先とのことであ

るが、早期に解決する必要性を強く感じている。 

ア 保育士の確保策について、現状はどうなのかを問う。

イ 育休退園を廃止することについて、執行部の考えは以前と変

わらず保育士が充実してから実施すると捉えて良いのかを問

う。

ウ 国の「こども未来戦略会議」の方針案において「こども誰で

も通園制度」（仮称）が２０２６年度の本格的な実施を目指し

て試行的に始まっており、今月から呉市、福山市、尾道市、７

月からは広島市が試行的にスタートする。育休退園廃止に向け

た補助的な施策として有効であると考えるが、本市の所見を問

う。

玉川 雅彦 

1 農業施策について 

(1) 農業の施策の在り方を示す食料・農業・農村基本法改正への対

応について

農政の憲法である食料・農業・農村基本法の改正案などが今国

会で可決・成立し、国内における人口の減少やその他の食料、農

業及び農村をめぐる諸情勢の変化のほか、国際的な食料需給の変

動や、地球温暖化の進行への対応として注目されている。 

ア 改正法の基本理念について、食料安全保障の確保を規定し、

その定義を「良質な食料が合理的な価格で安定的に供給され、

かつ、国民一人一人がこれを入手できる状態」としている。ま

た、食料自給率のほか、肥料や飼料といった農業資材の確保な

どを念頭に複数の目標を設定し、食料の持続的な供給が行われ

るよう、農業者・食品事業者・消費者その他の食料システムの

関係者により、その持続的な供給に要する合理的な費用が考慮

されるようにしなければならない旨を規定している。以上のこ

とについて本市の認識を伺う。
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

二

回

定

例

会

６月２０日 

（５人） 

岡田 育三 

口の縮小を招き、雇用や医療、介護などに波及するともいわれて

おり本市においても例外ではなく、社会保障や雇用を真剣に考え

なければならない時期に来ていると考える。 

ア 市として高齢社会の「２０２５問題」（１９４７年～４９年

生まれ）をどう捉えているのか、また団塊の世代（１９４７年

～４９年生まれ）はどの位おられるのか伺う。

イ この方々が７５歳以上の後期高齢者となることで、医療や介

護に必要な社会保障費はどれくらい増えると試算されている

のか伺う。

ウ また労働力人口にどの程度の影響があると想定されている

のか伺う。

エ こうした課題に対し、どのような対策を講じていく必要があ

ると思っているのか見解を伺う。

3 地方への人の流れの創出、拡大に向けた施策について 

(1) 人を惹きつける地方の魅力向上について

地方への人の流れを創出、拡大する事や若者世代を始めとした

地方への移住や二地域居住等のニーズの高まりを踏まえ、こうし

たニーズに応じた積極的な採用を行う企業の採用活動を支援す

るとともに若者世代や女性に開かれた地域づくりが推進されて

いる。 

ア 地方への移住を希望する若者夫婦や週末を中心に子どもと

自然を楽しむ家族、専門技能を活かして都会と地方を行き来し

て働く者など地方との関わり方は様々であるが、これらに応じ

た二地域居住などを促進するため、本年５月に成立した広域的

地域活性化のための基盤整備に関する法律の一部を改正する

法律について本市はどの様な見解を持たれているのか伺う。

イ 令和３年に設立された全国二地域居住等促進協議会につい

て現在までの本市の対応について伺う。

4 本市における危機管理体制について 

(1) 防災人材の育成について

全国各地で多発する災害を受け、本市においても災害への対応

は着実に強化を図ってこられましたが、能登半島地震において顕

在化した課題等の検証をもとに更なる防災対策の強化が必要と

考えるが、本市ではこれまで地域の防災人材育成の取組みとして

住民自治協議会ごとに地域防災リーダーを育成し、その地域防災

リーダーの活動を更にステップアップするために防災士資格取

得費用を補助するなど積極的な地域の人材育成や地域の下支え

を進めて来たが今後は地域の人材だけでなく災害対応の鍵を握

る「人」について行政内部の防災人材の育成も重要と考える。

ア 激甚化、頻発化が進む国内の災害対応の中での情報収集、情

報伝達、避難所開設、物資の供給、復旧復興対策など時間の経

過とともに多くの課題に直面すると認識するが、これらを動か

す「人」つまり公助の防災人材の育成について市としてどの様

に認識されているのか伺う。

中川 修 

1 学びのキャンパス推進事業について 

(1) スポーツ施設の特徴化・聖地化について

学びのキャンパス推進事業における行動計画でスポーツ施設

については、既存施設を特定の競技に特徴化・聖地化するとある。 

特徴化・聖地化する施設については、そのスポーツに必要な専 
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中川 修 

用器具や備品を配備することや方向性を示されているが、実態と

してまだ不十分であると感じている。 

ア 特徴化しようとしている各施設について、現状満足のいく状

態になっているのかを問う。

イ 聖地化の“聖地”とは、「神聖視されている土地」や「特定

の分野において重要な場所、あこがれの場所」とあるが、本市

の聖地化についての考え方を問う。

(2) 新たな競技場の整備について

スポーツ施設の特徴化・聖地化は既存の施設を対象としたもの

であり、新たな施設の整備も必要と考える。 

ア 日本文化には茶道や華道、剣道や弓道、合気道など「道(ど

う)」と名のつくものが多くあり、伝統的な技の上達のために

修行を積むというプロセスであることから、聖地化を進める上

で、新たに「道(どう)」の聖地を整備してはどうかと考えるが、

所感を問う。

2 子育てしやすい東広島市の実現について 

(1) 子育てしやすい東広島市の実現について

東広島市では「子育てするなら東広島」をキャッチフレーズに

東広島版ネウボラをはじめとし、切れ目ない施策に取組まれてい

るが、まだ十分とは言えない状況であると感じている。とりわけ

育休退園の廃止については、保育士の確保が最優先とのことであ

るが、早期に解決する必要性を強く感じている。 

ア 保育士の確保策について、現状はどうなのかを問う。

イ 育休退園を廃止することについて、執行部の考えは以前と変

わらず保育士が充実してから実施すると捉えて良いのかを問

う。

ウ 国の「こども未来戦略会議」の方針案において「こども誰で

も通園制度」（仮称）が２０２６年度の本格的な実施を目指し

て試行的に始まっており、今月から呉市、福山市、尾道市、７

月からは広島市が試行的にスタートする。育休退園廃止に向け

た補助的な施策として有効であると考えるが、本市の所見を問

う。

玉川 雅彦 

1 農業施策について 

(1) 農業の施策の在り方を示す食料・農業・農村基本法改正への対

応について

農政の憲法である食料・農業・農村基本法の改正案などが今国

会で可決・成立し、国内における人口の減少やその他の食料、農

業及び農村をめぐる諸情勢の変化のほか、国際的な食料需給の変

動や、地球温暖化の進行への対応として注目されている。 

ア 改正法の基本理念について、食料安全保障の確保を規定し、

その定義を「良質な食料が合理的な価格で安定的に供給され、

かつ、国民一人一人がこれを入手できる状態」としている。ま

た、食料自給率のほか、肥料や飼料といった農業資材の確保な

どを念頭に複数の目標を設定し、食料の持続的な供給が行われ

るよう、農業者・食品事業者・消費者その他の食料システムの

関係者により、その持続的な供給に要する合理的な費用が考慮

されるようにしなければならない旨を規定している。以上のこ

とについて本市の認識を伺う。

― 33 ―



会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

二

回

定

例

会

６月２０日 

（５人） 
玉川 雅彦 

イ 新たに制定された食料供給困難事態対策法では、食料危機に

つながる恐れがある場合、首相をトップに全閣僚が参加する対

策本部を内閣に設置。コメ、小麦、大豆などの供給目標を決め、

農家に生産拡大を要請し、増産計画の届け出を指示できると規

定した。以上のことについて本市の認識を伺う。

ウ 農業法人に企業が出資できる比率の上限を特例で引き上げ

る農地法などの改正案が可決・成立した。農地の受け皿である

農業法人の経営を強化し、食品事業者などと連携しやすくする

ことで農地の有効利用を進めると言われているが、農業への企

業参入に施策を展開している本市にとってどの様な影響があ

るのか見解を伺う。

(2) 農林水産業における環境負荷低減の義務化について

農林水産省はすべての補助金事業を対象に、肥料・農薬の適正

使用や省エネといった環境負荷低減の取り組みを支給要件とし

て義務付ける。２０２４年度から試行的に開始し、２７年度の本

格的実施を目指す。これまでも農業や畜産業の一部で実施してき

たが、林業と水産業を含めた全事業に広げる方針である。 

ア 補助金の受け手となる生産者たちに最低限求める取り組み

として①肥料の適正使用②農薬の適正使用③電気・燃料などエ

ネルギーの節減④悪臭や害虫の発生防止⑤廃棄物の発生抑制

と循環利用・適正な処分⑥病害虫の防除など生物多様性への悪

影響防止⑦環境関係法令の順守の７項目を列挙。２４年度から

補助事業への申請時に、７項目に沿って取り組む内容を示した

チェックシートの提出を義務付ける。こうした試行実施を経て

２７年度を目標に、取り組んだ内容を事業実施後に報告するこ

とも義務化する方針とのことである。このことについて、本市

への影響などについて認識を伺う。

2 小中学校におけるＡＩ教育について 

(1) 本市における生成ＡＩの利用に向けた取り組みについて

文部科学省は令和５年７月に「初等中等教育段階における生成

ＡＩの利用に関する暫定的なガイドライン」を公表。学習活動へ

の適否は「学習指導要領に示す資質・能力の育成を阻害しないか、

教育活動の目的を達成するうえで効果的か否かで判断すべき」と

いう基準を提示した。 

ア 生成ＡＩを取り巻く懸念やリスクに十分な対策を講じるこ

とができる一部の学校において、個人情報保護やセキュリテ

ィ、著作権等に十分に留意しつつ、パイロット的な取り組みを

進め、成果・課題を十分に検証し、今後の更なる議論に資する

ことが必要と言われているが、本市においてどのように考えて

いるのか伺う。

イ 学校外で使われる可能性を踏まえ、全ての学校で、情報の真

偽を確かめることの習慣付けも含め、情報活用能力を育む教育

活動を一層充実させ、ＡＩ時代に必要な資質・能力の向上を図

るとともに、教員研修や校務での適切な活用に向けた取り組み

を推進し、教師のＡＩリテラシー向上や働き方改革に繋げる必

要があると言われているが、本市ではどのようにされているの

か伺う。
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玉川 雅彦 

(2) 学校におけるインターネット通信速度不足について

文部科学省が公表した学校のネットワーク環境に関する調査

結果で、全国の公立小中学校・高校のうち、約８割は十分なイン

ターネット通信速度が確保されていないというデータが明らか

になった。国は「ＧＩＧＡスクール構想」で児童・生徒が１人１

台の端末を使えるよう整備を進めてきたが、学校の通信速度によ

って授業のスムーズな進行に支障が出る可能性もあり、文科省は

自治体に十分な通信速度の確保を促している。

ア 昨年１１月〜１２月に実施された文部科学省の調査では、有

効回答を得られた３万８９校のうち、推奨速度に達している学

校は６，５０３校にとどまっている。推奨速度に届かない学校

は大規模な学校で多い傾向にあり、児童・生徒数８４１人以上

の学校で推奨速度に達したのは、１，３８２校のうち２９校だ

ったとのことである。以上のことから本市の小中学校における

ネットワーク環境の現状について伺う。

向井 哲浩 

1 第２次東広島市環境基本計画について 

(1) 第２次東広島市環境基本計画について

本市は、令和４年３月に「第２次東広島市環境基本計画」を策

定され「２０５０年の望ましい将来像」として脱炭素化の実現と

省エネルギー・脱炭素社会への転換を明記され、誰一人取り残さ

ない持続可能な社会を目指す「ＳＤＧｓ」の理念の下「やさしい

未来都市 東広島」の実現に向け、温室効果ガスを実質ゼロにす

る「ゼロカーボンシティ」を目指すことを表明された。 

ア 国においては２０５０年カーボンニュートラルの実現に向

けた宣言で、２０３０年度において温室効果ガスを４６％削減

する目標を表明されています。本市における具体的な進捗状況

と現状の削減数値について伺う。

イ 温室効果ガス削減に向けて再エネ導入について本市の目標

を伺う。

ウ 政府は地域脱炭素ロードマップの中で、２０３０年までに先

行地域として１００箇所を選定するとしているが、本市は２０

２２年に脱炭素先行地域の第２回募集に応募されたがその後

どうなったのか伺う。

エ 再生可能エネルギーとして更なる推進が期待されるのは太

陽光発電とされているが、本市において設置や周辺環境など

で、どのような課題があるのか伺う。

オ 本市においても太陽光発電における、さまざまな問題点が予

測されるなか、適正な設置及び管理に関する条例の制定が必要

だと考えるが本市の見解を伺う。

2 高屋西地域センター・高屋中央保育所複合施設の建築計画に伴う

周辺の環境整備について 

(1) 高屋西地域センター・高屋中央保育所複合施設の建築計画に伴

う周辺の環境整備について

高屋西地域センター・高屋中央保育所の合築による整備計画が

進められている中で周辺道路の整備計画及び入野川の溢水によ

る浸水対策などが課題になっている。 

ア 昨年度、地域で実施された説明会で、複合施設整備方針にお

いて、災害に強い施設とあるが避難所として適用されるのか伺

う。
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（５人） 
玉川 雅彦 

イ 新たに制定された食料供給困難事態対策法では、食料危機に

つながる恐れがある場合、首相をトップに全閣僚が参加する対

策本部を内閣に設置。コメ、小麦、大豆などの供給目標を決め、

農家に生産拡大を要請し、増産計画の届け出を指示できると規

定した。以上のことについて本市の認識を伺う。

ウ 農業法人に企業が出資できる比率の上限を特例で引き上げ

る農地法などの改正案が可決・成立した。農地の受け皿である

農業法人の経営を強化し、食品事業者などと連携しやすくする

ことで農地の有効利用を進めると言われているが、農業への企

業参入に施策を展開している本市にとってどの様な影響があ

るのか見解を伺う。

(2) 農林水産業における環境負荷低減の義務化について

農林水産省はすべての補助金事業を対象に、肥料・農薬の適正

使用や省エネといった環境負荷低減の取り組みを支給要件とし

て義務付ける。２０２４年度から試行的に開始し、２７年度の本

格的実施を目指す。これまでも農業や畜産業の一部で実施してき

たが、林業と水産業を含めた全事業に広げる方針である。 

ア 補助金の受け手となる生産者たちに最低限求める取り組み

として①肥料の適正使用②農薬の適正使用③電気・燃料などエ

ネルギーの節減④悪臭や害虫の発生防止⑤廃棄物の発生抑制

と循環利用・適正な処分⑥病害虫の防除など生物多様性への悪

影響防止⑦環境関係法令の順守の７項目を列挙。２４年度から

補助事業への申請時に、７項目に沿って取り組む内容を示した

チェックシートの提出を義務付ける。こうした試行実施を経て

２７年度を目標に、取り組んだ内容を事業実施後に報告するこ

とも義務化する方針とのことである。このことについて、本市

への影響などについて認識を伺う。

2 小中学校におけるＡＩ教育について 

(1) 本市における生成ＡＩの利用に向けた取り組みについて

文部科学省は令和５年７月に「初等中等教育段階における生成

ＡＩの利用に関する暫定的なガイドライン」を公表。学習活動へ

の適否は「学習指導要領に示す資質・能力の育成を阻害しないか、

教育活動の目的を達成するうえで効果的か否かで判断すべき」と

いう基準を提示した。 

ア 生成ＡＩを取り巻く懸念やリスクに十分な対策を講じるこ

とができる一部の学校において、個人情報保護やセキュリテ

ィ、著作権等に十分に留意しつつ、パイロット的な取り組みを

進め、成果・課題を十分に検証し、今後の更なる議論に資する

ことが必要と言われているが、本市においてどのように考えて

いるのか伺う。

イ 学校外で使われる可能性を踏まえ、全ての学校で、情報の真

偽を確かめることの習慣付けも含め、情報活用能力を育む教育

活動を一層充実させ、ＡＩ時代に必要な資質・能力の向上を図

るとともに、教員研修や校務での適切な活用に向けた取り組み

を推進し、教師のＡＩリテラシー向上や働き方改革に繋げる必

要があると言われているが、本市ではどのようにされているの

か伺う。
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(2) 学校におけるインターネット通信速度不足について

文部科学省が公表した学校のネットワーク環境に関する調査

結果で、全国の公立小中学校・高校のうち、約８割は十分なイン

ターネット通信速度が確保されていないというデータが明らか

になった。国は「ＧＩＧＡスクール構想」で児童・生徒が１人１

台の端末を使えるよう整備を進めてきたが、学校の通信速度によ

って授業のスムーズな進行に支障が出る可能性もあり、文科省は

自治体に十分な通信速度の確保を促している。

ア 昨年１１月〜１２月に実施された文部科学省の調査では、有

効回答を得られた３万８９校のうち、推奨速度に達している学

校は６，５０３校にとどまっている。推奨速度に届かない学校

は大規模な学校で多い傾向にあり、児童・生徒数８４１人以上

の学校で推奨速度に達したのは、１，３８２校のうち２９校だ

ったとのことである。以上のことから本市の小中学校における

ネットワーク環境の現状について伺う。

向井 哲浩 

1 第２次東広島市環境基本計画について 

(1) 第２次東広島市環境基本計画について

本市は、令和４年３月に「第２次東広島市環境基本計画」を策

定され「２０５０年の望ましい将来像」として脱炭素化の実現と

省エネルギー・脱炭素社会への転換を明記され、誰一人取り残さ

ない持続可能な社会を目指す「ＳＤＧｓ」の理念の下「やさしい

未来都市 東広島」の実現に向け、温室効果ガスを実質ゼロにす

る「ゼロカーボンシティ」を目指すことを表明された。 

ア 国においては２０５０年カーボンニュートラルの実現に向

けた宣言で、２０３０年度において温室効果ガスを４６％削減

する目標を表明されています。本市における具体的な進捗状況

と現状の削減数値について伺う。

イ 温室効果ガス削減に向けて再エネ導入について本市の目標

を伺う。

ウ 政府は地域脱炭素ロードマップの中で、２０３０年までに先

行地域として１００箇所を選定するとしているが、本市は２０

２２年に脱炭素先行地域の第２回募集に応募されたがその後

どうなったのか伺う。

エ 再生可能エネルギーとして更なる推進が期待されるのは太

陽光発電とされているが、本市において設置や周辺環境など

で、どのような課題があるのか伺う。

オ 本市においても太陽光発電における、さまざまな問題点が予

測されるなか、適正な設置及び管理に関する条例の制定が必要

だと考えるが本市の見解を伺う。

2 高屋西地域センター・高屋中央保育所複合施設の建築計画に伴う

周辺の環境整備について 

(1) 高屋西地域センター・高屋中央保育所複合施設の建築計画に伴

う周辺の環境整備について

高屋西地域センター・高屋中央保育所の合築による整備計画が

進められている中で周辺道路の整備計画及び入野川の溢水によ

る浸水対策などが課題になっている。 

ア 昨年度、地域で実施された説明会で、複合施設整備方針にお

いて、災害に強い施設とあるが避難所として適用されるのか伺

う。

― 35 ―



会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

二

回

定

例

会

６月２０日 

（５人） 
向井 哲浩 

イ 施設周辺道路の夏季降雨による一時的な水位の上昇による

冠水に対する備えはどのように計画されているのか伺う。

ウ 平成９年に都市計画決定された吉行小谷線の道路整備計画

について伺う。

６月２１日 

（５人） 
木村 輝江 

1 屋内のこどもの遊び場、居場所について 

(1) 屋内のこどもの遊び場、居場所について

子育て支援センターをはじめとした乳幼児やその保護者が気

軽に集え遊べる場は充実している一方で、主に学齢期のこどもが

過ごせる場は少ない。 

こどもの健やかな成長のための環境づくりとして、こどもの遊

び場や居場所が必要ではないか。 

ア こどもの居場所や遊び場が十分に確保されていないことへ

の課題について取り組みを伺う。

イ 包括的な支援につながることが期待できる子育て機能の集

積について、見解を問う。

ウ 新施設の整備について問う。

2 女性やこども視点の防災について 

(1) 地域防災力の強化について

近年、全国各地で様々な災害が発生している。

昨今、女性視点での災害時の課題に対応した防災や減災対策が

求められている。 

女性が災害対応を行うことで地域防災力の向上につながると

考える。 

本市での現状や取り組みについて問う。 

ア これまで女性やこどもを対象として、どのような講座や訓練

がされてきたのか。

イ 今年度は女性やこどもなど要配慮者に視点を当てた内容の

充実を図るとあるが、どのようなことを計画されているのか。 

(2) 避難所運営について

避難所が避難しやすい環境にあるのか。

ア 新年度予算計画の中に避難所の環境改善とあるが具体的に

どのような改善をするのか。

イ 避難者の滞在スペースの割り当てとして、避難所レイアウト

の例がある。全ての避難所において、それぞれの施設に合わせ

たレイアウトの確認が取れているのか。

ウ このようなマニュアルを作成、改定する際、女性視点の意見

はどのようにして取り入れているのか。

3 学童保育の長期休暇の食事提供について 

(1) 学童保育の長期休暇の食事提供について

以前から放課後児童クラブを利用している児童の保護者より、

長期休暇中の昼食提供の要望があがっている。 

現在の取り組み状況を問う。 

ア 放課後児童クラブを利用している保護者向けに、弁当注文に

関する調査はされたのか。

イ 長期休暇中だけ弁当を作り配布していただける業者の有無

は確認はされたのか。

ウ 市内全域での配布が難しいということだったが、地域を限定

して取り組むことへの見解を問う。

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

二

回

定

例

会

６月２１日 

（５人） 

中曽 久勝 

1 移住・定住の促進について 

(1) ふるさと回帰支援センターの活用

ふるさと回帰支援センターは、一カ所で全国の移住情報が手に

入る日本最大の移住相談センターでコロナ禍により地方移住に

注目が集まり、同センターの昨年の移住相談件数も６万件近くあ

り、一人ひとりが、ゆとり・豊かさを実感できる持続可能な社会、

多様な価値観が尊重され、誰もが自分らしく生きられる社会、自

立と分散・分権による活力ある地域社会を理念として活動されて

います。 

ア ふるさと回帰支援センターのさまざまな活動について本市

はどのような認識を持っているのか伺います。

イ ふるさと回帰支援センターでは、活動に賛同されている自治

体をもって正会員として、全国の１７００自治体の中で５８０

団体登録されており、本県からも県、広島市、福山市、呉市、

竹原市、三次市など１０の自治体、団体の加入があるが、本市

は登録申込みしていない理由があるのか見解をお伺いします。 

ウ ふるさと回帰支援センターに会員として加入し、その特典

（資料展示・案内、共催セミナーの開催、Ｗｅｂサイトへの情

報掲載、ふるさと回帰フェアへの優先出展など）を受け、連携

を密にして、本市をＰＲして「移住・定住の推進」を図るべき

と考えますが、本市の見解を伺います。

2 八本松駅北側の安全対策について 

(1) 八本松駅北側周辺の安全対策について

八本松駅北側の旧駅舎前にはロータリーが無いため通勤通学

時に回転する車と通学通勤の人混みが交差し、いつ事故が発生し

てもおかしくない状況にある。 

また、互栄橋の北端には歩行者用の階段があり、下ったところ

に横断歩道がある。旧駅舎前で自家用車から通勤通学の家族を降

ろすのが一般的だがそこが込み合っているのが解るので横断歩

道付近で降りる方も多く、渋滞も発生し危険な状況である。 

ア 八本松駅北側旧駅舎前の安全対策について本市の見解を伺

う。

(2) 八本松駅北側の接続道の安全対策について

八本松駅北側の旧駅舎前への接続道（県道 350 号造賀八本松

線）には歩道が無く、道幅も狭いので常に危険な状態にある。歩

道が無い個所は駅から造賀方面に向かい５５０ｍくらい続く。 

また、駅から造賀方面に約４００ｍ向かうと一車線区間もあ

る。 

ア 八本松駅北側への接続道は、県の管轄ではありますが安全対

策について広島県からの情報等あればお聞きします。

イ 市として県へ要望されている点などがあればお聞きします。 

片山 貴志 

1 災害からの復興そして再建のための対策について 

(1) 豪雨に堪えうる河川の改修について

本市の河川については、過去から脆弱性が指摘されており、黒

瀬川を中心として、入野川・沼田川・関川・三津大川・深堂川な

ど、氾濫の可能性が高い河川が多く、浚渫や改修などが求められ

ている。 

ア 本市の河川の脆弱性についての見解を問う。

イ 今後の河川の浚渫や改修の計画等について問う。
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

二

回

定

例

会

６月２０日 

（５人） 
向井 哲浩 

イ 施設周辺道路の夏季降雨による一時的な水位の上昇による

冠水に対する備えはどのように計画されているのか伺う。

ウ 平成９年に都市計画決定された吉行小谷線の道路整備計画

について伺う。

６月２１日 

（５人） 
木村 輝江 

1 屋内のこどもの遊び場、居場所について 

(1) 屋内のこどもの遊び場、居場所について

子育て支援センターをはじめとした乳幼児やその保護者が気

軽に集え遊べる場は充実している一方で、主に学齢期のこどもが

過ごせる場は少ない。 

こどもの健やかな成長のための環境づくりとして、こどもの遊

び場や居場所が必要ではないか。 

ア こどもの居場所や遊び場が十分に確保されていないことへ

の課題について取り組みを伺う。

イ 包括的な支援につながることが期待できる子育て機能の集

積について、見解を問う。

ウ 新施設の整備について問う。

2 女性やこども視点の防災について 

(1) 地域防災力の強化について

近年、全国各地で様々な災害が発生している。

昨今、女性視点での災害時の課題に対応した防災や減災対策が

求められている。 

女性が災害対応を行うことで地域防災力の向上につながると

考える。 

本市での現状や取り組みについて問う。 

ア これまで女性やこどもを対象として、どのような講座や訓練

がされてきたのか。

イ 今年度は女性やこどもなど要配慮者に視点を当てた内容の

充実を図るとあるが、どのようなことを計画されているのか。 

(2) 避難所運営について

避難所が避難しやすい環境にあるのか。

ア 新年度予算計画の中に避難所の環境改善とあるが具体的に

どのような改善をするのか。

イ 避難者の滞在スペースの割り当てとして、避難所レイアウト

の例がある。全ての避難所において、それぞれの施設に合わせ

たレイアウトの確認が取れているのか。

ウ このようなマニュアルを作成、改定する際、女性視点の意見

はどのようにして取り入れているのか。

3 学童保育の長期休暇の食事提供について 

(1) 学童保育の長期休暇の食事提供について

以前から放課後児童クラブを利用している児童の保護者より、

長期休暇中の昼食提供の要望があがっている。 

現在の取り組み状況を問う。 

ア 放課後児童クラブを利用している保護者向けに、弁当注文に

関する調査はされたのか。

イ 長期休暇中だけ弁当を作り配布していただける業者の有無

は確認はされたのか。

ウ 市内全域での配布が難しいということだったが、地域を限定

して取り組むことへの見解を問う。

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

二

回

定

例

会

６月２１日 

（５人） 

中曽 久勝 

1 移住・定住の促進について 

(1) ふるさと回帰支援センターの活用

ふるさと回帰支援センターは、一カ所で全国の移住情報が手に

入る日本最大の移住相談センターでコロナ禍により地方移住に

注目が集まり、同センターの昨年の移住相談件数も６万件近くあ

り、一人ひとりが、ゆとり・豊かさを実感できる持続可能な社会、

多様な価値観が尊重され、誰もが自分らしく生きられる社会、自

立と分散・分権による活力ある地域社会を理念として活動されて

います。 

ア ふるさと回帰支援センターのさまざまな活動について本市

はどのような認識を持っているのか伺います。

イ ふるさと回帰支援センターでは、活動に賛同されている自治

体をもって正会員として、全国の１７００自治体の中で５８０

団体登録されており、本県からも県、広島市、福山市、呉市、

竹原市、三次市など１０の自治体、団体の加入があるが、本市

は登録申込みしていない理由があるのか見解をお伺いします。 

ウ ふるさと回帰支援センターに会員として加入し、その特典

（資料展示・案内、共催セミナーの開催、Ｗｅｂサイトへの情

報掲載、ふるさと回帰フェアへの優先出展など）を受け、連携

を密にして、本市をＰＲして「移住・定住の推進」を図るべき

と考えますが、本市の見解を伺います。

2 八本松駅北側の安全対策について 

(1) 八本松駅北側周辺の安全対策について

八本松駅北側の旧駅舎前にはロータリーが無いため通勤通学

時に回転する車と通学通勤の人混みが交差し、いつ事故が発生し

てもおかしくない状況にある。 

また、互栄橋の北端には歩行者用の階段があり、下ったところ

に横断歩道がある。旧駅舎前で自家用車から通勤通学の家族を降

ろすのが一般的だがそこが込み合っているのが解るので横断歩

道付近で降りる方も多く、渋滞も発生し危険な状況である。 

ア 八本松駅北側旧駅舎前の安全対策について本市の見解を伺

う。

(2) 八本松駅北側の接続道の安全対策について

八本松駅北側の旧駅舎前への接続道（県道 350 号造賀八本松

線）には歩道が無く、道幅も狭いので常に危険な状態にある。歩

道が無い個所は駅から造賀方面に向かい５５０ｍくらい続く。 

また、駅から造賀方面に約４００ｍ向かうと一車線区間もあ

る。 

ア 八本松駅北側への接続道は、県の管轄ではありますが安全対

策について広島県からの情報等あればお聞きします。

イ 市として県へ要望されている点などがあればお聞きします。 

片山 貴志 

1 災害からの復興そして再建のための対策について 

(1) 豪雨に堪えうる河川の改修について

本市の河川については、過去から脆弱性が指摘されており、黒

瀬川を中心として、入野川・沼田川・関川・三津大川・深堂川な

ど、氾濫の可能性が高い河川が多く、浚渫や改修などが求められ

ている。 

ア 本市の河川の脆弱性についての見解を問う。

イ 今後の河川の浚渫や改修の計画等について問う。
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

二

回

定

例

会

６月２１日 

（５人） 
片山 貴志 

(2) 地震による家屋損害および補償について

地震災害においては、民家の崩壊や火災を中心とした被害や、

水道・下水道・道路などのインフラの損傷が多く予測される。 

インフラや家屋の損傷や倒壊からの再建については、時間がか

かると共に大きなコストの負担が予測される。 

ア 本市における住宅の耐震化率について問う。

イ 地震保険の加入率について問う。

ウ 生活基盤の早期の回復の為に、地震共済制度の県への働きか

けについて問う。

エ 災害水ストレス問題への対策について問う。

オ 応急給水拠点の現状および今後の計画について問う。

2 ＪＲ西条駅周辺の活性化および賑わいづくりについて

(1) ＪＲ西条駅及び駅周辺の活性化について

ＪＲ西条駅は１日の平均乗降客数２万人が利用する、多くの方

が行き交う交通拠点である。すぐ近くには、酒蔵通りが東西に走

り、商店街にも多くの飲食店が存在している。しかし、その割に

は賑わいとしては、寂しいと感じざるをえない。観光地としての

酒蔵通りへの安全な誘導なども含め、活性化を図るべきであると

考える。 

ア 西条駅から酒蔵通りおよびその周辺にかけての安全な誘導

について問う。

イ 西条駅周辺でのショップやお土産販売等による、観光ブラン

ド振興について問う。

(2) 新たな賑わいづくりについて

大屋根広場においては、中心市街地の賑わいづくりにおいて、

新機軸としての存在になる事を期待している。また次世代学園都

市を目指す本市において、広島大学に向かうブールバール周辺の

発展的活用を目指していくべきではないかと考える。 

ア 大屋根広場周辺を一体とした、民間による飲食店設置などの

可能性について問う。

イ 鏡山公園の有効活用による、賑わいづくりについて問う。

ウ 西条周辺観光のためのシェアサイクルについて問う。

3 東広島運動公園の改修について 

(1) メインアリーナの改修及び代替施設について

来年度より、東広島運動公園内メインアリーナが改修となり、

約１年間使用できない。各団体や市民は、代替施設に苦慮してい

ると聞き及んでいる。代替施設等の協議もされていると思うが、

どのような形で協議がなされたのか伺う。 

ア 改修の内容について問う。

イ 各団体との協議について問う。

ウ 代替施設について問う。

エ 指定管理費について問う。

(2) 今後の改修と課題について

東広島運動公園においては、グラウンドゴルフ場に続き、トイ

レ及び管理棟の新設、遊具の更新、今後はフットサルコートの新

設、メインアリーナの改修、第２多目的グラウンドの新設そして

照明設備の改修など、着々と進化を遂げられている。

ア 立地的に見ても、県内で注目度が高い施設であるが、今後の

方向性について問う。
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片山 貴志 

イ 修繕時の代替施設について問う。

ウ 障がい者も利用しやすいスポーツ施設の改善について問う。 

エ 第一多目的グラウンドの人工芝化について問う。

オ 運動公園内各施設に対するネーミングライツについて問う。 

4 産業団地の戦略的確保策について 

(1) 産業団地確保の進捗状況について

先日、広島県によって河内町入野地区へ産業団地の整備がされ

るとの報道があった。本市としては、市主体の整備、民間による

整備への支援制度の創設、県有地を活用した整備を掲げられ、

県・市・民間事業者による三位一体で取り組むとしている。 

ア 市主体の産業団地整備についての進捗状況を問う。

イ 民間による支援制度の創設についての進捗状況を問う。

ウ 県有地を活用した整備についての進捗状況を問う。

田坂 武文 

1 東広島市の林業施策について 

(1) 森林及び里山の保全について

森林や里山は、木材の生産のみならず、水源の涵養、山地災害

の防止、地球温暖化の防止など重要で多様な役割を持っている

が、松枯れや木材価格の停滞、鳥獣被害の増加などにより荒廃が

進んでいる。これらの持続可能な管理、活用を進めていく必要が

ある。 

ア 森林経営管理事業のこれまでの取組と今後の取組の方向性

等について伺う。

イ 森林機能再生事業の今後の取組の方向性等について伺う。

ウ ひろしまの森づくり事業の予算額の増減等について伺う。

エ 市有林整備による森林吸収源対策の今後の方向性等につい

て伺う。

オ バイオマス産業都市構想の今後の方向性等について伺う。

カ 公共建築物等への木材利用の実績等について伺う。

2 一般廃棄物の減量化について 

(1) ゴミの減量化の促進について

ゴミの減量化について、生ゴミ処理容器等の購入補助等に取り

組まれているが、更なる減量化を図るとともに資源化の検討を行

う必要がある。 

ア 家庭の剪定枝等のゴミの減量化のため、生ゴミ処理容器等購

入補助の対象品目に無煙炭化器を加えてはいかがか。

3 市道の整備について 

(1) 市街化区域内の市道の整備について

本市の市街化区域内には幅員が４ｍ未満の道路が多く存在し

ており、救急車や消防車が通れない、日照や風通しが確保できな

い、地震時の避難の妨げになるなど、多くの課題を抱えている。 

ア 狭あい道路整備事業の創設について、これまでの検討状況等

を伺う。

重森佳代子 

1 市民不在の計画に疑問？ 

(1) 市役所第２庁舎（新施設）建設の基本計画について

市役所第２庁舎建設計画は 2 年前より突如として具体的に示

され始めた。２０１６年から検討されてきた隣接する中央生涯学

習センター跡地活用（大屋根広場として整備することに決定）と

セットで実施する計画である。しかしながら、当該跡地活用につ

いては丁寧な調査・検討が行われたものの、第２庁舎については
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片山 貴志 

(2) 地震による家屋損害および補償について

地震災害においては、民家の崩壊や火災を中心とした被害や、

水道・下水道・道路などのインフラの損傷が多く予測される。 

インフラや家屋の損傷や倒壊からの再建については、時間がか

かると共に大きなコストの負担が予測される。 

ア 本市における住宅の耐震化率について問う。

イ 地震保険の加入率について問う。

ウ 生活基盤の早期の回復の為に、地震共済制度の県への働きか

けについて問う。

エ 災害水ストレス問題への対策について問う。

オ 応急給水拠点の現状および今後の計画について問う。

2 ＪＲ西条駅周辺の活性化および賑わいづくりについて

(1) ＪＲ西条駅及び駅周辺の活性化について

ＪＲ西条駅は１日の平均乗降客数２万人が利用する、多くの方

が行き交う交通拠点である。すぐ近くには、酒蔵通りが東西に走

り、商店街にも多くの飲食店が存在している。しかし、その割に

は賑わいとしては、寂しいと感じざるをえない。観光地としての

酒蔵通りへの安全な誘導なども含め、活性化を図るべきであると

考える。 

ア 西条駅から酒蔵通りおよびその周辺にかけての安全な誘導

について問う。

イ 西条駅周辺でのショップやお土産販売等による、観光ブラン

ド振興について問う。

(2) 新たな賑わいづくりについて

大屋根広場においては、中心市街地の賑わいづくりにおいて、

新機軸としての存在になる事を期待している。また次世代学園都

市を目指す本市において、広島大学に向かうブールバール周辺の

発展的活用を目指していくべきではないかと考える。 

ア 大屋根広場周辺を一体とした、民間による飲食店設置などの

可能性について問う。

イ 鏡山公園の有効活用による、賑わいづくりについて問う。

ウ 西条周辺観光のためのシェアサイクルについて問う。

3 東広島運動公園の改修について 

(1) メインアリーナの改修及び代替施設について

来年度より、東広島運動公園内メインアリーナが改修となり、

約１年間使用できない。各団体や市民は、代替施設に苦慮してい

ると聞き及んでいる。代替施設等の協議もされていると思うが、

どのような形で協議がなされたのか伺う。 

ア 改修の内容について問う。

イ 各団体との協議について問う。

ウ 代替施設について問う。

エ 指定管理費について問う。

(2) 今後の改修と課題について

東広島運動公園においては、グラウンドゴルフ場に続き、トイ

レ及び管理棟の新設、遊具の更新、今後はフットサルコートの新

設、メインアリーナの改修、第２多目的グラウンドの新設そして

照明設備の改修など、着々と進化を遂げられている。

ア 立地的に見ても、県内で注目度が高い施設であるが、今後の

方向性について問う。
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イ 修繕時の代替施設について問う。

ウ 障がい者も利用しやすいスポーツ施設の改善について問う。 

エ 第一多目的グラウンドの人工芝化について問う。

オ 運動公園内各施設に対するネーミングライツについて問う。 

4 産業団地の戦略的確保策について 

(1) 産業団地確保の進捗状況について

先日、広島県によって河内町入野地区へ産業団地の整備がされ

るとの報道があった。本市としては、市主体の整備、民間による

整備への支援制度の創設、県有地を活用した整備を掲げられ、

県・市・民間事業者による三位一体で取り組むとしている。 

ア 市主体の産業団地整備についての進捗状況を問う。

イ 民間による支援制度の創設についての進捗状況を問う。

ウ 県有地を活用した整備についての進捗状況を問う。

田坂 武文 

1 東広島市の林業施策について 

(1) 森林及び里山の保全について

森林や里山は、木材の生産のみならず、水源の涵養、山地災害

の防止、地球温暖化の防止など重要で多様な役割を持っている

が、松枯れや木材価格の停滞、鳥獣被害の増加などにより荒廃が

進んでいる。これらの持続可能な管理、活用を進めていく必要が

ある。 

ア 森林経営管理事業のこれまでの取組と今後の取組の方向性

等について伺う。

イ 森林機能再生事業の今後の取組の方向性等について伺う。

ウ ひろしまの森づくり事業の予算額の増減等について伺う。

エ 市有林整備による森林吸収源対策の今後の方向性等につい

て伺う。

オ バイオマス産業都市構想の今後の方向性等について伺う。

カ 公共建築物等への木材利用の実績等について伺う。

2 一般廃棄物の減量化について 

(1) ゴミの減量化の促進について

ゴミの減量化について、生ゴミ処理容器等の購入補助等に取り

組まれているが、更なる減量化を図るとともに資源化の検討を行

う必要がある。 

ア 家庭の剪定枝等のゴミの減量化のため、生ゴミ処理容器等購

入補助の対象品目に無煙炭化器を加えてはいかがか。

3 市道の整備について 

(1) 市街化区域内の市道の整備について

本市の市街化区域内には幅員が４ｍ未満の道路が多く存在し

ており、救急車や消防車が通れない、日照や風通しが確保できな

い、地震時の避難の妨げになるなど、多くの課題を抱えている。 

ア 狭あい道路整備事業の創設について、これまでの検討状況等

を伺う。

重森佳代子 

1 市民不在の計画に疑問？ 

(1) 市役所第２庁舎（新施設）建設の基本計画について

市役所第２庁舎建設計画は 2 年前より突如として具体的に示

され始めた。２０１６年から検討されてきた隣接する中央生涯学

習センター跡地活用（大屋根広場として整備することに決定）と

セットで実施する計画である。しかしながら、当該跡地活用につ

いては丁寧な調査・検討が行われたものの、第２庁舎については
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ほとんど調査・検討がされておらず、市民説明会も開かれないま

ま、事業費が跡地活用計画の９．４億円に対して、６０億～７０

億円の第２庁舎建設費用が盛り込まれた基本計画が今年度５月

に報告された。

ア 跡地活用の基本計画に第２庁舎建設計画を統合することは、

昨年７月の市長定例記者会見において「跡地の基本計画をでき

るだけ早く整理し、引き続き市役所の北館については検討して

いく」と明言されたことと甚だしく乖離しているのではない

か、問う。

イ 第２庁舎建設計画については、５月の常任委員会においても

基本計画とするには「不十分である」との認識を答弁されてい

るが、不十分な計画を統合して基本計画とすることは、大屋根

広場を含めた計画全体の信頼性を損なうのではないか、問う。 

ウ 昨年９月の私の一般質問に対して、市長は「（第２庁舎建設

計画は、公共施設等）総合管理計画には入っていない」と答弁

されている。２０３０年までに含まれていない事業の基本計画

を今策定する根拠を問う。

エ 第２庁舎建設計画については、今年３月にパブリックコメン

トを実施し、これをもって市民意見の聴取とすることはあまり

にも一方的で形式的であり、「市民不在の計画」と言われても

仕方ないのではないか、問う。

2 未来都市スマートシティの実現可能性は？ 

(1) 未来都市への投資が地域課題を解決するのか

本市は今年度、市制施行５０周年を迎え、「次世代学園都市構

想」という未来ビジョンを掲げ、広島大学を中心とするまちづく

り（タウン＆ガウン構想）の実現に向けたさらなる取り組みを推

進している。２０２０年から始まった本構想により、広島大学等

との大学連携が一層強化されることとなった。同年、本市は広島

大学へ５億円を寄付し、翌年にはフェニックス国際センター ミ

ライクリエ（建設費約１５億円）が広島大学キャンパス内に整備

されるとともに、本構想の拠点事務局であるＴＧＯ（タウン＆ガ

ウンオフィス）が設置された。なお、２０１１年まで地方公共団

体から国立大学への寄付は、国・地方の財政秩序の健全性を阻害

するものとして禁止されていた。

ア タウン＆ガウン構想がスタートして４年が経過し、２０１９

年度の大学連携予算 約４，５００万円が、今年度には約１億

８，０００万円に増額され、財源には補助金が有効に活用され

ているものの、事業費は大きく膨らんでいる。また大学連携に

ついては、人件費（職員６名・広島大学出向２名）にも多額の

税が使われている。大学連携を強固に推進する中で、本構想に

掲げるスマートシティの実現性について、市の見解を問う。

イ 次世代学園都市構想の中心は「こども」であると認識してい

る。大学卒業後の定着率が３％に過ぎない大学ではなく、行政

がやるべきことは、子どもを産み育てる環境整備と次世代を担

う子どものための教育の充実であり、次世代学園都市構想の真

ん中の施策を優先すべきと考える。見解を問う。

ウ 島根県海士町の高校が町の活力の中心的役割を果たした事

例は周知されている。本市においては、大学へ巨額の投資をす

る一方、地域の活力を生み、住民の拠り所となる高校への支援
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は少なく、廃校が危惧されている高校への投資は非常に消極的

である。次世代学園都市構想は部局を越えて総合的に行うべき

ではないか。所見を問う。 

エ 広島大学周辺の土地利用について、地元ディベロッパー等の

サウンディング調査を行っているのか。地元業界では、半導体

産業の投資によって住宅ニーズが高まっている今こそ規制緩

和を行い、人口増を図ることが本市の発展につながる、１０年

２０年先のスマートシティ構想よりも喫緊の課題だという意

見も多い。また、高級住宅志向のニーズ把握をどのように行い、

民間主体の土地区画整理事業がこのニーズに対応できると考

えるのか、見解を問う。

(2) 企業版ふるさと納税の透明性について

２０１６年４月に始まった企業版ふるさと納税は、２０２０年

の改正によって法人税から最大で約 9割の税額が軽減され、企業

にとっては少ない負担で地域貢献できる制度である。広島大学ス

マートシティ共創コンソーシアムの参加企業はこの制度を利用

し、本市に寄付し、それが広島大学に出捐金（タウン＆ガウン構

想基盤構築費）として拠出される場合も多い。本市に監査権限は

なく、広島大学とコンソーシアムに委ねられている。

ア 企業版ふるさと納税においては、寄付企業の経済的な見返り

は禁止されている。ただし、寄付企業は希望により非公表とす

ることができ、コンソーシアムの幹事機関３社（年間１億円以

上の基盤構築費負担）は公表している企業には含まれていない

ので、寄付状況は不明である。

一方、５月１４日の総務委員会では「２０２２年度に９，９

００万円、２０２３年度に１億３，５０３万円でコンソーシア

ム関連企業の子会社に委託、同じく２０２３年度には１，９６

０万円でコンソーシアム企業に委託、いずれも随意契約をして

いる」との答弁があった。この答弁によって、随意契約という

点も含め、企業版ふるさと納税がどのように使用されているか

について、市民に疑念が生じる恐れがある。デジタル基盤構築

費はブラックボックス化しており、適正価格が分かりにくい。

また、その後の保守費（年額開発費の５～１５％と推測）が継

続的に必要となるため、さらに透明性が求められるのではない

か。市の見解を問う。

イ 広島大学スマートシティ共創コンソーシアム規約 第 16 条

（ＴＯＷＮ ＆ ＧＯＷＮ構想基盤構築費）には「基盤構築費と

同等以上の貢献がなされたと認められたとき負担金は不要」と

いう項目があるが、解釈によっては負担金を支払わなくても良

いこととなり、規約の信頼性、ひいてはコンソーシアムの継続

性が疑問視されるのではないかと懸念する。市の考えを問う。

また、企業版ふるさと納税の制度終了後の運営費・事業費はど

こが負担するのか、問う。

ウ ＴＧＯで行われている事業、運営費について、予算と収支報

告を毎年度公表することで、事業の透明性を図るべきではない

か、問う。

(3) ＴＧＯアプリの開発は中止を検討すべき

広島大学においては、昨年度より東広島キャンパス内において

太陽光発電設備を設置（２０２４年度中に供給開始予定）、住友 
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ほとんど調査・検討がされておらず、市民説明会も開かれないま

ま、事業費が跡地活用計画の９．４億円に対して、６０億～７０

億円の第２庁舎建設費用が盛り込まれた基本計画が今年度５月

に報告された。

ア 跡地活用の基本計画に第２庁舎建設計画を統合することは、

昨年７月の市長定例記者会見において「跡地の基本計画をでき

るだけ早く整理し、引き続き市役所の北館については検討して

いく」と明言されたことと甚だしく乖離しているのではない

か、問う。

イ 第２庁舎建設計画については、５月の常任委員会においても

基本計画とするには「不十分である」との認識を答弁されてい

るが、不十分な計画を統合して基本計画とすることは、大屋根

広場を含めた計画全体の信頼性を損なうのではないか、問う。 

ウ 昨年９月の私の一般質問に対して、市長は「（第２庁舎建設

計画は、公共施設等）総合管理計画には入っていない」と答弁

されている。２０３０年までに含まれていない事業の基本計画

を今策定する根拠を問う。

エ 第２庁舎建設計画については、今年３月にパブリックコメン

トを実施し、これをもって市民意見の聴取とすることはあまり

にも一方的で形式的であり、「市民不在の計画」と言われても

仕方ないのではないか、問う。

2 未来都市スマートシティの実現可能性は？ 

(1) 未来都市への投資が地域課題を解決するのか

本市は今年度、市制施行５０周年を迎え、「次世代学園都市構

想」という未来ビジョンを掲げ、広島大学を中心とするまちづく

り（タウン＆ガウン構想）の実現に向けたさらなる取り組みを推

進している。２０２０年から始まった本構想により、広島大学等

との大学連携が一層強化されることとなった。同年、本市は広島

大学へ５億円を寄付し、翌年にはフェニックス国際センター ミ

ライクリエ（建設費約１５億円）が広島大学キャンパス内に整備

されるとともに、本構想の拠点事務局であるＴＧＯ（タウン＆ガ

ウンオフィス）が設置された。なお、２０１１年まで地方公共団

体から国立大学への寄付は、国・地方の財政秩序の健全性を阻害

するものとして禁止されていた。

ア タウン＆ガウン構想がスタートして４年が経過し、２０１９

年度の大学連携予算 約４，５００万円が、今年度には約１億

８，０００万円に増額され、財源には補助金が有効に活用され

ているものの、事業費は大きく膨らんでいる。また大学連携に

ついては、人件費（職員６名・広島大学出向２名）にも多額の

税が使われている。大学連携を強固に推進する中で、本構想に

掲げるスマートシティの実現性について、市の見解を問う。

イ 次世代学園都市構想の中心は「こども」であると認識してい

る。大学卒業後の定着率が３％に過ぎない大学ではなく、行政

がやるべきことは、子どもを産み育てる環境整備と次世代を担

う子どものための教育の充実であり、次世代学園都市構想の真

ん中の施策を優先すべきと考える。見解を問う。

ウ 島根県海士町の高校が町の活力の中心的役割を果たした事

例は周知されている。本市においては、大学へ巨額の投資をす

る一方、地域の活力を生み、住民の拠り所となる高校への支援
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は少なく、廃校が危惧されている高校への投資は非常に消極的

である。次世代学園都市構想は部局を越えて総合的に行うべき

ではないか。所見を問う。 

エ 広島大学周辺の土地利用について、地元ディベロッパー等の

サウンディング調査を行っているのか。地元業界では、半導体

産業の投資によって住宅ニーズが高まっている今こそ規制緩

和を行い、人口増を図ることが本市の発展につながる、１０年

２０年先のスマートシティ構想よりも喫緊の課題だという意

見も多い。また、高級住宅志向のニーズ把握をどのように行い、

民間主体の土地区画整理事業がこのニーズに対応できると考

えるのか、見解を問う。

(2) 企業版ふるさと納税の透明性について

２０１６年４月に始まった企業版ふるさと納税は、２０２０年

の改正によって法人税から最大で約 9割の税額が軽減され、企業

にとっては少ない負担で地域貢献できる制度である。広島大学ス

マートシティ共創コンソーシアムの参加企業はこの制度を利用

し、本市に寄付し、それが広島大学に出捐金（タウン＆ガウン構

想基盤構築費）として拠出される場合も多い。本市に監査権限は

なく、広島大学とコンソーシアムに委ねられている。

ア 企業版ふるさと納税においては、寄付企業の経済的な見返り

は禁止されている。ただし、寄付企業は希望により非公表とす

ることができ、コンソーシアムの幹事機関３社（年間１億円以

上の基盤構築費負担）は公表している企業には含まれていない

ので、寄付状況は不明である。

一方、５月１４日の総務委員会では「２０２２年度に９，９

００万円、２０２３年度に１億３，５０３万円でコンソーシア

ム関連企業の子会社に委託、同じく２０２３年度には１，９６

０万円でコンソーシアム企業に委託、いずれも随意契約をして

いる」との答弁があった。この答弁によって、随意契約という

点も含め、企業版ふるさと納税がどのように使用されているか

について、市民に疑念が生じる恐れがある。デジタル基盤構築

費はブラックボックス化しており、適正価格が分かりにくい。

また、その後の保守費（年額開発費の５～１５％と推測）が継

続的に必要となるため、さらに透明性が求められるのではない

か。市の見解を問う。

イ 広島大学スマートシティ共創コンソーシアム規約 第 16 条

（ＴＯＷＮ ＆ ＧＯＷＮ構想基盤構築費）には「基盤構築費と

同等以上の貢献がなされたと認められたとき負担金は不要」と

いう項目があるが、解釈によっては負担金を支払わなくても良

いこととなり、規約の信頼性、ひいてはコンソーシアムの継続

性が疑問視されるのではないかと懸念する。市の考えを問う。

また、企業版ふるさと納税の制度終了後の運営費・事業費はど

こが負担するのか、問う。

ウ ＴＧＯで行われている事業、運営費について、予算と収支報

告を毎年度公表することで、事業の透明性を図るべきではない

か、問う。

(3) ＴＧＯアプリの開発は中止を検討すべき

広島大学においては、昨年度より東広島キャンパス内において

太陽光発電設備を設置（２０２４年度中に供給開始予定）、住友 
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商事と連携して、初期費用のかからないＰＰＡ事業（大学が今後

２３年間電気代を払う仕組みの事業）を行っている。同時に中国

電力が提供するＥＶシェアリングサービスも導入予定である。ま

た昨年高速大容量のローカル５Ｇを整備し、最先端技術の実証環

境として期待されており、カーボンニュートラル、ＤＸを着実に

推進されている。 

ア 市と大学と市民が共通して利用するＴＧＯアプリの開発に

ついて、基盤構築費も含め約 3億円が費やされているが、どの

ようにユーザーのニーズ調査をして開発に着手したのか。ユー

ザーを始め、ステークホルダーが求める機能について、十分な

要求分析をして開発しなければ、将来的に陳腐化するのではな

いか。問う。

イ 本年４月、国は国と地方を通じたデジタル基盤へのトータル

コストを最小化するため、共通基盤の整備・運用に向けた基本

方針を取りまとめると発表した。このような社会情勢を踏まえ

ると、緊急性の少ないＴＧＯアプリについて早期に開発する必

要性はないのではないか。また、今後ＴＧＯアプリを運用して

いく場合のランニングコストは誰が負担するのか、問う。

ウ ＴＧＯアプリの共有によって学生にシビックプライドが醸

成され、「学生の地域への定着率向上」が掲げられている。し

かし、定着率が低い主な要因は、学生が求める企業が地域に少

ないことだと考える。所見を問う。

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第
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回

定
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９月９日 

（６人） 
小池恵美子 

1 ゼロカーボンシティ実現への施策について 

(1) 「地域脱炭素ロードマップ」脱炭素先行地域について

脱炭素先行地域は、現在全国で１００地域の目標に対し７３地

域が選定されている。中国ブロックでは広島県からは選定されて

いない。

広島大学は本市と住友商事の３者の包括連携協定に合わせて

「カーボンニュートラル×スマートキャンパス５．０宣言」を行

い、２０５０年カーボンニュートラルに向けて、最先端技術の開

発や実用化、先進的な脱炭素地域の創出などに取り組むとされ、

さらに自治体や企業を巻き込むと表明された。

その後Ｔｏｗｎ＆Ｇｏｗｎの推進ということで大学と連携さ

れているようではあるが、脱炭素については連携が薄れてきてい

る印象がある。

ア 脱炭素に係る広島大学との連携はどうなっているのか伺う。 

イ 今年度の脱炭素先行地域選定について応募されたのか伺う。 

ウ 東広島市として脱炭素先行地域について、どう向き合ってい

こうと思っているのか伺う。

(2) 家庭電力の地産地消について

２０２０年に設立された東広島スマートエネルギー（株）は、

公共施設への安価で低炭素な電力の供給や、ＥＳＣＯ事業での公

共施設への省エネ・再エネ設備の導入の他、会社の利益を地域の

イベントや啓発活動等への支援を通じて地域に還元するとされ

ている。

しかし、東広島スマートエネルギー社は「家庭用太陽光発電の

電力買取」が課題となっている。こうした中、先般ＴＲＥＮＤＥ

（トレンディ）株式会社と連携協定を結んだという発表があっ

た。

ア ＴＲＥＮＤＥ社と連携するに至った経緯について伺う。

イ ＴＲＥＮＤＥ社は、電気消費地近くで発電・蓄電する「分散

型電力」などを普及させることで、地理的要因で主な再エネが

太陽光に限られる本市で環境課題を解決したいとあるが、詳し

い内容について伺う。

ウ 課題とされていた「家庭用太陽光発電の電力買取」について

ＴＲＥＮＤＥ社と連携協定を結ぶことで見通しが立つのか伺

う。

(3) 公共施設などの防災拠点の再エネ導入について

先日、環境省は災害時の避難所に指定されている施設などで、

太陽光パネルや蓄電池を置く支援の準備をしていると報道され

ていた。本市では八本松駅前土地区画整理事業により、八本松地

域センターと八本松出張所等を複合施設として建設する計画が

ある。また西高屋でも複合施設が建設されると聞いている。 

しかし、建物の構造によっては、外部電力が遮断された時に備

えるための充分な太陽光発電パネルの設置が困難ということも

あり得る。設計段階から再エネ導入に対して考慮しておくことが

重要だと思う。 

ア 現在、建設計画がある公共施設での再エネ導入状況を伺う。 

イ 公共施設への脱炭素化の推進体制について伺う。
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商事と連携して、初期費用のかからないＰＰＡ事業（大学が今後

２３年間電気代を払う仕組みの事業）を行っている。同時に中国

電力が提供するＥＶシェアリングサービスも導入予定である。ま

た昨年高速大容量のローカル５Ｇを整備し、最先端技術の実証環

境として期待されており、カーボンニュートラル、ＤＸを着実に

推進されている。 

ア 市と大学と市民が共通して利用するＴＧＯアプリの開発に

ついて、基盤構築費も含め約 3億円が費やされているが、どの

ようにユーザーのニーズ調査をして開発に着手したのか。ユー

ザーを始め、ステークホルダーが求める機能について、十分な

要求分析をして開発しなければ、将来的に陳腐化するのではな

いか。問う。

イ 本年４月、国は国と地方を通じたデジタル基盤へのトータル

コストを最小化するため、共通基盤の整備・運用に向けた基本

方針を取りまとめると発表した。このような社会情勢を踏まえ

ると、緊急性の少ないＴＧＯアプリについて早期に開発する必

要性はないのではないか。また、今後ＴＧＯアプリを運用して

いく場合のランニングコストは誰が負担するのか、問う。

ウ ＴＧＯアプリの共有によって学生にシビックプライドが醸

成され、「学生の地域への定着率向上」が掲げられている。し

かし、定着率が低い主な要因は、学生が求める企業が地域に少

ないことだと考える。所見を問う。

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月９日 

（６人） 
小池恵美子 

1 ゼロカーボンシティ実現への施策について 

(1) 「地域脱炭素ロードマップ」脱炭素先行地域について

脱炭素先行地域は、現在全国で１００地域の目標に対し７３地

域が選定されている。中国ブロックでは広島県からは選定されて

いない。

広島大学は本市と住友商事の３者の包括連携協定に合わせて

「カーボンニュートラル×スマートキャンパス５．０宣言」を行

い、２０５０年カーボンニュートラルに向けて、最先端技術の開

発や実用化、先進的な脱炭素地域の創出などに取り組むとされ、

さらに自治体や企業を巻き込むと表明された。

その後Ｔｏｗｎ＆Ｇｏｗｎの推進ということで大学と連携さ

れているようではあるが、脱炭素については連携が薄れてきてい

る印象がある。

ア 脱炭素に係る広島大学との連携はどうなっているのか伺う。 

イ 今年度の脱炭素先行地域選定について応募されたのか伺う。 

ウ 東広島市として脱炭素先行地域について、どう向き合ってい

こうと思っているのか伺う。

(2) 家庭電力の地産地消について

２０２０年に設立された東広島スマートエネルギー（株）は、

公共施設への安価で低炭素な電力の供給や、ＥＳＣＯ事業での公

共施設への省エネ・再エネ設備の導入の他、会社の利益を地域の

イベントや啓発活動等への支援を通じて地域に還元するとされ

ている。

しかし、東広島スマートエネルギー社は「家庭用太陽光発電の

電力買取」が課題となっている。こうした中、先般ＴＲＥＮＤＥ

（トレンディ）株式会社と連携協定を結んだという発表があっ

た。

ア ＴＲＥＮＤＥ社と連携するに至った経緯について伺う。

イ ＴＲＥＮＤＥ社は、電気消費地近くで発電・蓄電する「分散

型電力」などを普及させることで、地理的要因で主な再エネが

太陽光に限られる本市で環境課題を解決したいとあるが、詳し

い内容について伺う。

ウ 課題とされていた「家庭用太陽光発電の電力買取」について

ＴＲＥＮＤＥ社と連携協定を結ぶことで見通しが立つのか伺

う。

(3) 公共施設などの防災拠点の再エネ導入について

先日、環境省は災害時の避難所に指定されている施設などで、

太陽光パネルや蓄電池を置く支援の準備をしていると報道され

ていた。本市では八本松駅前土地区画整理事業により、八本松地

域センターと八本松出張所等を複合施設として建設する計画が

ある。また西高屋でも複合施設が建設されると聞いている。 

しかし、建物の構造によっては、外部電力が遮断された時に備

えるための充分な太陽光発電パネルの設置が困難ということも

あり得る。設計段階から再エネ導入に対して考慮しておくことが

重要だと思う。 

ア 現在、建設計画がある公共施設での再エネ導入状況を伺う。 

イ 公共施設への脱炭素化の推進体制について伺う。
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月９日 

（６人） 

小池恵美子 

(4) ゼロカーボンシティ実現のための組織体制の見直しについて

環境先進都市推進課は、ゼロカーボンを実現するために本市の

中心となって施策を立案し推進していく組織と思うが、業務は前

身の環境対策課をそのまま継承され、公害監視・生活衛生・火葬

場や墓地・犬猫対策・最近では災害井戸への対応など多岐にわた

っている。昨年はＰＦＡＳへの対応もあり、環境先進都市として

地球温暖化対策やゼロカーボンの施策推進ができているのか疑

問である。 

ア ゼロカーボンシティ実現には、環境先進都市推進のための業

務を独立させ政策を推進すべきだと思うが見解を伺う。

2 有害鳥獣対策について 

(1) 市街地での猿害の対応について

８月中旬に八本松駅から南の西条バイパス５号横断橋付近に

猿の集団が現れ、家庭菜園などの農作物を荒らすということがあ

った。 

地域の方によると４年ぐらい前から猿が集団で山から下りて、

八本松西地域の作物を荒らすようになったそうである。最近は住

宅地への侵入も見られるようになった。農作物を食べるようにな

ると、栄養状態も良くなり繁殖年齢も早くなり、寿命も長くなる

という専門家の話もある。住民の安心安全のためにも早期の対策

が必要だと考える。 

ア 市街地での有害鳥獣の出没報告や対策を求める要望はどの

程度あるか伺う。

イ 猿害に対しての被害軽減策を検討しているのか伺う。

ウ 有害鳥獣捕獲班の負担軽減について伺う。

原田 栄二 

1 地域共生社会の実現について 

(1) 視覚障がい者が生活していく上で困りごとの一つである「外出

に不安を感じること」について

人間は、一日生活する上で多くの情報を視覚から得ている為、

その視覚に障がいがあることは生活に大きな支障をきたす。 

障がい者は、あらゆる場面で不便さやストレスをもたらす事を

理解し、障がい者の気持ちに寄り添って関わる事が必要と考え

る。 

ア 本市の多くの歩道には誘導ブロックが必要と考えるが設置

に関する設置基準の考えを伺う。

イ 交差点内の誘導ブロックであるエスコートゾーン設置に関

して本市では設置場所はどれくらいあるのか伺う。

ウ 音響信号機の設置基準及び設置要望について伺う。

エ 高齢者や視覚障がい者の方が安全に交差点を横断できるこ

とを念頭に開発された「ＬＥＤ付音響装置」の設置について、

本市の見解を伺う。

オ 視覚障がい者の方の道路横断支援として開発された「信Ｇ

Ｏ！」ツールの本市の運用について伺う。

カ 本市の小学校３年生を対象とする盲導犬ふれあい学習の取

組みについて伺う。

キ 視覚障がい者の方から「外出に不安を感じる」等、困りごと

相談を頂いているが、他にも本市には困りごとの相談はある

か、あるとすればどのようなご意見があるのか伺う。

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月９日 

（６人） 
上田 秀 

1 市民の暮らしを守る有害鳥獣対策について 

(1) 有害鳥獣被害の現状と対策について

令和６年度においては、「総合的な有害鳥獣対策の推進」を掲

げ、①集落ぐるみ対策推進事業補助、②講習会の開催、③有害鳥

獣対策支援員の雇用を新規事業として、有害鳥獣の捕獲・防御対

策の推進が行われている。 

ア 有害鳥獣が市民生活に与える影響への基本認識について伺

う。

イ 集落ぐるみ対策推進事業の取り組み状況について伺う。

ウ 講習会の内容と参加状況について伺う。

エ 有害鳥獣対策支援員制度の内容と効果について伺う。

(2) 被害の分析と今後の対象鳥獣拡大に伴う対策強化について

有害鳥獣被害については、鳥獣の種類も増え、農作物以外に、

人間が襲われるなどの人的被害が増加する傾向が伺え、新たな対

策が求められている。これらのことから、被害の分析、有害鳥獣

対策の体制見直し、新たな防御対策への取り組みが急務である。  

ア 農作物や人的被害など、被害状況とその傾向について伺う。 

イ 現状では主にイノシシ、シカの被害が多数を占めているが、

今後における新たな有害鳥獣を含め、本市におけるその分布を

どのように想定しているのか。

ウ 被害対象の拡大に伴い行政サイドの体制見直しが必要では

ないか。

エ 職員の負担軽減について伺う。

オ 有害鳥獣の追払いに効果のある新たな対策の導入について

伺う。

カ 有害鳥獣対策全般を担当する外部専門集団の立ち上げにつ

いて伺う。

2 西条第二地区のまちづくりと黒瀬川の整備について 

(1) 西条第二地区における街づくりの進捗状況について

西条第二地区においては、ＪＲ西条駅とＪＲ寺家駅の中間部に

位置する国道４８６号と黒瀬川に囲まれた地区である。本市の中

心市街地に近接していることから、近年、急速に住宅が増加傾向

にあり、地区内の都市計画道路の整備に伴い、さらに市街化が促

進されることが想定できる。一方、地区内の道路は狭隘な箇所が

多く、離合が困難な状況にあるとともに、農地転用による影響か

ら、大雨時には浸水被害の恐れも高まっている。 

ア 市全域の成長を牽引する役割を担う西条地域の西条第二地

区は、（地区の特性や道路網整備後の利便性向上などから）ど

のようなコンセプトで特色あるまちづくりを構築しようとし

ているのか。また、その人口規模（世帯、人数）はどのように

想定しているのか。

イ 西条第二地区地区計画の事業完了予定時期と現在の進捗率

について伺う。

ウ 個別の路線・事業の整備状況について伺う。

㋐ 都市計画道路西条中央巡回線および寺家中央線 

㋑ 主要区画道路（生活用道路） 

㋒ 西条第二地区内の浸水対策 

㋓ 西条第二地区内の公共下水道事業 

㋔ 都市計画道路上寺家下見線 
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月９日 

（６人） 

小池恵美子 

(4) ゼロカーボンシティ実現のための組織体制の見直しについて

環境先進都市推進課は、ゼロカーボンを実現するために本市の

中心となって施策を立案し推進していく組織と思うが、業務は前

身の環境対策課をそのまま継承され、公害監視・生活衛生・火葬

場や墓地・犬猫対策・最近では災害井戸への対応など多岐にわた

っている。昨年はＰＦＡＳへの対応もあり、環境先進都市として

地球温暖化対策やゼロカーボンの施策推進ができているのか疑

問である。 

ア ゼロカーボンシティ実現には、環境先進都市推進のための業

務を独立させ政策を推進すべきだと思うが見解を伺う。

2 有害鳥獣対策について 

(1) 市街地での猿害の対応について

８月中旬に八本松駅から南の西条バイパス５号横断橋付近に

猿の集団が現れ、家庭菜園などの農作物を荒らすということがあ

った。 

地域の方によると４年ぐらい前から猿が集団で山から下りて、

八本松西地域の作物を荒らすようになったそうである。最近は住

宅地への侵入も見られるようになった。農作物を食べるようにな

ると、栄養状態も良くなり繁殖年齢も早くなり、寿命も長くなる

という専門家の話もある。住民の安心安全のためにも早期の対策

が必要だと考える。 

ア 市街地での有害鳥獣の出没報告や対策を求める要望はどの

程度あるか伺う。

イ 猿害に対しての被害軽減策を検討しているのか伺う。

ウ 有害鳥獣捕獲班の負担軽減について伺う。

原田 栄二 

1 地域共生社会の実現について 

(1) 視覚障がい者が生活していく上で困りごとの一つである「外出

に不安を感じること」について

人間は、一日生活する上で多くの情報を視覚から得ている為、

その視覚に障がいがあることは生活に大きな支障をきたす。 

障がい者は、あらゆる場面で不便さやストレスをもたらす事を

理解し、障がい者の気持ちに寄り添って関わる事が必要と考え

る。 

ア 本市の多くの歩道には誘導ブロックが必要と考えるが設置

に関する設置基準の考えを伺う。

イ 交差点内の誘導ブロックであるエスコートゾーン設置に関

して本市では設置場所はどれくらいあるのか伺う。

ウ 音響信号機の設置基準及び設置要望について伺う。

エ 高齢者や視覚障がい者の方が安全に交差点を横断できるこ

とを念頭に開発された「ＬＥＤ付音響装置」の設置について、

本市の見解を伺う。

オ 視覚障がい者の方の道路横断支援として開発された「信Ｇ

Ｏ！」ツールの本市の運用について伺う。

カ 本市の小学校３年生を対象とする盲導犬ふれあい学習の取

組みについて伺う。

キ 視覚障がい者の方から「外出に不安を感じる」等、困りごと

相談を頂いているが、他にも本市には困りごとの相談はある

か、あるとすればどのようなご意見があるのか伺う。

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月９日 

（６人） 
上田 秀 

1 市民の暮らしを守る有害鳥獣対策について 

(1) 有害鳥獣被害の現状と対策について

令和６年度においては、「総合的な有害鳥獣対策の推進」を掲

げ、①集落ぐるみ対策推進事業補助、②講習会の開催、③有害鳥

獣対策支援員の雇用を新規事業として、有害鳥獣の捕獲・防御対

策の推進が行われている。 

ア 有害鳥獣が市民生活に与える影響への基本認識について伺

う。

イ 集落ぐるみ対策推進事業の取り組み状況について伺う。

ウ 講習会の内容と参加状況について伺う。

エ 有害鳥獣対策支援員制度の内容と効果について伺う。

(2) 被害の分析と今後の対象鳥獣拡大に伴う対策強化について

有害鳥獣被害については、鳥獣の種類も増え、農作物以外に、

人間が襲われるなどの人的被害が増加する傾向が伺え、新たな対

策が求められている。これらのことから、被害の分析、有害鳥獣

対策の体制見直し、新たな防御対策への取り組みが急務である。  

ア 農作物や人的被害など、被害状況とその傾向について伺う。 

イ 現状では主にイノシシ、シカの被害が多数を占めているが、

今後における新たな有害鳥獣を含め、本市におけるその分布を

どのように想定しているのか。

ウ 被害対象の拡大に伴い行政サイドの体制見直しが必要では

ないか。

エ 職員の負担軽減について伺う。

オ 有害鳥獣の追払いに効果のある新たな対策の導入について

伺う。

カ 有害鳥獣対策全般を担当する外部専門集団の立ち上げにつ

いて伺う。

2 西条第二地区のまちづくりと黒瀬川の整備について 

(1) 西条第二地区における街づくりの進捗状況について

西条第二地区においては、ＪＲ西条駅とＪＲ寺家駅の中間部に

位置する国道４８６号と黒瀬川に囲まれた地区である。本市の中

心市街地に近接していることから、近年、急速に住宅が増加傾向

にあり、地区内の都市計画道路の整備に伴い、さらに市街化が促

進されることが想定できる。一方、地区内の道路は狭隘な箇所が

多く、離合が困難な状況にあるとともに、農地転用による影響か

ら、大雨時には浸水被害の恐れも高まっている。 

ア 市全域の成長を牽引する役割を担う西条地域の西条第二地

区は、（地区の特性や道路網整備後の利便性向上などから）ど

のようなコンセプトで特色あるまちづくりを構築しようとし

ているのか。また、その人口規模（世帯、人数）はどのように

想定しているのか。

イ 西条第二地区地区計画の事業完了予定時期と現在の進捗率

について伺う。

ウ 個別の路線・事業の整備状況について伺う。

㋐ 都市計画道路西条中央巡回線および寺家中央線 

㋑ 主要区画道路（生活用道路） 

㋒ 西条第二地区内の浸水対策 

㋓ 西条第二地区内の公共下水道事業 

㋔ 都市計画道路上寺家下見線 
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月９日 

（６人） 

上田 秀 

エ 西条第二地区地区計画の事業推進上の課題について伺う。

(2) 黒瀬川の整備について

西条第二地区の下流に位置する黒瀬川については、大雨時にお

いて、上流部での流域治水対策が進められているものの、西条第

二地区における浸水対策による雨水の直接の放水先が黒瀬川で

あることなどから、河川の改修整備要望が高まっている。しかし、

黒瀬川河川管理者は広島県であり、河川管理や整備等は広島県予

算で行われる状況にある。 

ア 黒瀬川に放水される大雨時の水量は、西条第二地区整備前に

比べてどの程度増えるのか。

イ 河川管理者は広島県だが、黒瀬川に近い地区に居住する地元

住民の要望（災害時の法面崩落、防犯、交通安全、美観等）に

ついて、市としてできることはないのか。

ウ 黒瀬川の地元住民である東広島市民の不安軽減に向け、より

強力に広島県に河川整備を要望すべきではないか。

鍋島 勢理 

1 「望まない孤独」対策について 

(1) 「望まない孤独」対策について

全国の自殺者数が統計を取り始めた１９７８年以降で最も多

かったのは２００３年の３万４，４２７人であり、その後は減少

傾向が続いていたものの、新型コロナウイルスが流行した２０２

０年には１１年ぶりに増加へと転じた。 

自殺予防において社会的関係のネットワークが量的あるいは

質的に不足しているときに生じる不快な経験とされる「望まない

孤独」への対応が大切だと指摘されているが、望まない孤独を抱

えているかどうかの客観的な把握が極めて難しい。様々な対策が

講じられており、そのうちの一つに受け皿として相談窓口が挙げ

られるが、相談の対応時間や相談の手段について課題が見られ

る。 

ア 家族や交友関係も良好で他者から見たら孤立していないよ

うな人も、孤独を抱えている可能性がある。「望まない孤独」

をどのように認識しているか伺う。

イ 東広島市での対策について、第２次東広島市自殺（自死）対

策計画が策定され、相談・支援につながる体制づくりが展開さ

れているが、十分に対応できていると認識しているか伺う。

ウ 東広島市のＨＰでは多くの相談窓口が紹介されており、相談

窓口の一元化や利用者が迷わないための案内の工夫を検討す

る予定があるか伺う。

(2) 若い世代の現状、ニーズに対応した相談体制について

全世代の自殺者数が減少傾向にある一方で、国内の１５～３９

歳の各年代の死因は自殺が最も多く、特に子どもの自殺者数の増

加が見られる。子どもの人口が減少し続ける中でのこの状況であ

り、本市においては２０歳未満の自殺死亡率が全国および広島県

と比較して上回っていることは憂慮すべき事態であり、対策が急

がれる。 

ア 電話相談を中心とした既存の相談体制が若者の生活習慣に

馴染んでいないという指摘もある。孤独を抱えた人の中には声

を出して周りに助けを求めにくい人や電話番号を持っていな

い人もいるため、より気軽に誰でも相談ができる環境が必要で

あるが、若い世代の現状やニーズに対応した相談サービスの拡

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月９日 

（６人） 
鍋島 勢理 

充について検討しているか伺う。 

2 人口減少と多様化する社会における教育機会の保障について 

(1) 人口減少と多様化する社会について

我が国は人口減少に直面しており、本市においても、９町のう

ち西条町・八本松町を除く７町ですでに人口減少傾向が見られ、

いずれ市全体でも人口減少を迎えることが予想される。そのこと

により様々な課題が指摘されているが、私たちは人口減少を重要

な転換点として捉え、長期的視座に立ち、一人ひとりの個性を最

大限に活かした社会の実現を目指していくことができると考え

ている。政府機関や民間企業でも一人ひとりの個性や能力を最大

限に活かし、互いに高め合える社会の構築を意味しダイバーシテ

ィ＆インクルージョンの考えのもと様々な取り組みが推進され

ており、このことは市民の幸福（ｗｅｌｌ-ｂｅｉｎｇ）の向上

につながると考えられる。 

ア デジタル技術を活用した社会基盤の整備が、人口減少とその

ことに伴う課題を相対化する可能性について、認識を伺う。

イ 本市では地域課題解決のために東広島市－大学が連携し、Ｔ

ｏｗｎ＆Ｇｏｗｎ構想を推進しており、ＣＯＭＭＯＮプロジェ

クトの一つに「広域交流型オンライン学習」の取り組みがある。

この取り組みはＴｏｗｎ＆Ｇｏｗｎ構想においてどのように

位置付けられているか、また、本市の強みとしてどのように認

識しているか伺う。

(2) 教育機会の保障について

日本国憲法第２６条では教育を受ける権利が保障されている。

学びの機会を保障する在り方についても、人口減少やそれに伴う

学校の統廃合、社会的ニーズおよびその対応の多様化などによっ

て、複雑化している状況である。義務教育段階にある子どもに対

する教育機会の保障をめぐる問題は、市としても課題として捉

え、考えなければならない。 

ア 社会のニーズが変化し多様化する中で、本市においても学び

の機会や環境を提供することが難しい現実が見えてきている。

学びたいと思っている児童生徒にどのような学びの機会や環

境を提供しているのか伺う。

イ 最新テクノロジーの活用も視野に入れた上で、多様で柔軟な

教育機会の保障の在り方について考えていくことが重要だと

考えるが、認識を伺う。

3 今後の高齢者入所施設の確保の在り方について 

(1) 利用者視点に立った施設整備について

令和６年３月に策定された第１０次東広島市高齢者福祉計

画・第９期東広島市介護保険事業計画では、団塊ジュニア世代が

６５歳以上となる２０４０年を見据えた中長期的な視点に立ち、

各種施策の展開を図ることとしている。高齢者の住まいについて

は、グループホームや特別養護老人ホーム、老人保健施設、有料

老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅など様々あるが、その

うち特別養護老人ホームについては、広域型（定員３０人以上。

多床室あり。市外からも入所可能）と地域密着型（同２９人以下。

全室ユニット型の個室で市民のみが入所可能）がある。 

今後、生産年齢人口が減少し、福祉介護人材の確保が困難とな

ることが予想される中で、今後、市民の費用負担も考慮し、高齢 
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上田 秀 

エ 西条第二地区地区計画の事業推進上の課題について伺う。

(2) 黒瀬川の整備について

西条第二地区の下流に位置する黒瀬川については、大雨時にお

いて、上流部での流域治水対策が進められているものの、西条第

二地区における浸水対策による雨水の直接の放水先が黒瀬川で

あることなどから、河川の改修整備要望が高まっている。しかし、

黒瀬川河川管理者は広島県であり、河川管理や整備等は広島県予

算で行われる状況にある。 

ア 黒瀬川に放水される大雨時の水量は、西条第二地区整備前に

比べてどの程度増えるのか。

イ 河川管理者は広島県だが、黒瀬川に近い地区に居住する地元

住民の要望（災害時の法面崩落、防犯、交通安全、美観等）に

ついて、市としてできることはないのか。

ウ 黒瀬川の地元住民である東広島市民の不安軽減に向け、より

強力に広島県に河川整備を要望すべきではないか。

鍋島 勢理 

1 「望まない孤独」対策について 

(1) 「望まない孤独」対策について

全国の自殺者数が統計を取り始めた１９７８年以降で最も多

かったのは２００３年の３万４，４２７人であり、その後は減少

傾向が続いていたものの、新型コロナウイルスが流行した２０２

０年には１１年ぶりに増加へと転じた。 

自殺予防において社会的関係のネットワークが量的あるいは

質的に不足しているときに生じる不快な経験とされる「望まない

孤独」への対応が大切だと指摘されているが、望まない孤独を抱

えているかどうかの客観的な把握が極めて難しい。様々な対策が

講じられており、そのうちの一つに受け皿として相談窓口が挙げ

られるが、相談の対応時間や相談の手段について課題が見られ

る。 

ア 家族や交友関係も良好で他者から見たら孤立していないよ

うな人も、孤独を抱えている可能性がある。「望まない孤独」

をどのように認識しているか伺う。

イ 東広島市での対策について、第２次東広島市自殺（自死）対

策計画が策定され、相談・支援につながる体制づくりが展開さ

れているが、十分に対応できていると認識しているか伺う。

ウ 東広島市のＨＰでは多くの相談窓口が紹介されており、相談

窓口の一元化や利用者が迷わないための案内の工夫を検討す

る予定があるか伺う。

(2) 若い世代の現状、ニーズに対応した相談体制について

全世代の自殺者数が減少傾向にある一方で、国内の１５～３９

歳の各年代の死因は自殺が最も多く、特に子どもの自殺者数の増

加が見られる。子どもの人口が減少し続ける中でのこの状況であ

り、本市においては２０歳未満の自殺死亡率が全国および広島県

と比較して上回っていることは憂慮すべき事態であり、対策が急

がれる。 

ア 電話相談を中心とした既存の相談体制が若者の生活習慣に

馴染んでいないという指摘もある。孤独を抱えた人の中には声

を出して周りに助けを求めにくい人や電話番号を持っていな

い人もいるため、より気軽に誰でも相談ができる環境が必要で

あるが、若い世代の現状やニーズに対応した相談サービスの拡
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充について検討しているか伺う。 

2 人口減少と多様化する社会における教育機会の保障について 

(1) 人口減少と多様化する社会について

我が国は人口減少に直面しており、本市においても、９町のう

ち西条町・八本松町を除く７町ですでに人口減少傾向が見られ、

いずれ市全体でも人口減少を迎えることが予想される。そのこと

により様々な課題が指摘されているが、私たちは人口減少を重要

な転換点として捉え、長期的視座に立ち、一人ひとりの個性を最

大限に活かした社会の実現を目指していくことができると考え

ている。政府機関や民間企業でも一人ひとりの個性や能力を最大

限に活かし、互いに高め合える社会の構築を意味しダイバーシテ

ィ＆インクルージョンの考えのもと様々な取り組みが推進され

ており、このことは市民の幸福（ｗｅｌｌ-ｂｅｉｎｇ）の向上

につながると考えられる。 

ア デジタル技術を活用した社会基盤の整備が、人口減少とその

ことに伴う課題を相対化する可能性について、認識を伺う。

イ 本市では地域課題解決のために東広島市－大学が連携し、Ｔ

ｏｗｎ＆Ｇｏｗｎ構想を推進しており、ＣＯＭＭＯＮプロジェ

クトの一つに「広域交流型オンライン学習」の取り組みがある。

この取り組みはＴｏｗｎ＆Ｇｏｗｎ構想においてどのように

位置付けられているか、また、本市の強みとしてどのように認

識しているか伺う。

(2) 教育機会の保障について

日本国憲法第２６条では教育を受ける権利が保障されている。

学びの機会を保障する在り方についても、人口減少やそれに伴う

学校の統廃合、社会的ニーズおよびその対応の多様化などによっ

て、複雑化している状況である。義務教育段階にある子どもに対

する教育機会の保障をめぐる問題は、市としても課題として捉

え、考えなければならない。 

ア 社会のニーズが変化し多様化する中で、本市においても学び

の機会や環境を提供することが難しい現実が見えてきている。

学びたいと思っている児童生徒にどのような学びの機会や環

境を提供しているのか伺う。

イ 最新テクノロジーの活用も視野に入れた上で、多様で柔軟な

教育機会の保障の在り方について考えていくことが重要だと

考えるが、認識を伺う。

3 今後の高齢者入所施設の確保の在り方について 

(1) 利用者視点に立った施設整備について

令和６年３月に策定された第１０次東広島市高齢者福祉計

画・第９期東広島市介護保険事業計画では、団塊ジュニア世代が

６５歳以上となる２０４０年を見据えた中長期的な視点に立ち、

各種施策の展開を図ることとしている。高齢者の住まいについて

は、グループホームや特別養護老人ホーム、老人保健施設、有料

老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅など様々あるが、その

うち特別養護老人ホームについては、広域型（定員３０人以上。

多床室あり。市外からも入所可能）と地域密着型（同２９人以下。

全室ユニット型の個室で市民のみが入所可能）がある。 

今後、生産年齢人口が減少し、福祉介護人材の確保が困難とな

ることが予想される中で、今後、市民の費用負担も考慮し、高齢 

― 47 ―



会議名 
質問者 質問要旨 月日 
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鍋島 勢理 

者の住まいについてあらゆる選択肢を残し、利用者視点に立っ

た施設整備が求められる。 

ア 高齢者の住まいについて概要や金額の違いなど、市民にとっ

て分かりやすい、サービスの選択に資することができる情報提

供をしているか認識を伺う。

イ 今後、市民が安心して利用できる高齢者施設を確保する必要

がある。市内にある特別養護老人ホーム施設の建て替えに関す

る各施設のニーズと実態の把握状況について伺う。

ウ 所得をはじめとするご家庭の状況に応じた選択可能な特別

養護老人ホームの施設整備を進める必要があると考える。施設

整備に対する補助の対象について、保険者としての視点も含め

た認識を伺う。

下向智恵子 

1 高齢者の相談支援について 

(1) 高齢者のデジタルに関する相談支援について

シニアのスマートフォン所有率は、６０代で９割を超え、７０

代でも８割を超えている。このようにデジタル化が進むなか注目

されているのがデジタルディバイド。高度な情報化社会ではＩＣ

Ｔをうまく使えない人は情報弱者となり、なにかと不便であった

り、不利な状況になってしまう。 

ア 契約の解約をしたいが、相手方の問い合わせ先がホームペー

ジのどこに書いてあるかさえ分かりにくく、手続きができない

などの問題もあるが、高齢者のデジタル契約にまつわる相談支

援の状況を伺う。

イ 最近増加しているデジタルを利用した特殊詐欺。偽メール、

偽サイトのつくりも巧妙化しており見破りにくくなっている。

本市でのデジタルを利用した特殊詐欺被害の状況について伺

う。

ウ 今後も被害に遭いやすい高齢者が一層増えていくことが予

想され、被害者を出さないための対策が急がれる。高齢者を対

象にした特殊詐欺被害防止対策と今後の取り組みについて伺

う。

(2) 高齢者の終活相談支援の充実について

固定電話が減少し身元確認が困難で、引き取り手のいない無縁

遺骨となってしまう事態が増えている。自分の死後に関する不安

を抱える高齢者が安心して人生の最期を迎えられるよう全国的

に終活支援を行う自治体が増加している。 

ア 本市において孤独死された引き取り手のいない方のケース

はどのくらいあるのか、件数と対応について伺う。

イ 自身の最期に不安を抱えている高齢者は多くいると認識し

ている。相続や遺言、葬儀のことなどを相談できる終活相談セ

ンターの設置が必要であると考えるが、見解を伺う。

ウ 事前に緊急連絡先などを市に登録しておく終活情報登録伝

達事業を推進していくことが重要であると考えるが、本市の取

り組みの現状について伺う。

2 不登校への対応について 

(1) 不登校への対応について

小中学校における不登校の児童生徒数は全国で約３０万人と

過去最多で、年々増加の傾向にある。本市でも令和３年には３０

７名だった不登校児童生徒数は令和４年には４４６名と約１．５ 

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 
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定

例
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９月９日 

（６人） 

下向智恵子 

倍に増加している。 

ア 児童生徒に不登校傾向が見られた場合の本市の対応につい

て伺う。

イ 実技が必要とされる副教科の成績への反映について伺う。

ウ 不登校児童生徒に対するフリースクール等利用支援補助金

等の導入について見解を伺う。

エ 不登校児童生徒について体力・筋力の低下が危惧されるが、

現状の把握をされているのか伺う。

木村 輝江 

1 安心して産み育てられる環境づくりについて 

(1) 市内における医師の不足について

全国的に医師が不足しているといわれる中、本市においても産

科医と小児科医の不足が顕著であり、不安な声が届いている。 

ア 広島大学への寄附講座の設置や、小児科医の医師の派遣など

取り組まれているが、現在の状況について伺う。

イ 産科については、里帰り出産ができないのではないかと心配

する声がある。現在の分娩施設で対応できているのか？

ウ 小児科の予約が取りづらいといった課題があるが、市の認識

を伺う。

(2) 産後ケア事業について

本市では妊娠期から産後、育児をサポートする体制が整ってい

る。様々な支援があるがその中でも産後ケアについて質問する。 

ア 産後ケアの周知はどのように行われているのか？

イ 産後ケアの申請方法と手続きの流れについて伺う。

ウ 今年度の施策に産後ケア事業の利用対象の拡大とあるが、こ

れまでとの違いは何か？

2 高屋情報ラウンジについて 

(1) 高屋情報ラウンジについて

ＪＲ西高屋駅の橋上化にあわせて、来年３月に図書館と交流セ

ンターからなる、「高屋情報ラウンジ」が開設される予定である。

デジタル技術を活用した図書館と地域の新たな拠点となるとさ

れている。

ア 新しい形の図書館として、県内初の２４時間予約貸し出しロ

ッカーを備えるとのことだが、予約の方法や本の返却の方法な

どはどのようにして行うのか？

イ 電子書籍の閲覧ができるとあるが、どのようなものが読める

のか？

ウ 学生と共に創る交流型図書館とあるが、具体的にどのような

図書館となるのか？

エ 地域の活動拠点の一つとなることが予想されるが、情報ラウ

ンジを主に利用される地域の方との連携や関わり方はどのよ

うにされるのか？

オ 参加型イベントやｅスポーツイベント、音楽会などの開催と

あるが様々な設備が必要になる。どのような設備を考えている

のか？
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（６人） 

鍋島 勢理 

者の住まいについてあらゆる選択肢を残し、利用者視点に立っ

た施設整備が求められる。 

ア 高齢者の住まいについて概要や金額の違いなど、市民にとっ

て分かりやすい、サービスの選択に資することができる情報提

供をしているか認識を伺う。

イ 今後、市民が安心して利用できる高齢者施設を確保する必要

がある。市内にある特別養護老人ホーム施設の建て替えに関す

る各施設のニーズと実態の把握状況について伺う。

ウ 所得をはじめとするご家庭の状況に応じた選択可能な特別

養護老人ホームの施設整備を進める必要があると考える。施設

整備に対する補助の対象について、保険者としての視点も含め

た認識を伺う。

下向智恵子 

1 高齢者の相談支援について 

(1) 高齢者のデジタルに関する相談支援について

シニアのスマートフォン所有率は、６０代で９割を超え、７０

代でも８割を超えている。このようにデジタル化が進むなか注目

されているのがデジタルディバイド。高度な情報化社会ではＩＣ

Ｔをうまく使えない人は情報弱者となり、なにかと不便であった

り、不利な状況になってしまう。 

ア 契約の解約をしたいが、相手方の問い合わせ先がホームペー

ジのどこに書いてあるかさえ分かりにくく、手続きができない

などの問題もあるが、高齢者のデジタル契約にまつわる相談支

援の状況を伺う。

イ 最近増加しているデジタルを利用した特殊詐欺。偽メール、

偽サイトのつくりも巧妙化しており見破りにくくなっている。

本市でのデジタルを利用した特殊詐欺被害の状況について伺

う。

ウ 今後も被害に遭いやすい高齢者が一層増えていくことが予

想され、被害者を出さないための対策が急がれる。高齢者を対

象にした特殊詐欺被害防止対策と今後の取り組みについて伺

う。

(2) 高齢者の終活相談支援の充実について

固定電話が減少し身元確認が困難で、引き取り手のいない無縁

遺骨となってしまう事態が増えている。自分の死後に関する不安

を抱える高齢者が安心して人生の最期を迎えられるよう全国的

に終活支援を行う自治体が増加している。 

ア 本市において孤独死された引き取り手のいない方のケース

はどのくらいあるのか、件数と対応について伺う。

イ 自身の最期に不安を抱えている高齢者は多くいると認識し

ている。相続や遺言、葬儀のことなどを相談できる終活相談セ

ンターの設置が必要であると考えるが、見解を伺う。

ウ 事前に緊急連絡先などを市に登録しておく終活情報登録伝

達事業を推進していくことが重要であると考えるが、本市の取

り組みの現状について伺う。

2 不登校への対応について 

(1) 不登校への対応について

小中学校における不登校の児童生徒数は全国で約３０万人と

過去最多で、年々増加の傾向にある。本市でも令和３年には３０

７名だった不登校児童生徒数は令和４年には４４６名と約１．５ 

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 
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三

回

定

例

会

９月９日 

（６人） 

下向智恵子 

倍に増加している。 

ア 児童生徒に不登校傾向が見られた場合の本市の対応につい

て伺う。

イ 実技が必要とされる副教科の成績への反映について伺う。

ウ 不登校児童生徒に対するフリースクール等利用支援補助金

等の導入について見解を伺う。

エ 不登校児童生徒について体力・筋力の低下が危惧されるが、

現状の把握をされているのか伺う。

木村 輝江 

1 安心して産み育てられる環境づくりについて 

(1) 市内における医師の不足について

全国的に医師が不足しているといわれる中、本市においても産

科医と小児科医の不足が顕著であり、不安な声が届いている。 

ア 広島大学への寄附講座の設置や、小児科医の医師の派遣など

取り組まれているが、現在の状況について伺う。

イ 産科については、里帰り出産ができないのではないかと心配

する声がある。現在の分娩施設で対応できているのか？

ウ 小児科の予約が取りづらいといった課題があるが、市の認識

を伺う。

(2) 産後ケア事業について

本市では妊娠期から産後、育児をサポートする体制が整ってい

る。様々な支援があるがその中でも産後ケアについて質問する。 

ア 産後ケアの周知はどのように行われているのか？

イ 産後ケアの申請方法と手続きの流れについて伺う。

ウ 今年度の施策に産後ケア事業の利用対象の拡大とあるが、こ

れまでとの違いは何か？

2 高屋情報ラウンジについて 

(1) 高屋情報ラウンジについて

ＪＲ西高屋駅の橋上化にあわせて、来年３月に図書館と交流セ

ンターからなる、「高屋情報ラウンジ」が開設される予定である。

デジタル技術を活用した図書館と地域の新たな拠点となるとさ

れている。

ア 新しい形の図書館として、県内初の２４時間予約貸し出しロ

ッカーを備えるとのことだが、予約の方法や本の返却の方法な

どはどのようにして行うのか？

イ 電子書籍の閲覧ができるとあるが、どのようなものが読める

のか？

ウ 学生と共に創る交流型図書館とあるが、具体的にどのような

図書館となるのか？

エ 地域の活動拠点の一つとなることが予想されるが、情報ラウ

ンジを主に利用される地域の方との連携や関わり方はどのよ

うにされるのか？

オ 参加型イベントやｅスポーツイベント、音楽会などの開催と

あるが様々な設備が必要になる。どのような設備を考えている

のか？
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月１０日 

（５人） 
坂元百合子 

1 障がい児保育に必要な保育士の加配について東広島市の現状と課

題について 

(1) 障がい児保育に必要な保育士の加配について東広島市の現状

と課題について

障がい児保育に対する保育士の加配は、地方交付税を財源に各

市町村において実施している。障がい児保育は必要な財源確保と

適切な職員配置の課題がある。 

各自治体から国に対し障がい児支援に必要な職員配置に対す

る制度的・財政的支援の拡充を要望しているとも認識している。 

ア 東広島市では国の予算措置の実態をどのように認識してい

るか伺う。

イ 障がい児保育に要する経費に係る地方交付税措置を踏まえ、

適切な職員配置を行うため、十分な財政支援を講ずるとした国

の通知について、事業者も含め十分に周知されているか伺う。 

2 こども・子育て政策について 

(1) こども・子育て支援事業債の創設について

国は、地方団体が、「こども未来戦略」に基づく取組に合わせ

て、こども・子育て支援機能強化に係る施設整備や子育て関連施

設の環境改善（ハード）を速やかに実施できるよう、新たに「こ

ども・子育て支援事業費」を計上し、「こども・子育て支援事業

債」を創設した。 

対象事業は地方単独事業（こども基本法に基づく都道府県・市

町村こども計画に位置付け）として実施する事業で国庫補助事業

に併せて実施する単独事業・社会福祉法人等に対する助成を含む

としている。 

地方財政措置の充当率は９０％ 。交付税措置率は５０％（機

能強化を伴う改修）又は３０％（新築・増築）である。 

事業期間は令和１０年度までの５年間（「こども・子育て支援

加速化プラン」の実施期間）事業費５００億円の予算を示してい

る。 

ア 東広島市として取り組もうとされている事業があるかを伺

う。

3 労働者協同組合法の積極的な活用について 

(1) 労働者協同組合法の積極的な活用について

労働者協同組合法は、令和２年１２月に超党派の議連による議

員立法により全会一致で制定された法律である。 

人口減少時代にあって、地域における支え手不足が言われる

中、地域の抱える様々な課題に対して、地域の方々が主役となり、

自らが出資して、仕事をおこし、自らが事業に従事する。また、

その運営は協同組合の理念に沿ってみんなの意見が反映される。

ＮＰＯ法人制度や企業組合、一般社団制度とは一味異なる地域活

動のツールとして制度化が必要ということで取り組まれたもの

である。 

高齢者、障がい者など多様な人々の多様な就労、活動の場づく

りが必要と考えており、持続可能な地域社会を構築するために制

度の積極的な活用を進めたいと考えている。 

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三
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定
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９月１０日 

（５人） 

坂元百合子 

ア 労働者協同組合法に基づく活動については、厚生労働省の事

業として周知広報のためのフォーラムの開催や相談支援の事

業もすでに行われている。国において全会一致で成立した労働

者協同組合法をどのように認識しておられるのか伺う。

イ 労働者協同組合法の施行に伴い、協同労働という働き方が注

目されはじめている。

協同労働は、市民の多様な働き方の促進のみならず、持続可

能なまちづくりに向けて、地域課題の解決にもつながっていく

ものである。 

本市のまちづくり、地域づくりを考える場合、本市において

も協同労働の促進について前向きに検討すべきと考えるが、見

解を伺う。 

落海 直哉 

1 小・中学校のプール授業の在り方について 

(1) プール授業の在り方について

日本は島国であり、国土の周囲は海に囲まれ、河川や湖沼も多

い地形ということもあり、水難事故のリスクが高く、幼い頃から

水泳技術を身につけることが重要視されてきたように感じる。特

に１９５０年代から１９６０年代にかけて、夏場の水難事故が多

発したことを受け、学校教育において水泳を必須科目とすること

で、子どもたちの命を守るための教育が行われるようになってき

たという背景があると考える。しかし、プールの授業には児童・

生徒全員が常に安全に授業ができるよう見守る必要があるが不

十分だと溺れる事故や怪我が発生するリスクが高まる。また、経

験の少ない教師やスタッフがいる場合、緊急時の対応が遅れる可

能性もある。プール授業の必要性や実用性等の効果や教育目標と

の整合性について考えを伺う。 

ア プール授業の安全対策について考えを伺う。

イ プール授業における教育効果について見解を伺う。

ウ 多様な個性へ対応した指導の必要性について考えを伺う。

(2) 公共施設としてのプール設備の管理と対策について

プール設備（特に滑りやすい床、老朽化したフェンスや手すり

など）が老朽化していると、怪我や事故が起こりやすく、プール

の水質管理が不十分だと、目や皮膚の炎症を引き起こす原因とな

ることもある。設備の安全性を確保するためには、定期的な点検

や修繕が必要であるが、費用がかさむなど課題がある。費用対効

果や教員の業務範囲の観点も踏まえプール設備の運営、管理と対

策について伺う。 

ア 市内の小・中学校のプールの更新の計画を伺う。

イ ポンプなど排水設備の管理の体制について伺う。

ウ 今後のプール設備の運営方法についての考えを伺う。

エ 日差しも強く、気温も年々上昇していると感じるがプール授

業時の熱中症防止のための屋根設置・屋内プールなどの対策に

ついて伺う。

2 本市のＤＸの現在地について２ 

(1) ＧＩＧＡスクール構想の本市の現在地について

ＧＩＧＡスクール構想以前では、学校のＩＣＴ環境整備状況は

脆弱であるとともに、地域間での整備状況の格差が大きく危機的

状況であると認識されていた。そのため、ＧＩＧＡスクール構想

の実現に向けて様々な環境整備が行われてきたが、学校のネット 
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月１０日 

（５人） 
坂元百合子 

1 障がい児保育に必要な保育士の加配について東広島市の現状と課

題について 

(1) 障がい児保育に必要な保育士の加配について東広島市の現状

と課題について

障がい児保育に対する保育士の加配は、地方交付税を財源に各

市町村において実施している。障がい児保育は必要な財源確保と

適切な職員配置の課題がある。 

各自治体から国に対し障がい児支援に必要な職員配置に対す

る制度的・財政的支援の拡充を要望しているとも認識している。 

ア 東広島市では国の予算措置の実態をどのように認識してい

るか伺う。

イ 障がい児保育に要する経費に係る地方交付税措置を踏まえ、

適切な職員配置を行うため、十分な財政支援を講ずるとした国

の通知について、事業者も含め十分に周知されているか伺う。 

2 こども・子育て政策について 

(1) こども・子育て支援事業債の創設について

国は、地方団体が、「こども未来戦略」に基づく取組に合わせ

て、こども・子育て支援機能強化に係る施設整備や子育て関連施

設の環境改善（ハード）を速やかに実施できるよう、新たに「こ

ども・子育て支援事業費」を計上し、「こども・子育て支援事業

債」を創設した。 

対象事業は地方単独事業（こども基本法に基づく都道府県・市

町村こども計画に位置付け）として実施する事業で国庫補助事業

に併せて実施する単独事業・社会福祉法人等に対する助成を含む

としている。 

地方財政措置の充当率は９０％ 。交付税措置率は５０％（機

能強化を伴う改修）又は３０％（新築・増築）である。 

事業期間は令和１０年度までの５年間（「こども・子育て支援

加速化プラン」の実施期間）事業費５００億円の予算を示してい

る。 

ア 東広島市として取り組もうとされている事業があるかを伺

う。

3 労働者協同組合法の積極的な活用について 

(1) 労働者協同組合法の積極的な活用について

労働者協同組合法は、令和２年１２月に超党派の議連による議

員立法により全会一致で制定された法律である。 

人口減少時代にあって、地域における支え手不足が言われる

中、地域の抱える様々な課題に対して、地域の方々が主役となり、

自らが出資して、仕事をおこし、自らが事業に従事する。また、

その運営は協同組合の理念に沿ってみんなの意見が反映される。

ＮＰＯ法人制度や企業組合、一般社団制度とは一味異なる地域活

動のツールとして制度化が必要ということで取り組まれたもの

である。 

高齢者、障がい者など多様な人々の多様な就労、活動の場づく

りが必要と考えており、持続可能な地域社会を構築するために制

度の積極的な活用を進めたいと考えている。 

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月１０日 

（５人） 

坂元百合子 

ア 労働者協同組合法に基づく活動については、厚生労働省の事

業として周知広報のためのフォーラムの開催や相談支援の事

業もすでに行われている。国において全会一致で成立した労働

者協同組合法をどのように認識しておられるのか伺う。

イ 労働者協同組合法の施行に伴い、協同労働という働き方が注

目されはじめている。

協同労働は、市民の多様な働き方の促進のみならず、持続可

能なまちづくりに向けて、地域課題の解決にもつながっていく

ものである。 

本市のまちづくり、地域づくりを考える場合、本市において

も協同労働の促進について前向きに検討すべきと考えるが、見

解を伺う。 

落海 直哉 

1 小・中学校のプール授業の在り方について 

(1) プール授業の在り方について

日本は島国であり、国土の周囲は海に囲まれ、河川や湖沼も多

い地形ということもあり、水難事故のリスクが高く、幼い頃から

水泳技術を身につけることが重要視されてきたように感じる。特

に１９５０年代から１９６０年代にかけて、夏場の水難事故が多

発したことを受け、学校教育において水泳を必須科目とすること

で、子どもたちの命を守るための教育が行われるようになってき

たという背景があると考える。しかし、プールの授業には児童・

生徒全員が常に安全に授業ができるよう見守る必要があるが不

十分だと溺れる事故や怪我が発生するリスクが高まる。また、経

験の少ない教師やスタッフがいる場合、緊急時の対応が遅れる可

能性もある。プール授業の必要性や実用性等の効果や教育目標と

の整合性について考えを伺う。 

ア プール授業の安全対策について考えを伺う。

イ プール授業における教育効果について見解を伺う。

ウ 多様な個性へ対応した指導の必要性について考えを伺う。

(2) 公共施設としてのプール設備の管理と対策について

プール設備（特に滑りやすい床、老朽化したフェンスや手すり

など）が老朽化していると、怪我や事故が起こりやすく、プール

の水質管理が不十分だと、目や皮膚の炎症を引き起こす原因とな

ることもある。設備の安全性を確保するためには、定期的な点検

や修繕が必要であるが、費用がかさむなど課題がある。費用対効

果や教員の業務範囲の観点も踏まえプール設備の運営、管理と対

策について伺う。 

ア 市内の小・中学校のプールの更新の計画を伺う。

イ ポンプなど排水設備の管理の体制について伺う。

ウ 今後のプール設備の運営方法についての考えを伺う。

エ 日差しも強く、気温も年々上昇していると感じるがプール授

業時の熱中症防止のための屋根設置・屋内プールなどの対策に

ついて伺う。

2 本市のＤＸの現在地について２ 

(1) ＧＩＧＡスクール構想の本市の現在地について

ＧＩＧＡスクール構想以前では、学校のＩＣＴ環境整備状況は

脆弱であるとともに、地域間での整備状況の格差が大きく危機的

状況であると認識されていた。そのため、ＧＩＧＡスクール構想

の実現に向けて様々な環境整備が行われてきたが、学校のネット 
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月１０日 

（５人） 

落海 直哉 

ワークの現状についてまだ課題があると感じている。

ア 市内すべての小・中学校のＧＩＧＡスクール端末を使用する

通信環境において実効速度を計測した結果と今後の対策につ

いて伺う。

イ 学校のネットワークについて教育委員会等の自治体担当者

の専門性向上について伺う。

ウ 使用済み GIGA スクール端末の適切な処分（再使用又は再資

源化）等について考えを伺う。

大下 博隆 

1 東広島市消防団について 

(1) 消防団人員体制について

火災をはじめ、地震や豪雨といった大規模災害発生時にも各地

域での経験を活かした活動を行う組織であり、地域防災力の要で

あるが、消防年報を見ても、なかなか消防団員の定数に達してい

ないのが現状である。 

ア 本市でも新たな機能別団員制度が始まった。主な構成人員と

して退団された団員の方々が対象と思われる。その入団率につ

いて伺う。

イ 東広島市消防団について、年齢構成を考慮した５年後の充足

率の見通しを伺う。

ウ 国内では、公権力の行使といった面で活動制限はあるもの

の、外国人の機能別団員制度の動きがある。外国人の多く暮ら

す本市においても情報伝達、避難誘導といった面からも有効と

思われるが、外国人を制度に取り入れることについてどのよう

にお考えか伺う。

2  黒瀬生涯学習センターについて 

(1) 長寿命化改修工事について

黒瀬町時代から永く町民、市民に愛されている黒瀬生涯学習セ

ンターであるが、老朽化も進み雨漏りや壁紙の剥がれ等、傷みの

目立つ部分も増えてきている。今年、長寿命化の設計が行われる

が、より使いやすい施設に改修されるよう市民の皆様からは大き

な期待が寄せられている。

ア 改修工事に当たっての主な内容を伺う。

イ 現在、利用されている方への改修工事中の対応について伺

う。

ウ 利用者目線での改修といったものが必要と感じるが、利用者

ニーズをどのように把握するのか伺う。

エ 建物の改修もさることながら、駐車場等の敷地を利用したイ

ベントも多く開催されている。黒瀬文化センター設置時から３

０年が経過し、見えてきた問題や利用ニーズもあると感じる

が、どのようにお考えか伺う。

3 子育て政策について 

(1) 学校プール開放について

コロナ禍も明け、昨年からプール開放事業が再開した。今年も

開催に当たっては保護者、地域や市内の学生の方々には監視員と

して多くのご協力を頂き、事故無く開催されたことに感謝する。 

ア 日中の熱中症対策としてはどのような対策を取られたのか

伺う。

イ また取られた対策があれば、それらの効果、結果を伺う。

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月１０日 

（５人） 

大下 博隆 

(2) 放課後児童クラブでの長期休暇中の昼食対応について

本市放課後児童クラブにおいては支援員不足や入会希望児童

の増加に伴い、大変な努力をしておられることと思うが、こども

家庭庁においても、保護者のニーズも高いとして、地域の実情に

応じ提供を検討してほしいとの呼びかけがある。 

ア 今年から試験的に長期休暇中のお弁当配達が始まったが、問

題点としてどのようなことが挙げられるか伺う。

イ 利用された方、されなかった方の声としてどのようなものが

あったか伺う。

(3) 小学校での写真販売について

本市保育所においてはルクミーフォトといったネットでの写

真注文システムを導入している。ルクミーフォトとは、ＩｏＴを

使った保育施設向けのフォトサービスで、保育所で撮影した写真

を保護者がネットで閲覧、注文できるシステムである。 

ア 同様のサービスを小中学校で利用してはどうかといった声

を耳にするが、導入についての見解を伺う。

鈴木 英士 

1 教育施策について 

(1) 校則の見直しについて

令和４年に策定された生徒指導の在り方及び校則の見直しに

関するガイドラインに沿って令和４年度には全中学校、令和５年

度には全小学校で校則の見直しを行うこととされていた。そこで

各小中学校の校則見直しの現状について伺う。

また、ガイドラインでは「児童生徒が主体的に考える機会を設

定すること」など４つの観点を設定しているが、これらの観点を

踏まえた校則の見直しがどの程度達成できているのか伺う。 

ア 小中学校の校則見直しの進捗について伺う。

イ 校則見直しのプロセスについて伺う。

(2) 教員の働き方改革について

教員の働き方について本市において残業時間に改善傾向がみ

られ評価するところではあるが、現場においてはまだ改善が必要

な状況である。 

現在授業づくりにおいてＩＣＴの利活用が進んでいるが、教職

員間のやりとりを口頭ではなくチャットで行い情報共有を効率

化するなど日常的な作業や事務作業等においてもＩＣＴの利活

用が有効であると考える。また、１週間の授業時間数を減らし、

その補填分は夏休み等の日数を減らす事で年間の授業時間を平

準化することや、教員の行っている作業を外部委託する事、学校

行事の見直しも有効であると考えるが、所見を伺う。 

ア ＩＣＴの利活用について伺う。

イ 授業時間の平準化について伺う。

ウ 業務の外部委託について伺う。

エ 学校行事の見直しについて伺う。
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月１０日 

（５人） 

落海 直哉 

ワークの現状についてまだ課題があると感じている。

ア 市内すべての小・中学校のＧＩＧＡスクール端末を使用する

通信環境において実効速度を計測した結果と今後の対策につ

いて伺う。

イ 学校のネットワークについて教育委員会等の自治体担当者

の専門性向上について伺う。

ウ 使用済み GIGA スクール端末の適切な処分（再使用又は再資

源化）等について考えを伺う。

大下 博隆 

1 東広島市消防団について 

(1) 消防団人員体制について

火災をはじめ、地震や豪雨といった大規模災害発生時にも各地

域での経験を活かした活動を行う組織であり、地域防災力の要で

あるが、消防年報を見ても、なかなか消防団員の定数に達してい

ないのが現状である。 

ア 本市でも新たな機能別団員制度が始まった。主な構成人員と

して退団された団員の方々が対象と思われる。その入団率につ

いて伺う。

イ 東広島市消防団について、年齢構成を考慮した５年後の充足

率の見通しを伺う。

ウ 国内では、公権力の行使といった面で活動制限はあるもの

の、外国人の機能別団員制度の動きがある。外国人の多く暮ら

す本市においても情報伝達、避難誘導といった面からも有効と

思われるが、外国人を制度に取り入れることについてどのよう

にお考えか伺う。

2  黒瀬生涯学習センターについて 

(1) 長寿命化改修工事について

黒瀬町時代から永く町民、市民に愛されている黒瀬生涯学習セ

ンターであるが、老朽化も進み雨漏りや壁紙の剥がれ等、傷みの

目立つ部分も増えてきている。今年、長寿命化の設計が行われる

が、より使いやすい施設に改修されるよう市民の皆様からは大き

な期待が寄せられている。

ア 改修工事に当たっての主な内容を伺う。

イ 現在、利用されている方への改修工事中の対応について伺

う。

ウ 利用者目線での改修といったものが必要と感じるが、利用者

ニーズをどのように把握するのか伺う。

エ 建物の改修もさることながら、駐車場等の敷地を利用したイ

ベントも多く開催されている。黒瀬文化センター設置時から３

０年が経過し、見えてきた問題や利用ニーズもあると感じる

が、どのようにお考えか伺う。

3 子育て政策について 

(1) 学校プール開放について

コロナ禍も明け、昨年からプール開放事業が再開した。今年も

開催に当たっては保護者、地域や市内の学生の方々には監視員と

して多くのご協力を頂き、事故無く開催されたことに感謝する。 

ア 日中の熱中症対策としてはどのような対策を取られたのか

伺う。

イ また取られた対策があれば、それらの効果、結果を伺う。

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月１０日 

（５人） 

大下 博隆 

(2) 放課後児童クラブでの長期休暇中の昼食対応について

本市放課後児童クラブにおいては支援員不足や入会希望児童

の増加に伴い、大変な努力をしておられることと思うが、こども

家庭庁においても、保護者のニーズも高いとして、地域の実情に

応じ提供を検討してほしいとの呼びかけがある。 

ア 今年から試験的に長期休暇中のお弁当配達が始まったが、問

題点としてどのようなことが挙げられるか伺う。

イ 利用された方、されなかった方の声としてどのようなものが

あったか伺う。

(3) 小学校での写真販売について

本市保育所においてはルクミーフォトといったネットでの写

真注文システムを導入している。ルクミーフォトとは、ＩｏＴを

使った保育施設向けのフォトサービスで、保育所で撮影した写真

を保護者がネットで閲覧、注文できるシステムである。 

ア 同様のサービスを小中学校で利用してはどうかといった声

を耳にするが、導入についての見解を伺う。

鈴木 英士 

1 教育施策について 

(1) 校則の見直しについて

令和４年に策定された生徒指導の在り方及び校則の見直しに

関するガイドラインに沿って令和４年度には全中学校、令和５年

度には全小学校で校則の見直しを行うこととされていた。そこで

各小中学校の校則見直しの現状について伺う。

また、ガイドラインでは「児童生徒が主体的に考える機会を設

定すること」など４つの観点を設定しているが、これらの観点を

踏まえた校則の見直しがどの程度達成できているのか伺う。 

ア 小中学校の校則見直しの進捗について伺う。

イ 校則見直しのプロセスについて伺う。

(2) 教員の働き方改革について

教員の働き方について本市において残業時間に改善傾向がみ

られ評価するところではあるが、現場においてはまだ改善が必要

な状況である。 

現在授業づくりにおいてＩＣＴの利活用が進んでいるが、教職

員間のやりとりを口頭ではなくチャットで行い情報共有を効率

化するなど日常的な作業や事務作業等においてもＩＣＴの利活

用が有効であると考える。また、１週間の授業時間数を減らし、

その補填分は夏休み等の日数を減らす事で年間の授業時間を平

準化することや、教員の行っている作業を外部委託する事、学校

行事の見直しも有効であると考えるが、所見を伺う。 

ア ＩＣＴの利活用について伺う。

イ 授業時間の平準化について伺う。

ウ 業務の外部委託について伺う。

エ 学校行事の見直しについて伺う。
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月１０日 

（５人） 

鈴木 英士 

2 市民協働のまちづくりについて 

(1) 市民協働のまちづくりについて

令和６年４月に策定された市民協働のまちづくり第４期行動

計画において新たにテーマコミュニティへの支援体制の強化が

挙げられた。また、市民活動団体・ＮＰＯ等においては継続的な

財源確保に課題を抱えている団体が少なくない。 

ア 市民協働のまちづくり第４期行動計画について、具体的には

どのような取組を行い支援していくのか伺う。

イ 市民団体・ＮＰＯ等の財源確保策について伺う。

山田 学 

1 食育の取り組みについて 

(1) 給食時における黙食について

コロナ禍を経て学校給食での黙食は必要なくなったが、感染症

対策が目的ではなく、食品残渣を減らすというねらいで黙食を続

けている学校がある。給食時間は食を通じてコミュニケーション

能力や協調性を養える大切な学びの時間である。食品ロス対策は

必要だが、本来の目的とは異なる理由で黙食を続けることに対し

て本市の見解を伺う。 

ア 「学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理

マニュアル」の改定後も黙食を進めている学校があることにつ

いて、本市はどの程度把握しているか伺う。

イ 黙食で食品残渣を減らす対策は子供のコミュニケーション

の時間を奪うことにつながり、国が推進している食育であると

は言い難い。食品ロス改善のための黙食の実施について本市の

見解を伺う。

ウ 児童同士が向き合って食べる「グループ給食」にはコミュニ

ケーション能力や協調性を養う以外にも、誤飲や窒息事故など

の給食時の事故防止の観点でも重要であると考える。全校での

グループ給食再開についての見解を伺う。

(2) 食育支援事業について

健康で豊かな食生活の実現を目的に文部省、厚生省（当時）及

び農林水産省により策定された「食生活指針」では、「主食、主

菜、副菜を基本に、食事のバランスを。」を一つの指針として、

それを実践するには「多様な食品を組み合わせましょう。」とし

ている。また、「食生活指針」を具体的に行動に結びつけるもの

として厚生労働省と農林水産省が決定した「食事バランスガイ

ド」を参考にして、副菜をスーパーやコンビニなどで購入してい

る家庭も多い。一方で、現代の市販食品には、必須微量ミネラル

の摂取よりも、見かけだけの食品摂取バランスを追求しているも

のも多いように感じる。食卓のミネラル不足がさまざまな病気を

引き起こす大きな原因になっているとも考えられる。講師による

講演会の開催等、食品の成分や品質に言及した情報を伝える事が

市民の食や健康への意識や理解を深めることにつながると考え

るが、本市の見解を伺う。 

ア 令和５年第２回定例会の添加物に関する一般質問の答弁に

て、「食品表示を含む食品衛生に関する事項は広島県と連携を

取りながら、情報提供の機会を確保することを検討する」とあ

ったが、その後の進捗について伺う。

イ 外部講師を招いての食に関する講演会の開催の見込や過去

の取り組み、実績について伺う。

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月１０日 

（５人） 
山田 学 

ウ 第３次東広島市健康増進計画の今後の取り組みである「健康

寿命の延伸につながる食生活の推進」には「食品の栄養成分表

示等の活用について情報提供する」とあるが詳細について伺

う。

(3) 学校給食の有機農産物活用に向けた取り組みについて

令和６年度の学校給食センターの運営に「有機野菜活用の試行

的取り組み」として９０万円の予算が割り当てられた。これは地

場産物の活用のために、量の確保ができるよう産業部や農家関係

機関と連携し、学校給食における有機野菜の利用促進を図るもの

で、子供達の健康を願う保護者の方からも大変期待されている。

その後の進捗と今後の取り組みについて伺う。 

ア 令和６年度の学校給食センターの運営にある「有機野菜活用

の試行的取り組み」の進捗状況と現状の取り組みと課題、評価

について伺う。

イ 令和５年第２回一般質問にて、オーガニックビレッジについ

て質問した回答で、「販売者、消費者を交え、様々な立場の方

から意見を聴きながら検討をしていく」とあったが、検討内容

と進捗状況を伺う。

ウ 学校給食で積極的に有機米を使っている自治体が増えてい

る中で、本市での学校給食での有機米の使用の今後の可能性と

課題について伺う。

2 西条酒蔵通り地区の「伝統的建造物群保存地区」の保全活動につ

いて 

(1) 西条酒蔵通り地区の「伝統的建造物群保存地区」の保全活動に

ついて

本市は伝統的な建造物が多数残っている西条酒蔵通り地区の

街並みを未来に継承していくために、「伝統的建造物群保存地区

制度」を導入することで保護し、活用していく取り組みを行って

いる。酒蔵の歴史こそが我が町のシンボルであると感じる市民が

多くいる一方、地域住民にとって地域の歴史文化遺産はそれほど

関心を引く存在ではない場合が多く、住民の側から積極的な保

存・活用を働きかける動機が生じ難いとも考えられる。今後の保

存地区の市民への理解を深める働き掛けと、この景観をどのよう

に活かし後世に伝えていくのか本市のビジョンを伺う。 

ア 平成２９年に「日本の２０世紀遺産２０選」に選定された「西

条の酒造施設群」に次ぎ、今年２月の西条酒造群の国の史跡指

定など、我が町の文化や歴史的景観が評価されているが、この

景観をどのように活かし後世に伝えていくのか、本市のビジョ

ンを伺う。

イ 伝統的建造物群保存地区の進捗状況と、令和４年から取り組

んでいる住民説明会の評価と現状の課題について伺う。

ウ 地域の歴史文化遺産は住民側からの積極的な保存・活用を働

きかける動機が生じ難い現状がある。西条酒蔵通り地区を保全

する目的を地域の方にどのように理解して頂き訴えていくの

か伺う。

エ 歴史的景観を残すことは産業の活性化だけでなく、地元の子

供たちの郷土愛を育み、独自の文化や日本の宝を誇る事の出来

る貴重な教材になると考える。本市の児童生徒は酒造に関する

西条独自の文化、歴史を学校でどのように学んでいるか伺う。 
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月１０日 

（５人） 

鈴木 英士 

2 市民協働のまちづくりについて 

(1) 市民協働のまちづくりについて

令和６年４月に策定された市民協働のまちづくり第４期行動

計画において新たにテーマコミュニティへの支援体制の強化が

挙げられた。また、市民活動団体・ＮＰＯ等においては継続的な

財源確保に課題を抱えている団体が少なくない。 

ア 市民協働のまちづくり第４期行動計画について、具体的には

どのような取組を行い支援していくのか伺う。

イ 市民団体・ＮＰＯ等の財源確保策について伺う。

山田 学 

1 食育の取り組みについて 

(1) 給食時における黙食について

コロナ禍を経て学校給食での黙食は必要なくなったが、感染症

対策が目的ではなく、食品残渣を減らすというねらいで黙食を続

けている学校がある。給食時間は食を通じてコミュニケーション

能力や協調性を養える大切な学びの時間である。食品ロス対策は

必要だが、本来の目的とは異なる理由で黙食を続けることに対し

て本市の見解を伺う。 

ア 「学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理

マニュアル」の改定後も黙食を進めている学校があることにつ

いて、本市はどの程度把握しているか伺う。

イ 黙食で食品残渣を減らす対策は子供のコミュニケーション

の時間を奪うことにつながり、国が推進している食育であると

は言い難い。食品ロス改善のための黙食の実施について本市の

見解を伺う。

ウ 児童同士が向き合って食べる「グループ給食」にはコミュニ

ケーション能力や協調性を養う以外にも、誤飲や窒息事故など

の給食時の事故防止の観点でも重要であると考える。全校での

グループ給食再開についての見解を伺う。

(2) 食育支援事業について

健康で豊かな食生活の実現を目的に文部省、厚生省（当時）及

び農林水産省により策定された「食生活指針」では、「主食、主

菜、副菜を基本に、食事のバランスを。」を一つの指針として、

それを実践するには「多様な食品を組み合わせましょう。」とし

ている。また、「食生活指針」を具体的に行動に結びつけるもの

として厚生労働省と農林水産省が決定した「食事バランスガイ

ド」を参考にして、副菜をスーパーやコンビニなどで購入してい

る家庭も多い。一方で、現代の市販食品には、必須微量ミネラル

の摂取よりも、見かけだけの食品摂取バランスを追求しているも

のも多いように感じる。食卓のミネラル不足がさまざまな病気を

引き起こす大きな原因になっているとも考えられる。講師による

講演会の開催等、食品の成分や品質に言及した情報を伝える事が

市民の食や健康への意識や理解を深めることにつながると考え

るが、本市の見解を伺う。 

ア 令和５年第２回定例会の添加物に関する一般質問の答弁に

て、「食品表示を含む食品衛生に関する事項は広島県と連携を

取りながら、情報提供の機会を確保することを検討する」とあ

ったが、その後の進捗について伺う。

イ 外部講師を招いての食に関する講演会の開催の見込や過去

の取り組み、実績について伺う。

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月１０日 

（５人） 
山田 学 

ウ 第３次東広島市健康増進計画の今後の取り組みである「健康

寿命の延伸につながる食生活の推進」には「食品の栄養成分表

示等の活用について情報提供する」とあるが詳細について伺

う。

(3) 学校給食の有機農産物活用に向けた取り組みについて

令和６年度の学校給食センターの運営に「有機野菜活用の試行

的取り組み」として９０万円の予算が割り当てられた。これは地

場産物の活用のために、量の確保ができるよう産業部や農家関係

機関と連携し、学校給食における有機野菜の利用促進を図るもの

で、子供達の健康を願う保護者の方からも大変期待されている。

その後の進捗と今後の取り組みについて伺う。 

ア 令和６年度の学校給食センターの運営にある「有機野菜活用

の試行的取り組み」の進捗状況と現状の取り組みと課題、評価

について伺う。

イ 令和５年第２回一般質問にて、オーガニックビレッジについ

て質問した回答で、「販売者、消費者を交え、様々な立場の方

から意見を聴きながら検討をしていく」とあったが、検討内容

と進捗状況を伺う。

ウ 学校給食で積極的に有機米を使っている自治体が増えてい

る中で、本市での学校給食での有機米の使用の今後の可能性と

課題について伺う。

2 西条酒蔵通り地区の「伝統的建造物群保存地区」の保全活動につ

いて 

(1) 西条酒蔵通り地区の「伝統的建造物群保存地区」の保全活動に

ついて

本市は伝統的な建造物が多数残っている西条酒蔵通り地区の

街並みを未来に継承していくために、「伝統的建造物群保存地区

制度」を導入することで保護し、活用していく取り組みを行って

いる。酒蔵の歴史こそが我が町のシンボルであると感じる市民が

多くいる一方、地域住民にとって地域の歴史文化遺産はそれほど

関心を引く存在ではない場合が多く、住民の側から積極的な保

存・活用を働きかける動機が生じ難いとも考えられる。今後の保

存地区の市民への理解を深める働き掛けと、この景観をどのよう

に活かし後世に伝えていくのか本市のビジョンを伺う。 

ア 平成２９年に「日本の２０世紀遺産２０選」に選定された「西

条の酒造施設群」に次ぎ、今年２月の西条酒造群の国の史跡指

定など、我が町の文化や歴史的景観が評価されているが、この

景観をどのように活かし後世に伝えていくのか、本市のビジョ

ンを伺う。

イ 伝統的建造物群保存地区の進捗状況と、令和４年から取り組

んでいる住民説明会の評価と現状の課題について伺う。

ウ 地域の歴史文化遺産は住民側からの積極的な保存・活用を働

きかける動機が生じ難い現状がある。西条酒蔵通り地区を保全

する目的を地域の方にどのように理解して頂き訴えていくの

か伺う。

エ 歴史的景観を残すことは産業の活性化だけでなく、地元の子

供たちの郷土愛を育み、独自の文化や日本の宝を誇る事の出来

る貴重な教材になると考える。本市の児童生徒は酒造に関する

西条独自の文化、歴史を学校でどのように学んでいるか伺う。 
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月１１日 

（５人） 
景山 浩 

1 第五次東広島市総合計画の推進について 

(1) 構造化による重点施策の整理について

令和２年に策定された第五次東広島市総合計画も今年度は前

期計画の最終年度にあたり、いよいよ具現化に向けて施策の包括

化と事業群の整理及び見直しに取り組まれるものと認識してい

る。 

ア 施策の構造化の作業とともに重点施策を市民の皆様へ「見え

る化」することが今後計画の具現化及び市民協働強化のために

欠かせないと思うが、後期計画に向けて市の方針を伺う。

イ 重点施策である命と暮らしを守る体制整備の施策の見直し

及び構造化に取り組むなかで、既存の治水対策及び災害対応力

強化に加えて「フェーズフリー」防災の概念を新たに施策に盛

り込むことが有用と考えるがそれについて市の考えを伺う。

(2) 課題解決に向けた包括的な施策の推進について

本市は令和６年度施策と予算の概要において多様性を踏まえ

た人口減少地域総合対策、子どもの健やかな成長ための環境づく

り、及びＷｅｌｌ－ｂｅｉｎｇを実感できる地域共生社会の実現

の施策を包括的に推進することで施策の相乗効果を生み出すこ

とを目指している。 

ア 施策の構造化を進めながら包括的な推進を図る際、社会課題

が複合化し新たな課題も生じてくるなか、新たな協働・推進組

織、及び拠点といった施策の隙間を埋めるピースが必要になっ

てくると思われる。中央生涯学習センター跡地活用計画にも複

合的課題解決に向けた新たな拠点構想を盛り込むべきと考え

るが本市の考えを伺う。

2 第五次東広島市総合計画推進に向けての組織体制整備について 

(1) わかりやすい組織体制の名称について

令和３年度より危機管理担当、経営戦略担当、産業創造担当、

及び〇〇監のように部以外の名称に一部変更された。 

ア 市民の皆様も訪れる基礎自治体として、施策及び事業の推進

に当たっては元の部・課体制に戻し、中央生涯学習センター跡

地活用、Ｔｏｗｎ＆Ｇｏｗｎ、ＤＸ、及び地域共生社会実現等

の大きなテーマを所管する部署を本館３階に配置すべきと考

えるが本市の考えを伺う。

(2) 役職定年後の働き方について

今年度から段階的に定年年齢が引き上げられているが、現行の

６０歳以降の働き方では職員の方のスキルが総合計画推進に十

分発揮されるのか疑問に思う。 

ア 行政実務の経験を豊富に持つ職員の方を、例えば「人材活用

センター」のような組織に登録し、そのスキルと部署の抱える

課題に応じて必要とされる部署に派遣することで施策の推進

を図ることが出来ると思うが本市の考えを伺う。

(3) 本市のカスタマーハラスメント対策について

民間事業者においてだけではなく行政機関、特に市民の皆様と

接点の多い基礎自治体においてカスタマーハラスメントが問題

となっている。 

ア 本市におけるカスタマーハラスメントの現状認識と対策に

ついて伺う。

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月１１日 

（５人） 
向井 哲浩 

1 農業に希望を取り戻すために … 甦れわがまちの農地！ 

(1) 遊休農地、荒廃農地、耕作放棄地の活用について

先日、地方紙の「髙垣市長が２期目折り返しを自己採点する」

という記事の中で、市長は医療と農業に課題があるとされ、農業

を取り巻く現状の厳しさを実感されたとあった。担い手不足や農

業従事者の高齢化が主な理由と思われるが、古くから、県内有数

の穀倉地帯として知られ、農業は、本市の根源的な営みであり、

再び活性化するためには、課題の一つである遊休農地、荒廃農地、

耕作放棄地の活用が重要であると考える。 

ア 現段階において、本市の農業委員会が中心になって調査され

ている、耕作を目的に使用されている土地のほか不作付地、遊

休農地、耕作放棄地についてどのように把握されているのか伺

う。

イ 農業委員会の調査による、農地の利用状況の確認、遊休農地

の実態把握と発生防止・解消への取り組みにおいて、耕作放棄

地、荒廃農地についてはどのような対策が講じられているのか

伺う。

ウ 調査されたデータを基に、本市として新たに有効活用できる

ような施策を考えられているのか伺う。

エ 農地中間管理事業について、農地中間管理機構の委託を受

け、農地の出し手と受け手の掘り起しや、窓口業務を実施する

とされているが、どのような状況にあるのか伺う。

オ 今後、現状において作付けされていない農地についてどのよ

うな措置を取ろうとしているのか伺う。

カ ８月の髙垣市長の定例記者会見において、令和３年度から広

島県と連携して「農業企業誘致事業」に取り組み、この事業に

より、高屋町宮領において「レンコン」の栽培が行われ、今月

初出荷を迎えた。また今年度より「農業スカウティング業務」

に取り組むと発表された。農業企業誘致事業はどういう経緯で

始められたのか伺う。

キ 農業スカウティング業務について、活動指標として２社の参

入とされているが、これまでに手応えはあったのか伺う。

ク 静岡市が、農地集約や企業用地の創出に取り組む新たな法人

を立ち上げ、農業の効率化を図るとともに、耕作放棄地を含む

開発可能な未利用・低利用地も集約することで、使い道の限ら

れていた土地を企業立地の用地として有効活用するという記

事があった。本市においても点在する、遊休農地、耕作放棄地

等を集約して企業を呼び込むことは出来ないものか伺う。

ケ 本市では、３６地域で地域計画を策定中で、市のアンケート

を基に１０年後の農地利用見込みを踏まえ、認定農業者や集落

法人と協議し、２０２４年度末までに計画をまとめて農地の

集積や農業者間のマッチングを図るとされているが、その中で

遊休農地、荒廃農地、耕作放棄地の活用などは盛り込まれてい

るのか伺う。
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月１１日 

（５人） 
景山 浩 

1 第五次東広島市総合計画の推進について 

(1) 構造化による重点施策の整理について

令和２年に策定された第五次東広島市総合計画も今年度は前

期計画の最終年度にあたり、いよいよ具現化に向けて施策の包括

化と事業群の整理及び見直しに取り組まれるものと認識してい

る。 

ア 施策の構造化の作業とともに重点施策を市民の皆様へ「見え

る化」することが今後計画の具現化及び市民協働強化のために

欠かせないと思うが、後期計画に向けて市の方針を伺う。

イ 重点施策である命と暮らしを守る体制整備の施策の見直し

及び構造化に取り組むなかで、既存の治水対策及び災害対応力

強化に加えて「フェーズフリー」防災の概念を新たに施策に盛

り込むことが有用と考えるがそれについて市の考えを伺う。

(2) 課題解決に向けた包括的な施策の推進について

本市は令和６年度施策と予算の概要において多様性を踏まえ

た人口減少地域総合対策、子どもの健やかな成長ための環境づく

り、及びＷｅｌｌ－ｂｅｉｎｇを実感できる地域共生社会の実現

の施策を包括的に推進することで施策の相乗効果を生み出すこ

とを目指している。 

ア 施策の構造化を進めながら包括的な推進を図る際、社会課題

が複合化し新たな課題も生じてくるなか、新たな協働・推進組

織、及び拠点といった施策の隙間を埋めるピースが必要になっ

てくると思われる。中央生涯学習センター跡地活用計画にも複

合的課題解決に向けた新たな拠点構想を盛り込むべきと考え

るが本市の考えを伺う。

2 第五次東広島市総合計画推進に向けての組織体制整備について 

(1) わかりやすい組織体制の名称について

令和３年度より危機管理担当、経営戦略担当、産業創造担当、

及び〇〇監のように部以外の名称に一部変更された。 

ア 市民の皆様も訪れる基礎自治体として、施策及び事業の推進

に当たっては元の部・課体制に戻し、中央生涯学習センター跡

地活用、Ｔｏｗｎ＆Ｇｏｗｎ、ＤＸ、及び地域共生社会実現等

の大きなテーマを所管する部署を本館３階に配置すべきと考

えるが本市の考えを伺う。

(2) 役職定年後の働き方について

今年度から段階的に定年年齢が引き上げられているが、現行の

６０歳以降の働き方では職員の方のスキルが総合計画推進に十

分発揮されるのか疑問に思う。 

ア 行政実務の経験を豊富に持つ職員の方を、例えば「人材活用

センター」のような組織に登録し、そのスキルと部署の抱える

課題に応じて必要とされる部署に派遣することで施策の推進

を図ることが出来ると思うが本市の考えを伺う。

(3) 本市のカスタマーハラスメント対策について

民間事業者においてだけではなく行政機関、特に市民の皆様と

接点の多い基礎自治体においてカスタマーハラスメントが問題

となっている。 

ア 本市におけるカスタマーハラスメントの現状認識と対策に

ついて伺う。

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月１１日 

（５人） 
向井 哲浩 

1 農業に希望を取り戻すために … 甦れわがまちの農地！ 

(1) 遊休農地、荒廃農地、耕作放棄地の活用について

先日、地方紙の「髙垣市長が２期目折り返しを自己採点する」

という記事の中で、市長は医療と農業に課題があるとされ、農業

を取り巻く現状の厳しさを実感されたとあった。担い手不足や農

業従事者の高齢化が主な理由と思われるが、古くから、県内有数

の穀倉地帯として知られ、農業は、本市の根源的な営みであり、

再び活性化するためには、課題の一つである遊休農地、荒廃農地、

耕作放棄地の活用が重要であると考える。 

ア 現段階において、本市の農業委員会が中心になって調査され

ている、耕作を目的に使用されている土地のほか不作付地、遊

休農地、耕作放棄地についてどのように把握されているのか伺

う。

イ 農業委員会の調査による、農地の利用状況の確認、遊休農地

の実態把握と発生防止・解消への取り組みにおいて、耕作放棄

地、荒廃農地についてはどのような対策が講じられているのか

伺う。

ウ 調査されたデータを基に、本市として新たに有効活用できる

ような施策を考えられているのか伺う。

エ 農地中間管理事業について、農地中間管理機構の委託を受

け、農地の出し手と受け手の掘り起しや、窓口業務を実施する

とされているが、どのような状況にあるのか伺う。

オ 今後、現状において作付けされていない農地についてどのよ

うな措置を取ろうとしているのか伺う。

カ ８月の髙垣市長の定例記者会見において、令和３年度から広

島県と連携して「農業企業誘致事業」に取り組み、この事業に

より、高屋町宮領において「レンコン」の栽培が行われ、今月

初出荷を迎えた。また今年度より「農業スカウティング業務」

に取り組むと発表された。農業企業誘致事業はどういう経緯で

始められたのか伺う。

キ 農業スカウティング業務について、活動指標として２社の参

入とされているが、これまでに手応えはあったのか伺う。

ク 静岡市が、農地集約や企業用地の創出に取り組む新たな法人

を立ち上げ、農業の効率化を図るとともに、耕作放棄地を含む

開発可能な未利用・低利用地も集約することで、使い道の限ら

れていた土地を企業立地の用地として有効活用するという記

事があった。本市においても点在する、遊休農地、耕作放棄地

等を集約して企業を呼び込むことは出来ないものか伺う。

ケ 本市では、３６地域で地域計画を策定中で、市のアンケート

を基に１０年後の農地利用見込みを踏まえ、認定農業者や集落

法人と協議し、２０２４年度末までに計画をまとめて農地の

集積や農業者間のマッチングを図るとされているが、その中で

遊休農地、荒廃農地、耕作放棄地の活用などは盛り込まれてい

るのか伺う。
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月１１日 

（５人） 

上岡 裕明 

1 人口減少地域の活性化に向けて 

(1) 人口減少地域総合対策について

特性を活かしたまちづくりや、移住定住・空き家の利活用など

を促進するためには、移住者を含め地域住民側の人材確保や地域

と行政間の連携が重要と考える。 

ア 人口減少地域において、地域の担い手確保の現状を含め、地

域主体のまちづくりが更に行われるよう、今後行政としてどう

いったサポートが考えられるのか。

イ 集落支援員による取り組みとして、空き家情報の収集や集

約、移住支援や仕事紹介、空き家バンク活用の斡旋を行った方

が良いと考えるが所感を問う。

玉川 雅彦 

1 本市の農業施策について 

(1) 本市におけるこれからの農業の方向性について

農家の高齢化が進み、人手不足の問題等、これからの農業の衰

退が懸念される中、人工知能（ＡＩ）や自動運転などの先端技術

を活用し、生産性を高める「スマート農業」の取り組みが加速し

ている。 

ア 人工知能（ＡＩ）を活用した、農業の自動化が広がりつつあ

る。農家の高齢化や人手不足の問題を解消する狙いがあり、関

連業界などが研究開発に注力、想定される未来の農業では、人

工衛星やドローンが作物の生育状況や土壌の状態を観察、ＡＩ

が気象情報と併せてデータを分析し適切な水分や肥料の量、収

穫の時期などを農家に伝えるようになる。と言われているが、

この事について本市の今後の対応について伺う。

イ スマート農業をめぐる動きとして、ドローンの使用や、無人

運転のトラクター、更には稲の収穫時における、一圃場での収

量が測れる収量コンバインなど、急速に高性能の機械化が進ん

でいるが、いずれも高価なものでなかなか手が出せないのが現

実であろうと思うが、この事について本市の考えを伺う。

(2) 農業経営体数の推移について

農林水産省が２０２４年６月２８日に発表した令和６年農業

構造動態調査によると、個人農家や法人などの「農業経営体」の

数は前年比５．０％減の８８万３，３００となり、比較可能な２

００５年以降で初めて９０万を下回った。２００万を超えていた

２００５年から一貫して減少が続いている。個人で農業を主な仕

事にする「基幹的農業従事者」数は６０歳以上が８割で、高齢化

が顕著である。 

ア 農業経営体の内訳は、個人経営体が５．２％減の８４万２，

３００だった。これに対し、会社法人や農事組合法人などの団

体経営体は０．７％増の４万１，０００となり、個人農家が減

る中、規模の大きい法人などが農地を引き受ける傾向が見られ

る。本市においても同様のことが言えると思うが、本市の農事

組合法人もご多分に漏れず、高齢化が進んでいる、この現状を

本市としてどのように考えているのか伺う。

2 本市における食品ロスについて 

(1) 店舗や家庭等で本来食べられるのに捨てられた食品について

政府は、２０２４年６月２１日にまだ食べられるのに廃棄され

る食べ物や小売店での売れ残り、さらには飲食店での食べ残しな

どが２０２２年度は４７２万ｔだったとの推計を発表した。推計 

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月１１日 

（５人） 

玉川 雅彦 

を始めた２０１２年度以降で最小。２０３０年度までに２０００

年度比で半減させる政府目標を８年早く達成した。ただ経済損失

は４兆円に上るとの試算も公表。２０２２年度は飲食店の自粛な

ど、コロナ禍の事情があり、伊藤信太郎環境相は記者会見で「楽

観視はできない」として削減への協力を求めた。 

ア ２０２２年度の食品ロスの発生量は事業者、家庭とも２３６

万ｔ、前年度と比べ事業者は１５．４％減で、初めて半減目標

を達成した。家庭は３．３％減で半減目標に届いていないが、

合計では２０００年度の半分を下回った。以上のことを踏まえ

本市の現状と課題について伺う。

イ 家庭からの排出は食べ残し、或いは未開封の食品を食べずに

捨てるケースが大半だと言う。環境省は、食品ロスへの関心は

高まりつつあり、コロナ禍では家庭で食べる機会が多く、食材

を使い切りやすかったと分析している。以上の事から、本市の

家庭からの排出における分析結果がわかる範囲で伺う。

岡田 育三 

1 地域交通における「担い手」「移動手段」不足解消への対応につい  

て 

(1) 「交通空白」解消に向けた方策について

交通空白の解消に向けた取組みは全国的な社会問題であり、本

市においても例外ではなく、その対応策として、直近では小谷地

区の「おまるめ山バス」、志和地区の「志和ホタル交通」の２地

区において交通空白解消に向けた実証実験を行い「移動手段」不

足への対応を行われている。 

ア 小谷地区の「おまるめ山バス」、志和地区の「志和ホタル交

通」の実証実験における利用者数を含めた現在の状況について

伺う。

イ 利用者からの意見や要望等について把握されている点につ

いて伺う。

ウ 実証実験から見えてきた課題と今後の見通しについて伺う。 

(2) 多様な主体による公共ライドシェアについて

国土交通省は今般、社会問題になっている地域交通の「担い手」

や「移動手段」の不足に対応するため、「日本版ライドシェア」

や「公共ライドシェア」を導入し、地域交通問題の解消に向け取

り組まれている。 

ア 「日本版ライドシェア」について本市においても１０月より

タクシー会社の管理下で運行開始の予定であるが、「日本版ラ

イドシェア」について市の見解を伺う。

イ 「公共ライドシェア」は道路運送法において、市町村、ＮＰ

Ｏ法人のほか農業協同組合、商工会、観光協会等が運送主体と

なることが可能であるが、地域における「公共ライドシェア」

について市の見解を伺う。

2 子育て施策について 

(1) 老朽化した保育施設の更新(建替え)について

本市は「子育てするなら東広島」というメッセージのもとで、

「子どもたちの健やかな成長のため、子育て家庭に必要な養育力

が備わり、質の高い教育・保育環境が整っている」を施策の将来

の目標像として様々な子育て施策に取り組まれているが、市内に

は築５０年を超える保育施設（寺西保育所）が存在し保護者や現

場からは早期の更新（建替え）要望の声が寄せられている。 
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月１１日 

（５人） 

上岡 裕明 

1 人口減少地域の活性化に向けて 

(1) 人口減少地域総合対策について

特性を活かしたまちづくりや、移住定住・空き家の利活用など

を促進するためには、移住者を含め地域住民側の人材確保や地域

と行政間の連携が重要と考える。 

ア 人口減少地域において、地域の担い手確保の現状を含め、地

域主体のまちづくりが更に行われるよう、今後行政としてどう

いったサポートが考えられるのか。

イ 集落支援員による取り組みとして、空き家情報の収集や集

約、移住支援や仕事紹介、空き家バンク活用の斡旋を行った方

が良いと考えるが所感を問う。

玉川 雅彦 

1 本市の農業施策について 

(1) 本市におけるこれからの農業の方向性について

農家の高齢化が進み、人手不足の問題等、これからの農業の衰

退が懸念される中、人工知能（ＡＩ）や自動運転などの先端技術

を活用し、生産性を高める「スマート農業」の取り組みが加速し

ている。 

ア 人工知能（ＡＩ）を活用した、農業の自動化が広がりつつあ

る。農家の高齢化や人手不足の問題を解消する狙いがあり、関

連業界などが研究開発に注力、想定される未来の農業では、人

工衛星やドローンが作物の生育状況や土壌の状態を観察、ＡＩ

が気象情報と併せてデータを分析し適切な水分や肥料の量、収

穫の時期などを農家に伝えるようになる。と言われているが、

この事について本市の今後の対応について伺う。

イ スマート農業をめぐる動きとして、ドローンの使用や、無人

運転のトラクター、更には稲の収穫時における、一圃場での収

量が測れる収量コンバインなど、急速に高性能の機械化が進ん

でいるが、いずれも高価なものでなかなか手が出せないのが現

実であろうと思うが、この事について本市の考えを伺う。

(2) 農業経営体数の推移について

農林水産省が２０２４年６月２８日に発表した令和６年農業

構造動態調査によると、個人農家や法人などの「農業経営体」の

数は前年比５．０％減の８８万３，３００となり、比較可能な２

００５年以降で初めて９０万を下回った。２００万を超えていた

２００５年から一貫して減少が続いている。個人で農業を主な仕

事にする「基幹的農業従事者」数は６０歳以上が８割で、高齢化

が顕著である。 

ア 農業経営体の内訳は、個人経営体が５．２％減の８４万２，

３００だった。これに対し、会社法人や農事組合法人などの団

体経営体は０．７％増の４万１，０００となり、個人農家が減

る中、規模の大きい法人などが農地を引き受ける傾向が見られ

る。本市においても同様のことが言えると思うが、本市の農事

組合法人もご多分に漏れず、高齢化が進んでいる、この現状を

本市としてどのように考えているのか伺う。

2 本市における食品ロスについて 

(1) 店舗や家庭等で本来食べられるのに捨てられた食品について

政府は、２０２４年６月２１日にまだ食べられるのに廃棄され

る食べ物や小売店での売れ残り、さらには飲食店での食べ残しな

どが２０２２年度は４７２万ｔだったとの推計を発表した。推計 

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月１１日 

（５人） 

玉川 雅彦 

を始めた２０１２年度以降で最小。２０３０年度までに２０００

年度比で半減させる政府目標を８年早く達成した。ただ経済損失

は４兆円に上るとの試算も公表。２０２２年度は飲食店の自粛な

ど、コロナ禍の事情があり、伊藤信太郎環境相は記者会見で「楽

観視はできない」として削減への協力を求めた。 

ア ２０２２年度の食品ロスの発生量は事業者、家庭とも２３６

万ｔ、前年度と比べ事業者は１５．４％減で、初めて半減目標

を達成した。家庭は３．３％減で半減目標に届いていないが、

合計では２０００年度の半分を下回った。以上のことを踏まえ

本市の現状と課題について伺う。

イ 家庭からの排出は食べ残し、或いは未開封の食品を食べずに

捨てるケースが大半だと言う。環境省は、食品ロスへの関心は

高まりつつあり、コロナ禍では家庭で食べる機会が多く、食材

を使い切りやすかったと分析している。以上の事から、本市の

家庭からの排出における分析結果がわかる範囲で伺う。

岡田 育三 

1 地域交通における「担い手」「移動手段」不足解消への対応につい  

て 

(1) 「交通空白」解消に向けた方策について

交通空白の解消に向けた取組みは全国的な社会問題であり、本

市においても例外ではなく、その対応策として、直近では小谷地

区の「おまるめ山バス」、志和地区の「志和ホタル交通」の２地

区において交通空白解消に向けた実証実験を行い「移動手段」不

足への対応を行われている。 

ア 小谷地区の「おまるめ山バス」、志和地区の「志和ホタル交

通」の実証実験における利用者数を含めた現在の状況について

伺う。

イ 利用者からの意見や要望等について把握されている点につ

いて伺う。

ウ 実証実験から見えてきた課題と今後の見通しについて伺う。 

(2) 多様な主体による公共ライドシェアについて

国土交通省は今般、社会問題になっている地域交通の「担い手」

や「移動手段」の不足に対応するため、「日本版ライドシェア」

や「公共ライドシェア」を導入し、地域交通問題の解消に向け取

り組まれている。 

ア 「日本版ライドシェア」について本市においても１０月より

タクシー会社の管理下で運行開始の予定であるが、「日本版ラ

イドシェア」について市の見解を伺う。

イ 「公共ライドシェア」は道路運送法において、市町村、ＮＰ

Ｏ法人のほか農業協同組合、商工会、観光協会等が運送主体と

なることが可能であるが、地域における「公共ライドシェア」

について市の見解を伺う。

2 子育て施策について 

(1) 老朽化した保育施設の更新(建替え)について

本市は「子育てするなら東広島」というメッセージのもとで、

「子どもたちの健やかな成長のため、子育て家庭に必要な養育力

が備わり、質の高い教育・保育環境が整っている」を施策の将来

の目標像として様々な子育て施策に取り組まれているが、市内に

は築５０年を超える保育施設（寺西保育所）が存在し保護者や現

場からは早期の更新（建替え）要望の声が寄せられている。 
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月１１日 

（５人） 
岡田 育三 

ア 老朽化した寺西保育所について市としての認識を伺う。

イ 公立保育所等中長期整備計画では、寺西保育所は令和５年度

に建替え完了している予定だが遅れている理由を伺う。

ウ 今後の寺西保育所の移転も見据えた今後の見通しについて

伺う。

3 市民等からの要望と国・県への提案事項について 

(1) 市民等からの要望への対応について

市民や地域、各種団体等から市に対して様々な要望が提出さ

れ、市民生活課をはじめ各担当課が窓口となり対応されている

が、要望された市民からは何年経っても要望が実現しないとの声

が聞こえてくる。 

ア 特に道路、河川、交通安全施設などの生活関連事業は要望が

多いと考えるが、最近の要望件数や要望内容について分かる範

囲で伺う。

イ 要望に対して全て回答されているのか、また回答されない場

合があればその理由は何なのか伺う。

ウ 予算の関係で全てに対応できない事は理解するが、長年要望

されている案件もあると思う。予算執行残などを柔軟に対応で

きないのかと考えるが見解を伺う。

(2) 国・県への要望事項と都市計画道路への対応について

毎年度、国や県に対して主要事業に係る提案活動が実施されて

いるが、長年の提案事項で進展しない事項もある。市だけではど

うにもならない事は十分理解はするが市民への説明が不十分で

はないかと感じている。 

ア 東広島本郷忠海線について現在ＪＲ西高屋駅前周辺整備が

進んでおり、完成後は渋滞緩和が見込まれる。抜本的解決には

この路線の整備を早急に進めるべきと考えるが見解を伺う。

イ 都市計画道路の吉行泉線は本年度第２工区完了予定と聞く

が、進捗が遅いように感じている。市民の方から「ストップが

かかっているのではないか」との話を聞くがＪＲとの協議を含

め今後の見通しについて伺う。

ウ 東広島高田道路の早期整備について今後の見通しについて

伺う。

エ これらの路線について市だけでは対応が難しいことは理解

するが、計画区域に住まれている住民に対して、きめ細やかな

説明が必要と考える。そういったお考えはないのか伺う。

4 若者の定住促進対策について 

(1) 特定地域づくり事業協同組合制度について

特定地域づくり事業協同組合制度は２０２０年に働き口の少

ない過疎地域への若者の定住を図ろうと国が始め、本市において

も令和４年度の新事業で１０５０万円の予算により、この制度を

活用し、地域の各事業者の仕事を組み合わせることで、雇用の場

を創出し直売所を含めた地域産業の活性化を促進するとして事

業開始されたが、今年度は予算も縮小されている。 

ア これまでの事業成果と現状について伺う。

イ この事業の今後の見通しについて伺う。

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月１２日 

（５人） 

宮川 誠子 

1 本市の進むべき方向性について 

(1) ＳＤＧｓ、脱炭素、次世代学園都市構想の本質を問う

現在、日本の置かれている現状を考えると、国際金融資本や多

国籍グローバル企業に食い尽くされようとしていると言わねば

ならない。そして、その手法の方便としてＳＤＧｓや脱炭素とい

う言葉が利用されていると捉えている。今、日本で何が起こって

いるのかを明らかにし、併せて、過去３０年間に何が行われてい

たのかを改めて検証しながら、世界の中に置かれた日本の現状を

明確にした上で、その視点で見たときに、本市が進もうとしてい

る方向性は正しいと言えるのかどうかを考えたい。 

ア 今日本で起きている象徴的な出来事－ニセコとメガソーラー

イ ありとあらゆる規制緩和で、日本絶賛売り出し中－土地、水、

種、農地、農薬、遺伝子組み換え、医療、中小企業、森林

ウ １９８５年以降、「構造改革」という名で行ってきた、日本

破壊活動を振り返る。

エ 安い国ニッポンの現状－植民地支配の構造

オ ＳＤＧｓ、脱炭素、半導体－東広島はどうする

重森佳代子 

1 次世代学園都市構想を探る 

(1) 市民理解と透明性について

２０２０年より、広島大学（以下、広大）を中心とした広大ス

マートシティ共創コンソーシアム（以下、コンソ）によって、本

構想が推進されている。

ア 先般、本構想の発案者である金子副学長から、提案に至るま

での経緯や構想の概略について研修を受けた。提案のモデルと

なったアリゾナ州立大学（以下、ＡＳＵ）の事業展開では、自

治体が事業費や費用対効果を示し、住民投票を実施した結果、

民意に基づいて計画が推進された。しかし、本市の場合、事業

スタートから３年が経過した現在も、市民理解が十分とは言え

ず、コンソ内部での決定に基づいて事業が展開されているた

め、議会で推進プロセスが把握しにくい状況があると懸念す

る。市民理解と事業の透明性（取組み事業、事業収支、契約内

容等）について問う。

(2) アリゾナ州立大学（ＡＳＵ）の取り組みと企業集積について

ＡＳＵが立地するフェニックス市は、人口約１６０万人を擁

し、２０２０年の国勢調査によれば、ニューヨーク、ロサンゼル

ス、シカゴ、ヒューストンに次ぐアメリカ第５の都市であり、ア

リゾナ州の州都である。さらに、フェニックス大都市圏には約５

００万人（アリゾナ州の２／３）の人口が集中しており、いわば

東京首都圏に相当する。交通の要衝であり、国際的なハブ空港と

高速道路網が整備されている。また、インテルやボーイングなど

の世界的な大企業が立地しており、日本からもトヨタ自動車、住

友商事、ブリヂストン、ＮＴＴなどの主要企業が進出している（ジ

ェトロ資料）。リーマンショックによる一時的な影響を受けたも

のの、経済成長とともに人口が増加し続けている都市である。し

かし、市中心部のダウンタウンが活気を失いつつあったため、都

市の再開発が計画され、市を横断するライトレール（路線距離 現

在約４５km）の整備計画が浮上した。この計画が市中心部の都市

再生を支える重要な要素となり、ＡＳＵは学生数の増加に対応す
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月１１日 

（５人） 
岡田 育三 

ア 老朽化した寺西保育所について市としての認識を伺う。

イ 公立保育所等中長期整備計画では、寺西保育所は令和５年度

に建替え完了している予定だが遅れている理由を伺う。

ウ 今後の寺西保育所の移転も見据えた今後の見通しについて

伺う。

3 市民等からの要望と国・県への提案事項について 

(1) 市民等からの要望への対応について

市民や地域、各種団体等から市に対して様々な要望が提出さ

れ、市民生活課をはじめ各担当課が窓口となり対応されている

が、要望された市民からは何年経っても要望が実現しないとの声

が聞こえてくる。 

ア 特に道路、河川、交通安全施設などの生活関連事業は要望が

多いと考えるが、最近の要望件数や要望内容について分かる範

囲で伺う。

イ 要望に対して全て回答されているのか、また回答されない場

合があればその理由は何なのか伺う。

ウ 予算の関係で全てに対応できない事は理解するが、長年要望

されている案件もあると思う。予算執行残などを柔軟に対応で

きないのかと考えるが見解を伺う。

(2) 国・県への要望事項と都市計画道路への対応について

毎年度、国や県に対して主要事業に係る提案活動が実施されて

いるが、長年の提案事項で進展しない事項もある。市だけではど

うにもならない事は十分理解はするが市民への説明が不十分で

はないかと感じている。 

ア 東広島本郷忠海線について現在ＪＲ西高屋駅前周辺整備が

進んでおり、完成後は渋滞緩和が見込まれる。抜本的解決には

この路線の整備を早急に進めるべきと考えるが見解を伺う。

イ 都市計画道路の吉行泉線は本年度第２工区完了予定と聞く

が、進捗が遅いように感じている。市民の方から「ストップが

かかっているのではないか」との話を聞くがＪＲとの協議を含

め今後の見通しについて伺う。

ウ 東広島高田道路の早期整備について今後の見通しについて

伺う。

エ これらの路線について市だけでは対応が難しいことは理解

するが、計画区域に住まれている住民に対して、きめ細やかな

説明が必要と考える。そういったお考えはないのか伺う。

4 若者の定住促進対策について 

(1) 特定地域づくり事業協同組合制度について

特定地域づくり事業協同組合制度は２０２０年に働き口の少

ない過疎地域への若者の定住を図ろうと国が始め、本市において

も令和４年度の新事業で１０５０万円の予算により、この制度を

活用し、地域の各事業者の仕事を組み合わせることで、雇用の場

を創出し直売所を含めた地域産業の活性化を促進するとして事

業開始されたが、今年度は予算も縮小されている。 

ア これまでの事業成果と現状について伺う。

イ この事業の今後の見通しについて伺う。

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月１２日 

（５人） 

宮川 誠子 

1 本市の進むべき方向性について 

(1) ＳＤＧｓ、脱炭素、次世代学園都市構想の本質を問う

現在、日本の置かれている現状を考えると、国際金融資本や多

国籍グローバル企業に食い尽くされようとしていると言わねば

ならない。そして、その手法の方便としてＳＤＧｓや脱炭素とい

う言葉が利用されていると捉えている。今、日本で何が起こって

いるのかを明らかにし、併せて、過去３０年間に何が行われてい

たのかを改めて検証しながら、世界の中に置かれた日本の現状を

明確にした上で、その視点で見たときに、本市が進もうとしてい

る方向性は正しいと言えるのかどうかを考えたい。 

ア 今日本で起きている象徴的な出来事－ニセコとメガソーラー

イ ありとあらゆる規制緩和で、日本絶賛売り出し中－土地、水、

種、農地、農薬、遺伝子組み換え、医療、中小企業、森林

ウ １９８５年以降、「構造改革」という名で行ってきた、日本

破壊活動を振り返る。

エ 安い国ニッポンの現状－植民地支配の構造

オ ＳＤＧｓ、脱炭素、半導体－東広島はどうする

重森佳代子 

1 次世代学園都市構想を探る 

(1) 市民理解と透明性について

２０２０年より、広島大学（以下、広大）を中心とした広大ス

マートシティ共創コンソーシアム（以下、コンソ）によって、本

構想が推進されている。

ア 先般、本構想の発案者である金子副学長から、提案に至るま

での経緯や構想の概略について研修を受けた。提案のモデルと

なったアリゾナ州立大学（以下、ＡＳＵ）の事業展開では、自

治体が事業費や費用対効果を示し、住民投票を実施した結果、

民意に基づいて計画が推進された。しかし、本市の場合、事業

スタートから３年が経過した現在も、市民理解が十分とは言え

ず、コンソ内部での決定に基づいて事業が展開されているた

め、議会で推進プロセスが把握しにくい状況があると懸念す

る。市民理解と事業の透明性（取組み事業、事業収支、契約内

容等）について問う。

(2) アリゾナ州立大学（ＡＳＵ）の取り組みと企業集積について

ＡＳＵが立地するフェニックス市は、人口約１６０万人を擁

し、２０２０年の国勢調査によれば、ニューヨーク、ロサンゼル

ス、シカゴ、ヒューストンに次ぐアメリカ第５の都市であり、ア

リゾナ州の州都である。さらに、フェニックス大都市圏には約５

００万人（アリゾナ州の２／３）の人口が集中しており、いわば

東京首都圏に相当する。交通の要衝であり、国際的なハブ空港と

高速道路網が整備されている。また、インテルやボーイングなど

の世界的な大企業が立地しており、日本からもトヨタ自動車、住

友商事、ブリヂストン、ＮＴＴなどの主要企業が進出している（ジ

ェトロ資料）。リーマンショックによる一時的な影響を受けたも

のの、経済成長とともに人口が増加し続けている都市である。し

かし、市中心部のダウンタウンが活気を失いつつあったため、都

市の再開発が計画され、市を横断するライトレール（路線距離 現

在約４５km）の整備計画が浮上した。この計画が市中心部の都市

再生を支える重要な要素となり、ＡＳＵは学生数の増加に対応す
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月１２日 

（５人） 
重森佳代子 

るため、ライトレール沿線へのキャンパス拡充を決断した（２０

０６年開校）。ＡＳＵは企業が求める即戦力となる人材を輩出し、

企業は人材育成や研究支援のために大学へ寄付を行うという相

互に連携する仕組みが、都市の持続的な発展を促進していると考

えられる。 

ア 本市の場合、広大卒業生の定着率は長年３％前後で低迷して

いる状況であり、アメリカの大学が実践している、企業との連

携による人材育成と研究支援を通じた企業誘致の戦略は、日本

ではハードルが高いと考えるが、市の所見を問う。また、本構

想の核心とも言える、広大の提唱する「アカデミック・エンタ

ープライズが駆動するサスティナブル・ユニバーシティタウ

ン」を実現するためには、多様な企業の集積が必須となるが、

その見込みについて問う。

イ 「企業の求める研究や人材育成をする大学」にしたいという

副学長の思いが、広大のビジョンとして推進され、将来的に広

大が人材を企業に送り出す大学になることを前提として、Ｓｋ

ｙＳｏｎｇや企業集積の計画を進めていくのか問う。

ウ 昨年５月、マイクロンの５０００億円の投資が発表されたこ

とは、広大中心のまちづくりにとって追い風となっている。た

だし、一業種に偏ったまちづくりは、将来的にはリスクを伴う

と懸念する。多様な企業の集積が広大中心のまちづくりには欠

かせないと考える。所見を問う。

エ 本構想にかかる市財政の主な負担は、現状では人件費と大学

連携事業であるが、今後インフラ整備等の財政負担について、

どのように算定しているのか問う。

2 地域センターの運営について 

(1) 地域センターの運営は、直営か指定管理か

地域の活動拠点である地域センターにおいて、37 カ所のうち

直営の８カ所（郷田・東西条・三ツ城・西志和・高屋西・竹仁・

宇山・川上）を除く２９カ所の地域センターでは、各住民自治協

議会（以下、自治協）が指定管理者制度によって運営を担ってい

る。 

ア 高齢化や自治会員の減少等のため、人材不足が課題となって

いる自治協について意向調査を踏まえ、今後どのような方針で

対応するのか問う。

イ 指定管理から直営に戻した場合の、地域にとってのメリット

とデメリットを問う。

(2) 地域センター職員の処遇について

令和５年の人事院勧告に基づき、直営の地域センター事務職員

の給与改定が行われ、令和５年４月に遡って変更され、令和６年

度については月額給与に加えて、新規に勤勉手当（６月・１２月

にそれぞれ１．０５カ月分）が支給されることとなった。 

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月１２日 

（５人） 

重森佳代子 

ア 本年３月の予算特別委員会において、２０１３年に指定管理

者制度を導入して以降、物価上昇や人件費上昇がほとんどない

時代背景があったため、指定管理料の積算時にこれらを前提と

して制度設計をしていないとの答弁があった。直営の職員に準

じて給与等の増額をした場合、既定の指定管理料の中でやりく

りを求めているが、これでは更新時期や自治協の裁量によって

大きな報酬格差が生じるのではないか。給与等の上昇分につい

ては、指定管理料の補正をすべきと考える。所見を問う。また、

今後の指定管理の更新時には、物価上昇や人件費上昇を加算し

て積算すべきではないか、問う。

中川 修 

1 安全・安心な市民生活の実現について 

(1) 信号機のない横断歩道の歩行者を守る施策について

令和５年第３回定例会で、信号機のない横断歩道の安全対策の

施策について質問を行い、協議を進めるとの答弁を頂き１年が経

過しようとしている。令和６年１月には信号機のない交差点にお

いて横断歩道を渡ろうとしていた方が車にはねられる事故が発

生している。 

ア 昨年度の答弁からこれまでどのような協議を行われたのか

問う。

イ 信号機のない横断歩道を通過する車両への注意喚起装置の

設置の実現性について問う。

2 望まない受動喫煙防止の推進について 

(1) 本市の受動喫煙防止の施策について

令和３年に東広島市受動喫煙の防止に関する条例を制定し、受

動喫煙防止区域の指定、禁煙サポートなどの施策を推進している

が、きれいなまちづくりキャンペーンに参加すると、受動喫煙防

止区域での吸殻が多くあり、望まない受動喫煙があると感じてい

る。 

ア 令和４年に東広島市受動喫煙の防止に関する条例が施行さ

れているが、現状について問う。

イ 本年４月に総務省から各都道府県知事経由で各市町村へ「地

方たばこ税の安定的な確保と望まない受動喫煙対策の推進の

ための分煙施設の整備促進について」が通知されているが、本

市の対応について問う。

片山 貴志 

1 予算編成の方向性について 

(1) 現状の財務状況について

本市においての財務状況は、類似団体に見劣りすることなく、

優秀な財務状態であると感じている。令和６年度については６つ

の重点施策と３つのパッケージを上げられ、重点施策として予算

編成に取り掛かられた。また財政の固定化を防ぐため、事業の洗

い出しにより、一般財源７億円の削減を目標とされ取り組まれ

た。令和５年度までの決算および令和６年度の予算編成も含め

て、現状について本市の見解をお伺いする。 

ア 令和５年度までの本市の財務状況について問う。

イ 令和６年度の予算編成方針における効果について問う。

ウ 財政調整基金は類似団体に比べ、多いと思われるがこの目的

について問う。
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月１２日 

（５人） 
重森佳代子 

るため、ライトレール沿線へのキャンパス拡充を決断した（２０

０６年開校）。ＡＳＵは企業が求める即戦力となる人材を輩出し、

企業は人材育成や研究支援のために大学へ寄付を行うという相

互に連携する仕組みが、都市の持続的な発展を促進していると考

えられる。 

ア 本市の場合、広大卒業生の定着率は長年３％前後で低迷して

いる状況であり、アメリカの大学が実践している、企業との連

携による人材育成と研究支援を通じた企業誘致の戦略は、日本

ではハードルが高いと考えるが、市の所見を問う。また、本構

想の核心とも言える、広大の提唱する「アカデミック・エンタ

ープライズが駆動するサスティナブル・ユニバーシティタウ

ン」を実現するためには、多様な企業の集積が必須となるが、

その見込みについて問う。

イ 「企業の求める研究や人材育成をする大学」にしたいという

副学長の思いが、広大のビジョンとして推進され、将来的に広

大が人材を企業に送り出す大学になることを前提として、Ｓｋ

ｙＳｏｎｇや企業集積の計画を進めていくのか問う。

ウ 昨年５月、マイクロンの５０００億円の投資が発表されたこ

とは、広大中心のまちづくりにとって追い風となっている。た

だし、一業種に偏ったまちづくりは、将来的にはリスクを伴う

と懸念する。多様な企業の集積が広大中心のまちづくりには欠

かせないと考える。所見を問う。

エ 本構想にかかる市財政の主な負担は、現状では人件費と大学

連携事業であるが、今後インフラ整備等の財政負担について、

どのように算定しているのか問う。

2 地域センターの運営について 

(1) 地域センターの運営は、直営か指定管理か

地域の活動拠点である地域センターにおいて、37 カ所のうち

直営の８カ所（郷田・東西条・三ツ城・西志和・高屋西・竹仁・

宇山・川上）を除く２９カ所の地域センターでは、各住民自治協

議会（以下、自治協）が指定管理者制度によって運営を担ってい

る。 

ア 高齢化や自治会員の減少等のため、人材不足が課題となって

いる自治協について意向調査を踏まえ、今後どのような方針で

対応するのか問う。

イ 指定管理から直営に戻した場合の、地域にとってのメリット

とデメリットを問う。

(2) 地域センター職員の処遇について

令和５年の人事院勧告に基づき、直営の地域センター事務職員

の給与改定が行われ、令和５年４月に遡って変更され、令和６年

度については月額給与に加えて、新規に勤勉手当（６月・１２月

にそれぞれ１．０５カ月分）が支給されることとなった。 

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月１２日 

（５人） 

重森佳代子 

ア 本年３月の予算特別委員会において、２０１３年に指定管理

者制度を導入して以降、物価上昇や人件費上昇がほとんどない

時代背景があったため、指定管理料の積算時にこれらを前提と

して制度設計をしていないとの答弁があった。直営の職員に準

じて給与等の増額をした場合、既定の指定管理料の中でやりく

りを求めているが、これでは更新時期や自治協の裁量によって

大きな報酬格差が生じるのではないか。給与等の上昇分につい

ては、指定管理料の補正をすべきと考える。所見を問う。また、

今後の指定管理の更新時には、物価上昇や人件費上昇を加算し

て積算すべきではないか、問う。

中川 修 

1 安全・安心な市民生活の実現について 

(1) 信号機のない横断歩道の歩行者を守る施策について

令和５年第３回定例会で、信号機のない横断歩道の安全対策の

施策について質問を行い、協議を進めるとの答弁を頂き１年が経

過しようとしている。令和６年１月には信号機のない交差点にお

いて横断歩道を渡ろうとしていた方が車にはねられる事故が発

生している。 

ア 昨年度の答弁からこれまでどのような協議を行われたのか

問う。

イ 信号機のない横断歩道を通過する車両への注意喚起装置の

設置の実現性について問う。

2 望まない受動喫煙防止の推進について 

(1) 本市の受動喫煙防止の施策について

令和３年に東広島市受動喫煙の防止に関する条例を制定し、受

動喫煙防止区域の指定、禁煙サポートなどの施策を推進している

が、きれいなまちづくりキャンペーンに参加すると、受動喫煙防

止区域での吸殻が多くあり、望まない受動喫煙があると感じてい

る。 

ア 令和４年に東広島市受動喫煙の防止に関する条例が施行さ

れているが、現状について問う。

イ 本年４月に総務省から各都道府県知事経由で各市町村へ「地

方たばこ税の安定的な確保と望まない受動喫煙対策の推進の

ための分煙施設の整備促進について」が通知されているが、本

市の対応について問う。

片山 貴志 

1 予算編成の方向性について 

(1) 現状の財務状況について

本市においての財務状況は、類似団体に見劣りすることなく、

優秀な財務状態であると感じている。令和６年度については６つ

の重点施策と３つのパッケージを上げられ、重点施策として予算

編成に取り掛かられた。また財政の固定化を防ぐため、事業の洗

い出しにより、一般財源７億円の削減を目標とされ取り組まれ

た。令和５年度までの決算および令和６年度の予算編成も含め

て、現状について本市の見解をお伺いする。 

ア 令和５年度までの本市の財務状況について問う。

イ 令和６年度の予算編成方針における効果について問う。

ウ 財政調整基金は類似団体に比べ、多いと思われるがこの目的

について問う。

― 63 ―



会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月１２日 

（５人） 

片山 貴志 

(2) 次年度の予算編成のポイントについて

本市は今年度市制施行５０周年を迎えられ、次の５０年に向け

て次世代学園都市構想などの様々な計画を練られている。それと

ともに、公共施設の大規模改修や住民のニーズを捉えた新たな公

共施設の建設なども含めて、様々な課題の解決が求められてい

る。国の交付金や起債を積極的に活用し、積極的な予算措置を取

ることは市民サービスの充実に繋がり、次の５０年を見据えた魅

力的な街づくりを推進していくことに繋がるのではと考える。ま

た新たな目的をもった税収の確保も目指していくべきであると

考える。 

ア 令和７年度の予算編成への意気込みについてお伺いする。

イ 保育所の老朽化や、医療機関の問題などの本市の課題に対し

ての見解についてお伺いする。

ウ 新たな目的をもった、税収の確保についてお伺いする。

2 コンベンションホール及び宿泊施設の整備について 

(1) ホテル等誘致のための施策について

都市型ホテルの立地可能性調査について補正予算を計上され、

現在調査中であると聞いている。その中ではあるが、他自治体な

どでは、宿泊施設やコンベンションホール設置などに対し、補助

金設計などによる誘致活動も行われている。本市においても、そ

のような補助金等も検討していくべきであると考える。 

ア ホテル立地やコンベンションホール設置における補助金の

創設について、本市の見解を問う。

岩崎 和仁 

1 農業政策について 

(1) 農産物の産地化について

国では、農業経営基盤強化促進法により、効率的かつ安定的な

農業経営を育成するため、地域において育成すべき多様な農業経

営の目標を、関係者の意向を十分踏まえた上で明らかにし、その

目標に向けて農業経営を改善する者に対して、農地の利用の集

積、経営管理の合理化など、農業経営基盤の強化を促進するため

の措置を総合的に講じることとされている。 

また本市では、第３次東広島市農業振興基本計画において、「農

のもつ多様な価値を活かした豊かな市民生活の創造」、「生産性の

高い営農基盤の保全・整備と農地利用の最適化の促進」、「農業・

農村を牽引し、支える担い手の育成」、「新たな技術と地域特性を

活かした生産性の高い次世代農業の展開」、「農を起点とした多様

なビジネスの創出とブランド化の推進」の５つを基本目標に掲げ

られている。 

本市の農業経営においては、収益の確保が難しい状況であるこ

とが課題であると考える。 

ア 政策の方向として掲げられている野菜振興作物の産地育成

や果樹産地の再構築について、市としての現状の認識を伺う。 

イ 安芸津地域において、ぶどうの産地化（ブランド化）を図る

とともに、農業政策を地域課題と捉え、ミッション型の地域お

こし協力隊を担い手として募集することが考えられるが、市と

しての見解を伺う。

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月１２日 

（５人） 
岩崎 和仁 

2 やさしい未来都市の実現について 

(1) 中央生涯学習センター跡地等活用基本計画について

新施設では、子育て支援機能として、子育て支援センター等が

想定されている。それらと連携し、発達に関する専門的な相談支

援機能等の集積も必要であると考える。また、防災機能の面では、

新施設の会議室等について、非常時には速やかに災害対策本部諸

室へと転用することが想定されており、南海トラフ地震のような

広域での災害発生時には、他の自治体等からの支援が期待できな

い中で災害対策本部の業務を円滑に進めることが求められる。こ

れらはいずれも喫緊の課題であるとともに、社会経済情勢を鑑み

ても、早期に取り組むべきと考える。 

ア 子育て支援機能や防災機能の面から、早期整備に対する市と

しての考えを伺う。

イ 社会経済情勢の面から、早期整備に対する市としての考えを

伺う。

3 漁業振興・危機管理について 

(1) 港湾施設維持事業について

風早地区湾内及び宮崎川河口付近は、平成３０年及び令和３年

度の豪雨災害を主要因として浚渫が必要な状況があるが広島県

の埋立地（処分場）、近隣の民間処分場は令和５年実施分により

満杯となり今後の処分先の目途が立たず事業実施していない状

況である。 

風早地域ではシロウオ漁や養殖業の船舶往来に、また宮崎川河

口では危機管理上の課題があると考える。 

ア 漁業振興や危機管理上の観点から、港湾施設維持事業におけ

る港湾浚渫を早急に再開する必要があるが、市としての対応策

を伺う。

イ 処分場が確保できない場合、建設用で再利用するまた処分場

が出来るまでの間の仮置き場を指定する、若しくは市として残

土処分場を建設するなど、市として対応する方法はあると思

う。市としての見解を伺う。
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月１２日 

（５人） 

片山 貴志 

(2) 次年度の予算編成のポイントについて

本市は今年度市制施行５０周年を迎えられ、次の５０年に向け

て次世代学園都市構想などの様々な計画を練られている。それと

ともに、公共施設の大規模改修や住民のニーズを捉えた新たな公

共施設の建設なども含めて、様々な課題の解決が求められてい

る。国の交付金や起債を積極的に活用し、積極的な予算措置を取

ることは市民サービスの充実に繋がり、次の５０年を見据えた魅

力的な街づくりを推進していくことに繋がるのではと考える。ま

た新たな目的をもった税収の確保も目指していくべきであると

考える。 

ア 令和７年度の予算編成への意気込みについてお伺いする。

イ 保育所の老朽化や、医療機関の問題などの本市の課題に対し

ての見解についてお伺いする。

ウ 新たな目的をもった、税収の確保についてお伺いする。

2 コンベンションホール及び宿泊施設の整備について 

(1) ホテル等誘致のための施策について

都市型ホテルの立地可能性調査について補正予算を計上され、

現在調査中であると聞いている。その中ではあるが、他自治体な

どでは、宿泊施設やコンベンションホール設置などに対し、補助

金設計などによる誘致活動も行われている。本市においても、そ

のような補助金等も検討していくべきであると考える。 

ア ホテル立地やコンベンションホール設置における補助金の

創設について、本市の見解を問う。

岩崎 和仁 

1 農業政策について 

(1) 農産物の産地化について

国では、農業経営基盤強化促進法により、効率的かつ安定的な

農業経営を育成するため、地域において育成すべき多様な農業経

営の目標を、関係者の意向を十分踏まえた上で明らかにし、その

目標に向けて農業経営を改善する者に対して、農地の利用の集

積、経営管理の合理化など、農業経営基盤の強化を促進するため

の措置を総合的に講じることとされている。 

また本市では、第３次東広島市農業振興基本計画において、「農

のもつ多様な価値を活かした豊かな市民生活の創造」、「生産性の

高い営農基盤の保全・整備と農地利用の最適化の促進」、「農業・

農村を牽引し、支える担い手の育成」、「新たな技術と地域特性を

活かした生産性の高い次世代農業の展開」、「農を起点とした多様

なビジネスの創出とブランド化の推進」の５つを基本目標に掲げ

られている。 

本市の農業経営においては、収益の確保が難しい状況であるこ

とが課題であると考える。 

ア 政策の方向として掲げられている野菜振興作物の産地育成

や果樹産地の再構築について、市としての現状の認識を伺う。 

イ 安芸津地域において、ぶどうの産地化（ブランド化）を図る

とともに、農業政策を地域課題と捉え、ミッション型の地域お

こし協力隊を担い手として募集することが考えられるが、市と

しての見解を伺う。

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

三

回

定

例

会

９月１２日 

（５人） 
岩崎 和仁 

2 やさしい未来都市の実現について 

(1) 中央生涯学習センター跡地等活用基本計画について

新施設では、子育て支援機能として、子育て支援センター等が

想定されている。それらと連携し、発達に関する専門的な相談支

援機能等の集積も必要であると考える。また、防災機能の面では、

新施設の会議室等について、非常時には速やかに災害対策本部諸

室へと転用することが想定されており、南海トラフ地震のような

広域での災害発生時には、他の自治体等からの支援が期待できな

い中で災害対策本部の業務を円滑に進めることが求められる。こ

れらはいずれも喫緊の課題であるとともに、社会経済情勢を鑑み

ても、早期に取り組むべきと考える。 

ア 子育て支援機能や防災機能の面から、早期整備に対する市と

しての考えを伺う。

イ 社会経済情勢の面から、早期整備に対する市としての考えを

伺う。

3 漁業振興・危機管理について 

(1) 港湾施設維持事業について

風早地区湾内及び宮崎川河口付近は、平成３０年及び令和３年

度の豪雨災害を主要因として浚渫が必要な状況があるが広島県

の埋立地（処分場）、近隣の民間処分場は令和５年実施分により

満杯となり今後の処分先の目途が立たず事業実施していない状

況である。 

風早地域ではシロウオ漁や養殖業の船舶往来に、また宮崎川河

口では危機管理上の課題があると考える。 

ア 漁業振興や危機管理上の観点から、港湾施設維持事業におけ

る港湾浚渫を早急に再開する必要があるが、市としての対応策

を伺う。

イ 処分場が確保できない場合、建設用で再利用するまた処分場

が出来るまでの間の仮置き場を指定する、若しくは市として残

土処分場を建設するなど、市として対応する方法はあると思

う。市としての見解を伺う。
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

四

回

定

例

会

１２月１０日 

（５人） 
坂元百合子 

1 東広島市の子育て政策について。子どもとその家庭が安心して暮

らせる環境について 

(1) 流産や死産を経験した女性への心理社会的支援について

流産や死産を経験した女性は喪失感や自責感に苦しみ、孤立す

るケースが少なくない。厚生労働省は２０２１年に自治体へグリ

ーフケアの実施を通知し、２０２２年に手引きを作成したが、現

場では母子保健サービスの対象外であることや配慮不足による

課題が報告されている。心理社会的支援の重要性を踏まえ、支援

体制の強化や具体的施策について本市のご所見を伺う。 

ア 母子保健法に基づく支援と地域ニーズへの対応

母子保健法に基づく流産・死産経験者への支援は、地域の実

情を踏まえた体制整備が求められている。次の施策について本

市の取組みを伺う。 

・こども家庭センターを拠点に、流産や死産を経験した女

性を対象とした相談。

イ 流産・死産を経験した女性支援のための体制整備

本市の体制整備について次の施策の取組み状況を伺う。

・情報共有と個別対応: 流産・死産を経験した女性の心理

的支援の必要性を早期に把握し、産後ケアやグリーフケア

の提供体制を強化。

・相談窓口の充実: ２４時間対応可能な電話相談サービス

やオンライン相談窓口を設置。

ウ グリーフケアへの支援事業の活用状況

本市での事業の活用状況を伺う。

・地域内の自助グループと連携し、当事者同士が支え合える

場を提供。 

エ 精神的負荷への配慮

次の施策について、本市の所見及び取組み状況を伺う。

・流産や死産を経験した女性に対する、乳幼児がいる場を避

けた形でのケアの実施。例えば、自宅訪問や別室でのカウ

ンセリングの活用。

・訪問型支援（アウトリーチ型）を推進し、女性が安心して

支援を受けられる環境の整備。

オ こども家庭センターの取組み

次の施策について、本市の所見及び取組み状況を伺う。

・支援対象者として、流産や死産を経験した女性を含むこ

とを明示。

カ 産後ケア事業の配慮

次の施策について、本市の所見及び取組み状況を伺う。

・流産や死産を経験した女性に対する産後ケア事業の対象

拡大を明示。

・心理的負担を軽減するため、自宅訪問型ケアやオンライ

ン相談を推進。

キ 産婦健康診査事業

次の施策について、本市の所見及び取組み状況を伺う。

・流産や死産経験者が健康診査を受けやすいよう、自治体

窓口での配慮を強化。

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

四

回

定

例

会

１２月１０日 

（５人） 
坂元百合子 

ク 死産情報の共有と配慮

次の施策について、本市の所見及び取組み状況を伺う。

・母子保健担当課と保健統計主管課の連携を強化し、不要

な通知を防止。

・女性の心理的負担を考慮し、ケースごとに適切な対応を

検討。

ケ 死胎の取り扱いにおける配慮

次の施策について、本市の所見及び取組み状況を伺う。

・妊娠４か月未満の死胎についても、丁重に取り扱うよう

医療機関や葬祭業者に周知。

・女性や家族の意向を尊重した儀式や相談支援を実施。

(2) 低出生体重児（リトルベビー）について

少子高齢化が進む中、地域全体で子どもを育てる「地域子育て

支援」の重要性が増している。特に、低出生体重児（リトルベビ

ー）やその家族が抱える課題に注目し、支援を広げていくことは、

本市にとっても大きな意義があると考える。広島県では、低出生

体重児とその家族を支えるための冊子「ひろしまリトルベビーハ

ンドブック」の制作・配布が行われている。この冊子では、早産

児や低出生体重児の成長の様子や、保護者の体験談、育児に役立

つ情報が紹介されており、当事者だけでなく、地域住民や医療機

関など多くの人々にとって貴重な情報源となっている。本市にお

いての取組みとご所見を伺う。

ア リトルベビーやその家族の支援について、どのようにお考え

か本市のご所見を伺う。

イ 低出生体重児を育てる家庭がより安心して暮らせるための

施策をどのように検討されていくか本市のご所見を伺う。

2 小中学校の体育館における空調整備について 

(1) 小中学校の体育館における空調整備について

地震に加え、豪雨災害等の激甚化・頻発化を踏まえると、避難

者の安全・安心を守るためには小中学校の体育館への空調設備の

設置が重要と考える。文部科学省の調査（令和６年９月１日時点）

によれば、公立小中学校の体育館の空調設置率は１８．９％と全

国的に進んでおらず、極めて大きな課題となっている。今回の総

合経済対策において「避難所となる全国の学校体育館への空調整

備についてペースの倍増を目指して計画的に整備を進める」こと

が盛り込まれた。 

国の令和６年度補正予算において、避難所となる公立小中学校

の体育館における空調整備について、臨時特例的な予算措置が図

られる予定である。 

災害時はもちろん、熱中症対策として、通常の学校教育活動に

おいても使用が可能であるため、これを機に積極的に整備を進め

るべきと考えるが本市の見解を伺う。 

ア 財源確保と効率的な活用

国の補助金や補正予算を積極的に活用し、地方自治体として

の負担も踏まえた効率的な財政で小中学校の体育館における

空調整備を積極的に進めることについて本市の見解を伺う。 
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

四

回

定

例

会

１２月１０日 

（５人） 
坂元百合子 

1 東広島市の子育て政策について。子どもとその家庭が安心して暮

らせる環境について 

(1) 流産や死産を経験した女性への心理社会的支援について

流産や死産を経験した女性は喪失感や自責感に苦しみ、孤立す

るケースが少なくない。厚生労働省は２０２１年に自治体へグリ

ーフケアの実施を通知し、２０２２年に手引きを作成したが、現

場では母子保健サービスの対象外であることや配慮不足による

課題が報告されている。心理社会的支援の重要性を踏まえ、支援

体制の強化や具体的施策について本市のご所見を伺う。 

ア 母子保健法に基づく支援と地域ニーズへの対応

母子保健法に基づく流産・死産経験者への支援は、地域の実

情を踏まえた体制整備が求められている。次の施策について本

市の取組みを伺う。 

・こども家庭センターを拠点に、流産や死産を経験した女

性を対象とした相談。

イ 流産・死産を経験した女性支援のための体制整備

本市の体制整備について次の施策の取組み状況を伺う。

・情報共有と個別対応: 流産・死産を経験した女性の心理

的支援の必要性を早期に把握し、産後ケアやグリーフケア

の提供体制を強化。

・相談窓口の充実: ２４時間対応可能な電話相談サービス

やオンライン相談窓口を設置。

ウ グリーフケアへの支援事業の活用状況

本市での事業の活用状況を伺う。

・地域内の自助グループと連携し、当事者同士が支え合える

場を提供。 

エ 精神的負荷への配慮

次の施策について、本市の所見及び取組み状況を伺う。

・流産や死産を経験した女性に対する、乳幼児がいる場を避

けた形でのケアの実施。例えば、自宅訪問や別室でのカウ

ンセリングの活用。

・訪問型支援（アウトリーチ型）を推進し、女性が安心して

支援を受けられる環境の整備。

オ こども家庭センターの取組み

次の施策について、本市の所見及び取組み状況を伺う。

・支援対象者として、流産や死産を経験した女性を含むこ

とを明示。

カ 産後ケア事業の配慮

次の施策について、本市の所見及び取組み状況を伺う。

・流産や死産を経験した女性に対する産後ケア事業の対象

拡大を明示。

・心理的負担を軽減するため、自宅訪問型ケアやオンライ

ン相談を推進。

キ 産婦健康診査事業

次の施策について、本市の所見及び取組み状況を伺う。

・流産や死産経験者が健康診査を受けやすいよう、自治体

窓口での配慮を強化。

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

四

回

定

例

会

１２月１０日 

（５人） 
坂元百合子 

ク 死産情報の共有と配慮

次の施策について、本市の所見及び取組み状況を伺う。

・母子保健担当課と保健統計主管課の連携を強化し、不要

な通知を防止。

・女性の心理的負担を考慮し、ケースごとに適切な対応を

検討。

ケ 死胎の取り扱いにおける配慮

次の施策について、本市の所見及び取組み状況を伺う。

・妊娠４か月未満の死胎についても、丁重に取り扱うよう

医療機関や葬祭業者に周知。

・女性や家族の意向を尊重した儀式や相談支援を実施。

(2) 低出生体重児（リトルベビー）について

少子高齢化が進む中、地域全体で子どもを育てる「地域子育て

支援」の重要性が増している。特に、低出生体重児（リトルベビ

ー）やその家族が抱える課題に注目し、支援を広げていくことは、

本市にとっても大きな意義があると考える。広島県では、低出生

体重児とその家族を支えるための冊子「ひろしまリトルベビーハ

ンドブック」の制作・配布が行われている。この冊子では、早産

児や低出生体重児の成長の様子や、保護者の体験談、育児に役立

つ情報が紹介されており、当事者だけでなく、地域住民や医療機

関など多くの人々にとって貴重な情報源となっている。本市にお

いての取組みとご所見を伺う。

ア リトルベビーやその家族の支援について、どのようにお考え

か本市のご所見を伺う。

イ 低出生体重児を育てる家庭がより安心して暮らせるための

施策をどのように検討されていくか本市のご所見を伺う。

2 小中学校の体育館における空調整備について 

(1) 小中学校の体育館における空調整備について

地震に加え、豪雨災害等の激甚化・頻発化を踏まえると、避難

者の安全・安心を守るためには小中学校の体育館への空調設備の

設置が重要と考える。文部科学省の調査（令和６年９月１日時点）

によれば、公立小中学校の体育館の空調設置率は１８．９％と全

国的に進んでおらず、極めて大きな課題となっている。今回の総

合経済対策において「避難所となる全国の学校体育館への空調整

備についてペースの倍増を目指して計画的に整備を進める」こと

が盛り込まれた。 

国の令和６年度補正予算において、避難所となる公立小中学校

の体育館における空調整備について、臨時特例的な予算措置が図

られる予定である。 

災害時はもちろん、熱中症対策として、通常の学校教育活動に

おいても使用が可能であるため、これを機に積極的に整備を進め

るべきと考えるが本市の見解を伺う。 

ア 財源確保と効率的な活用

国の補助金や補正予算を積極的に活用し、地方自治体として

の負担も踏まえた効率的な財政で小中学校の体育館における

空調整備を積極的に進めることについて本市の見解を伺う。 
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

四

回

定

例

会

１２月１０日 

（５人） 

原田 栄二 

ウ 今後の「インクルーシブ公園の整備」にあたり、当事者や地

域住民、そして関係団体との連携をどのように進めるお考えか

伺う。

(2) 保健師の体制強化について

保健師の現状の体制では、本来の役割である「地域住民の健康

と生活を支える活動」に十分な時間を割けず、不安を抱えながら

業務をこなしているという実態がある。  

住民一人ひとりの健康と生活を支える保健師の役割は、地域福

祉の根幹を成す重要なものである。しかしながら、安心して暮ら

せる地域づくりのために、保健師が本来の活動を十分に行えてい

るのか疑問がある。そのため、本市がますます発展していく中で

将来の都市像を描きつつ保健師の体制を整備・強化することが急

務だと考える。 

ア 保健師の残業が目立っている中、近年の社会課題に対応する

上で現場の業務内容などの課題や改善の必要性について、支所

の在り方を含めどのように認識されているかを伺う。

イ 保健師の体制強化や活動環境の整備について、例えば「ＨＯ

Ｔけんステーション」を支所及び出張所に配置するなど、どの

ような計画をお持ちか伺う。

ウ 保健師が現活動において、本市の支所で活躍されている中、

少子高齢化や健康問題の多様化に対応するための人数や配置

状況の改善、例えば複数人体制や組織体制の整備が必要と考え

るが本市の見解を伺う。

エ 現場の保健師が持っている知識や技術を活かすためにも人

材育成が必要と考えるが本市の見解を伺う。

上田 秀 

1 次世代学園都市の実現に向けて 

(1) 半導体投資等に呼応した産業団地の戦略的確保について

令和６年度予算では、「次世代学園都市の実現に向けて」が掲

げられ、そのなかで「半導体投資等に呼応した産業団地の戦略的

確保」において、３つの事業が示されている。 

また、市主体の産業団地の整備について、令和６年第１回定例

会の施政方針や代表質問・委員会の答弁のなかで、令和６年度の

基本設計着手が述べられている。 

ア 半導体投資等に呼応した産業団地の戦略的確保において、①

市主体の産業団地整備の推進、②民間による産業団地整備にお

ける支援制度の創設、③県有地を活用した産業団地整備の推進

（県施工）が示されているが、現在の進捗状況や現状及びそれ

らに対するご所見を問う。

イ 市主体の産業団地整備について

㋐ 一般的に産業団地造成にあたっては、計画・設計及び土地

利用調整、用地取得を並行して行う必要があると、令和６年

７月に経済産業省が示した「自治体担当者のための産業用地

整備ガイドブック」に示されており、なかでも全体の進捗管

理と並行してこまめな地元調整が重要であるが、その点はど

のように意識され動かれてきたのか問う。 

 ㋑ 課題の一つに土地利用に係る法規制のクリア問題が存在

するが、どのような手順で進められる予定なのか。また、産

業団地とするための農地転用の見込みはどうなのか問う。 

会議名 
質問者 質問要旨 

 
月日 

（質問者数） 

第 

四 

回 

定 

例 

会 

１２月１０日 

（５人） 

小池恵美子 

1 太陽光発電設置条例について 

 (1) 令和６年第２回定例会での太陽光発電事業に関する質問に対

するその後の対応について 

経済産業省は１１月２０日に、２０２６年度から導入する二酸

化炭素の排出量取引について、年間１０万トン以上の二酸化炭素

を排出する大企業の参加を義務付ける方針を明らかにした。排出

量取引は、二酸化炭素の排出量に応じて課金する「カーボンプラ

イシング」と呼ばれる手法の一つで、二酸化炭素の排出削減効果

が期待できる一方で、化石燃料の使用コストが上昇し、企業にと

ってはコスト増となることから、将来的なコストを見越して再生

可能エネルギー源にシフトするようになるため、発電までのリー

ドタイム（必要とされる所要時間）が比較的短い太陽光発電事業

が益々増えることが推測される。 

しかし、太陽光発電事業は、ＦＩＴ制度を契機に、急速に広が

ったため、さまざまな問題が生じている。 

本年第２回定例会の同僚議員の一般質問では、「景観への影響、

自然環境への影響、反射光による生活環境への影響、土砂の流出、

濁水の発生などの問題が増加していると想定される。」と質問さ

れ、本市の問題点の認識と、適正な設置及び管理に関する条例の

制定を求められた。 

それに対して本市は「本年４月からは、周辺地域への事前周知

の実施が要件化されており、事業者が市町村に相談を行うことが

求められるようになったことから、この機会を捉え、周辺住民と

のリスクコミュニケーションを十分に取るよう事業者に要請す

る。また、誰もが安心できる再生可能エネルギーの導入を推進す

ると同時に、地域住民からの不安などに対処するため、今後、一

定の規制を行うなどの条例についても検討する。」と答弁された

が、一刻も早く条例を制定すべきと考える。 

  ア 事業者へのリスクコミュニケーションを十分に取るように

事業者へ要請したいという答弁がされたが、その要請の方法と

内容について伺う。 

  イ 地域住民からの不安などに対処するため、今後、一定の規制

を行うなどの条例についても検討するという答弁がされたが、

その後の進捗を伺う。 

原田 栄二 

1 地域共生社会の実現について 

 (1) 「インクルーシブ公園の整備」について 

第２６回東広島健康福祉まつり「こころんフェスティバル」の

中で開催された「インクルーシブ公園ｄａｙ」が大成功に終わり、

地域共生社会の実現に向けた具体的な一歩が踏み出されたと感

じる。 

参加された皆様からの感想やご意見を踏まえ、地域共生社会の

更なる前進に向け「インクルーシブ公園の整備」が必要と考える。 

  ア 本市における「インクルーシブ公園の整備」に関して、調査

研究で得られた知見や教訓、また具体的な進捗状況について伺

う。 

  イ 本市において「インクルーシブ公園の整備」を具体的に計画

している箇所や、そのスケジュールがあれば伺う。 
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

四

回

定

例

会

１２月１０日 

（５人） 

原田 栄二 

ウ 今後の「インクルーシブ公園の整備」にあたり、当事者や地

域住民、そして関係団体との連携をどのように進めるお考えか

伺う。

(2) 保健師の体制強化について

保健師の現状の体制では、本来の役割である「地域住民の健康

と生活を支える活動」に十分な時間を割けず、不安を抱えながら

業務をこなしているという実態がある。  

住民一人ひとりの健康と生活を支える保健師の役割は、地域福

祉の根幹を成す重要なものである。しかしながら、安心して暮ら

せる地域づくりのために、保健師が本来の活動を十分に行えてい

るのか疑問がある。そのため、本市がますます発展していく中で

将来の都市像を描きつつ保健師の体制を整備・強化することが急

務だと考える。 

ア 保健師の残業が目立っている中、近年の社会課題に対応する

上で現場の業務内容などの課題や改善の必要性について、支所

の在り方を含めどのように認識されているかを伺う。

イ 保健師の体制強化や活動環境の整備について、例えば「ＨＯ

Ｔけんステーション」を支所及び出張所に配置するなど、どの

ような計画をお持ちか伺う。

ウ 保健師が現活動において、本市の支所で活躍されている中、

少子高齢化や健康問題の多様化に対応するための人数や配置

状況の改善、例えば複数人体制や組織体制の整備が必要と考え

るが本市の見解を伺う。

エ 現場の保健師が持っている知識や技術を活かすためにも人

材育成が必要と考えるが本市の見解を伺う。

上田 秀 

1 次世代学園都市の実現に向けて 

(1) 半導体投資等に呼応した産業団地の戦略的確保について

令和６年度予算では、「次世代学園都市の実現に向けて」が掲

げられ、そのなかで「半導体投資等に呼応した産業団地の戦略的

確保」において、３つの事業が示されている。 

また、市主体の産業団地の整備について、令和６年第１回定例

会の施政方針や代表質問・委員会の答弁のなかで、令和６年度の

基本設計着手が述べられている。 

ア 半導体投資等に呼応した産業団地の戦略的確保において、①

市主体の産業団地整備の推進、②民間による産業団地整備にお

ける支援制度の創設、③県有地を活用した産業団地整備の推進

（県施工）が示されているが、現在の進捗状況や現状及びそれ

らに対するご所見を問う。

イ 市主体の産業団地整備について

㋐ 一般的に産業団地造成にあたっては、計画・設計及び土地

利用調整、用地取得を並行して行う必要があると、令和６年

７月に経済産業省が示した「自治体担当者のための産業用地

整備ガイドブック」に示されており、なかでも全体の進捗管

理と並行してこまめな地元調整が重要であるが、その点はど

のように意識され動かれてきたのか問う。 

 ㋑ 課題の一つに土地利用に係る法規制のクリア問題が存在

するが、どのような手順で進められる予定なのか。また、産

業団地とするための農地転用の見込みはどうなのか問う。 

会議名 
質問者 質問要旨 

 
月日 

（質問者数） 

第 

四 

回 

定 

例 

会 

１２月１０日 

（５人） 

小池恵美子 

1 太陽光発電設置条例について 

 (1) 令和６年第２回定例会での太陽光発電事業に関する質問に対

するその後の対応について 

経済産業省は１１月２０日に、２０２６年度から導入する二酸

化炭素の排出量取引について、年間１０万トン以上の二酸化炭素

を排出する大企業の参加を義務付ける方針を明らかにした。排出

量取引は、二酸化炭素の排出量に応じて課金する「カーボンプラ

イシング」と呼ばれる手法の一つで、二酸化炭素の排出削減効果

が期待できる一方で、化石燃料の使用コストが上昇し、企業にと

ってはコスト増となることから、将来的なコストを見越して再生

可能エネルギー源にシフトするようになるため、発電までのリー

ドタイム（必要とされる所要時間）が比較的短い太陽光発電事業

が益々増えることが推測される。 

しかし、太陽光発電事業は、ＦＩＴ制度を契機に、急速に広が

ったため、さまざまな問題が生じている。 

本年第２回定例会の同僚議員の一般質問では、「景観への影響、

自然環境への影響、反射光による生活環境への影響、土砂の流出、

濁水の発生などの問題が増加していると想定される。」と質問さ

れ、本市の問題点の認識と、適正な設置及び管理に関する条例の

制定を求められた。 

それに対して本市は「本年４月からは、周辺地域への事前周知

の実施が要件化されており、事業者が市町村に相談を行うことが

求められるようになったことから、この機会を捉え、周辺住民と

のリスクコミュニケーションを十分に取るよう事業者に要請す

る。また、誰もが安心できる再生可能エネルギーの導入を推進す

ると同時に、地域住民からの不安などに対処するため、今後、一

定の規制を行うなどの条例についても検討する。」と答弁された

が、一刻も早く条例を制定すべきと考える。 

  ア 事業者へのリスクコミュニケーションを十分に取るように

事業者へ要請したいという答弁がされたが、その要請の方法と

内容について伺う。 

  イ 地域住民からの不安などに対処するため、今後、一定の規制

を行うなどの条例についても検討するという答弁がされたが、

その後の進捗を伺う。 

原田 栄二 

1 地域共生社会の実現について 

 (1) 「インクルーシブ公園の整備」について 

第２６回東広島健康福祉まつり「こころんフェスティバル」の

中で開催された「インクルーシブ公園ｄａｙ」が大成功に終わり、

地域共生社会の実現に向けた具体的な一歩が踏み出されたと感

じる。 

参加された皆様からの感想やご意見を踏まえ、地域共生社会の

更なる前進に向け「インクルーシブ公園の整備」が必要と考える。 

  ア 本市における「インクルーシブ公園の整備」に関して、調査

研究で得られた知見や教訓、また具体的な進捗状況について伺

う。 

  イ 本市において「インクルーシブ公園の整備」を具体的に計画

している箇所や、そのスケジュールがあれば伺う。 
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

四

回

定

例

会

１２月１０日 

（５人） 

上田 秀 

ウ 吉川地域を含め、工業団地から一定の範囲内において住居建

設が可能となるよう規制緩和の検討をされていると思うが、そ

の進捗状況はどのようになっているのか問う。

エ 当該対象地域（吉川地域）は市内でも集積面積の広い農業法

人が設立されており、７０ｈａを活用した農業が行われてい

る。そうしたなかでも担い手の高齢化に伴う後継者不足などの

課題が生じていると聞くが、さらに、産業団地事業を推し進め

るなかで、今回、法人は優良農地を手放すことになり、今後の

経営にも影響を及ぼすと想定されるが、残った圃場の生産性向

上に繋がる支援など持続可能な農業振興対策は考えられない

か。

2 持続可能な次世代環境都市の構築について 

(1) プラスチックごみのマテリアルリサイクルについて

令和６年度当初予算の６つの重点施策のうち、「持続可能な次

世代環境都市の構築」が掲げられている。 

今年度の国の骨太の方針においても、投資の拡大及び革新技術

の社会実装による社会課題への対応のＧＸ・エネルギー安全保障

の中で、「サーキュラーエコノミー（循環経済）」の実現に取り組

むとし、環境負荷の軽減や資源循環、ひいては成長型経済の実現

の観点からも、ペットボトルを始めとするプラスチック等の再資

源化に向けた技術開発及び設備投資への支援を行うとされてい

る。 

全国の自治体においても、これに関連して様々な取組みが既に

始まっているが、県内でも、２０２５年度（令和７年度）後半を

目標に、プラスチックごみの分別回収の導入を今年度中に決定し

ようとする自治体があるとの新聞報道が７月になされた。 

ア 本市のプラスチックごみのマテリアルリサイクルについて、

現時点の方針や取組み等について問う。

鍋島 勢理 

1 里親制度を活用した子育ての応援について 

(1) 里親制度を活用した子育ての応援について

令和４年度に全国の児童相談所が対応した児童虐待相談件数

は過去最高となり、実親等によって子どもの尊い命が奪われる事

案も後を絶たない状況である。子育て中の親が十分なサポートを

受けることができず、様々な課題が重なって虐待に至ってしまう

ことや、虐待による親子分離等に至ってしまうことを未然に防ぐ

こと、さらには、それ以前に世帯を孤立させない予防的な取り組

みの強化こそが重要である。 

こうした中、様々な事情で実親が養育できない子どもたちを一

時的に自分の家庭に迎え入れ、温かい愛情と正しい理解を持って

養育する里親制度には意義があると考える。本年２月には里親を

対象としたショートステイ事業が始まっており、従来は１歳以上

の子どもを対象として児童養護施設に限定されていた預け先に、

新たに里親が加えられたことで０歳児から預けることが可能に

なったことが評価できる。様々な理由で家族と共に暮らすことが

できていない子どもたちや、子育てに不安感や負担感を抱えてい

る子育て世帯への支援をさらに進めていくために、来年度東広島

市内に県西部こども家庭センターの支所が設置されるタイミン

グでもある今こそ、里親制度の活用をより推進するための環境整

備が重要である。 

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

四

回

定

例

会

１２月１０日 

（５人） 
鍋島 勢理 

ア 様々な要因で子育てに不安感や負担感を抱えている子育て

世帯が困ったときに子どもを短期間、一時的に里親に預けるこ

とができる里親ショートステイ事業の東広島市における位置

付けと、事業の現状について伺う。

イ より一層、里親ショートステイ事業を活用していただくため

には何がネックなのか。里親と利用者のマッチングがネックに

なっているように思われるが、認識を問う。

ウ 来年度開設する里親登録者を管理する西部こども家庭セン

ター支所と連携して、里親ショートステイ事業を進めることに

ついて今後の展望を伺う。

2 誰もが安心して暮らすことができる体制づくりについて 

(1) 誰もが安心して暮らすことができる体制づくりについて

我が国では少子高齢化と単独世帯の増加が進み、２０２３年に

は１，８４９万５，０００世帯の単独世帯のうち４６．２％に当

たる８５５万３，０００世帯が６５歳以上の高齢者となってい

る。こうした中で、居住に関わる手続きや死亡した後の手続き、

また日常的な生活や緊急時の対応など、単身での生活に不安を抱

える人は多い。 

そして東広島市でも身寄りのない高齢単身世帯の数が今後増

加することが見込まれ、また低所得の方や障がいのある方、ひき

こもりなど親なき後の生活に不安を抱えながら暮らす方もおら

れる。権利擁護支援や成年後見制度、また市社会福祉協議会によ

る福祉サービス利用援助事業や生活安心サポート事業などが展

開されている一方で、居住支援や日常生活支援、入院・入所時な

どの支援、死後の事務支援などについては十分に整備されていな

いことから、誰もが安心して暮らすことができるように支援体制

を早急に整備する必要があると考える。 

ア 住まいへの入居前の手続き支援や、入居してからの見守り支

援、そして死亡した際や退去時の手続き支援などを関係団体が

連携して行う居住支援のあり方について方向性を伺う。

イ 意思決定支援を行いながら、日常生活支援や入院・入所時の

身元保証を代替する支援、死後の事務支援を併せて行うことに

ついて認識を伺う。

ウ 居住支援や権利擁護支援、日常生活支援を部署を超えて包括

的に展開することについて今後の展望を伺う。

１２月１１日 

（５人） 
重森佳代子 

1 国も地方も財政は大丈夫？ 

(1) 国の政策が地方自治体に及ぼす影響について

「国の借金」が１３００兆円を超え過去最高となる中、来年度

に向けて減税や教員給与の増額、自衛隊の処遇改善など新たな政

策が予定されており、国としてさらに厳しい財政運営が求められ

ている。 

また、現在政府が検討している「年収１０３万円の壁」の引き

上げが、地方自治体の税収や社会保障負担に与える影響について

も見極める必要がある。 

ア 財政制度等審議会は、厳しい財政運営を受けて、地方自治体

に対し歳出改革の徹底を求め、その具体例として行政業務の効

率化や公共施設の統廃合等を挙げている。

今後、これらの取り組みをさらに強化・推進していくため、

本市が検討している具体的な施策について問う。 
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質問者 質問要旨 月日 
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会

１２月１０日 

（５人） 

上田 秀 

ウ 吉川地域を含め、工業団地から一定の範囲内において住居建

設が可能となるよう規制緩和の検討をされていると思うが、そ

の進捗状況はどのようになっているのか問う。

エ 当該対象地域（吉川地域）は市内でも集積面積の広い農業法

人が設立されており、７０ｈａを活用した農業が行われてい

る。そうしたなかでも担い手の高齢化に伴う後継者不足などの

課題が生じていると聞くが、さらに、産業団地事業を推し進め

るなかで、今回、法人は優良農地を手放すことになり、今後の

経営にも影響を及ぼすと想定されるが、残った圃場の生産性向

上に繋がる支援など持続可能な農業振興対策は考えられない

か。

2 持続可能な次世代環境都市の構築について 

(1) プラスチックごみのマテリアルリサイクルについて

令和６年度当初予算の６つの重点施策のうち、「持続可能な次

世代環境都市の構築」が掲げられている。 

今年度の国の骨太の方針においても、投資の拡大及び革新技術

の社会実装による社会課題への対応のＧＸ・エネルギー安全保障

の中で、「サーキュラーエコノミー（循環経済）」の実現に取り組

むとし、環境負荷の軽減や資源循環、ひいては成長型経済の実現

の観点からも、ペットボトルを始めとするプラスチック等の再資

源化に向けた技術開発及び設備投資への支援を行うとされてい

る。 

全国の自治体においても、これに関連して様々な取組みが既に

始まっているが、県内でも、２０２５年度（令和７年度）後半を

目標に、プラスチックごみの分別回収の導入を今年度中に決定し

ようとする自治体があるとの新聞報道が７月になされた。 

ア 本市のプラスチックごみのマテリアルリサイクルについて、

現時点の方針や取組み等について問う。

鍋島 勢理 

1 里親制度を活用した子育ての応援について 

(1) 里親制度を活用した子育ての応援について

令和４年度に全国の児童相談所が対応した児童虐待相談件数

は過去最高となり、実親等によって子どもの尊い命が奪われる事

案も後を絶たない状況である。子育て中の親が十分なサポートを

受けることができず、様々な課題が重なって虐待に至ってしまう

ことや、虐待による親子分離等に至ってしまうことを未然に防ぐ

こと、さらには、それ以前に世帯を孤立させない予防的な取り組

みの強化こそが重要である。 

こうした中、様々な事情で実親が養育できない子どもたちを一

時的に自分の家庭に迎え入れ、温かい愛情と正しい理解を持って

養育する里親制度には意義があると考える。本年２月には里親を

対象としたショートステイ事業が始まっており、従来は１歳以上

の子どもを対象として児童養護施設に限定されていた預け先に、

新たに里親が加えられたことで０歳児から預けることが可能に

なったことが評価できる。様々な理由で家族と共に暮らすことが

できていない子どもたちや、子育てに不安感や負担感を抱えてい

る子育て世帯への支援をさらに進めていくために、来年度東広島

市内に県西部こども家庭センターの支所が設置されるタイミン

グでもある今こそ、里親制度の活用をより推進するための環境整

備が重要である。 

会議名 
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１２月１０日 

（５人） 
鍋島 勢理 

ア 様々な要因で子育てに不安感や負担感を抱えている子育て

世帯が困ったときに子どもを短期間、一時的に里親に預けるこ

とができる里親ショートステイ事業の東広島市における位置

付けと、事業の現状について伺う。

イ より一層、里親ショートステイ事業を活用していただくため

には何がネックなのか。里親と利用者のマッチングがネックに

なっているように思われるが、認識を問う。

ウ 来年度開設する里親登録者を管理する西部こども家庭セン

ター支所と連携して、里親ショートステイ事業を進めることに

ついて今後の展望を伺う。

2 誰もが安心して暮らすことができる体制づくりについて 

(1) 誰もが安心して暮らすことができる体制づくりについて

我が国では少子高齢化と単独世帯の増加が進み、２０２３年に

は１，８４９万５，０００世帯の単独世帯のうち４６．２％に当

たる８５５万３，０００世帯が６５歳以上の高齢者となってい

る。こうした中で、居住に関わる手続きや死亡した後の手続き、

また日常的な生活や緊急時の対応など、単身での生活に不安を抱

える人は多い。 

そして東広島市でも身寄りのない高齢単身世帯の数が今後増

加することが見込まれ、また低所得の方や障がいのある方、ひき

こもりなど親なき後の生活に不安を抱えながら暮らす方もおら

れる。権利擁護支援や成年後見制度、また市社会福祉協議会によ

る福祉サービス利用援助事業や生活安心サポート事業などが展

開されている一方で、居住支援や日常生活支援、入院・入所時な

どの支援、死後の事務支援などについては十分に整備されていな

いことから、誰もが安心して暮らすことができるように支援体制

を早急に整備する必要があると考える。 

ア 住まいへの入居前の手続き支援や、入居してからの見守り支

援、そして死亡した際や退去時の手続き支援などを関係団体が

連携して行う居住支援のあり方について方向性を伺う。

イ 意思決定支援を行いながら、日常生活支援や入院・入所時の

身元保証を代替する支援、死後の事務支援を併せて行うことに

ついて認識を伺う。

ウ 居住支援や権利擁護支援、日常生活支援を部署を超えて包括

的に展開することについて今後の展望を伺う。

１２月１１日 

（５人） 
重森佳代子 

1 国も地方も財政は大丈夫？ 

(1) 国の政策が地方自治体に及ぼす影響について

「国の借金」が１３００兆円を超え過去最高となる中、来年度

に向けて減税や教員給与の増額、自衛隊の処遇改善など新たな政

策が予定されており、国としてさらに厳しい財政運営が求められ

ている。 

また、現在政府が検討している「年収１０３万円の壁」の引き

上げが、地方自治体の税収や社会保障負担に与える影響について

も見極める必要がある。 

ア 財政制度等審議会は、厳しい財政運営を受けて、地方自治体

に対し歳出改革の徹底を求め、その具体例として行政業務の効

率化や公共施設の統廃合等を挙げている。

今後、これらの取り組みをさらに強化・推進していくため、

本市が検討している具体的な施策について問う。 
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１２月１１日 

（５人） 
重森佳代子 

(2) 適正な財政調整基金残高の考え方について

本年１１月、本市では令和７年度から令和１２年度の中期財政

運営方針が示された。 

ア 本市の財政指針は概ね一定の水準を維持しつつも、指針の多

くは悪化傾向にある。このような財政運営の中で、この度の方

針では、財政調整基金の目安を約５０億円（標準財政規模の約

１０％）に設定し、令和６年度末の１４５億円から令和１２年

度にかけて５４億円まで減額する見通しが示された。

この大幅な方針転換の根拠と、リスク評価や財政運営への影

響について問う。 

イ 財政調整基金の減額について、なぜ現時点で必要と判断した

のか、また目安の約５０億円まで減額後の財政運営をどのよう

に進めるのか、長期的な視点から説明を求める。

(3) 既存の公共施設の積極的有効活用について

本市は、次世代学園都市構想や半導体産業等に係る産業団地・

インフラ整備、既存の公共施設の改修など、大型事業が計画され

ている。

ア 「ビルド＆スクラップ」の考え方で、「市民のために、何を

実現すべきか」に主眼を置き、「必要ではあるものの、優先順

位が下がる事業は何か」という取捨選択について、庁内全体で

議論すべきではないか、問う。

少子高齢化と物価高騰が進む中、財政見通しが厳しい現状に

おいて、自治体として限られた財源を最大限に活用するために

は、従来の枠配分方式だけでは対応できない課題が山積してい

る。こうした状況を契機ととらえ、市民目線をより重視し、既

存事業の取捨選択を大胆に進めることが、今後の市民サービス

の充実に資するのではないか、問う。 

イ 福富町久芳小学校跡地を活用した新文化財センターの計画

について問う。本市には八本松、安芸津、三永、河内、豊栄に

民俗資料館があるが、これらは歴史的・文化的価値がある一方

で、入館者が極めて少ない施設である。本事業の設計段階にお

ける進捗状況、総事業費、事業効果を問う。また、既存の民俗

資料館について、新文化財センターへの集約によって、運営効

率化や市民利用の促進を図る計画があるのか問う。

ウ 本市の公共施設のうち、学校施設は全体の４３％を占めてい

る。学校施設は、校舎建設時の児童生徒数に応じた規模で整備

されているが、近年の児童生徒数の減少に伴い、余裕スペース

のある学校もある。このような状況を踏まえ、地域の実情やニ

ーズに応じて、安全性に十分配慮しながら、学校施設と他の公

共施設等との複合化を検討してはどうか。

本市では、コミュニティスクールによる「地域とともにある

学校づくり」を推進しており、上黒瀬小学校でのコミュニティ

ホールの整備は、一定評価する。今後、地域と学校を一体的に

捉え、「新しい時代の学びを実現する」ために創意工夫し、柔

軟な活用を図ることで、地域コミュニティの拠点として、地域

や社会の人々と共創する学校づくりを、さらに積極的に進めて

はどうか。所見を問う。
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重森佳代子 

2 子育て世代の暮らしは大丈夫？ 

(1) 市民の暮らしに直結！給食費無料化に期待

「新米が出れば、コメ価格は安定する」と報じられたものの、

コメ価格は前年同月比５７％上昇（中国新聞）し、家計を圧迫し

ている。主食のコメをはじめ、物価上昇に歯止めがかからず、こ

れに見合う賃金上昇がないため、２０２４年７月～９月期のエン

ゲル係数（家計の消費支出に占める食費の割合）は２８．７％に

上昇し、Ｇ７で最も高く、４２年ぶりの高水準となっている（日

経新聞）。特に、子どもの多い世帯や収入の少ない世帯ではエン

ゲル係数がさらに高くなり、成長期の子育て家庭にとっては、生

活基盤を脅かす異常事態である。政府は物価上昇分の賃上げを経

済界に求めているものの、本市では従業員数１００人未満の事業

所が全体の約９８％を占め、その多くが３０人未満の小規模な事

業所である（２０２０年 経済センサス）。地域の多くの事業所で

は、賃金上昇の余地が限られているのが現状である。

ア 茨城県水戸市（一般会計総額 約１２００億円）では、２０

２３年度から中学校と義務教育学校の給食費を無料化、２０２

４年度は小学校給食費を半額にし、来年度には小中学校共に無

料化をめざしている。水戸市では、ふるさと納税や地方創生臨

時交付金を財源として活用しており、この事業を継続するため

「予算の隙間を工夫して財源を捻出する」としている（朝日新

聞、ＮＨＫ茨城）。財源に一定の課題を抱える水戸市の手法に

ついて、その是非はさておき、給食費無料化への意気込みと水

戸市長の行動力には敬意を表する。

地域経済の活性化という観点からも、家計がひっ迫している

状況では、貯蓄に回りやすい給付金よりも、毎日恩恵を受けら

れ、継続的に支援が実感できる給食費の無料化の方が、消費マ

インドを高め、より大きな経済効果が見込まれる。

給食費の無料化については、本来、国が一律に実施すべき施

策である。しかし、深刻な現状を踏まえ、子育て世帯を支援す

るためには、緊急対策として自治体が独自に、時限的あるいは

段階的に実施する必要があると考える。市民の負担軽減策およ

び市内全域の経済対策として、ふるさと納税の一部を財源とし

て活用し、時限的な中学校給食費の無料化を実施すべきではな

いか、問う。 

下向智恵子 

1  認知症の人に寄り添った地域社会の構築について 

(1) 認知症の人に寄り添った地域社会の構築について

２０４０年には、６５歳以上の約３人に１人が認知症または軽

度認知障害（ＭＣＩ）になると推計されている。今年１月に認知

症基本法が施行され、当事者が尊厳を持ち、自分らしく暮らせる

共生社会の実現が求められている。しかし、認知症に対する社会

のマイナスイメージは根強く、初期段階の症状が「歳のせい」と

見過ごされることが多く、進行に伴い、家族の介護負担や精神的

ストレスが増大することが課題である。

ア 認知症の人の尊厳ある暮らしを守るケア技法であるユマニ

チュードの普及について伺う。

イ 認知症高齢者等の見守り支援に関する取り組みについて伺

う。
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(2) 適正な財政調整基金残高の考え方について

本年１１月、本市では令和７年度から令和１２年度の中期財政

運営方針が示された。 

ア 本市の財政指針は概ね一定の水準を維持しつつも、指針の多

くは悪化傾向にある。このような財政運営の中で、この度の方

針では、財政調整基金の目安を約５０億円（標準財政規模の約

１０％）に設定し、令和６年度末の１４５億円から令和１２年

度にかけて５４億円まで減額する見通しが示された。

この大幅な方針転換の根拠と、リスク評価や財政運営への影

響について問う。 

イ 財政調整基金の減額について、なぜ現時点で必要と判断した

のか、また目安の約５０億円まで減額後の財政運営をどのよう

に進めるのか、長期的な視点から説明を求める。

(3) 既存の公共施設の積極的有効活用について

本市は、次世代学園都市構想や半導体産業等に係る産業団地・

インフラ整備、既存の公共施設の改修など、大型事業が計画され

ている。

ア 「ビルド＆スクラップ」の考え方で、「市民のために、何を

実現すべきか」に主眼を置き、「必要ではあるものの、優先順

位が下がる事業は何か」という取捨選択について、庁内全体で

議論すべきではないか、問う。

少子高齢化と物価高騰が進む中、財政見通しが厳しい現状に

おいて、自治体として限られた財源を最大限に活用するために

は、従来の枠配分方式だけでは対応できない課題が山積してい

る。こうした状況を契機ととらえ、市民目線をより重視し、既

存事業の取捨選択を大胆に進めることが、今後の市民サービス

の充実に資するのではないか、問う。 

イ 福富町久芳小学校跡地を活用した新文化財センターの計画

について問う。本市には八本松、安芸津、三永、河内、豊栄に

民俗資料館があるが、これらは歴史的・文化的価値がある一方

で、入館者が極めて少ない施設である。本事業の設計段階にお

ける進捗状況、総事業費、事業効果を問う。また、既存の民俗

資料館について、新文化財センターへの集約によって、運営効

率化や市民利用の促進を図る計画があるのか問う。

ウ 本市の公共施設のうち、学校施設は全体の４３％を占めてい

る。学校施設は、校舎建設時の児童生徒数に応じた規模で整備

されているが、近年の児童生徒数の減少に伴い、余裕スペース

のある学校もある。このような状況を踏まえ、地域の実情やニ

ーズに応じて、安全性に十分配慮しながら、学校施設と他の公

共施設等との複合化を検討してはどうか。

本市では、コミュニティスクールによる「地域とともにある

学校づくり」を推進しており、上黒瀬小学校でのコミュニティ

ホールの整備は、一定評価する。今後、地域と学校を一体的に

捉え、「新しい時代の学びを実現する」ために創意工夫し、柔

軟な活用を図ることで、地域コミュニティの拠点として、地域

や社会の人々と共創する学校づくりを、さらに積極的に進めて

はどうか。所見を問う。

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

四

回

定

例

会

１２月１１日 

（５人） 

重森佳代子 

2 子育て世代の暮らしは大丈夫？ 

(1) 市民の暮らしに直結！給食費無料化に期待

「新米が出れば、コメ価格は安定する」と報じられたものの、

コメ価格は前年同月比５７％上昇（中国新聞）し、家計を圧迫し

ている。主食のコメをはじめ、物価上昇に歯止めがかからず、こ

れに見合う賃金上昇がないため、２０２４年７月～９月期のエン

ゲル係数（家計の消費支出に占める食費の割合）は２８．７％に

上昇し、Ｇ７で最も高く、４２年ぶりの高水準となっている（日

経新聞）。特に、子どもの多い世帯や収入の少ない世帯ではエン

ゲル係数がさらに高くなり、成長期の子育て家庭にとっては、生

活基盤を脅かす異常事態である。政府は物価上昇分の賃上げを経

済界に求めているものの、本市では従業員数１００人未満の事業

所が全体の約９８％を占め、その多くが３０人未満の小規模な事

業所である（２０２０年 経済センサス）。地域の多くの事業所で

は、賃金上昇の余地が限られているのが現状である。

ア 茨城県水戸市（一般会計総額 約１２００億円）では、２０

２３年度から中学校と義務教育学校の給食費を無料化、２０２

４年度は小学校給食費を半額にし、来年度には小中学校共に無

料化をめざしている。水戸市では、ふるさと納税や地方創生臨

時交付金を財源として活用しており、この事業を継続するため

「予算の隙間を工夫して財源を捻出する」としている（朝日新

聞、ＮＨＫ茨城）。財源に一定の課題を抱える水戸市の手法に

ついて、その是非はさておき、給食費無料化への意気込みと水

戸市長の行動力には敬意を表する。

地域経済の活性化という観点からも、家計がひっ迫している

状況では、貯蓄に回りやすい給付金よりも、毎日恩恵を受けら

れ、継続的に支援が実感できる給食費の無料化の方が、消費マ

インドを高め、より大きな経済効果が見込まれる。

給食費の無料化については、本来、国が一律に実施すべき施

策である。しかし、深刻な現状を踏まえ、子育て世帯を支援す

るためには、緊急対策として自治体が独自に、時限的あるいは

段階的に実施する必要があると考える。市民の負担軽減策およ

び市内全域の経済対策として、ふるさと納税の一部を財源とし

て活用し、時限的な中学校給食費の無料化を実施すべきではな

いか、問う。 

下向智恵子 

1  認知症の人に寄り添った地域社会の構築について 

(1) 認知症の人に寄り添った地域社会の構築について

２０４０年には、６５歳以上の約３人に１人が認知症または軽

度認知障害（ＭＣＩ）になると推計されている。今年１月に認知

症基本法が施行され、当事者が尊厳を持ち、自分らしく暮らせる

共生社会の実現が求められている。しかし、認知症に対する社会

のマイナスイメージは根強く、初期段階の症状が「歳のせい」と

見過ごされることが多く、進行に伴い、家族の介護負担や精神的

ストレスが増大することが課題である。

ア 認知症の人の尊厳ある暮らしを守るケア技法であるユマニ

チュードの普及について伺う。

イ 認知症高齢者等の見守り支援に関する取り組みについて伺

う。
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

四

回

定

例

会

１２月１１日 

（５人） 

下向智恵子 

2 ＧＩＧＡスクール端末の更新と処分について 

(1) ＧＩＧＡスクール端末の更新と処分について

ＧＩＧＡスクール構想で全国で約９５０万台の端末が整備さ

れたが、全国において、更新時期を迎え適切な調達と旧端末の処

分が課題となっている。主な懸念事項は、端末の再使用・再資源

化が補助対象の条件となること、及び端末内の個人情報管理であ

る。不適切な処理や個人情報流出のリスクを避けるため、法律を

遵守した適切な処理と確実なデータ消去が求められている。 

ア 本市の端末更新計画と旧端末の適切な処分について伺う。

イ 再資源化の推進と認定事業者との連携について伺う。

ウ データ漏洩防止と適正処理に向けた予算措置について伺う。 

3 若者を守るための市販薬オーバードーズ防止対策 

(1) 若者を守るための市販薬オーバードーズ防止対策について

オーバードーズとは、市販の風邪薬や咳止め薬を大量摂取する

ことであり、特に１０代・２０代の若者で増加している。依存症

や肝機能障害、意識不明など深刻な症状を引き起こし、中には死

亡例もある。厚労省の調査では、１０代の薬物依存症患者の主た

る薬物の６５．２％が市販薬であり、高校生の約６０人に１人が

乱用経験を持つという。救急搬送例も増加しており、緊急の対策

が必要である。 

ア 本市におけるオーバードーズに関する現状とオーバードー

ズ防止の啓発活動について伺う。

イ 専門の相談窓口について伺う。

ウ 教育現場での薬物乱用防止の指導・啓発について伺う。

谷 晴美 

1 地方自治法改正の問題点について 

(1) 地方自治法改正の問題点について

国会審議において参考人から多くの課題が指摘されていたが

地方自治法の改正が成立した。しかし、全国町村会や全国各地の

自治体の首長からも批判の声が挙がってきている。 

ア ２０００年に施行された地方分権推進一括法に基づいて行

われた地方分権改革は、国と地方公共団体は対等、協力の関係

にあることとなり、国の地方公共団体に対する関与を「必要最

小限にとどめる」内容となっている。しかし、法律の改正で地

方自治法を内側から壊すものになるのではないのか心配して

いる。

市は国に対して意見をして市民の安全に寄与すべきである。

市の考えを伺う。 

2 投票率の引き上げについて 

(1) 投票率の引き上げについて

先日の衆議院議員総選挙では広島県の投票率は４８．４０％だ

ったと明らかになっている。東広島市の投票率も同等のレベルで

あり、引き上げる必要があると考える。 

ア 投票日の最終時刻を以前のように午後７時から午後８時に

戻し、誰もが投票できるようにするべき。投票の平等から考え

を伺う。

イ 白紙投票する選挙人に対し、立会人から「名前を書いてくだ

さい」と注意を受ける事案がある。投票の自由の観点から本市

の考えを伺う。

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

四

回

定

例

会

１２月１１日 

（５人） 

谷 晴美 

ウ 立候補する自由と環境整備のために、国に公職選挙法の改正

を要望するべきだが本市の考えを伺う。

エ 選挙公報をデジタル化して期日前投票できるよう改善され

ているがもっと周知すべき。市の考えを伺う。

オ 主権者教育の一環として、学校の図書室で子ども新聞が閲覧

できるようになってきている。多様性のため、新聞社を限定せ

ず各紙見比べができているのか？現状と課題を伺う。

カ 選挙運動のＳＮＳの活用に規制をかけてほしいと声が上が

ってきている。考えを伺う。

キ 企業・団体献金の禁止を求めているが市の考えを伺う。

3 １２月２日からマイナンバーカード保険証が一体化する問題につ

いて 

(1) マイナンバーカードと紙の保険証の併用を求めることについ

て

政府はマイナンバーカード保険証への移行をすすめ、１２月２

日から現行保険証の新規発行をストップしようとしている。７割

の医療機関で様々なトラブルがあり、利用率は全国規模では２

０％に満たない状況となっている。 

ア これまでの保険証は１年間有効であること、マイナンバーカ

ード保険証の利用登録解除は可能であることをしらせ、手続き

してもらえるよう周知するべき。本市の考えを伺う。

イ マイナンバーカードを取得していない方等への資格確認書

の発行は申請なしでも交付されることになっている。もっと周

知すべき。本市の考えを伺う。

ウ これまで通りセキュリティーに不安がある市民のために紙

の保険証の利用存続を国に求めることについて本市の考えを

伺う。

景山 浩 

1 本市公共交通施策が抱える課題について 

(1) 本市公共交通施策推進の方向性について

２０２３年に改正された地域交通法は、リ・デザインと銘打ち

「連携・協調（共創）」の手法で公共交通事業の体質改善を図る

方針が国から打ち出された。 

２０２４年に策定された東広島市都市交通計画もその方針に

沿い推進されるものと思われる。 

ア 今年度の予算においても新たな分野で施策及び事業の展開

に取り組まれ、従来の業務量がさらに増加することが見込まれ

る。人員の増員等を含め推進体制の強化が望まれると思うが市

の考えを伺う。

イ 公共交通がもたらすクロスセクター効果を施策に反映させ

るため、地域振興部を中心とした部局間の連携にとどまらず、

都市部及び建設部を基軸とした政策及び組織の統合も図られ

るべきと考えるが市の考えを伺う。

(2) これから求められる新たな公共交通支援の手法について

運行欠損額に対する補助及び公共交通施策の包括化により、公

共交通は今まで維持向上が図られてきたが、全国に目を遣ると新

たな視点での取り組みが始まっているところもある。 

ア 法定外税のあり方については、県とともに慎重に取り組む必

要があると思えるが、公共支出については従来型を超えた支援

のあり方が検討されてしかるべきだと考える。
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

四

回

定

例

会

１２月１１日 

（５人） 

下向智恵子 

2 ＧＩＧＡスクール端末の更新と処分について 

(1) ＧＩＧＡスクール端末の更新と処分について

ＧＩＧＡスクール構想で全国で約９５０万台の端末が整備さ

れたが、全国において、更新時期を迎え適切な調達と旧端末の処

分が課題となっている。主な懸念事項は、端末の再使用・再資源

化が補助対象の条件となること、及び端末内の個人情報管理であ

る。不適切な処理や個人情報流出のリスクを避けるため、法律を

遵守した適切な処理と確実なデータ消去が求められている。 

ア 本市の端末更新計画と旧端末の適切な処分について伺う。

イ 再資源化の推進と認定事業者との連携について伺う。

ウ データ漏洩防止と適正処理に向けた予算措置について伺う。 

3 若者を守るための市販薬オーバードーズ防止対策 

(1) 若者を守るための市販薬オーバードーズ防止対策について

オーバードーズとは、市販の風邪薬や咳止め薬を大量摂取する

ことであり、特に１０代・２０代の若者で増加している。依存症

や肝機能障害、意識不明など深刻な症状を引き起こし、中には死

亡例もある。厚労省の調査では、１０代の薬物依存症患者の主た

る薬物の６５．２％が市販薬であり、高校生の約６０人に１人が

乱用経験を持つという。救急搬送例も増加しており、緊急の対策

が必要である。 

ア 本市におけるオーバードーズに関する現状とオーバードー

ズ防止の啓発活動について伺う。

イ 専門の相談窓口について伺う。

ウ 教育現場での薬物乱用防止の指導・啓発について伺う。

谷 晴美 

1 地方自治法改正の問題点について 

(1) 地方自治法改正の問題点について

国会審議において参考人から多くの課題が指摘されていたが

地方自治法の改正が成立した。しかし、全国町村会や全国各地の

自治体の首長からも批判の声が挙がってきている。 

ア ２０００年に施行された地方分権推進一括法に基づいて行

われた地方分権改革は、国と地方公共団体は対等、協力の関係

にあることとなり、国の地方公共団体に対する関与を「必要最

小限にとどめる」内容となっている。しかし、法律の改正で地

方自治法を内側から壊すものになるのではないのか心配して

いる。

市は国に対して意見をして市民の安全に寄与すべきである。

市の考えを伺う。 

2 投票率の引き上げについて 

(1) 投票率の引き上げについて

先日の衆議院議員総選挙では広島県の投票率は４８．４０％だ

ったと明らかになっている。東広島市の投票率も同等のレベルで

あり、引き上げる必要があると考える。 

ア 投票日の最終時刻を以前のように午後７時から午後８時に

戻し、誰もが投票できるようにするべき。投票の平等から考え

を伺う。

イ 白紙投票する選挙人に対し、立会人から「名前を書いてくだ

さい」と注意を受ける事案がある。投票の自由の観点から本市

の考えを伺う。

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

四

回

定

例

会

１２月１１日 

（５人） 

谷 晴美 

ウ 立候補する自由と環境整備のために、国に公職選挙法の改正

を要望するべきだが本市の考えを伺う。

エ 選挙公報をデジタル化して期日前投票できるよう改善され

ているがもっと周知すべき。市の考えを伺う。

オ 主権者教育の一環として、学校の図書室で子ども新聞が閲覧

できるようになってきている。多様性のため、新聞社を限定せ

ず各紙見比べができているのか？現状と課題を伺う。

カ 選挙運動のＳＮＳの活用に規制をかけてほしいと声が上が

ってきている。考えを伺う。

キ 企業・団体献金の禁止を求めているが市の考えを伺う。

3 １２月２日からマイナンバーカード保険証が一体化する問題につ

いて 

(1) マイナンバーカードと紙の保険証の併用を求めることについ

て

政府はマイナンバーカード保険証への移行をすすめ、１２月２

日から現行保険証の新規発行をストップしようとしている。７割

の医療機関で様々なトラブルがあり、利用率は全国規模では２

０％に満たない状況となっている。 

ア これまでの保険証は１年間有効であること、マイナンバーカ

ード保険証の利用登録解除は可能であることをしらせ、手続き

してもらえるよう周知するべき。本市の考えを伺う。

イ マイナンバーカードを取得していない方等への資格確認書

の発行は申請なしでも交付されることになっている。もっと周

知すべき。本市の考えを伺う。

ウ これまで通りセキュリティーに不安がある市民のために紙

の保険証の利用存続を国に求めることについて本市の考えを

伺う。

景山 浩 

1 本市公共交通施策が抱える課題について 

(1) 本市公共交通施策推進の方向性について

２０２３年に改正された地域交通法は、リ・デザインと銘打ち

「連携・協調（共創）」の手法で公共交通事業の体質改善を図る

方針が国から打ち出された。 

２０２４年に策定された東広島市都市交通計画もその方針に

沿い推進されるものと思われる。 

ア 今年度の予算においても新たな分野で施策及び事業の展開

に取り組まれ、従来の業務量がさらに増加することが見込まれ

る。人員の増員等を含め推進体制の強化が望まれると思うが市

の考えを伺う。

イ 公共交通がもたらすクロスセクター効果を施策に反映させ

るため、地域振興部を中心とした部局間の連携にとどまらず、

都市部及び建設部を基軸とした政策及び組織の統合も図られ

るべきと考えるが市の考えを伺う。

(2) これから求められる新たな公共交通支援の手法について

運行欠損額に対する補助及び公共交通施策の包括化により、公

共交通は今まで維持向上が図られてきたが、全国に目を遣ると新

たな視点での取り組みが始まっているところもある。 

ア 法定外税のあり方については、県とともに慎重に取り組む必

要があると思えるが、公共支出については従来型を超えた支援

のあり方が検討されてしかるべきだと考える。
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

四

回

定

例

会

１２月１１日 

（５人） 

景山 浩 

市として考えられている施策メニューの構想があるのか伺

う。 

イ 地域公共交通会議のあり方については、従来型の事業者間の

調整から地域が望む運行に向けた検討の場に変えていく時期

に来ていると思うが市の考えを伺う。

ウ 公共交通支援施策として市民の皆様の意識変容を促すため

にも今こそ公共交通利用促進条例の制定が求められていると

思うが市の考えを伺う。

中川 修 

1 東広島市の特性を活かした様々な誘致について 

(1) スポーツ関連の誘致について

東広島市は県の中央に位置し、公共交通機関が充実し、広島空

港に隣接するなど、移動手段が多く人が集まりやすくとても便利

なまちであるが、大きな大会が行われていない事などを鑑み、今

後に向けて大規模改修を含めた施設整備が必要ではないかと考

える。 

ア 東広島運動公園野球場の施設整備について問う。

イ 東広島運動公園陸上競技場の施設整備について問う。

(2) 学会や国際会議等について

東広島市観光総合戦略では、ターゲットのうち、国内からの観

光客誘致として、ＭＩＣＥによる誘客の推進を掲げられ、第五次

東広島市総合計画においても、「仕事づくり」の「地域資源を活

かした観光の振興」として、主な取組みの一つになっている。 

ア 最近、ＭＩＣＥという言葉を聞かなくなったが、本市ではＭ

ＩＣＥについてどのように考えているのか。また、今後、何ら

か取り組もうとされているのかどうか問う。

イ 本市にコンベンションホールが無いことは承知しているが、

代替案として、現在ある資源を有効活用するなど、知恵と工夫

で呼び込むことを検討していただきたいと思うが、本市の考え

を問う。

(3) ロケツーリズムについて

ロケツーリズムとは、有名な観光スポットなどを持たない地域

に、観光地としての付加価値を与え、観光による経済の活性化に

つなげるもので、地域経済の活性化、撮影時の経済波及効果があ

るとされている。 

ア 本市には１００か国を超える国から約９，０００人の外国人

市民の方々が在住しているという強みを活かし、外国人市民の

方々に、出身国の映画やドラマのロケ地として相応しい場所は

ないかについてリサーチしてみることを提案したいが所見を

問う。

イ 一般社団法人ロケツーリズム協議会という組織があり、全国

各地でロケツーリズムに取り組んでいる自治体や企業、ロケ地

を探す制作者が集まり、ロケの受け入れや情報発信について学

び、活用する組織で、数は少ないが、地方自治体も会員になっ

ているとのことであるが、本市が会員になる考えはないのか問

う。

2 災害に備える都市整備について 

(1) 東広島医療センターの進入路確保について

今年も能登半島地震から始まり、全国的に自然災害が発生して

おり、本市もいつ来るかわからない自然災害に対し備えておく必 

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

四

回

定

例

会

１２月１１日 

（５人） 
中川 修 

  要がある。医療体制について考える中で、東広島医療センターへ

の進入路としては市道寺家北３６号線がメインとなっているが、

災害発生時は土砂が流れ込み通行できなくなることが予想され

る。 

ア 東広島医療センターへの進入路を確保するための手法を、本

市として検討されたことはあるのかを問う。

イ 新たな進入路を確保しておく必要性があると思うが、本市の

考えを問う。

１２月１２日 

（５人） 
山田 学 

1 環境保全の取組みについて 

(1) 自然との調和を目指す本市のビジョンについて

本市が目指すまちの姿として「豊かな自然環境の保全と活用」

が掲げられている一方で、再エネ開発により地域から豊かな原風

景が失われつつある状況にある。 

ア 郊外地区に太陽光パネル関連設備の建設が進む中で、本市の

将来都市像にある「自然環境と調和した都市環境」とはどのよ

うな認識なのか伺う。

イ 太陽光パネルの設置が進む中、田園風景との調和を今後どの

ように実現していくのか伺う。

ウ 太陽光パネルの設置が進む中、今後の景観シミュレーション

をどう考えているのか、本市における景観保全のための取組み

について伺う。

エ 太陽光パネルの設置が進めば、変電所や鉄塔等の「追加の設

備の設置」の計画も進む可能性があるが、本市はこの現状につ

いてどのように把握しているか。

(2) 田園風景と土地を守るための取組みについて

太陽光パネル設置は高齢化や担い手不足といった課題を抱え

る農家にとっての土地活用の選択肢の一つである一方、それ以外

に選べる選択肢が少なく、豊かな自然を望む住民の願いと逆行し

て、再エネ設備の設置が進んでいる現状にある。 

ア 本市には鉄塔の設置などで壊される田園風景を守るための

本市独自の景観条例や規制がない。田園風景を守るための条例

の必要性について検討がされているか伺う。

イ 高齢で田畑の管理が出来ず、担い手も見つからない農家や地

権者に対してどのような土地活用の提案をしているか伺う。

ウ 地域の自然環境を地域住民自らが守るための、本市独自の補

助金、助成制度などが必要であると考えるが見解を伺う。

エ 太陽光パネルの設置は地権者と事業者でやり取りが進むた

め、地域住民がまちづくりに参加できていない現状がある。地

域住民がまちづくりに参加できる環境の整備が必要だと考え

るが、本市の見解を伺う。

2 多文化共生社会のビジョンについて 

(1) 外国人市民の現状について

本市は県内市町で最も外国人の比率が多い。一方で言葉の壁や

習慣の違いなどを感じる市民からは、治安の悪化や生活マナーに

関する不安の声も少なくない。 

ア 本市の人口動態には外国人市民の動向が大きく影響を与え

ており、今後も増加が見込まれる。今後どの程度の外国人市民

の増加を想定しているか伺う。
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

四

回

定

例

会

１２月１１日 

（５人） 

景山 浩 

市として考えられている施策メニューの構想があるのか伺

う。 

イ 地域公共交通会議のあり方については、従来型の事業者間の

調整から地域が望む運行に向けた検討の場に変えていく時期

に来ていると思うが市の考えを伺う。

ウ 公共交通支援施策として市民の皆様の意識変容を促すため

にも今こそ公共交通利用促進条例の制定が求められていると

思うが市の考えを伺う。

中川 修 

1 東広島市の特性を活かした様々な誘致について 

(1) スポーツ関連の誘致について

東広島市は県の中央に位置し、公共交通機関が充実し、広島空

港に隣接するなど、移動手段が多く人が集まりやすくとても便利

なまちであるが、大きな大会が行われていない事などを鑑み、今

後に向けて大規模改修を含めた施設整備が必要ではないかと考

える。 

ア 東広島運動公園野球場の施設整備について問う。

イ 東広島運動公園陸上競技場の施設整備について問う。

(2) 学会や国際会議等について

東広島市観光総合戦略では、ターゲットのうち、国内からの観

光客誘致として、ＭＩＣＥによる誘客の推進を掲げられ、第五次

東広島市総合計画においても、「仕事づくり」の「地域資源を活

かした観光の振興」として、主な取組みの一つになっている。 

ア 最近、ＭＩＣＥという言葉を聞かなくなったが、本市ではＭ

ＩＣＥについてどのように考えているのか。また、今後、何ら

か取り組もうとされているのかどうか問う。

イ 本市にコンベンションホールが無いことは承知しているが、

代替案として、現在ある資源を有効活用するなど、知恵と工夫

で呼び込むことを検討していただきたいと思うが、本市の考え

を問う。

(3) ロケツーリズムについて

ロケツーリズムとは、有名な観光スポットなどを持たない地域

に、観光地としての付加価値を与え、観光による経済の活性化に

つなげるもので、地域経済の活性化、撮影時の経済波及効果があ

るとされている。 

ア 本市には１００か国を超える国から約９，０００人の外国人

市民の方々が在住しているという強みを活かし、外国人市民の

方々に、出身国の映画やドラマのロケ地として相応しい場所は

ないかについてリサーチしてみることを提案したいが所見を

問う。

イ 一般社団法人ロケツーリズム協議会という組織があり、全国

各地でロケツーリズムに取り組んでいる自治体や企業、ロケ地

を探す制作者が集まり、ロケの受け入れや情報発信について学

び、活用する組織で、数は少ないが、地方自治体も会員になっ

ているとのことであるが、本市が会員になる考えはないのか問

う。

2 災害に備える都市整備について 

(1) 東広島医療センターの進入路確保について

今年も能登半島地震から始まり、全国的に自然災害が発生して

おり、本市もいつ来るかわからない自然災害に対し備えておく必 

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

四

回

定

例

会

１２月１１日 

（５人） 
中川 修 

  要がある。医療体制について考える中で、東広島医療センターへ

の進入路としては市道寺家北３６号線がメインとなっているが、

災害発生時は土砂が流れ込み通行できなくなることが予想され

る。 

ア 東広島医療センターへの進入路を確保するための手法を、本

市として検討されたことはあるのかを問う。

イ 新たな進入路を確保しておく必要性があると思うが、本市の

考えを問う。

１２月１２日 

（５人） 
山田 学 

1 環境保全の取組みについて 

(1) 自然との調和を目指す本市のビジョンについて

本市が目指すまちの姿として「豊かな自然環境の保全と活用」

が掲げられている一方で、再エネ開発により地域から豊かな原風

景が失われつつある状況にある。 

ア 郊外地区に太陽光パネル関連設備の建設が進む中で、本市の

将来都市像にある「自然環境と調和した都市環境」とはどのよ

うな認識なのか伺う。

イ 太陽光パネルの設置が進む中、田園風景との調和を今後どの

ように実現していくのか伺う。

ウ 太陽光パネルの設置が進む中、今後の景観シミュレーション

をどう考えているのか、本市における景観保全のための取組み

について伺う。

エ 太陽光パネルの設置が進めば、変電所や鉄塔等の「追加の設

備の設置」の計画も進む可能性があるが、本市はこの現状につ

いてどのように把握しているか。

(2) 田園風景と土地を守るための取組みについて

太陽光パネル設置は高齢化や担い手不足といった課題を抱え

る農家にとっての土地活用の選択肢の一つである一方、それ以外

に選べる選択肢が少なく、豊かな自然を望む住民の願いと逆行し

て、再エネ設備の設置が進んでいる現状にある。 

ア 本市には鉄塔の設置などで壊される田園風景を守るための

本市独自の景観条例や規制がない。田園風景を守るための条例

の必要性について検討がされているか伺う。

イ 高齢で田畑の管理が出来ず、担い手も見つからない農家や地

権者に対してどのような土地活用の提案をしているか伺う。

ウ 地域の自然環境を地域住民自らが守るための、本市独自の補

助金、助成制度などが必要であると考えるが見解を伺う。

エ 太陽光パネルの設置は地権者と事業者でやり取りが進むた

め、地域住民がまちづくりに参加できていない現状がある。地

域住民がまちづくりに参加できる環境の整備が必要だと考え

るが、本市の見解を伺う。

2 多文化共生社会のビジョンについて 

(1) 外国人市民の現状について

本市は県内市町で最も外国人の比率が多い。一方で言葉の壁や

習慣の違いなどを感じる市民からは、治安の悪化や生活マナーに

関する不安の声も少なくない。 

ア 本市の人口動態には外国人市民の動向が大きく影響を与え

ており、今後も増加が見込まれる。今後どの程度の外国人市民

の増加を想定しているか伺う。
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

四

回

定

例

会

１２月１２日 

（５人） 

山田 学 

イ 外国人市民が増えることで想定される今後の課題と対策に

ついて伺う。

ウ 埼玉県川口市では一部の地域で在住外国人によるルール違

反やマナー問題が顕在化している。本市も今後ますます外国人

市民が増加していく中で、このような問題が起こる可能性をど

の程度想定しているか伺う。

(2) 外国人の生活保護受給について

新型コロナ以降、日本に暮らす外国人で生活に困窮している人

が増加しており、厚労省によると２０２２年１１月の外国人生活

保護受給者は全国で約６万６０００人で、支給額は約１２００億

円で１０年前の２倍近くになる。 

ア 生活保護の対象となる外国人の基準と支援の詳細について

伺う。

イ 過去５年間の外国人生活保護受給者の数を在留資格別に伺

う。

ウ 本市の日本人と在住外国人市民の国民健康保険税の収納率

について伺う。

エ 昨年度の本市の日本人、外国人のそれぞれの出産育児一時金

の申請件数、支給件数と支給額、不正受給の有無について伺う。 

岡田 育三 

1 持続可能な本市の農業施策について 

(1) 持続可能な農業経営維持のための担い手確保と農地の維持に

ついて

第五次東広島市総合計画で地域別計画での「農山漁村の魅力づ

くりと農林水産業の活性化」の中に都市近郊型農業を推進すると

あるが、農業を取巻く環境は大変厳しく先の見えない状況である

ことから裾野の広い施策や取組みが必要と考える。 

ア 「半農半Ｘ」も含め、農業における多様な取組みを推進する

など裾野の広い担い手確保策が必要と考えるが市の見解を伺

う。

イ 農業の６次産業化による年間売上高は全国で１０年前より

２割強増え、過去最高の２兆円超えとなったと聞く。６次産業

化は農産加工のみならず、観光農園や農泊にも関わっている。

本市においても農業６次産業化に関する様々な取組みをされ

ているがその状況と次年度の施策も含め今後の取組みについ

て伺う。

ウ 現在農地の貸借は農地の持ち主と受け手の相対契約による

「利用権設定」で行われているが、来年から契約形態が変更さ

れると聞く。その内容について本市の見解を伺う。

エ 都市化する市内の農業経営者から、「生産緑地制度」の導入

を望む声を聞いているが導入に対する市としての見解を伺う。 

2 地方への人流回帰について 

(1) 「二地域居住」促進に向けた官民の連携強化について

地方の人口減少と若者の東京一極集中は広島県はもとより本

市においても深刻な問題であり、今後、国の施策などを注視しな

がら本市として人流回帰の方向性などを打ち出す事は必要であ

ると考える。このような中、都市と地方に生活拠点を持つ二地域

居住を促進するため、従来あった全国二地域居住等促進協議会を

改め、自治体のほか交通や教育、不動産関係の企業・団体も参加

して「全国二地域居住等促進官民連携プラットフォーム」として 

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

四

回

定

例

会

１２月１２日 

（５人） 

岡田 育三 

設立されており、官民連携により「国民的な運動」として取組み

が加速するものと思われる。 

ア 前々回の一般質問の答弁で、二地域居住に係る情報収集や関

係市町や類似団体との意見交換が重要であると認識されてお

り、法改正を契機に全国二地域居住等促進協議会へ加入の手続

きを進めるとあったが現時点での状況を伺う。

イ 本年１１月１日に改正広域的活性化基盤整備法が施行され

た。この法律に基づく二地域居住とは都市部と地方部に２つの

拠点を持つライフスタイルのことを指し、二地域居住の促進を

通じて地方への人の流れを創出拡大するための地域活性化策

である。この施策を進めるためには、都道府県が二地域居住に

関する「広域的地域活性化基盤整備計画」を作成した後に市町

村が二地域居住の促進に向けた具体的な施策を盛り込んだ「特

定居住促進計画」を作る流れとなっているが、本市はこの施策

に対してどの様な方向性を持たれているのか、また県との協議

などを含め、どの様な認識でおられるのか考えを伺う。

ウ 改正法により住まいや受け入れ関連業務を担うＮＰＯ法人

や企業を自治体が「特定居住支援法人」に指定できる様になっ

たと聞くが、この件について本市としてどの様な認識を持たれ

ているのか伺う。

エ 改正広域的活性化基盤整備法施行に伴い、例えば「空き家対

策」など様々な関連補助金などの幅広いメニューが用意されて

いると思われるがどの様に認識されているのか伺う。

オ 二地域居住には様々なライフスタイルが考えられ、基本的に

は都市部と地方部が想定されるが、例えば県内の他市と本市間

での二地域居住は考えられているのか市の考えを伺う。

3 部局間連携による事業推進について 

(1) プロジェクトチームについて

市執行部ではこれまで様々なプロジェクトに取り組んでこら

れたが、その事業遂行が一つの部局では難しく複数の部局で行う

ことで効果的に業務が実施できる場合に、部局間横断的組織とし

て「プロジェクトチーム」を設置して取り組まれた経緯があるが

顛末について聞く。 

ア 平成１７年の合併以降の約２０年間で、どれ位のプロジェク

トチームを設置されたのか伺う。

イ プロジェクトチームを設置して取り組んだ結果については

様々であると思う。チームとしての役割を終えた時の検証が必

要と考えるが、こうした事は行っているのか伺う。

ウ 経過や検証結果を議会に対して説明すべきと考えるが、これ

まで全て説明されてきたのか伺う。

向井 哲浩 

1 ＳＤＧｓ・企業・団体をコンテンツとする新たな観光戦略！ 

(1) ＳＤＧｓ推進の進捗状況は

本市は内閣府が進める「ＳＤＧｓ未来都市」に２０２０年に県

内の市町で初めて選定され、本市予算の目的別事業群にも「誰一

人として取り残さない」「世界基準」の理念が取り入れられ、数々

の施策にそれぞれ、関連するゴールを掲げ一体的に推進してい

る。 
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山田 学 

イ 外国人市民が増えることで想定される今後の課題と対策に

ついて伺う。

ウ 埼玉県川口市では一部の地域で在住外国人によるルール違

反やマナー問題が顕在化している。本市も今後ますます外国人

市民が増加していく中で、このような問題が起こる可能性をど

の程度想定しているか伺う。

(2) 外国人の生活保護受給について

新型コロナ以降、日本に暮らす外国人で生活に困窮している人

が増加しており、厚労省によると２０２２年１１月の外国人生活

保護受給者は全国で約６万６０００人で、支給額は約１２００億

円で１０年前の２倍近くになる。 

ア 生活保護の対象となる外国人の基準と支援の詳細について

伺う。

イ 過去５年間の外国人生活保護受給者の数を在留資格別に伺

う。

ウ 本市の日本人と在住外国人市民の国民健康保険税の収納率

について伺う。

エ 昨年度の本市の日本人、外国人のそれぞれの出産育児一時金

の申請件数、支給件数と支給額、不正受給の有無について伺う。 

岡田 育三 

1 持続可能な本市の農業施策について 

(1) 持続可能な農業経営維持のための担い手確保と農地の維持に

ついて

第五次東広島市総合計画で地域別計画での「農山漁村の魅力づ

くりと農林水産業の活性化」の中に都市近郊型農業を推進すると

あるが、農業を取巻く環境は大変厳しく先の見えない状況である

ことから裾野の広い施策や取組みが必要と考える。 

ア 「半農半Ｘ」も含め、農業における多様な取組みを推進する

など裾野の広い担い手確保策が必要と考えるが市の見解を伺

う。

イ 農業の６次産業化による年間売上高は全国で１０年前より

２割強増え、過去最高の２兆円超えとなったと聞く。６次産業

化は農産加工のみならず、観光農園や農泊にも関わっている。

本市においても農業６次産業化に関する様々な取組みをされ

ているがその状況と次年度の施策も含め今後の取組みについ

て伺う。

ウ 現在農地の貸借は農地の持ち主と受け手の相対契約による

「利用権設定」で行われているが、来年から契約形態が変更さ

れると聞く。その内容について本市の見解を伺う。

エ 都市化する市内の農業経営者から、「生産緑地制度」の導入

を望む声を聞いているが導入に対する市としての見解を伺う。 

2 地方への人流回帰について 

(1) 「二地域居住」促進に向けた官民の連携強化について

地方の人口減少と若者の東京一極集中は広島県はもとより本

市においても深刻な問題であり、今後、国の施策などを注視しな

がら本市として人流回帰の方向性などを打ち出す事は必要であ

ると考える。このような中、都市と地方に生活拠点を持つ二地域

居住を促進するため、従来あった全国二地域居住等促進協議会を

改め、自治体のほか交通や教育、不動産関係の企業・団体も参加

して「全国二地域居住等促進官民連携プラットフォーム」として 

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 
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四

回

定

例

会

１２月１２日 

（５人） 

岡田 育三 

設立されており、官民連携により「国民的な運動」として取組み

が加速するものと思われる。 

ア 前々回の一般質問の答弁で、二地域居住に係る情報収集や関

係市町や類似団体との意見交換が重要であると認識されてお

り、法改正を契機に全国二地域居住等促進協議会へ加入の手続

きを進めるとあったが現時点での状況を伺う。

イ 本年１１月１日に改正広域的活性化基盤整備法が施行され

た。この法律に基づく二地域居住とは都市部と地方部に２つの

拠点を持つライフスタイルのことを指し、二地域居住の促進を

通じて地方への人の流れを創出拡大するための地域活性化策

である。この施策を進めるためには、都道府県が二地域居住に

関する「広域的地域活性化基盤整備計画」を作成した後に市町

村が二地域居住の促進に向けた具体的な施策を盛り込んだ「特

定居住促進計画」を作る流れとなっているが、本市はこの施策

に対してどの様な方向性を持たれているのか、また県との協議

などを含め、どの様な認識でおられるのか考えを伺う。

ウ 改正法により住まいや受け入れ関連業務を担うＮＰＯ法人

や企業を自治体が「特定居住支援法人」に指定できる様になっ

たと聞くが、この件について本市としてどの様な認識を持たれ

ているのか伺う。

エ 改正広域的活性化基盤整備法施行に伴い、例えば「空き家対

策」など様々な関連補助金などの幅広いメニューが用意されて

いると思われるがどの様に認識されているのか伺う。

オ 二地域居住には様々なライフスタイルが考えられ、基本的に

は都市部と地方部が想定されるが、例えば県内の他市と本市間

での二地域居住は考えられているのか市の考えを伺う。

3 部局間連携による事業推進について 

(1) プロジェクトチームについて

市執行部ではこれまで様々なプロジェクトに取り組んでこら

れたが、その事業遂行が一つの部局では難しく複数の部局で行う

ことで効果的に業務が実施できる場合に、部局間横断的組織とし

て「プロジェクトチーム」を設置して取り組まれた経緯があるが

顛末について聞く。 

ア 平成１７年の合併以降の約２０年間で、どれ位のプロジェク

トチームを設置されたのか伺う。

イ プロジェクトチームを設置して取り組んだ結果については

様々であると思う。チームとしての役割を終えた時の検証が必

要と考えるが、こうした事は行っているのか伺う。

ウ 経過や検証結果を議会に対して説明すべきと考えるが、これ

まで全て説明されてきたのか伺う。

向井 哲浩 

1 ＳＤＧｓ・企業・団体をコンテンツとする新たな観光戦略！ 

(1) ＳＤＧｓ推進の進捗状況は

本市は内閣府が進める「ＳＤＧｓ未来都市」に２０２０年に県

内の市町で初めて選定され、本市予算の目的別事業群にも「誰一

人として取り残さない」「世界基準」の理念が取り入れられ、数々

の施策にそれぞれ、関連するゴールを掲げ一体的に推進してい

る。 
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１２月１２日 

（５人） 
向井 哲浩 

ア 官民共創の推進、ＳＤＧｓ未来都市東広島推進パートナー制

度について、現在、登録企業・団体はどのくらいあり、社会課

題、地域課題の解決のためにどのような活動をして頂いている

のか、数件の具体例を含めて伺う。

イ ＳＤＧｓの特設ウェブサイトの運用により、マッチングなど

のＳＤＧｓ推進パートナー同士の連携による取り組みで化学

反応を起こした事業などがあれば、どのくらいあるのか、内容

も含めて伺う。

ウ 市民への啓発事業として、出前講座などを実施されている

が、その対象は誰なのか、また、開催数やその反応など成果を

伺う。

エ 令和５年度決算目的別事業群シートにおいて、ＳＤＧｓに関

しての各種事業について、概ね目標は達成できたとの事だが、

企業・団体・市民などのＳＤＧｓに対する関心は着実に上がっ

ているのか、また、それを感じられる具体的な例があれば、見

解を伺う。

オ 同じく令和５年度決算目的別事業群シートにおいて、ＳＤＧ

ｓ推進の課題について各団体のレベルに応じた支援が必要と

されているが、その内容の詳細、あるいは具体的な解決策につ

いて、どのように考えているのか、見解を伺う。

(2) かもしだす東広島の魅力を基本理念とした東広島市観光総合

戦略について

本市では、本年１０月「来る人・住む人がつながりにぎわう東

広島」～地域経済の循環による持続可能な観光の地域づくり～を

目指す姿として、東広島市観光総合戦略を改定し、令和１０年度

までの本市の観光の基本戦略がスタートしているが、その内容に

ついては、現状の観光資源のブラッシュアップが目立ち、新たな

観光資源については、あまり触れられていない。 

ア 今回の東広島市観光総合戦略の中で、県外在住者を対象とし

た本市観光コンテンツの認知度において上位から、東広島の酒

３０．４％、西条酒蔵通り２９．０％、安芸津の牡蠣１９．３％、

道の駅西条のん太の酒蔵１７．４％、道の駅湖畔の里福富１４．

８％、であった。しかし、「当てはまるものはない」が４８．

４％、となっている。この結果について、本市はどのような見

解なのか、また、対策としては、これら上位のコンテンツをキ

ーとして認知を拡大するとの方針だが、新たな観光資源となる

コンテンツの必要性は考慮していないのか、認識を伺う。

イ 観光総合戦略の改定のポイントとして、観光の特徴から、中

心部エリア（西条・八本松・志和・高屋・黒瀬）、安芸津エリ

ア（安芸津）、県央エリア（福富・豊栄・河内）の３つのエリ

アを設定しているが、この設定の根拠は何か伺う。

ウ この３つのエリアは地理的な区分けだが、市全体で産業・環

境・文化・史跡など個別のコース設定等は考慮されなかったの

か見解を伺う。

エ 観光総合戦略改定作業において、関係者・関係団体・有識者

などから、どのような提言があったのか、また、この戦略の青

写真を描いたのはどの機関なのか伺う。
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向井 哲浩 

オ 岡山県真庭市では「真庭ＳＤＧｓ・バイオマスツアー」とし

て、市内でＳＤＧｓの理念に基づき、それを実践しているバイ

オマス関連の企業や施設などの見学・研修をしたり、これに市

内の観光地、名所などを加えた、「市内ＳＤＧｓ交流ツアー」

を一般社団法人真庭観光局（ＤＭＯ）が運営されて、内外より

人を呼び込む事業を行っている。

これは、先ほど述べたテーマ別の設定の一例だが、この事業

についての本市の認識、感想などを伺う。 

カ 岡山ＳＤＧｓ未来都市連絡協議会が中心となり、SDGｓ未来

都市（真庭市・岡山市・倉敷市・西粟倉村）を対象とした「お

かやまＳＤＧｓオーダーメイドツアー」が、テーマ別に組み合

わせて実施されている。本市では、「ひろしま観光立県推進基

本計画」に基づき、安芸エリアで関係各市町が連携などを行い、

具体的な事業を行っているのか見解を伺う。

キ 本市には、成長産業とされている半導体や関連企業など、も

のづくりのまちにふさわしいオンリーワンや特色ある企業が

あり、４つの大学や各種研究機関などが、他の市町と比較して

数多く立地しているが、それらを新たな観光資源として、「観

光ツアー」、「研修会」などのコンテンツとして確立できないか、

また、受け入れ相手先の事情もあると思われるが、その可能性

について検討をして頂き実現に向けた施策を期待するが、見解

を伺う。

北林 光昭 

1 本市の公園整備・維持管理について 

(1) 街区公園について

令和５年３月に第２次東広島市緑の基本計画がまとめられた。

その中には、都市緑地法に基づき都市公園の整備及び管理の方針

について定めることとされていることから、このことについての

記述もある。 

特に、歩いて行ける距離にある日常的な利用を目的とした公園

としては、街区公園がこれに当り、令和２年においては、市内全

域で３７７箇所あるとのことである。それに、近隣公園・地区公

園が加わって「住区基幹公園」という区分になり、本市において

は街区公園、近隣公園が整備されていると、当該計画書には示さ

れている。 

ア 街区公園は、平成５年以前においては「児童公園」として設

置されてきたものだが、平成５年の都市公園法施行令の改正に

よって名称変更したものである。これによって、公園の利用者

を児童中心という考え方から、街区内のすべての人が利用でき

るニュアンスに変わってきた。そこで、本市として、街区公園

の果たす役割について基本的な考え方を問う。

イ 街区公園の維持・管理について、遊具の点検、樹木の剪定、

草刈といったことが考えられるが、実態として、どのように行

っているのか問う。

ウ 公園里親制度によって管理されている公園が相当数あると

認識しているが、開園当時から時間が経過した居住エリアにお

いて里親としての管理が困難になりつつある実態があるので

はないかと危惧していることから、この里親制度の継続につい

て、市としてどのような施策を展開するのか問う。
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（５人） 
向井 哲浩 

ア 官民共創の推進、ＳＤＧｓ未来都市東広島推進パートナー制

度について、現在、登録企業・団体はどのくらいあり、社会課

題、地域課題の解決のためにどのような活動をして頂いている

のか、数件の具体例を含めて伺う。

イ ＳＤＧｓの特設ウェブサイトの運用により、マッチングなど

のＳＤＧｓ推進パートナー同士の連携による取り組みで化学

反応を起こした事業などがあれば、どのくらいあるのか、内容

も含めて伺う。

ウ 市民への啓発事業として、出前講座などを実施されている

が、その対象は誰なのか、また、開催数やその反応など成果を

伺う。

エ 令和５年度決算目的別事業群シートにおいて、ＳＤＧｓに関

しての各種事業について、概ね目標は達成できたとの事だが、

企業・団体・市民などのＳＤＧｓに対する関心は着実に上がっ

ているのか、また、それを感じられる具体的な例があれば、見

解を伺う。

オ 同じく令和５年度決算目的別事業群シートにおいて、ＳＤＧ

ｓ推進の課題について各団体のレベルに応じた支援が必要と

されているが、その内容の詳細、あるいは具体的な解決策につ

いて、どのように考えているのか、見解を伺う。

(2) かもしだす東広島の魅力を基本理念とした東広島市観光総合

戦略について

本市では、本年１０月「来る人・住む人がつながりにぎわう東

広島」～地域経済の循環による持続可能な観光の地域づくり～を

目指す姿として、東広島市観光総合戦略を改定し、令和１０年度

までの本市の観光の基本戦略がスタートしているが、その内容に

ついては、現状の観光資源のブラッシュアップが目立ち、新たな

観光資源については、あまり触れられていない。 

ア 今回の東広島市観光総合戦略の中で、県外在住者を対象とし

た本市観光コンテンツの認知度において上位から、東広島の酒

３０．４％、西条酒蔵通り２９．０％、安芸津の牡蠣１９．３％、

道の駅西条のん太の酒蔵１７．４％、道の駅湖畔の里福富１４．

８％、であった。しかし、「当てはまるものはない」が４８．

４％、となっている。この結果について、本市はどのような見

解なのか、また、対策としては、これら上位のコンテンツをキ

ーとして認知を拡大するとの方針だが、新たな観光資源となる

コンテンツの必要性は考慮していないのか、認識を伺う。

イ 観光総合戦略の改定のポイントとして、観光の特徴から、中

心部エリア（西条・八本松・志和・高屋・黒瀬）、安芸津エリ

ア（安芸津）、県央エリア（福富・豊栄・河内）の３つのエリ

アを設定しているが、この設定の根拠は何か伺う。

ウ この３つのエリアは地理的な区分けだが、市全体で産業・環

境・文化・史跡など個別のコース設定等は考慮されなかったの

か見解を伺う。

エ 観光総合戦略改定作業において、関係者・関係団体・有識者

などから、どのような提言があったのか、また、この戦略の青

写真を描いたのはどの機関なのか伺う。

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

四

回

定

例

会

１２月１２日 

（５人） 

向井 哲浩 

オ 岡山県真庭市では「真庭ＳＤＧｓ・バイオマスツアー」とし

て、市内でＳＤＧｓの理念に基づき、それを実践しているバイ

オマス関連の企業や施設などの見学・研修をしたり、これに市

内の観光地、名所などを加えた、「市内ＳＤＧｓ交流ツアー」

を一般社団法人真庭観光局（ＤＭＯ）が運営されて、内外より

人を呼び込む事業を行っている。

これは、先ほど述べたテーマ別の設定の一例だが、この事業

についての本市の認識、感想などを伺う。 

カ 岡山ＳＤＧｓ未来都市連絡協議会が中心となり、SDGｓ未来

都市（真庭市・岡山市・倉敷市・西粟倉村）を対象とした「お

かやまＳＤＧｓオーダーメイドツアー」が、テーマ別に組み合

わせて実施されている。本市では、「ひろしま観光立県推進基

本計画」に基づき、安芸エリアで関係各市町が連携などを行い、

具体的な事業を行っているのか見解を伺う。

キ 本市には、成長産業とされている半導体や関連企業など、も

のづくりのまちにふさわしいオンリーワンや特色ある企業が

あり、４つの大学や各種研究機関などが、他の市町と比較して

数多く立地しているが、それらを新たな観光資源として、「観

光ツアー」、「研修会」などのコンテンツとして確立できないか、

また、受け入れ相手先の事情もあると思われるが、その可能性

について検討をして頂き実現に向けた施策を期待するが、見解

を伺う。

北林 光昭 

1 本市の公園整備・維持管理について 

(1) 街区公園について

令和５年３月に第２次東広島市緑の基本計画がまとめられた。

その中には、都市緑地法に基づき都市公園の整備及び管理の方針

について定めることとされていることから、このことについての

記述もある。 

特に、歩いて行ける距離にある日常的な利用を目的とした公園

としては、街区公園がこれに当り、令和２年においては、市内全

域で３７７箇所あるとのことである。それに、近隣公園・地区公

園が加わって「住区基幹公園」という区分になり、本市において

は街区公園、近隣公園が整備されていると、当該計画書には示さ

れている。 

ア 街区公園は、平成５年以前においては「児童公園」として設

置されてきたものだが、平成５年の都市公園法施行令の改正に

よって名称変更したものである。これによって、公園の利用者

を児童中心という考え方から、街区内のすべての人が利用でき

るニュアンスに変わってきた。そこで、本市として、街区公園

の果たす役割について基本的な考え方を問う。

イ 街区公園の維持・管理について、遊具の点検、樹木の剪定、

草刈といったことが考えられるが、実態として、どのように行

っているのか問う。

ウ 公園里親制度によって管理されている公園が相当数あると

認識しているが、開園当時から時間が経過した居住エリアにお

いて里親としての管理が困難になりつつある実態があるので

はないかと危惧していることから、この里親制度の継続につい

て、市としてどのような施策を展開するのか問う。
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（５人） 
北林 光昭 

(2) 身近な公園の機能をすべての市民に

街区公園・近隣公園といった身近な公園は、市街化区域に設置

されるものであって、市街化調整区域においては、公園に当たる

ものは設置が叶わない仕組みである。 

ア 都市公園の中で、住まいに身近な街区公園といったものは、

概ね市街化区域に整備されていることから、市街化調整区域で

は、公園の優れた機能を享受できない仕組みである。しかしそ

れでは、住む場所によって市民サービスに差が生まれ、公平性

が保てなくなる恐れがあるが、市としてのご所見を伺う。

イ 市内小学校区の中には、校区が概ね市街化調整区域で公園と

は縁遠いエリアもある。そこで、小学校区に概ね備わっている

「地域センター」を中心に１ｈａ程度の「広場」を整備すべき

と考えるが、市としてのご所見を伺う。

(3) 公園担当部署の充実化について

現在、既存の公園の維持管理は都市整備課が行い、新たな公園

整備についての計画づくりは都市計画課が行うよう、事務分掌上

は定められている。 

ア 都市機能において公園の重要性は増すばかりであるが、公園

担当部署は一つの係である。主には維持管理を的確に実施し、

安全に公園機能を継続していくことが事務分掌であるが、ここ

に公園の整備計画立案機能も含めた「公園課」の設置が適切で

はないかと考えるが、市としてのご所見を伺う。

2 集落農業育成支援事業について 

(1) 地域計画策定について

地域計画策定に係る２回目の話し合いが始まっているが、今後

の農業の担い手をどのように確保していくのか様々な意見が出

ているのではと推測している。 

ア これまで出来なかった農地の集約化をこの地域計画策定を

契機にどう進めていくのか。計画の実効性はどのように担保さ

れるのか問う。

イ 計画の見直しは随時行うと伺っているが、どのような手法を

取っていくのか。特に、中心経営体のないエリアの計画更新は

どのように行われるのか問う。

ウ 地域計画策定によって国費の補助事業を受けることが出来

なくなるとの情報もある中、計画形骸化の恐れもあるが、市と

してどのように考えるのか、ご所見を伺う。

(2) 令和７年度予算編成に当たっての「集落農業の育成支援事業」

の方向性について

令和５年度決算における「集落農業の育成支援事業」を中心に

農林関係事業の執行率は、有害鳥獣対策事業を除いて低調であっ

た。このことを踏まえた上で、令和７年度事業への取り組みをど

う組み立てるかは、正に、農政の正念場であろうと考えられる。 

ア 令和５年度決算において、集落農業の組織化支援事業等の執

行率の低迷が顕著であるが、その原因をどう分析されているの

か問う。

イ そのことを踏まえて、令和７年度予算にどのように反映させ

ていくのか問う。

ウ 令和７年度予算化される事業について、今回の地域計画の果

たす役割がどのようなものかご所見を伺う。

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

四

回

定

例

会

１２月１２日 

（５人） 
岩崎 和仁 

1 安心づくりについて 

(1) 災害に強い地域づくりの推進について

気候変動に伴う災害の激甚化を踏まえたハード事業の着実な

推進とともに市民や企業と一体となった災害に強いまちづくり

の取り組みが求められている。 

ソフト面においては、雨水貯留機能向上、ため池活用、防災体

制強化などが求められている。 

例えばハード面では、安芸津町三津地域において、県道 32 号

安芸津下三永線の宮崎川への排水が不十分なため、内水氾濫が発

生し、道路が冠水する問題が生じている。また、風早地域の前水

除川では、構造物によって河川断面が狭められ、水流が制限され

る課題がある。 

これらの状況下、国は一般国道１８５号の安芸津バイパス工事

を進めており、三津地域ではトンネルの掘削が計画されている。

このトンネルからの排水は宮崎川へ、風早地域では前水除川へと

排水される計画となっている。  

さらに、広島県は二次救急医療機関である県立安芸津病院の建

て替え工事や、令和３年７月豪雨で被災した三津大川の改良復旧

工事を進めている。 

これらの国や県による大規模な投資に伴い、市が所管する関連

工事も同時に進行させることが重要であり、特に、排水計画や河

川改修においては、国・県・市が連携し、総合的な治水対策を講

じる必要がある。これにより、地域住民の安全と生活環境の向上

が期待される。 

ア 第五次東広島市総合計画後期基本計画の素案において流域

治水対策の推進を掲げられている。その中で「河川の整備や維

持修繕、廃止ため池の有効活用や民間による流域貯留施設の確

保等、あらゆる関係者で総合的かつ多層的な流域治水対策に取

り組む」また「黒瀬川流域について、「流域治水」の実効性を

高め、強力に推進するため、広島県との連携を強化し、水害に

強い地域づくりに取り組む」とある。これらの取り組みについ

てどの様に進められるのか伺う。

イ 宮崎川バイパス、前水除川、蓮光寺橋（通称）の工事計画の

進捗状況を伺う。

ウ 国や県が多大な投資を行い、また新たな投資を計画していた

だいている中、市としての役割は非常に重要であり、これらの

投資を最大限に活用するため、市が主体となって進める関連工

事において事業全体の調整などが求められると考える。

市として国や県とどのように連携を図りながらこれらの取

り組みを進めていくつもりか見解を伺う。 

2 仕事づくりについて 

(1) 地域資源を活かした観光の振興について

「日本酒文化・歴史」は東広島市にとって重要な観光資源であ

り、地域住民と観光客が共存する形での観光地づくりが進められ

ている。また、「豊かな自然や食」など地域特有の資源を活かし

た魅力ある観光メニューの開発にも注力されていると認識して

いる。 

観光産業のさらなる発展を目指すうえで、観光客一人当たりの

消費額を増加させるための施策が不可欠である。地域の特産品の 

― 82 ― ― 83 ―



会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

四

回

定

例

会

１２月１２日 

（５人） 
北林 光昭 

(2) 身近な公園の機能をすべての市民に

街区公園・近隣公園といった身近な公園は、市街化区域に設置

されるものであって、市街化調整区域においては、公園に当たる

ものは設置が叶わない仕組みである。 

ア 都市公園の中で、住まいに身近な街区公園といったものは、

概ね市街化区域に整備されていることから、市街化調整区域で

は、公園の優れた機能を享受できない仕組みである。しかしそ

れでは、住む場所によって市民サービスに差が生まれ、公平性

が保てなくなる恐れがあるが、市としてのご所見を伺う。

イ 市内小学校区の中には、校区が概ね市街化調整区域で公園と

は縁遠いエリアもある。そこで、小学校区に概ね備わっている

「地域センター」を中心に１ｈａ程度の「広場」を整備すべき

と考えるが、市としてのご所見を伺う。

(3) 公園担当部署の充実化について

現在、既存の公園の維持管理は都市整備課が行い、新たな公園

整備についての計画づくりは都市計画課が行うよう、事務分掌上

は定められている。 

ア 都市機能において公園の重要性は増すばかりであるが、公園

担当部署は一つの係である。主には維持管理を的確に実施し、

安全に公園機能を継続していくことが事務分掌であるが、ここ

に公園の整備計画立案機能も含めた「公園課」の設置が適切で

はないかと考えるが、市としてのご所見を伺う。

2 集落農業育成支援事業について 

(1) 地域計画策定について

地域計画策定に係る２回目の話し合いが始まっているが、今後

の農業の担い手をどのように確保していくのか様々な意見が出

ているのではと推測している。 

ア これまで出来なかった農地の集約化をこの地域計画策定を

契機にどう進めていくのか。計画の実効性はどのように担保さ

れるのか問う。

イ 計画の見直しは随時行うと伺っているが、どのような手法を

取っていくのか。特に、中心経営体のないエリアの計画更新は

どのように行われるのか問う。

ウ 地域計画策定によって国費の補助事業を受けることが出来

なくなるとの情報もある中、計画形骸化の恐れもあるが、市と

してどのように考えるのか、ご所見を伺う。

(2) 令和７年度予算編成に当たっての「集落農業の育成支援事業」

の方向性について

令和５年度決算における「集落農業の育成支援事業」を中心に

農林関係事業の執行率は、有害鳥獣対策事業を除いて低調であっ

た。このことを踏まえた上で、令和７年度事業への取り組みをど

う組み立てるかは、正に、農政の正念場であろうと考えられる。 

ア 令和５年度決算において、集落農業の組織化支援事業等の執

行率の低迷が顕著であるが、その原因をどう分析されているの

か問う。

イ そのことを踏まえて、令和７年度予算にどのように反映させ

ていくのか問う。

ウ 令和７年度予算化される事業について、今回の地域計画の果

たす役割がどのようなものかご所見を伺う。

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

四

回

定

例

会

１２月１２日 

（５人） 
岩崎 和仁 

1 安心づくりについて 

(1) 災害に強い地域づくりの推進について

気候変動に伴う災害の激甚化を踏まえたハード事業の着実な

推進とともに市民や企業と一体となった災害に強いまちづくり

の取り組みが求められている。 

ソフト面においては、雨水貯留機能向上、ため池活用、防災体

制強化などが求められている。 

例えばハード面では、安芸津町三津地域において、県道 32 号

安芸津下三永線の宮崎川への排水が不十分なため、内水氾濫が発

生し、道路が冠水する問題が生じている。また、風早地域の前水

除川では、構造物によって河川断面が狭められ、水流が制限され

る課題がある。 

これらの状況下、国は一般国道１８５号の安芸津バイパス工事

を進めており、三津地域ではトンネルの掘削が計画されている。

このトンネルからの排水は宮崎川へ、風早地域では前水除川へと

排水される計画となっている。  

さらに、広島県は二次救急医療機関である県立安芸津病院の建

て替え工事や、令和３年７月豪雨で被災した三津大川の改良復旧

工事を進めている。 

これらの国や県による大規模な投資に伴い、市が所管する関連

工事も同時に進行させることが重要であり、特に、排水計画や河

川改修においては、国・県・市が連携し、総合的な治水対策を講

じる必要がある。これにより、地域住民の安全と生活環境の向上

が期待される。 

ア 第五次東広島市総合計画後期基本計画の素案において流域

治水対策の推進を掲げられている。その中で「河川の整備や維

持修繕、廃止ため池の有効活用や民間による流域貯留施設の確

保等、あらゆる関係者で総合的かつ多層的な流域治水対策に取

り組む」また「黒瀬川流域について、「流域治水」の実効性を

高め、強力に推進するため、広島県との連携を強化し、水害に

強い地域づくりに取り組む」とある。これらの取り組みについ

てどの様に進められるのか伺う。

イ 宮崎川バイパス、前水除川、蓮光寺橋（通称）の工事計画の

進捗状況を伺う。

ウ 国や県が多大な投資を行い、また新たな投資を計画していた

だいている中、市としての役割は非常に重要であり、これらの

投資を最大限に活用するため、市が主体となって進める関連工

事において事業全体の調整などが求められると考える。

市として国や県とどのように連携を図りながらこれらの取

り組みを進めていくつもりか見解を伺う。 

2 仕事づくりについて 

(1) 地域資源を活かした観光の振興について

「日本酒文化・歴史」は東広島市にとって重要な観光資源であ

り、地域住民と観光客が共存する形での観光地づくりが進められ

ている。また、「豊かな自然や食」など地域特有の資源を活かし

た魅力ある観光メニューの開発にも注力されていると認識して

いる。 

観光産業のさらなる発展を目指すうえで、観光客一人当たりの

消費額を増加させるための施策が不可欠である。地域の特産品の 

― 83 ―



会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

四

回

定

例

会

１２月１２日 

（５人） 
岩崎 和仁 

販売強化、体験型観光プログラムの充実、さらには宿泊施設や飲

食店での付加価値向上など、多面的な取り組みが必要と考えられ

る。 

加えて、本市は観光地としての知名度が全国的に十分に浸透し

ているとは言えず、国内外に向けた情報発信が今後の大きな課題

とされている。 

この様な中「ＣＯＭＭＯＮプロジェクト」の取り組みは、地域

の魅力を高め観光資源として活用するための重要な施策と認識

している。安芸津沿岸地域の特色や持続可能な管理の視点が観光

資源として具現化されることで、地域の魅力を国内外に広く発信

できるポテンシャルがあると考える。 

ア 本年度、ＣＯＭＭＯＮプロジェクトとして安芸津沿岸地域の

魅力向上と持続可能な管理を研究テーマとされ取り組まれて

いるが、進捗状況を伺う。

イ ＣＯＭＭＯＮプロジェクトをはじめ、安芸津地域の自然や歴

史、日本酒文化、その他の観光資源を統合的に紹介するプロモ

ーションビデオやデジタルコンテンツを制作し、映像やストー

リー性を活用して地域全体の魅力をわかりやすく発信するこ

とが考えられるが、市としての見解を伺う。

ウ インバウンド需要を意識し、国際観光展示会などでの積極的

なプロモーション活動を展開することも考えられるが、市とし

ての見解を伺う。

１２月１３日 

（５人） 
鈴木 英士 

1 若者の居場所づくりについて 

(1) 交流拠点づくりについて

西条駅周辺に高校生や大学生が集まる事が出来る場所が少な

く、現状ではサンスクエア・くらら・市役所１０階等で自習等を

行っているが数に限りがあるため使用できない日も少なくない。

また、施設の性質上、自習が主な活動となっており気軽に交流す

る事が難しい。 

そのため、既存施設等を活用して若者が自由に利用・交流でき

るスペースを確保する必要があると考えるが、市の所見を伺う。 

ア 既存施設等の活用について伺う。

2 保幼小の接続について 

(1) 子どもを主体とした保育について

本市においては保幼小の接続に向けた取組が進んでいるとこ

ろであるが、乳幼児教育・保育の在り方について、必ずしも関係

者や地域の方等に共通理解が図れていない側面がある。そこでま

ずは乳幼児期の子どもについて、どのような子ども像を目指し、

どのような手法で保育・教育を行うのかを明文化し共通認識を持

つ必要があると考えるが、市の所見を伺う。 

ア 目指す子ども像や保育手法等の明文化について伺う。

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

四

回

定

例

会

１２月１３日 

（５人） 
鈴木 英士 

3 スマートシティについて 

(1) スマートシティについて

先日、海外視察でマレーシアのペナン州を訪問し、スマートシ

ティの取組を伺った際に、スマートシティを進めて行く上で全体

像を示した上で具体的なステップに基づいて取組が進められて

いた。本市においても様々な取組が進んでいるが、全体像を示し

た上でそれらの取組を進めて行く事が必要だと考えるが、市の所

見を伺う。

ア スマートシティを進める上での全体像の設計と具体的なス

テップについて伺う。

１２月１３日 

（５人） 
中曽 久勝 

1 本市の救急医療体制について 

(1) 本市の救急医療体制について

東広島市消防局の消防年報によると、救急出動件数は令和２年

から急激に増加し、令和４年には１万件を超え、令和５年は、令

和４年から、約１割増の１１，７４２件となった。また、救急搬

送困難事例が、全国各地で増加傾向にあるという記事を報道等で

見かけるようになった。 

ア 本市では、令和５年度に救急業務システムや映像通報システ

ムを導入され、救急需要対策をされていると思う。これらのシ

ステムの導入後の効果と今後の課題について伺う。また、課題

の解決について考えはあるのか伺う。

イ 救急搬送困難事例（救急隊による「医療機関への受入れ照会

回数４回以上」かつ「現場滞在時間３０分以上の事案」）につ

いて、本市の推移状況と、それが多く発生する状況等とその対

応として既に取り組んでいることがあれば伺う。

2 （仮称）八本松スマートインターチェンジ開通に伴う周辺整備や

周辺の交通渋滞緩和について 

(1) （仮称）八本松スマートインターチェンジ開通に伴う周辺整備

や周辺の交通渋滞緩和について

本年１１月２４日に地元の下組集会所にて市民約９０人に集

まっていただき、市政報告を実施した。そこで、地元の関心が高

い八本松駅前土地区画整理事業と（仮称）八本松スマートインタ

ーチェンジについて工事の進捗等を報告した。スマートインター

チェンジについては、令和８年度末までの供用開始を目標とし

て、着実に事業を推進していることを報告した。

そこで、今現在の（仮称）八本松スマートインターチェンジ周

辺の渋滞は、磯松交差点北側と上寺家交差点で通勤通学時間を中

心に日々発生しているが、「スマートインターチェンジ開通に伴

ってさらに渋滞が延伸することは、生活に支障をきたす」と多く

の声が上がった。 

ア 現在、（仮称）八本松スマートインターチェンジ開通に向け

て、周辺の開発や流通・サービス業といった事業所等の立地計

画について把握されているのか伺う。

イ （仮称）八本松スマートインターチェンジ周辺の渋滞緩和に

大きく影響するとされている工事、一般国道２号西条バイパス

４車線化事業並びに県道飯田吉行線の工事の進捗状況を伺う。 

ウ 今現在の(仮称)八本松スマートインターチェンジ周辺の渋

滞を少しでも緩和するため、警察等関係機関との協議はされて

いるのか、また、具体的な方策は考えられているのか、伺う。 
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

四

回

定

例

会

１２月１２日 

（５人） 
岩崎 和仁 

販売強化、体験型観光プログラムの充実、さらには宿泊施設や飲

食店での付加価値向上など、多面的な取り組みが必要と考えられ

る。 

加えて、本市は観光地としての知名度が全国的に十分に浸透し

ているとは言えず、国内外に向けた情報発信が今後の大きな課題

とされている。 

この様な中「ＣＯＭＭＯＮプロジェクト」の取り組みは、地域

の魅力を高め観光資源として活用するための重要な施策と認識

している。安芸津沿岸地域の特色や持続可能な管理の視点が観光

資源として具現化されることで、地域の魅力を国内外に広く発信

できるポテンシャルがあると考える。 

ア 本年度、ＣＯＭＭＯＮプロジェクトとして安芸津沿岸地域の

魅力向上と持続可能な管理を研究テーマとされ取り組まれて

いるが、進捗状況を伺う。

イ ＣＯＭＭＯＮプロジェクトをはじめ、安芸津地域の自然や歴

史、日本酒文化、その他の観光資源を統合的に紹介するプロモ

ーションビデオやデジタルコンテンツを制作し、映像やストー

リー性を活用して地域全体の魅力をわかりやすく発信するこ

とが考えられるが、市としての見解を伺う。

ウ インバウンド需要を意識し、国際観光展示会などでの積極的

なプロモーション活動を展開することも考えられるが、市とし

ての見解を伺う。

１２月１３日 

（５人） 
鈴木 英士 

1 若者の居場所づくりについて 

(1) 交流拠点づくりについて

西条駅周辺に高校生や大学生が集まる事が出来る場所が少な

く、現状ではサンスクエア・くらら・市役所１０階等で自習等を

行っているが数に限りがあるため使用できない日も少なくない。

また、施設の性質上、自習が主な活動となっており気軽に交流す

る事が難しい。 

そのため、既存施設等を活用して若者が自由に利用・交流でき

るスペースを確保する必要があると考えるが、市の所見を伺う。 

ア 既存施設等の活用について伺う。

2 保幼小の接続について 

(1) 子どもを主体とした保育について

本市においては保幼小の接続に向けた取組が進んでいるとこ

ろであるが、乳幼児教育・保育の在り方について、必ずしも関係

者や地域の方等に共通理解が図れていない側面がある。そこでま

ずは乳幼児期の子どもについて、どのような子ども像を目指し、

どのような手法で保育・教育を行うのかを明文化し共通認識を持

つ必要があると考えるが、市の所見を伺う。 

ア 目指す子ども像や保育手法等の明文化について伺う。

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

四

回

定

例

会

１２月１３日 

（５人） 
鈴木 英士 

3 スマートシティについて 

(1) スマートシティについて

先日、海外視察でマレーシアのペナン州を訪問し、スマートシ

ティの取組を伺った際に、スマートシティを進めて行く上で全体

像を示した上で具体的なステップに基づいて取組が進められて

いた。本市においても様々な取組が進んでいるが、全体像を示し

た上でそれらの取組を進めて行く事が必要だと考えるが、市の所

見を伺う。

ア スマートシティを進める上での全体像の設計と具体的なス

テップについて伺う。

１２月１３日 

（５人） 
中曽 久勝 

1 本市の救急医療体制について 

(1) 本市の救急医療体制について

東広島市消防局の消防年報によると、救急出動件数は令和２年

から急激に増加し、令和４年には１万件を超え、令和５年は、令

和４年から、約１割増の１１，７４２件となった。また、救急搬

送困難事例が、全国各地で増加傾向にあるという記事を報道等で

見かけるようになった。 

ア 本市では、令和５年度に救急業務システムや映像通報システ

ムを導入され、救急需要対策をされていると思う。これらのシ

ステムの導入後の効果と今後の課題について伺う。また、課題

の解決について考えはあるのか伺う。

イ 救急搬送困難事例（救急隊による「医療機関への受入れ照会

回数４回以上」かつ「現場滞在時間３０分以上の事案」）につ

いて、本市の推移状況と、それが多く発生する状況等とその対

応として既に取り組んでいることがあれば伺う。

2 （仮称）八本松スマートインターチェンジ開通に伴う周辺整備や

周辺の交通渋滞緩和について 

(1) （仮称）八本松スマートインターチェンジ開通に伴う周辺整備

や周辺の交通渋滞緩和について

本年１１月２４日に地元の下組集会所にて市民約９０人に集

まっていただき、市政報告を実施した。そこで、地元の関心が高

い八本松駅前土地区画整理事業と（仮称）八本松スマートインタ

ーチェンジについて工事の進捗等を報告した。スマートインター

チェンジについては、令和８年度末までの供用開始を目標とし

て、着実に事業を推進していることを報告した。

そこで、今現在の（仮称）八本松スマートインターチェンジ周

辺の渋滞は、磯松交差点北側と上寺家交差点で通勤通学時間を中

心に日々発生しているが、「スマートインターチェンジ開通に伴

ってさらに渋滞が延伸することは、生活に支障をきたす」と多く

の声が上がった。 

ア 現在、（仮称）八本松スマートインターチェンジ開通に向け

て、周辺の開発や流通・サービス業といった事業所等の立地計

画について把握されているのか伺う。

イ （仮称）八本松スマートインターチェンジ周辺の渋滞緩和に

大きく影響するとされている工事、一般国道２号西条バイパス

４車線化事業並びに県道飯田吉行線の工事の進捗状況を伺う。 

ウ 今現在の(仮称)八本松スマートインターチェンジ周辺の渋

滞を少しでも緩和するため、警察等関係機関との協議はされて

いるのか、また、具体的な方策は考えられているのか、伺う。 
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会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

四

回

定

例

会

１２月１３日 

（５人） 

中曽 久勝 

3 本市におけるカスタマーハラスメントについて 

(1) 本市におけるカスタマーハラスメントについて

令和６年第３回定例会の一般質問において景山議員が本市に

おけるカスタマーハラスメント対策について質問された。それに

対し、「組織的な対応方針の策定や職員のプライバシー保護等の

実施、 組織的な対応についての研修の実施を検討していく。」と

答弁された。 

ア 現在、各地でカスハラの情報が、マスコミを通じて明らかに

なってきているが、本市での実態はどのようなものか、その認

識について伺う。

イ 検討されている組織的な対応方針や研修、並びに職員のプラ

イバシー保護等の進捗状況について、また、課題点について伺

う。

ウ 明確なルール作りが大切だと思う。人によりその対応が違え

ば新たなカスタマーハラスメントが生まれることも想定でき

る。職員の誰が対応しても問題が大きくならないよう、しっか

り作りこむ必要があると思うが、見解を伺う。

田坂 武文 

1 第五次東広島市総合計画について 

(1) （仮称）東広島市社会資本みらいプランについて

総合計画に掲げる将来像の実現に向け、各部局が本市の社会資

本整備について、基本計画や個別計画を策定している。 

多様な計画が存在し、市民等にとって分かりにくい状況にある

ため、現在進められている社会資本整備のビジョンや取組内容に

ついて、市民等に分かりやすく提示することを目的として「（仮

称）東広島市社会資本みらいプラン」を策定しようとされている。 

ア 広島県社会資本みらいプランとの違いについて伺う。

広島県社会資本みらいプランと本市のプランの趣旨・位置付

けの違いについて伺う。 

イ 本市のプランの対象事業について伺う。

対象事業を建設部、都市部、下水道部、産業部が所管する現

在事業中の社会資本整備事業とされたのはなぜか。それ以外の

公共施設総合管理計画に掲載されている学校、保育所、庁舎等

はどのようにされるのか。 

また、日常的な維持管理事業、要望事業を対象外とされたの

はなぜか。 

ウ 掲載予定事業について伺う。

主な分野別計画の中の道路整備計画において、都市計画道路

（街路）の整備、幹線市道の整備が検討されたのか。歩道の整

備は、幹線市道の中に入っているのか。 

道路施設の長寿命化計画は、道路橋長寿命化修繕計画、舗装

維持修繕計画を併せた計画なのか。これらの計画について、策

定が完了しているということなのか。 

維持管理事業は社会資本みらいプランの対象外とされてい

るが、掲載予定事業として、河川維持修繕、港湾・漁港の維持

管理、市営住宅の維持管理、その他施設の維持管理があがって

いるのはなぜか。 

エ 東広島市中期財政運営方針との整合性について伺う。

第五次東広島市総合計画に掲げる将来都市像の実現に向け

た各施策を着実に実行していくため、本市の財政状況の現状を 

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

四

回

定

例

会

１２月１３日 

（５人） 
田坂 武文 

的確に分析することで、将来の収支見通しや投資可能額を把握

し、中期的な視点での財政運営の健全性確保や財源基板の強化

を目指して東広島市中期財政運営方針を策定された。この方針

には令和７年度から令和１２年度までの財政収支見通しが掲

載されており、その内訳として、投資的経費のうちの普通建設

事業費、その他経費のうち維持補修費も記載されている。 

この方針と社会資本みらいプランは、現段階では整合してい

るのか。 

オ 中間見直しについて伺う。

３年後の中間年にはプランを見直す必要があるのではない

か。 

カ 社会資本みらいプラン以外の計画の公表について伺う。

社会資本みらいプラン以外の学校、保育所、庁舎等の計画の

公表についてはどのようにされるのか。 

2 農業施策について 

(1) 持続可能な農業について

高齢化や人口の減少により農業者の減少や耕作放棄地が拡大

している。このような中、令和５年４月に農業経営基盤強化促進

法が施行され、今年度末までに地域計画の策定が義務づけられ

た。 

ア 農業支援の体制強化について伺う。

地域計画の策定は、策定して終わりではなく、始まりである。

継続したきめ細かい支援が必要ではないか。 

イ 園芸センターの役割について伺う。

中長期的な園芸センターが果たすべき役割の検討状況はど

のようになっているのか。 

ウ 下水道汚泥発酵肥料の使用拡大について

農業の生産コストの縮減と輸送による二酸化炭素の発生抑

制のため、市内農家での下水道汚泥発酵肥料の使用拡大をはか

るべきではないか。 

１２月１３日 

（５人） 
玉川 雅彦 

1 本市における高齢者福祉について 

(1) 本市における、頼れる身寄りのない高齢者が直面する課題につ

いて

高齢化や単身化などを背景に、病院や施設に入る際の保証人や

手続き、葬儀や遺品整理など、家族や親族が担ってきた役割を果

たす人がいない高齢者が増え、誰が担うかが課題になっている。

それらを提供する民間事業者は増えているが、２００万円余りの

費用が必要なことも多い。頼れる人がいない高齢者はさらに増え

るとみられる。 

ア 本市における頼れる人がいない高齢者の方や、さらに独居高

齢者で認知症の方々等の現状の把握はできているのか、また独

居高齢者等について、本人で意思決定が出来なくなった時の意

思決定支援の権限がないこと等について様々な支援が必要と

思われるが、このことについて今後どの様な取組をされようと

しているのかお考えを伺う。

イ 死後に引き取り手がない「無縁遺体」の取り扱い人数につい

て、読売新聞が政令市と道府県庁所在市、東京２３区の計７４

市区にアンケートを実施したところ、計６９市区で２０２２年

度までの５年間に３割増加していたことが分かった。国内死者
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質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 
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１２月１３日 

（５人） 

中曽 久勝 

3 本市におけるカスタマーハラスメントについて 

(1) 本市におけるカスタマーハラスメントについて

令和６年第３回定例会の一般質問において景山議員が本市に

おけるカスタマーハラスメント対策について質問された。それに

対し、「組織的な対応方針の策定や職員のプライバシー保護等の

実施、 組織的な対応についての研修の実施を検討していく。」と

答弁された。 

ア 現在、各地でカスハラの情報が、マスコミを通じて明らかに

なってきているが、本市での実態はどのようなものか、その認

識について伺う。

イ 検討されている組織的な対応方針や研修、並びに職員のプラ

イバシー保護等の進捗状況について、また、課題点について伺

う。

ウ 明確なルール作りが大切だと思う。人によりその対応が違え

ば新たなカスタマーハラスメントが生まれることも想定でき

る。職員の誰が対応しても問題が大きくならないよう、しっか

り作りこむ必要があると思うが、見解を伺う。

田坂 武文 

1 第五次東広島市総合計画について 

(1) （仮称）東広島市社会資本みらいプランについて

総合計画に掲げる将来像の実現に向け、各部局が本市の社会資

本整備について、基本計画や個別計画を策定している。 

多様な計画が存在し、市民等にとって分かりにくい状況にある

ため、現在進められている社会資本整備のビジョンや取組内容に

ついて、市民等に分かりやすく提示することを目的として「（仮

称）東広島市社会資本みらいプラン」を策定しようとされている。 

ア 広島県社会資本みらいプランとの違いについて伺う。

広島県社会資本みらいプランと本市のプランの趣旨・位置付

けの違いについて伺う。 

イ 本市のプランの対象事業について伺う。

対象事業を建設部、都市部、下水道部、産業部が所管する現

在事業中の社会資本整備事業とされたのはなぜか。それ以外の

公共施設総合管理計画に掲載されている学校、保育所、庁舎等

はどのようにされるのか。 

また、日常的な維持管理事業、要望事業を対象外とされたの

はなぜか。 

ウ 掲載予定事業について伺う。

主な分野別計画の中の道路整備計画において、都市計画道路

（街路）の整備、幹線市道の整備が検討されたのか。歩道の整

備は、幹線市道の中に入っているのか。 

道路施設の長寿命化計画は、道路橋長寿命化修繕計画、舗装

維持修繕計画を併せた計画なのか。これらの計画について、策

定が完了しているということなのか。 

維持管理事業は社会資本みらいプランの対象外とされてい

るが、掲載予定事業として、河川維持修繕、港湾・漁港の維持

管理、市営住宅の維持管理、その他施設の維持管理があがって

いるのはなぜか。 

エ 東広島市中期財政運営方針との整合性について伺う。

第五次東広島市総合計画に掲げる将来都市像の実現に向け

た各施策を着実に実行していくため、本市の財政状況の現状を 

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

四

回

定

例

会

１２月１３日 

（５人） 
田坂 武文 

的確に分析することで、将来の収支見通しや投資可能額を把握

し、中期的な視点での財政運営の健全性確保や財源基板の強化

を目指して東広島市中期財政運営方針を策定された。この方針

には令和７年度から令和１２年度までの財政収支見通しが掲

載されており、その内訳として、投資的経費のうちの普通建設

事業費、その他経費のうち維持補修費も記載されている。 

この方針と社会資本みらいプランは、現段階では整合してい

るのか。 

オ 中間見直しについて伺う。

３年後の中間年にはプランを見直す必要があるのではない

か。 

カ 社会資本みらいプラン以外の計画の公表について伺う。

社会資本みらいプラン以外の学校、保育所、庁舎等の計画の

公表についてはどのようにされるのか。 

2 農業施策について 

(1) 持続可能な農業について

高齢化や人口の減少により農業者の減少や耕作放棄地が拡大

している。このような中、令和５年４月に農業経営基盤強化促進

法が施行され、今年度末までに地域計画の策定が義務づけられ

た。 

ア 農業支援の体制強化について伺う。

地域計画の策定は、策定して終わりではなく、始まりである。

継続したきめ細かい支援が必要ではないか。 

イ 園芸センターの役割について伺う。

中長期的な園芸センターが果たすべき役割の検討状況はど

のようになっているのか。 

ウ 下水道汚泥発酵肥料の使用拡大について

農業の生産コストの縮減と輸送による二酸化炭素の発生抑

制のため、市内農家での下水道汚泥発酵肥料の使用拡大をはか

るべきではないか。 

１２月１３日 

（５人） 
玉川 雅彦 

1 本市における高齢者福祉について 

(1) 本市における、頼れる身寄りのない高齢者が直面する課題につ

いて

高齢化や単身化などを背景に、病院や施設に入る際の保証人や

手続き、葬儀や遺品整理など、家族や親族が担ってきた役割を果

たす人がいない高齢者が増え、誰が担うかが課題になっている。

それらを提供する民間事業者は増えているが、２００万円余りの

費用が必要なことも多い。頼れる人がいない高齢者はさらに増え

るとみられる。 

ア 本市における頼れる人がいない高齢者の方や、さらに独居高

齢者で認知症の方々等の現状の把握はできているのか、また独

居高齢者等について、本人で意思決定が出来なくなった時の意

思決定支援の権限がないこと等について様々な支援が必要と

思われるが、このことについて今後どの様な取組をされようと

しているのかお考えを伺う。

イ 死後に引き取り手がない「無縁遺体」の取り扱い人数につい

て、読売新聞が政令市と道府県庁所在市、東京２３区の計７４

市区にアンケートを実施したところ、計６９市区で２０２２年

度までの５年間に３割増加していたことが分かった。国内死者
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（５人） 
玉川 雅彦 

数の増加率を上回っており、背景には独居高齢者の増加や親類

の引き取り拒否がある。孤独死で身元が分からない、または身

元がはっきりしていても引き取り手がない「無縁遺体」は死亡

地の市区町村が、墓地埋葬法や行旅法、生活保護法に基づき、

火葬・埋葬される。本市においてこの事についてどの様に認識

されているのか伺う。 

2 本市における児童生徒及び青少年問題について 

(1) 本市の児童生徒及び青少年問題現状把握について

１１月はこどもまんなか月間だった。市内でも声掛け運動など

様々な活動が展開されているが、最近全国的に闇バイトによる強

盗事件が社会問題化しているなか、有職少年や高校生等青少年が

関わっているケースが多くなっている。その背景には、若者の貧

困問題などもある。生まれた時からネット社会で育ってきた彼ら

は、ＳＮＳで仲間づくりをするが、かつて暴走族が流行した時代

には、何処かに蝟集して、どうするか相談していたが、今はＳＮ

Ｓで相談し集合場所が決まるので、なかなか動きを把握しにくい

現状がある。 

ア 近年の青少年健全育成事業に変化が生じていると感じるが、

本市の実態を踏まえ、青少年健全育成についてどの様な課題を

認識されているか、またこれらの課題を扱う青少年問題協議会

ではどの様な議論がなされているのか伺う。

イ 文部科学省による、問題行動・不登校調査によると２０２２

年度の全国の小中学校で不登校だった児童生徒は前年度比２

割増の２９万９０４８人と過去最多を更新した。小学生が１０

万５１１２人、中学生が１９万３９３６人で１０年連続で増え

ている。新型コロナウイルス感染症の流行による生活習慣の変

化のほか、無理をして登校することへの保護者らの意識の変化

も背景にあるとみられる。２０１７年に教育機会確保法が施行

され、学校以外の多様な場で学ぶことの重要性が認められたこ

とも影響したとされる。

全国で不登校の子供たちが増えており、東広島市も例外では

ない。東広島市で年間３０日以上欠席した不登校の小中学生は

２０２１年度、３０７人と過去最多を記録した。東広島市内１

２校にＳＳＲ（スペシャルサポートルーム）があり、その内訳

は、大規模校を中心に小学校５校、中学校７校に設けている。

その他フレンドスペース（校外適応指導教室）として、西条フ

レンドスペース・黒瀬フレンドスペース・豊栄フレンドスペー

スの３か所がある。こういった子供たちの居場所づくりをされ

ていることに対し敬意を表す所である。

そこでそうした居場所づくりについて担当する人たちは十

分足りているのか。 

一方で市教委では、民間のフリースクール２校と提携し、フ

リースクールに通う子供たちを出席扱いにしている。この事業

について広げていくお考えはあるのか。さらに民間に通うため

には少なからず、経済的負担が伴うと思われるが、それらに対

し支援策としてどの様なものがあるのか、補助的なメニューも

含まれているのか、本市の見解を伺う。

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

四

回

定
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会

１２月１３日 

（５人） 
片山 貴志 

1 持続可能な建設土木業および建築業の未来について 

(1) 平成３０年豪雨災害の教訓と今後の建設土木業の未来につい

て

平成３０年豪雨災害で本市は大きなダメージを受けた。その際

に問題となったのが、地域の建設土木業の減少における、業者不

足であった。今後の持続可能な発展による建設土木業の未来につ

いてお伺いする。 

ア 平成３０年豪雨災害における教訓について問う。

イ 建設土木業の育成についての考え方を問う。

ウ 総合評価制度の在り方について問う。

エ 年間維持業務の入札方法について問う。

(2) 本市の建築業者の持続可能性について

現在、物価高騰により、建築価格の高騰が起きている。また本

市の住宅用地の価格も上がっていると聞き及んでいる。現在、本

市で新築の住宅を購入するには、五千万円はかかると言われてい

る。高額なため住宅購入のハードルが高く若い人や移住者の定住

にも結びつかず、また需要減により建築業も苦戦している状況で

ある。 

ア 住宅用地の価格の現状について問う。

イ 建築価格の高騰について問う。

ウ 一般住宅の新築着工件数の推移について問う。

エ 本市及び全国の建築業の状況について問う。

オ 本市としてのこれらの問題に対する施策や対策について問

う。

2 さらなる医療の充実について 

(1) 救急医療体制について

人口が増加し、今後も後期高齢者の増加が見込まれる本市にお

いて、救急医療の充実は急務となっている。 

ア 本市の現在の救急医療体制について問う。

イ 本市の周辺部における救急対応について問う。

ウ 救急科の設置及びＩＣＵの整備について問う。

エ 救急時の外国人対応について問う。

(2) がん検診について

がんは早期に発見し、早期治療につなげることがのぞましい。

そこで、市民が率先してがん検診を受けられる環境を整備する必

要がある。 

ア 現在のがん検診の受診率について問う（男女別・年齢別）。

イ がん検診の受診率を上げるための方策について問う。

ウ がん治療医療機関・緩和ケアの充実について問う。

3 次世代学園都市構想の推進について 

(1) 次世代学園都市構想の推進体制について

本市は今年度中には、Ｔｏｗｎ＆Ｇｏｗｎと半導体関連企業集

積を柱とした、次世代学園都市構想を纏められる予定である。各

部署において様々なミッションをクリアしていかねばならず、推

進体制を強化していく必要性がある。 

ア 次世代学園都市構想による将来のビジョンについて問う。

イ 大きな課題としてどのようなものがあるのか問う。

ウ その課題の解決方法について問う。

エ 今後の推進体制の強化について問う。
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玉川 雅彦 

数の増加率を上回っており、背景には独居高齢者の増加や親類

の引き取り拒否がある。孤独死で身元が分からない、または身

元がはっきりしていても引き取り手がない「無縁遺体」は死亡

地の市区町村が、墓地埋葬法や行旅法、生活保護法に基づき、

火葬・埋葬される。本市においてこの事についてどの様に認識

されているのか伺う。 

2 本市における児童生徒及び青少年問題について 

(1) 本市の児童生徒及び青少年問題現状把握について

１１月はこどもまんなか月間だった。市内でも声掛け運動など

様々な活動が展開されているが、最近全国的に闇バイトによる強

盗事件が社会問題化しているなか、有職少年や高校生等青少年が

関わっているケースが多くなっている。その背景には、若者の貧

困問題などもある。生まれた時からネット社会で育ってきた彼ら

は、ＳＮＳで仲間づくりをするが、かつて暴走族が流行した時代

には、何処かに蝟集して、どうするか相談していたが、今はＳＮ

Ｓで相談し集合場所が決まるので、なかなか動きを把握しにくい

現状がある。 

ア 近年の青少年健全育成事業に変化が生じていると感じるが、

本市の実態を踏まえ、青少年健全育成についてどの様な課題を

認識されているか、またこれらの課題を扱う青少年問題協議会

ではどの様な議論がなされているのか伺う。

イ 文部科学省による、問題行動・不登校調査によると２０２２

年度の全国の小中学校で不登校だった児童生徒は前年度比２

割増の２９万９０４８人と過去最多を更新した。小学生が１０

万５１１２人、中学生が１９万３９３６人で１０年連続で増え

ている。新型コロナウイルス感染症の流行による生活習慣の変

化のほか、無理をして登校することへの保護者らの意識の変化

も背景にあるとみられる。２０１７年に教育機会確保法が施行

され、学校以外の多様な場で学ぶことの重要性が認められたこ

とも影響したとされる。

全国で不登校の子供たちが増えており、東広島市も例外では

ない。東広島市で年間３０日以上欠席した不登校の小中学生は

２０２１年度、３０７人と過去最多を記録した。東広島市内１

２校にＳＳＲ（スペシャルサポートルーム）があり、その内訳

は、大規模校を中心に小学校５校、中学校７校に設けている。

その他フレンドスペース（校外適応指導教室）として、西条フ

レンドスペース・黒瀬フレンドスペース・豊栄フレンドスペー

スの３か所がある。こういった子供たちの居場所づくりをされ

ていることに対し敬意を表す所である。

そこでそうした居場所づくりについて担当する人たちは十

分足りているのか。 

一方で市教委では、民間のフリースクール２校と提携し、フ

リースクールに通う子供たちを出席扱いにしている。この事業

について広げていくお考えはあるのか。さらに民間に通うため

には少なからず、経済的負担が伴うと思われるが、それらに対

し支援策としてどの様なものがあるのか、補助的なメニューも

含まれているのか、本市の見解を伺う。

会議名 
質問者 質問要旨 月日 

（質問者数） 

第

四

回

定

例

会

１２月１３日 

（５人） 
片山 貴志 

1 持続可能な建設土木業および建築業の未来について 

(1) 平成３０年豪雨災害の教訓と今後の建設土木業の未来につい

て

平成３０年豪雨災害で本市は大きなダメージを受けた。その際

に問題となったのが、地域の建設土木業の減少における、業者不

足であった。今後の持続可能な発展による建設土木業の未来につ

いてお伺いする。 

ア 平成３０年豪雨災害における教訓について問う。

イ 建設土木業の育成についての考え方を問う。

ウ 総合評価制度の在り方について問う。

エ 年間維持業務の入札方法について問う。

(2) 本市の建築業者の持続可能性について

現在、物価高騰により、建築価格の高騰が起きている。また本

市の住宅用地の価格も上がっていると聞き及んでいる。現在、本

市で新築の住宅を購入するには、五千万円はかかると言われてい

る。高額なため住宅購入のハードルが高く若い人や移住者の定住

にも結びつかず、また需要減により建築業も苦戦している状況で

ある。 

ア 住宅用地の価格の現状について問う。

イ 建築価格の高騰について問う。

ウ 一般住宅の新築着工件数の推移について問う。

エ 本市及び全国の建築業の状況について問う。

オ 本市としてのこれらの問題に対する施策や対策について問

う。

2 さらなる医療の充実について 

(1) 救急医療体制について

人口が増加し、今後も後期高齢者の増加が見込まれる本市にお

いて、救急医療の充実は急務となっている。 

ア 本市の現在の救急医療体制について問う。

イ 本市の周辺部における救急対応について問う。

ウ 救急科の設置及びＩＣＵの整備について問う。

エ 救急時の外国人対応について問う。

(2) がん検診について

がんは早期に発見し、早期治療につなげることがのぞましい。

そこで、市民が率先してがん検診を受けられる環境を整備する必

要がある。 

ア 現在のがん検診の受診率について問う（男女別・年齢別）。

イ がん検診の受診率を上げるための方策について問う。

ウ がん治療医療機関・緩和ケアの充実について問う。

3 次世代学園都市構想の推進について 

(1) 次世代学園都市構想の推進体制について

本市は今年度中には、Ｔｏｗｎ＆Ｇｏｗｎと半導体関連企業集

積を柱とした、次世代学園都市構想を纏められる予定である。各

部署において様々なミッションをクリアしていかねばならず、推

進体制を強化していく必要性がある。 

ア 次世代学園都市構想による将来のビジョンについて問う。

イ 大きな課題としてどのようなものがあるのか問う。

ウ その課題の解決方法について問う。

エ 今後の推進体制の強化について問う。
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４ 監査及び例月出納検査の結果報告  

結果報告

件  名 監査対象等 検査監査等

期   日 報告月日 

例月出納

検査 

一般会計、特別会計、基金、歳入歳出外現金及び下水

道事業会計に属する令和５年１１月分の現金出納状

況 

１ 月 ９ 日 １月１６日 

〃 〃  令和５年１２月分  〃 ２ 月 ５ 日 ２ 月 ９ 日 

〃 〃  令和６年１月分   〃 ３ 月 ８ 日 ３月１１日 

〃 〃  令和６年２月分   〃 ３月２８日 ３月２９日 

〃 〃  令和６年３月分   〃 ５ 月 ７ 日 ５ 月 ９ 日 

〃 〃  令和６年４月分   〃 ５月３１日 ６ 月 ５ 日 

〃 〃  令和６年５月分   〃 ７ 月 ３ 日 ７ 月 ４ 日 

〃 〃  令和６年６月分   〃 ８ 月 ２ 日 ８ 月 ５ 日 

〃 〃  令和６年７月分   〃 ９ 月 ３ 日 ９ 月 ５ 日 

〃 〃  令和６年８月分   〃 １０月４日 １０月８日 

〃 〃  令和６年９月分   〃 １１月１日 １１月６日 

〃 〃  令和６年１０月分  〃 １２月４日 １２月１６日 

定期監査 地域振興部（地域政策課） 

令 和 ５ 年 
１０月１３日

～ 
３月２１日 

３月２８日 

〃 生活環境部（環境先進都市推進課） 〃 〃 

〃 

こども未来部（寺西保育所・西条東保育所・高屋東保

育所・志和堀保育所・たけに認定こども園・くば認定

こども園・とよさか認定こども園・御薗宇幼稚園） 

〃 〃 

〃 都市部（建築指導課） 〃 〃 

〃 消防局（竹原消防署・大崎上島消防署） 〃 〃 

〃 
学校教育部（東広島学校給食センター・西条学校給食

センター） 
〃 〃 

〃 生涯学習部（文化課） 〃 〃 

 

１ 月 ９ 日

２ 月 ５ 日

３ 月 ８ 日

３月２８日

５ 月 ７ 日

５月３１日

７ 月 ３ 日

８ 月 ２ 日

９ 月 ３ 日

１０月４日

１１月１日

１２月４日

１月１６日

２ 月 ９ 日

３月１１日

３月２９日

５ 月 ９ 日

６ 月 ５ 日

７ 月 ４ 日

８ 月 ５ 日

９ 月 ５ 日

１０月８日

１１月６日

１２月１６日

３月２８日

令 和 ５ 年
１０月１３日

～
３月２１日

 

 

結果報告

件  名 監査対象等 検査監査等

期   日 報告月日 

定期監査 財務部（資産税課） 
５月１５日

～ 
１０月１１日 

１０月１８日 

〃 健康福祉部（介護保険課） 〃 〃 

〃 産業部（農林水産課） 〃 〃 

〃 生涯学習部（青少年育成課） 〃 〃 

〃 議会事務局 〃 〃 

財政援助団体

等監査 
シナジー・五輪グループ共同企業体 

令 和 ５ 年 
１１月１５日

～ 
３月２１日 

３月２８日 

〃 ＪＴＢ・ＮＨＫアート・日本管財共同企業体 

１月１９日 
～ 

３月２１日 

〃 

〃 株式会社イズミテクノ 〃 〃 

合  計 ２７件 

令 和 ５ 年
１１月１５日

～
３月２１日

１月１９日

～

３月２１日

５月１５日

～

１０月１１日
１０月１８日

３月２８日
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４ 監査及び例月出納検査の結果報告  

結果報告

件  名 監査対象等 検査監査等

期   日 報告月日 

例月出納

検査 

一般会計、特別会計、基金、歳入歳出外現金及び下水

道事業会計に属する令和５年１１月分の現金出納状

況 

１ 月 ９ 日 １月１６日 

〃 〃  令和５年１２月分  〃 ２ 月 ５ 日 ２ 月 ９ 日 

〃 〃  令和６年１月分   〃 ３ 月 ８ 日 ３月１１日 

〃 〃  令和６年２月分   〃 ３月２８日 ３月２９日 

〃 〃  令和６年３月分   〃 ５ 月 ７ 日 ５ 月 ９ 日 

〃 〃  令和６年４月分   〃 ５月３１日 ６ 月 ５ 日 

〃 〃  令和６年５月分   〃 ７ 月 ３ 日 ７ 月 ４ 日 

〃 〃  令和６年６月分   〃 ８ 月 ２ 日 ８ 月 ５ 日 

〃 〃  令和６年７月分   〃 ９ 月 ３ 日 ９ 月 ５ 日 

〃 〃  令和６年８月分   〃 １０月４日 １０月８日 

〃 〃  令和６年９月分   〃 １１月１日 １１月６日 

〃 〃  令和６年１０月分  〃 １２月４日 １２月１６日 

定期監査 地域振興部（地域政策課） 

令 和 ５ 年 
１０月１３日

～ 
３月２１日 

３月２８日 

〃 生活環境部（環境先進都市推進課） 〃 〃 

〃 

こども未来部（寺西保育所・西条東保育所・高屋東保

育所・志和堀保育所・たけに認定こども園・くば認定

こども園・とよさか認定こども園・御薗宇幼稚園） 

〃 〃 

〃 都市部（建築指導課） 〃 〃 

〃 消防局（竹原消防署・大崎上島消防署） 〃 〃 

〃 
学校教育部（東広島学校給食センター・西条学校給食

センター） 
〃 〃 

〃 生涯学習部（文化課） 〃 〃 

 

１ 月 ９ 日

２ 月 ５ 日

３ 月 ８ 日

３月２８日

５ 月 ７ 日

５月３１日

７ 月 ３ 日

８ 月 ２ 日

９ 月 ３ 日

１０月４日

１１月１日

１２月４日

１月１６日

２ 月 ９ 日

３月１１日

３月２９日

５ 月 ９ 日

６ 月 ５ 日

７ 月 ４ 日

８ 月 ５ 日

９ 月 ５ 日

１０月８日

１１月６日

１２月１６日

３月２８日

令 和 ５ 年
１０月１３日

～
３月２１日

 

 

結果報告

件  名 監査対象等 検査監査等

期   日 報告月日 

定期監査 財務部（資産税課） 
５月１５日

～ 
１０月１１日 

１０月１８日 

〃 健康福祉部（介護保険課） 〃 〃 

〃 産業部（農林水産課） 〃 〃 

〃 生涯学習部（青少年育成課） 〃 〃 

〃 議会事務局 〃 〃 

財政援助団体

等監査 
シナジー・五輪グループ共同企業体 

令 和 ５ 年 
１１月１５日

～ 
３月２１日 

３月２８日 

〃 ＪＴＢ・ＮＨＫアート・日本管財共同企業体 

１月１９日 
～ 

３月２１日 

〃 

〃 株式会社イズミテクノ 〃 〃 

合  計 ２７件 

令 和 ５ 年
１１月１５日

～
３月２１日

１月１９日

～

３月２１日

５月１５日

～

１０月１１日
１０月１８日

３月２８日
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５５  委委員員会会等等開開催催状状況況  
 
（１）常任委員会 

ア 総務委員会  

開 催 月 日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号  件 名 

１月１０日 ８人   

行政視察 

・災害時の避難所運営のあり方につ

いて、災害時の情報収集について、

消防職員の充足率について 

広島県呉市 

１月１５日  ８人 ０人  

○所管事項について 

・八本松駅前地区公共施設再編計画

の変更について 

・東広島市教育大綱の策定について 

・令和５年度 職員採用資格試験の

応募・実施・合格状況について 

・広島銀行市役所出張所の業務形態

の変更について 

・重要土地調査法に基づく注視区域

（川上弾薬庫周辺）の指定につい

て 

・第五次東広島市総合計画後期基本

計画策定方針について 

・令和４年度財務書類報告書につい

て 

○議会報告会について 

 

１月２６日  ８人 ０人 

第 １ 号 
令和５年度東広島市一般会計補正予

算（第８号） 
原案可決 

 

○報告事項 

・報告第１号 専決処分の報告につ

いて 

・報告第２号 専決処分の報告につ

いて 

 

１月３０日 

 ～３１日 
８人   

行政視察  

 

・クロノロジー型危機管理情報共有

システム災害ネットの運用状況に

ついて 

神奈川県大和市 

・消防職員の充足率について 静岡県富士市 

２月１４日  ８人 ２人 

第 １ ３ 号 

東広島市行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に

関する条例の一部改正について 
継続審査 

第 １ ４ 号 
職員の給与に関する条例等の一部改

正について 〃 

第 １ ５ 号 
東広島市手数料条例の一部改正につ

いて 〃 

第 ２ ５ 号 
東広島市火災予防条例の一部改正に

ついて 〃 

第 ２ ６ 号 
令和５年度東広島市一般会計補正予

算（第９号） 〃 

開 催 月 日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号  件 名 

２月１４日 ８人 ２人  

○報告事項 

・令和５年中の災害発生状況につい

て 

・使用料等の見直しに係る定期的な

点検・調査について 

・令和６年度業務執行体制について 

・能登半島地震被災地への支援状況

について 

・西条駅前土地区画整理事業損害賠

償請求事件に係る検証結果及び今

後の再発防止に向けた取組み等に

ついて 

・窓口ＤＸＳａａＳの進捗状況～証

明書交付の「書かない窓口」の開

始について～ 

・中央生涯学習センター跡地等活用

基本計画（案）について 

○所管事務調査について 

 

２月２６日  ８人 ０人 

第 １ ３ 号 

東広島市行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に

関する条例の一部改正について 
原案可決 

第 １ ４ 号 
職員の給与に関する条例等の一部改

正について 〃 

第 １ ５ 号 
東広島市手数料条例の一部改正につ

いて 〃 

第 ２ ５ 号 
東広島市火災予防条例の一部改正に

ついて 〃 

第 ２ ６ 号 
令和５年度東広島市一般会計補正予

算（第９号） 〃 

 ○所管事務調査について 〃 

３月１４日 ８人 ０人 第 ９ ０ 号 ○所管事務調査について  

３月１８日 ７人 ０人 

第 ５ １ 号 
教育委員会教育長の任命の同意につ

いて 同意可決 

第 ５ ３ 号 
令和５年度東広島市一般会計補正予

算（第１０号） 原案可決 

３月２９日 ８人 ０人  ○所管事務調査について  

４月１１日 ８人 ０人 

第 ５ ４ 号 専決処分の承認について 承認可決 

第 ５ ５ 号 専決処分の承認について 〃 

第 ５ ６ 号 専決処分の承認について 〃 

第 ５ ７ 号 
令和６年度東広島市一般会計補正予

算（第１号） 
原案可決 
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５５  委委員員会会等等開開催催状状況況  
 
（１）常任委員会 

ア 総務委員会  

開 催 月 日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号  件 名 

１月１０日 ８人   

行政視察 

・災害時の避難所運営のあり方につ

いて、災害時の情報収集について、

消防職員の充足率について 

広島県呉市 

１月１５日  ８人 ０人  

○所管事項について 

・八本松駅前地区公共施設再編計画

の変更について 

・東広島市教育大綱の策定について 

・令和５年度 職員採用資格試験の

応募・実施・合格状況について 

・広島銀行市役所出張所の業務形態

の変更について 

・重要土地調査法に基づく注視区域

（川上弾薬庫周辺）の指定につい

て 

・第五次東広島市総合計画後期基本

計画策定方針について 

・令和４年度財務書類報告書につい

て 

○議会報告会について 

 

１月２６日  ８人 ０人 

第 １ 号 
令和５年度東広島市一般会計補正予

算（第８号） 
原案可決 

 

○報告事項 

・報告第１号 専決処分の報告につ

いて 

・報告第２号 専決処分の報告につ

いて 

 

１月３０日 

 ～３１日 
８人   

行政視察  

 

・クロノロジー型危機管理情報共有

システム災害ネットの運用状況に

ついて 

神奈川県大和市 

・消防職員の充足率について 静岡県富士市 

２月１４日  ８人 ２人 

第 １ ３ 号 

東広島市行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に

関する条例の一部改正について 
継続審査 

第 １ ４ 号 
職員の給与に関する条例等の一部改

正について 〃 

第 １ ５ 号 
東広島市手数料条例の一部改正につ

いて 〃 

第 ２ ５ 号 
東広島市火災予防条例の一部改正に

ついて 〃 

第 ２ ６ 号 
令和５年度東広島市一般会計補正予

算（第９号） 〃 

開 催 月 日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号  件 名 

２月１４日 ８人 ２人  

○報告事項 

・令和５年中の災害発生状況につい

て 

・使用料等の見直しに係る定期的な

点検・調査について 

・令和６年度業務執行体制について 

・能登半島地震被災地への支援状況

について 

・西条駅前土地区画整理事業損害賠

償請求事件に係る検証結果及び今

後の再発防止に向けた取組み等に

ついて 

・窓口ＤＸＳａａＳの進捗状況～証

明書交付の「書かない窓口」の開

始について～ 

・中央生涯学習センター跡地等活用

基本計画（案）について 

○所管事務調査について 

 

２月２６日  ８人 ０人 

第 １ ３ 号 

東広島市行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に

関する条例の一部改正について 
原案可決 

第 １ ４ 号 
職員の給与に関する条例等の一部改

正について 〃 

第 １ ５ 号 
東広島市手数料条例の一部改正につ

いて 〃 

第 ２ ５ 号 
東広島市火災予防条例の一部改正に

ついて 〃 

第 ２ ６ 号 
令和５年度東広島市一般会計補正予

算（第９号） 〃 

 ○所管事務調査について 〃 

３月１４日 ８人 ０人 第 ９ ０ 号 ○所管事務調査について  

３月１８日 ７人 ０人 

第 ５ １ 号 
教育委員会教育長の任命の同意につ

いて 同意可決 

第 ５ ３ 号 
令和５年度東広島市一般会計補正予

算（第１０号） 原案可決 

３月２９日 ８人 ０人  ○所管事務調査について  

４月１１日 ８人 ０人 

第 ５ ４ 号 専決処分の承認について 承認可決 

第 ５ ５ 号 専決処分の承認について 〃 

第 ５ ６ 号 専決処分の承認について 〃 

第 ５ ７ 号 
令和６年度東広島市一般会計補正予

算（第１号） 
原案可決 
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開 催 月 日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号  件 名 

４月１１日 ８人 ０人  

○報告事項 

・報告第６号 専決処分の報告につ

いて 

 

４月１５日 ８人 １人  

○所管事項 

・各部局の事務執行体制の説明と職

員の紹介 

・行方不明者捜索時における緊急告

知放送等の活用について 

・防災用品購入補助金の申請受付開

始につい 

 て 

・市民ポータルサイト電子回覧版サ

ービスの開始について 

・Ｔｏｗｎ＆Ｇｏｗｎ及び広島大学

スマートシティ共創コンソーシア

ムの仕組みについて 

・固定資産税の課税誤りについて 

○議会報告会について 

○所管事務調査について 

 

５月１４日 ７人 １人  

○所管事項 

・中央生涯学習センター跡地等活用

基本計画の策定について 

・Ｔｏｗｎ＆Ｇｏｗｎ及び広島大学

スマートシティ共創コンソーシ

アムの取組みについて 

・「中期財政運営方針（令和７年度

～令和１２年度）」について 

○議会報告会について 

○所管事務調査について 

 

５月２４日 ８人   行政視察 

・消防職員の充足率について 

東広島消防署 

高屋分署 

６月１１日 ８人 ０人 

第 ５ ８ 号 
公平委員会委員の選任の同意につい

て 
継続審査 

第 ６ １ 号 財産の取得について 〃 

第 ６ ７ 号 東広島市税条例の一部改正について 〃 

第 ６ ８ 号 

地域再生法に規定する地方活力向上

地域における固定資産税の特例に関

する条例の一部改正について 

〃 

第 ７ ６ 号 
令和６年度東広島市一般会計補正予

算（第２号） 
〃 

 

○報告事項 

・報告第１１号 東広島市行政手続

における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する条例の

一部改正について 

 

開 催 月 日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号  件 名 

６月１１日 ８人 ０人  

・報告第１６号 令和５年度東広島

市繰越明許費繰越計算書について 

・令和６年消防年報の発行について 

・東広島市地域防災計画の修正につ

いて 

・サポートビラ(事業者ポータルサ

イト)のサービス拡充について 

・第五次東広島市総合計画後期基本

計画の策定状況について 

・市役所電話の不具合発生について 

・個人住民税の課税誤りについて 

○地方財政の充実・強化に関する意見

書の提出について 

○令和７年度主要事業に係る提案活

動について 

○所管事務調査について 

○議会報告会について 

 

６月２５日 ８人 ０人 

第 ５ ８ 号 
公平委員会委員の選任の同意につい

て 
同意可決 

第 ６ １ 号 財産の取得について 原案可決 

第 ６ ７ 号 東広島市税条例の一部改正について 〃 

第 ６ ８ 号 

地域再生法に規定する地方活力向上

地域における固定資産税の特例に関

する条例の一部改正について 

〃 

第 ７ ６ 号 
令和６年度東広島市一般会計補正予

算（第２号） 
〃 

 

○地方財政の充実・強化に関する意見

書の提出について 

○所管事務調査について 

○議会報告会について 

 

６月２７日 ８人 ０人  

○所管事項 

・報告第１９号 専決処分の報告に

ついて 

 

７月１１日 ８人 ０人  

○所管事項 

・令和６年度東広島市優良建設工事

等表彰の授与について 

・洪水浸水想定区域図の変更につい

て 

・令和６年６月２９日からの大雨対

応について窓口ＤＸＳａａＳの進

捗状況について 

・ＣＯＭＭＯＮプロジェクトの実施

状況について 

・日曜開庁・休日納税相談における

窓口受付時間の短縮について 

○所管事務調査について 

○議会報告会について 
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開 催 月 日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号  件 名 

４月１１日 ８人 ０人  

○報告事項 

・報告第６号 専決処分の報告につ

いて 

 

４月１５日 ８人 １人  

○所管事項 

・各部局の事務執行体制の説明と職

員の紹介 

・行方不明者捜索時における緊急告

知放送等の活用について 

・防災用品購入補助金の申請受付開

始につい 

 て 

・市民ポータルサイト電子回覧版サ

ービスの開始について 

・Ｔｏｗｎ＆Ｇｏｗｎ及び広島大学

スマートシティ共創コンソーシア

ムの仕組みについて 

・固定資産税の課税誤りについて 

○議会報告会について 

○所管事務調査について 

 

５月１４日 ７人 １人  

○所管事項 

・中央生涯学習センター跡地等活用

基本計画の策定について 

・Ｔｏｗｎ＆Ｇｏｗｎ及び広島大学

スマートシティ共創コンソーシ

アムの取組みについて 

・「中期財政運営方針（令和７年度

～令和１２年度）」について 

○議会報告会について 

○所管事務調査について 

 

５月２４日 ８人   行政視察 

・消防職員の充足率について 

東広島消防署 

高屋分署 

６月１１日 ８人 ０人 

第 ５ ８ 号 
公平委員会委員の選任の同意につい

て 
継続審査 

第 ６ １ 号 財産の取得について 〃 

第 ６ ７ 号 東広島市税条例の一部改正について 〃 

第 ６ ８ 号 

地域再生法に規定する地方活力向上

地域における固定資産税の特例に関

する条例の一部改正について 

〃 

第 ７ ６ 号 
令和６年度東広島市一般会計補正予

算（第２号） 
〃 

 

○報告事項 

・報告第１１号 東広島市行政手続

における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する条例の

一部改正について 

 

開 催 月 日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号  件 名 

６月１１日 ８人 ０人  

・報告第１６号 令和５年度東広島

市繰越明許費繰越計算書について 

・令和６年消防年報の発行について 

・東広島市地域防災計画の修正につ

いて 

・サポートビラ(事業者ポータルサ

イト)のサービス拡充について 

・第五次東広島市総合計画後期基本

計画の策定状況について 

・市役所電話の不具合発生について 

・個人住民税の課税誤りについて 

○地方財政の充実・強化に関する意見

書の提出について 

○令和７年度主要事業に係る提案活

動について 

○所管事務調査について 

○議会報告会について 

 

６月２５日 ８人 ０人 

第 ５ ８ 号 
公平委員会委員の選任の同意につい

て 
同意可決 

第 ６ １ 号 財産の取得について 原案可決 

第 ６ ７ 号 東広島市税条例の一部改正について 〃 

第 ６ ８ 号 

地域再生法に規定する地方活力向上

地域における固定資産税の特例に関

する条例の一部改正について 

〃 

第 ７ ６ 号 
令和６年度東広島市一般会計補正予

算（第２号） 
〃 

 

○地方財政の充実・強化に関する意見

書の提出について 

○所管事務調査について 

○議会報告会について 

 

６月２７日 ８人 ０人  

○所管事項 

・報告第１９号 専決処分の報告に

ついて 

 

７月１１日 ８人 ０人  

○所管事項 

・令和６年度東広島市優良建設工事

等表彰の授与について 

・洪水浸水想定区域図の変更につい

て 

・令和６年６月２９日からの大雨対

応について窓口ＤＸＳａａＳの進

捗状況について 

・ＣＯＭＭＯＮプロジェクトの実施

状況について 

・日曜開庁・休日納税相談における

窓口受付時間の短縮について 

○所管事務調査について 

○議会報告会について 
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開 催 月 日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号  件 名 

８月１９日 ８人 ２人  

○所管事項 

・消防救急無線のデジタル化事業を

めぐる談合に係る対応について 

・救急用薬剤「アドレナリン」の紛

失について 

・令和６年度東広島市表彰表彰式の

開催について 

・令和６年度東広島市総合防災訓練

の実施について 

○所管事務調査について 

○県外行政視察について 

 

９ 月 ２ 日 ７人 １人 

第 ８ １ 号 
公平委員会委員の選任の同意につい

て 
継続審査 

第 ８ ２ 号 
固定資産評価審査委員会委員の選任

の同意について 
〃 

第 ８ ３ 号 
固定資産評価審査委員会委員の選任

の同意について 
〃 

第 ８ ５ 号 財産の取得について 〃 

第 ９ ４ 号 
財産区特別会計設置条例の一部改正

について 
〃 

第 ９ ８ 号 
令和６年度東広島市一般会計補正予

算（第３号） 〃 

 

○報告事項 

・報告第２５号 専決処分の報告に

ついて 

・消防・防災フェア及び消防写生大

会の開催について 

・令和５年度指定管理者モニタリン

グ・評価結果について 

・第五次東広島市総合計画後期基本

計画の策定状況について 

・大屋根広場の整備について 

・生活デザイン・工学研究所の活動

状況について 

○所管事務調査について 

○議会報告会について 

○令和７年度予算編成に当たっての

委員会提案事項について 

 

９月１７日 ８人 １人 

第 ８ １ 号 
公平委員会委員の選任の同意につい

て 
同意可決 

第 ８ ２ 号 
固定資産評価審査委員会委員の選任

の同意について 
〃 

第 ８ ３ 号 
固定資産評価審査委員会委員の選任

の同意について 
〃 

開 催 月 日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号  件 名 

９月１７日 ８人 １人 

第 ８ ５ 号 財産の取得について 原案可決 

第 ９ ４ 号 
財産区特別会計設置条例の一部改正

について 〃 

第 ９ ８ 号 
令和６年度東広島市一般会計補正予

算（第３号） 〃 

 

○報告事項 

・東広島市と株式会社フジとの地域

活性化包括連携協定について 

○令和７年度予算編成に当たっての

委員会提案事項について 

 

１０月１６日 ８人 ０人  

○所管事項 

・令和６年度予算に係る議会提案事

項の実施状況について 

・働き方改革に関する取組みについ

て 

・第１１次東広島市交通安全計画の

実施状況について 

・衆議院議員選挙の入場券の配布が

一部地域で遅れる見込みについて 

・避難行動要支援者対策等の見直し

について 

・東広島市まち・ひと・しごと創生

総合戦略の点検評価について 

・「e-Sports 東広島 2024 Sakazuki 

-盃-」の開催について 

・広島大学スマートシティ共創コン

ソーシアムで取り組むスマートシ

ティ実装化支援事業の実施につい

て 

・車検切れ消防団積載車の運行につ

いて 

○議会報告会について 

○所管事務調査について 

○令和７年度予算編成に当たっての

委員会提案事項について 

 

１１月１３日 ８人 ０人  

○所管事項について 

・第五次東広島市総合計画後期基本

計画の策定状況について 

・中期財政運営方針の策定について 

・固定資産税都市計画税賦課処分取

消請求訴訟について 

・北館における小火の発生について 

・令和７年東広島市消防出初式の開

催について 

・屋外活動中におけるサングラスの

着用について 

○議会報告会について 
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開 催 月 日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号  件 名 

８月１９日 ８人 ２人  

○所管事項 

・消防救急無線のデジタル化事業を

めぐる談合に係る対応について 

・救急用薬剤「アドレナリン」の紛

失について 

・令和６年度東広島市表彰表彰式の

開催について 

・令和６年度東広島市総合防災訓練

の実施について 

○所管事務調査について 

○県外行政視察について 

 

９ 月 ２ 日 ７人 １人 

第 ８ １ 号 
公平委員会委員の選任の同意につい

て 
継続審査 

第 ８ ２ 号 
固定資産評価審査委員会委員の選任

の同意について 
〃 

第 ８ ３ 号 
固定資産評価審査委員会委員の選任

の同意について 
〃 

第 ８ ５ 号 財産の取得について 〃 

第 ９ ４ 号 
財産区特別会計設置条例の一部改正

について 
〃 

第 ９ ８ 号 
令和６年度東広島市一般会計補正予

算（第３号） 〃 

 

○報告事項 

・報告第２５号 専決処分の報告に

ついて 

・消防・防災フェア及び消防写生大

会の開催について 

・令和５年度指定管理者モニタリン

グ・評価結果について 

・第五次東広島市総合計画後期基本

計画の策定状況について 

・大屋根広場の整備について 

・生活デザイン・工学研究所の活動

状況について 

○所管事務調査について 

○議会報告会について 

○令和７年度予算編成に当たっての

委員会提案事項について 

 

９月１７日 ８人 １人 

第 ８ １ 号 
公平委員会委員の選任の同意につい

て 
同意可決 

第 ８ ２ 号 
固定資産評価審査委員会委員の選任

の同意について 
〃 

第 ８ ３ 号 
固定資産評価審査委員会委員の選任

の同意について 
〃 

開 催 月 日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号  件 名 

９月１７日 ８人 １人 

第 ８ ５ 号 財産の取得について 原案可決 

第 ９ ４ 号 
財産区特別会計設置条例の一部改正

について 〃 

第 ９ ８ 号 
令和６年度東広島市一般会計補正予

算（第３号） 〃 

 

○報告事項 

・東広島市と株式会社フジとの地域

活性化包括連携協定について 

○令和７年度予算編成に当たっての

委員会提案事項について 

 

１０月１６日 ８人 ０人  

○所管事項 

・令和６年度予算に係る議会提案事

項の実施状況について 

・働き方改革に関する取組みについ

て 

・第１１次東広島市交通安全計画の

実施状況について 

・衆議院議員選挙の入場券の配布が

一部地域で遅れる見込みについて 

・避難行動要支援者対策等の見直し

について 

・東広島市まち・ひと・しごと創生

総合戦略の点検評価について 

・「e-Sports 東広島 2024 Sakazuki 

-盃-」の開催について 

・広島大学スマートシティ共創コン

ソーシアムで取り組むスマートシ

ティ実装化支援事業の実施につい

て 

・車検切れ消防団積載車の運行につ

いて 

○議会報告会について 

○所管事務調査について 

○令和７年度予算編成に当たっての

委員会提案事項について 

 

１１月１３日 ８人 ０人  

○所管事項について 

・第五次東広島市総合計画後期基本

計画の策定状況について 

・中期財政運営方針の策定について 

・固定資産税都市計画税賦課処分取

消請求訴訟について 

・北館における小火の発生について 

・令和７年東広島市消防出初式の開

催について 

・屋外活動中におけるサングラスの

着用について 

○議会報告会について 
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開催月日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項  

結 果 
議 案 番 号 件 名 

１１月１９日 

～２１日 
８人   

行政視察  

 

・公共施設マネジメントについて

（トライアル・サウンディング、

民間提案型） 

茨城県常総市 

・公共施設マネジメントについて 東京都墨田区 

・公共施設マネジメントについて 兵庫県伊丹市 

１２月３日 ８人 ０人 

第１０７号 専決処分の承認について 継続審査 

第１０８号 裁判外の和解について 〃 

第１１８号 東広島市手数料条例の一部改正につ

いて 
〃 

第１２４号 令和６年度東広島市一般会計補正予

算（第５号） 
〃 

１２月１７日 ８人 ０人 

第１０７号 専決処分の承認について 承認可決 

第１０８号 裁判外の和解について 原案可決 

第１１８号 東広島市手数料条例の一部改正につ

いて 
〃 

第１２４号 令和６年度東広島市一般会計補正予

算（第５号） 
〃 

１２月１９日 ８人 ０人 

第１３０号 職員の給与に関する条例等の一部改

正について 
〃 

第１３１号 令和６年度東広島市一般会計補正予

算（第６号） 
〃 

合 計 延１７３人 延８人 延２２日 

※合計欄の出席延人数・開催延日数は行政視察を除いた数 

 

１１月１９日
　　～２１日

イ 文教厚生委員会 

開 催 月 日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号 件 名 

１月１２日 ７人   

行政視察 
・包括的な支援体制の整備に向けたコ

ミュニティソーシャルワーカー（Ｃ

ＳＷ）の活動内容と課題等について 

東広島市社会

福祉協議会 

１月１７日 ７人 ０人  

○所管事項について 

・「障害」の表記を「障がい」に変更

することについて 

・第４次東広島市障がい者計画・第

７期東広島市障がい福祉計画及び

第３期東広島市障がい児福祉計画

策定について 

○所管報告事項について 

○議会報告会について 

 

１月２６日 ７人 ０人 
第 １ 号 

（関係分） 

令和５年度東広島市一般会計補正予算

（第８号） 
 

２月１５日 ７人 ０人 

第 ９ 号 
第３期東広島市教育振興基本計画の策

定について 
継続審査 

第 １ ６ 号 
東広島市介護保険条例の一部改正につ

いて 
〃 

第 １ ７ 号 
東広島市国民健康保険税条例の一部改

正について 
〃 

第 １ ８ 号 
東広島市乳幼児等医療費支給条例の一

部改正について 
〃 

第 １ ９ 号 

東広島市特定教育・保育施設及び特定

地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例の一部改正について 

〃 

第 ３ ０ 号 
令和５年度東広島市国民健康保険特別

会計補正予算（第３号） 
〃 

第 ３ １ 号 
令和５年度東広島市介護保険特別会計

補正予算（第３号） 
〃 

第 ２ ６ 号 

（関係分） 

令和５年度東広島市一般会計補正予算

（第９号） 
〃 

 

○報告事項について 

・木谷小学校・三津小学校の屋内運

動場の空調使用に伴う実費相当額

の検証結果及び学校施設の使用料

の減免基準の改定・公表について 

・令和５年度全国体力・運動能力、

運動習慣等調査結果について 

・小中学校における発達障害のある

児童生徒への支援の状況について 

・「第２期東広島市生涯学習推進計

画」に係るパブリックコメント（意

見公募）の実施結果について 
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開催月日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項  

結 果 
議 案 番 号 件 名 

１１月１９日 

～２１日 
８人   

行政視察  

 

・公共施設マネジメントについて

（トライアル・サウンディング、

民間提案型） 

茨城県常総市 

・公共施設マネジメントについて 東京都墨田区 

・公共施設マネジメントについて 兵庫県伊丹市 

１２月３日 ８人 ０人 

第１０７号 専決処分の承認について 継続審査 

第１０８号 裁判外の和解について 〃 

第１１８号 東広島市手数料条例の一部改正につ

いて 
〃 

第１２４号 令和６年度東広島市一般会計補正予

算（第５号） 
〃 

１２月１７日 ８人 ０人 

第１０７号 専決処分の承認について 承認可決 

第１０８号 裁判外の和解について 原案可決 

第１１８号 東広島市手数料条例の一部改正につ

いて 
〃 

第１２４号 令和６年度東広島市一般会計補正予

算（第５号） 
〃 

１２月１９日 ８人 ０人 

第１３０号 職員の給与に関する条例等の一部改

正について 
〃 

第１３１号 令和６年度東広島市一般会計補正予

算（第６号） 
〃 

合 計 延１７３人 延８人 延２２日 

※合計欄の出席延人数・開催延日数は行政視察を除いた数 

 

１１月１９日
　　～２１日

イ 文教厚生委員会 

開 催 月 日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号 件 名 

１月１２日 ７人   

行政視察 
・包括的な支援体制の整備に向けたコ

ミュニティソーシャルワーカー（Ｃ

ＳＷ）の活動内容と課題等について 

東広島市社会

福祉協議会 

１月１７日 ７人 ０人  

○所管事項について 

・「障害」の表記を「障がい」に変更

することについて 

・第４次東広島市障がい者計画・第

７期東広島市障がい福祉計画及び

第３期東広島市障がい児福祉計画

策定について 

○所管報告事項について 

○議会報告会について 

 

１月２６日 ７人 ０人 
第 １ 号 

（関係分） 

令和５年度東広島市一般会計補正予算

（第８号） 
 

２月１５日 ７人 ０人 

第 ９ 号 
第３期東広島市教育振興基本計画の策

定について 
継続審査 

第 １ ６ 号 
東広島市介護保険条例の一部改正につ

いて 
〃 

第 １ ７ 号 
東広島市国民健康保険税条例の一部改

正について 
〃 

第 １ ８ 号 
東広島市乳幼児等医療費支給条例の一

部改正について 
〃 

第 １ ９ 号 

東広島市特定教育・保育施設及び特定

地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例の一部改正について 

〃 

第 ３ ０ 号 
令和５年度東広島市国民健康保険特別

会計補正予算（第３号） 
〃 

第 ３ １ 号 
令和５年度東広島市介護保険特別会計

補正予算（第３号） 
〃 

第 ２ ６ 号 

（関係分） 

令和５年度東広島市一般会計補正予算

（第９号） 
〃 

 

○報告事項について 

・木谷小学校・三津小学校の屋内運

動場の空調使用に伴う実費相当額

の検証結果及び学校施設の使用料

の減免基準の改定・公表について 

・令和５年度全国体力・運動能力、

運動習慣等調査結果について 

・小中学校における発達障害のある

児童生徒への支援の状況について 

・「第２期東広島市生涯学習推進計

画」に係るパブリックコメント（意

見公募）の実施結果について 
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開 催 月 日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号 件 名 

２月１５日 ７人 ０人  

・「東広島市図書館サービス計画(第

３期)」に係るパブリックコメント

（意見公募）の実施結果について 

・予防接種健康被害救済制度の審査

結果について 

○所管事務調査について 

 

２月２２日 ７人 ０人 

第 ９ 号 
第３期東広島市教育振興基本計画の策

定について 
原案可決 

第 １ ６ 号 
東広島市介護保険条例の一部改正につ

いて 
〃 

第 １ ７ 号 
東広島市国民健康保険税条例の一部改

正について 
〃 

第 １ ８ 号 
東広島市乳幼児等医療費支給条例の一

部改正について 
〃 

第 １ ９ 号 

東広島市特定教育・保育施設及び特定

地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例の一部改正について 

〃 

第 ３ ０ 号 
令和５年度東広島市国民健康保険特別

会計補正予算（第３号） 
〃 

第 ３ １ 号 
令和５年度東広島市介護保険特別会計

補正予算（第３号） 
〃 

第 ２ ６ 号 

（関係分） 

令和５年度東広島市一般会計補正予算

（第９号） 
 

 ○所管事務調査について  

３月１８日 ７人 ０人 

第 ５ ２ 号 

東広島市指定地域密着型サービスの事

業の人員、設備及び運営に関する基準

を定める条例等の一部改正について 

原案可決 

第 ５ ３ 号 

（関係分） 

令和５年度東広島市一般会計補正予算

（第１０号） 
 

４月１６日 ７人 ０人  

○所管事項について 

・事務執行体制及び関係職員の紹介

について 

・第２期東広島市生涯学習推進計画

の策定について 

・東広島市図書館サービス計画（第

３期）の策定について 

・第１０次東広島市高齢者福祉計

画・第９期東広島市介護保険事業計

画の策定について 

・第３次東広島市健康増進計画の策

定について 

・第２次東広島市自殺(自死)対策計

画の策定について 

・第４次東広島市障がい者計画・第７

期東広島市障がい福祉計画及び第

３期東広島市障がい児福祉 

 

― 100 ― ― 101 ―



開 催 月 日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号 件 名 

２月１５日 ７人 ０人  

・「東広島市図書館サービス計画(第

３期)」に係るパブリックコメント

（意見公募）の実施結果について 

・予防接種健康被害救済制度の審査

結果について 

○所管事務調査について 

 

２月２２日 ７人 ０人 

第 ９ 号 
第３期東広島市教育振興基本計画の策

定について 
原案可決 

第 １ ６ 号 
東広島市介護保険条例の一部改正につ

いて 
〃 

第 １ ７ 号 
東広島市国民健康保険税条例の一部改

正について 
〃 

第 １ ８ 号 
東広島市乳幼児等医療費支給条例の一

部改正について 
〃 

第 １ ９ 号 

東広島市特定教育・保育施設及び特定

地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例の一部改正について 

〃 

第 ３ ０ 号 
令和５年度東広島市国民健康保険特別

会計補正予算（第３号） 
〃 

第 ３ １ 号 
令和５年度東広島市介護保険特別会計

補正予算（第３号） 
〃 

第 ２ ６ 号 

（関係分） 

令和５年度東広島市一般会計補正予算

（第９号） 
 

 ○所管事務調査について  

３月１８日 ７人 ０人 

第 ５ ２ 号 

東広島市指定地域密着型サービスの事

業の人員、設備及び運営に関する基準

を定める条例等の一部改正について 

原案可決 

第 ５ ３ 号 

（関係分） 

令和５年度東広島市一般会計補正予算

（第１０号） 
 

４月１６日 ７人 ０人  

○所管事項について 

・事務執行体制及び関係職員の紹介

について 

・第２期東広島市生涯学習推進計画

の策定について 

・東広島市図書館サービス計画（第

３期）の策定について 

・第１０次東広島市高齢者福祉計

画・第９期東広島市介護保険事業計

画の策定について 

・第３次東広島市健康増進計画の策

定について 

・第２次東広島市自殺(自死)対策計

画の策定について 

・第４次東広島市障がい者計画・第７

期東広島市障がい福祉計画及び第

３期東広島市障がい児福祉 

 

開 催 月 日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号 件 名 

４月１６日 ７人 ０人  

計画の策定について 

・広島国際大学 Town & Gown Office

東広島健幸ステーションの開設に

ついて 

○所管事務調査について 

○議会報告会について 

 

５月１５日 ７人 ０人  
○所管事務調査について 

○議会報告会について 
 

６月１２日 ７人 １人 

第 ５ ９ 号 教育委員会委員の任命の同意について 継続審査 

第 ６ ０ 号 教育委員会委員の任命の同意について 〃 

第 ６ ３ 号 請負契約の締結について 〃 

第 ６ ５ 号 財産の減額貸付けの変更について 〃 

第 ７ ０ 号 
東広島市国民健康保険税条例の一部改

正について 
〃 

第 ７ １ 号 

東広島市家庭的保育事業等の設備及び

運営に関する基準を定める条例の一部

改正について 

〃 

第 ７ ５ 号 

東広島市生涯学習センターの設置及び

管理に関する条例及び東広島芸術文化

ホールの設置及び管理に関する条例の

一部改正等について 

〃 

第 ７ ６ 号 

（関係分） 

令和６年度東広島市一般会計補正予算

（第２号） 
〃 

 

○報告事項について 

・報告第９号 専決処分の報告につ

いて 

・報告第１５号 公益財団法人東広

島市教育文化振興事業団の経営状

況について 

・報告第１６号 令和５年度東広島

市繰越明許費繰越計算書について 

・東広島市生涯学習センター等の今

後の管理運営について 

・スポーツ振興に関する協定の締結

について 

・市制施行 50 周年記念 第 36 回東

広島市民スポーツ大会(陸上の部)

の結果について 

・市制施行 50周年記念 2024年度夏

期巡回ラジオ体操・みんなの体操会

の実施について 

・東広島市有機フッ素化合物健康影

響評価検討委員会の設置について 
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開 催 月 日 出席委員 傍聴者数
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号 件 名 

６月１２日 ７人 １人 

・「こどもまんなか応援サポーター」

就任宣言について 

○令和７年度主要事業に係る提案活動

について

○所管事務調査について

○議会報告会について

６月２４日 ７人 １人 

第 ５ ９ 号 教育委員会委員の任命の同意について 同意可決 

第 ６ ０ 号 教育委員会委員の任命の同意について 〃 

第 ６ ３ 号 請負契約の締結について 原案可決 

第 ６ ５ 号 財産の減額貸付けの変更について 〃 

第 ７ ０ 号 
東広島市国民健康保険税条例の一部改

正について 
〃 

第 ７ １ 号 

東広島市家庭的保育事業等の設備及び

運営に関する基準を定める条例の一部

改正について 

〃 

第 ７ ５ 号 

東広島市生涯学習センターの設置及び

管理に関する条例及び東広島芸術文化

ホールの設置及び管理に関する条例の

一部改正等について

〃 

第 ７ ６ 号 

（関係分） 

令和６年度東広島市一般会計補正予算

（第２号） 

○議会報告会について

６月２７日 ７人 ０人 
第 ７ ７ 号 

（関係分） 
請負契約の締結について

７人 

行政視察

・地域共生社会の実現について

福岡県大牟田市

西南学院大学

木山 淳一氏

７月２４日

～２６日

三重県松阪市

８月１６日 ６人 ３人 

○所管事項について

・令和６年度全国学力・学習状況調

査の結果について

・高屋情報ラウンジの開設及び愛称

募集について

・東広島市地域共生社会推進計画（第

４次東広島市地域福祉計画）の策定

状況について 

・東広島市の自殺（自死）対策の取

組みについて

・令和６年度敬老事業の実施につい

て

開 催 月 日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号 件 名 

８月１６日 ６人 ３人  

・東広島市の高齢者施策の発行につい

て 

・東広島市の国保の発行について  

・東広島市こども計画の策定状況につ

いて 

 

９ 月 ３ 日 ７人 ８人 

第 ８ ４ 号 
広島県後期高齢者医療広域連合規約の

変更に関する協議について 
継続審査 

第 ８ ７ 号 公の施設の指定管理者の指定について 〃 

第 ９ ３ 号 
東広島市高屋情報ラウンジの設置及び

管理に関する条例の制定について 〃 

第 ９ ５ 号 

東広島市行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関す

る条例の一部改正について 
〃 

第 ９ ６ 号 
東広島市国民健康保険条例の一部改正

について 〃 

第 ９ ９ 号 
令和６年度東広島市国民健康保険特別

会計補正予算（第１号） 〃 

第１００号 
令和６年度東広島市後期高齢者医療特

別会計補正予算（第１号） 〃 

第１０１号 
令和６年度東広島市介護保険特別会計

補正予算（第１号） 〃 

第 ５ 号 

（議員提出議案） 

発達障がいに関する障がい福祉の充実

に関する決議について 〃 

第 ９ ８ 号 

（関係分） 

令和６年度東広島市一般会計補正予算

（第３号） 
〃 

 

○報告事項 

 ・報告第２６号 専決処分の報告に

ついて 

・令和５年度指管理者モニタリン

グ・評価結果について 

 ・東広島市文化財保存活用地域計画

の策定について 

 ・公立保育所等における土曜日共同

保育の実施について 

○所管事務調査について 

○議会報告会について 

○令和７年度予算編成に当たっての委

員会提案事項について 

○さらなる少人数学級の実施、教職員

定数の改善並びに義務教育費国庫負

担制度の拡充を求める意見書の提出

について 

 

９月１３日 ７人 ０人 

第 ８ ４ 号 
広島県後期高齢者医療広域連合規約の

変更に関する協議について 
原案可決 

第 ８ ７ 号 公の施設の指定管理者の指定について 〃 
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開 催 月 日 出席委員 傍聴者数
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号 件 名 

６月１２日 ７人 １人 

・「こどもまんなか応援サポーター」

就任宣言について 

○令和７年度主要事業に係る提案活動

について

○所管事務調査について

○議会報告会について

６月２４日 ７人 １人 

第 ５ ９ 号 教育委員会委員の任命の同意について 同意可決 

第 ６ ０ 号 教育委員会委員の任命の同意について 〃 

第 ６ ３ 号 請負契約の締結について 原案可決 

第 ６ ５ 号 財産の減額貸付けの変更について 〃 

第 ７ ０ 号 
東広島市国民健康保険税条例の一部改

正について 
〃 

第 ７ １ 号 

東広島市家庭的保育事業等の設備及び

運営に関する基準を定める条例の一部

改正について 

〃 

第 ７ ５ 号 

東広島市生涯学習センターの設置及び

管理に関する条例及び東広島芸術文化

ホールの設置及び管理に関する条例の

一部改正等について

〃 

第 ７ ６ 号 

（関係分） 

令和６年度東広島市一般会計補正予算

（第２号） 

○議会報告会について

６月２７日 ７人 ０人 
第 ７ ７ 号 

（関係分） 
請負契約の締結について

７人 

行政視察

・地域共生社会の実現について

福岡県大牟田市

西南学院大学

木山 淳一氏

７月２４日

～２６日

三重県松阪市

８月１６日 ６人 ３人 

○所管事項について

・令和６年度全国学力・学習状況調

査の結果について

・高屋情報ラウンジの開設及び愛称

募集について

・東広島市地域共生社会推進計画（第

４次東広島市地域福祉計画）の策定

状況について 

・東広島市の自殺（自死）対策の取

組みについて

・令和６年度敬老事業の実施につい

て

開 催 月 日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号 件 名 

８月１６日 ６人 ３人  

・東広島市の高齢者施策の発行につい

て 

・東広島市の国保の発行について  

・東広島市こども計画の策定状況につ

いて 

 

９ 月 ３ 日 ７人 ８人 

第 ８ ４ 号 
広島県後期高齢者医療広域連合規約の

変更に関する協議について 
継続審査 

第 ８ ７ 号 公の施設の指定管理者の指定について 〃 

第 ９ ３ 号 
東広島市高屋情報ラウンジの設置及び

管理に関する条例の制定について 〃 

第 ９ ５ 号 

東広島市行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関す

る条例の一部改正について 
〃 

第 ９ ６ 号 
東広島市国民健康保険条例の一部改正

について 〃 

第 ９ ９ 号 
令和６年度東広島市国民健康保険特別

会計補正予算（第１号） 〃 

第１００号 
令和６年度東広島市後期高齢者医療特

別会計補正予算（第１号） 〃 

第１０１号 
令和６年度東広島市介護保険特別会計

補正予算（第１号） 〃 

第 ５ 号 

（議員提出議案） 

発達障がいに関する障がい福祉の充実

に関する決議について 〃 

第 ９ ８ 号 

（関係分） 

令和６年度東広島市一般会計補正予算

（第３号） 
〃 

 

○報告事項 

 ・報告第２６号 専決処分の報告に

ついて 

・令和５年度指管理者モニタリン

グ・評価結果について 

 ・東広島市文化財保存活用地域計画

の策定について 

 ・公立保育所等における土曜日共同

保育の実施について 

○所管事務調査について 

○議会報告会について 

○令和７年度予算編成に当たっての委

員会提案事項について 

○さらなる少人数学級の実施、教職員

定数の改善並びに義務教育費国庫負

担制度の拡充を求める意見書の提出

について 

 

９月１３日 ７人 ０人 

第 ８ ４ 号 
広島県後期高齢者医療広域連合規約の

変更に関する協議について 
原案可決 

第 ８ ７ 号 公の施設の指定管理者の指定について 〃 
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開 催 月 日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号 件 名 

９月１３日 ７人 ０人 

第 ９ ３ 号 
東広島市高屋情報ラウンジの設置及び

管理に関する条例の制定について 原案可決 

第 ９ ５ 号 

東広島市行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関す

る条例の一部改正について 
〃 

第 ９ ６ 号 
東広島市国民健康保険条例の一部改正

について 〃 

第 ９ ９ 号 
令和６年度東広島市国民健康保険特別

会計補正予算（第１号） 〃 

第１００号 
令和６年度東広島市後期高齢者医療特

別会計補正予算（第１号） 〃 

第１０１号 
令和６年度東広島市介護保険特別会計

補正予算（第１号） 〃 

議員提出議案 

第 ５ 号 

発達障がいに関する障がい福祉の充実

に関する決議について 
〃 

（可否同数） 

第 ９ ８ 号 

（関係分） 

令和６年度東広島市一般会計補正予算

（第３号） 
 

 

○さらなる少人数学級の実施、教職員

定数の改善並びに義務教育費国庫

負担制度の拡充を求める意見書の

提出について 

○所管事務調査について 

○令和７年度予算編成に当たっての委

員会提案事項について 

 

９月１９日 ７人 １人 第１０５号 請負契約の締結について 原案可決 

１０月１６日 ７人 ０人  

○所管事項について 

・令和６年度予算に係る議会提案事

項の実施状況について 

・東広島市制施行５０周年記念第３

４回東広島市生涯学習フェスティ

バル開催について 

・東広島市制施行５０周年記念第３

６回東広島市民スポーツ大会（球

技の部）総合成績について 

・東広島市地域共生社会推進計画（第

４次東広島市地域福祉計画）の策

定について 

・避難行動要支援者対策等の見直し

について 

・オレンジリボン・児童虐待防止推

進キャンペーンについて 

・東広島市こども計画の策定につい

て 

○所管事務調査について 

○令和７年度予算編成に当たっての委

員会提案事項について 

 

開 催 月 日 出席委員 傍聴者数
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号 件 名 

７人 ０人 

○所管事項について

・東広島市文化財保存活用地域計画

の策定状況について

・東広島市制施行 50 周年記念 第２

８回ひろしま県央競歩大会 2024の

開催について

・東広島市制施行 50 周年記念 第４

０回東ひろしま新春駅伝競走大会

の開催について

・令和６年度東広島市二十歳のつど

いの開催について

・ユニバーサルデザインの民間事業

所等への普及に向けた講演会の開

催について

○所管事務調査について

１１月１４日 

１１月２０日 ７人 
行政視察

・地域共生社会の実現について
兵庫県芦屋市

１２月４日 ６人 ０人 

第１１１号 
公の施設の指定管理者の指定の変更に

ついて
継続審査 

第１２１号 
東広島市使用料条例の一部改正につい

て
〃 

第１２２号 
東広島市市民体育施設設置及び管理条

例の一部改正について
〃 

第１２６号 
令和６年度東広島市国民健康保険特別

会計補正予算（第２号）
〃 

第１２７号 
令和６年度東広島市後期高齢者医療特

別会計補正予算（第２号）
〃 

第１２８号 
令和６年度東広島市介護保険特別会計

補正予算（第２号）
〃 

第１１２号 

（関係分） 
請負契約の締結について 〃 

第１１３号 

（関係分） 
請負契約の締結について 〃 

第１１４号 

（関係分） 
請負契約の締結について 〃 

第１２４号 

（関係分） 

令和６年度東広島市一般会計補正予算

（第５号） 
〃 

○報告事項

・令和５年度「東広島市立小中学校

における生徒指導上の諸課題」の

現状について

・東広島市立中学校の部活動の地域

展開について

・高屋情報ラウンジ愛称決定につい

て

１２月１６日 ７人 ０人 第１１１号 
公の施設の指定管理者の指定の変更に

ついて
原案可決 
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開 催 月 日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号 件 名 

９月１３日 ７人 ０人 

第 ９ ３ 号 
東広島市高屋情報ラウンジの設置及び

管理に関する条例の制定について 原案可決 

第 ９ ５ 号 

東広島市行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関す

る条例の一部改正について 
〃 

第 ９ ６ 号 
東広島市国民健康保険条例の一部改正

について 〃 

第 ９ ９ 号 
令和６年度東広島市国民健康保険特別

会計補正予算（第１号） 〃 

第１００号 
令和６年度東広島市後期高齢者医療特

別会計補正予算（第１号） 〃 

第１０１号 
令和６年度東広島市介護保険特別会計

補正予算（第１号） 〃 

議員提出議案 

第 ５ 号 

発達障がいに関する障がい福祉の充実

に関する決議について 
〃 

（可否同数） 

第 ９ ８ 号 

（関係分） 

令和６年度東広島市一般会計補正予算

（第３号） 
 

 

○さらなる少人数学級の実施、教職員

定数の改善並びに義務教育費国庫

負担制度の拡充を求める意見書の

提出について 

○所管事務調査について 

○令和７年度予算編成に当たっての委

員会提案事項について 

 

９月１９日 ７人 １人 第１０５号 請負契約の締結について 原案可決 

１０月１６日 ７人 ０人  

○所管事項について 

・令和６年度予算に係る議会提案事

項の実施状況について 

・東広島市制施行５０周年記念第３

４回東広島市生涯学習フェスティ

バル開催について 

・東広島市制施行５０周年記念第３

６回東広島市民スポーツ大会（球

技の部）総合成績について 

・東広島市地域共生社会推進計画（第

４次東広島市地域福祉計画）の策

定について 

・避難行動要支援者対策等の見直し

について 

・オレンジリボン・児童虐待防止推

進キャンペーンについて 

・東広島市こども計画の策定につい

て 

○所管事務調査について 

○令和７年度予算編成に当たっての委

員会提案事項について 

 

開 催 月 日 出席委員 傍聴者数
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号 件 名 

７人 ０人 

○所管事項について

・東広島市文化財保存活用地域計画

の策定状況について

・東広島市制施行 50 周年記念 第２

８回ひろしま県央競歩大会 2024の

開催について

・東広島市制施行 50 周年記念 第４

０回東ひろしま新春駅伝競走大会

の開催について

・令和６年度東広島市二十歳のつど

いの開催について

・ユニバーサルデザインの民間事業

所等への普及に向けた講演会の開

催について

○所管事務調査について

１１月１４日 

１１月２０日 ７人 
行政視察

・地域共生社会の実現について
兵庫県芦屋市

１２月４日 ６人 ０人 

第１１１号 
公の施設の指定管理者の指定の変更に

ついて
継続審査 

第１２１号 
東広島市使用料条例の一部改正につい

て
〃 

第１２２号 
東広島市市民体育施設設置及び管理条

例の一部改正について
〃 

第１２６号 
令和６年度東広島市国民健康保険特別

会計補正予算（第２号）
〃 

第１２７号 
令和６年度東広島市後期高齢者医療特

別会計補正予算（第２号）
〃 

第１２８号 
令和６年度東広島市介護保険特別会計

補正予算（第２号）
〃 

第１１２号 

（関係分） 
請負契約の締結について 〃 

第１１３号 

（関係分） 
請負契約の締結について 〃 

第１１４号 

（関係分） 
請負契約の締結について 〃 

第１２４号 

（関係分） 

令和６年度東広島市一般会計補正予算

（第５号） 
〃 

○報告事項

・令和５年度「東広島市立小中学校

における生徒指導上の諸課題」の

現状について

・東広島市立中学校の部活動の地域

展開について

・高屋情報ラウンジ愛称決定につい

て

１２月１６日 ７人 ０人 第１１１号 
公の施設の指定管理者の指定の変更に

ついて
原案可決 
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開 催 月 日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号 件 名 

１２月１６日 ７人 ０人 

第１２１号 
東広島市使用料条例の一部改正につい

て 原案可決 

第１２２号 
東広島市市民体育施設設置及び管理条

例の一部改正について 〃 

第１２６号 
令和６年度東広島市国民健康保険特別

会計補正予算（第２号） 〃 

第１２７号 
令和６年度東広島市後期高齢者医療特

別会計補正予算（第２号） 〃 

第１２８号 
令和６年度東広島市介護保険特別会計

補正予算（第２号） 〃 

第１１２号 

（関係分） 
請負契約の締結について  

第１１３号 

（関係分） 
請負契約の締結について  

第１１４号 

（関係分） 
請負契約の締結について  

第１２４号 

（関係分） 

令和６年度東広島市一般会計補正予算

（第５号） 
 

 ○所管事務調査について  

１２月１９日 ７人 ０人 

第１３３号 
令和６年度東広島市国民健康保険特別

会計補正予算（第３号） 
原案可決 

第１３４号 
令和６年度東広島市後期高齢者医療特

別会計補正予算（第３号） 
〃 

第１３５号 
令和６年度東広島市介護保険特別会計

補正予算（第３号） 
〃 

第１３１号 

（関係分） 

令和６年度東広島市一般会計補正予算

（第６号） 
 

合   計 延１３１人 延１４人 延１９日 

※合計欄の出席延人数・開催延日数は行政視察を除いた数 
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開 催 月 日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号 件 名 

１２月１６日 ７人 ０人 

第１２１号 
東広島市使用料条例の一部改正につい

て 原案可決 

第１２２号 
東広島市市民体育施設設置及び管理条

例の一部改正について 〃 

第１２６号 
令和６年度東広島市国民健康保険特別

会計補正予算（第２号） 〃 

第１２７号 
令和６年度東広島市後期高齢者医療特

別会計補正予算（第２号） 〃 

第１２８号 
令和６年度東広島市介護保険特別会計

補正予算（第２号） 〃 

第１１２号 

（関係分） 
請負契約の締結について  

第１１３号 

（関係分） 
請負契約の締結について  

第１１４号 

（関係分） 
請負契約の締結について  

第１２４号 

（関係分） 

令和６年度東広島市一般会計補正予算

（第５号） 
 

 ○所管事務調査について  

１２月１９日 ７人 ０人 

第１３３号 
令和６年度東広島市国民健康保険特別

会計補正予算（第３号） 
原案可決 

第１３４号 
令和６年度東広島市後期高齢者医療特

別会計補正予算（第３号） 
〃 

第１３５号 
令和６年度東広島市介護保険特別会計

補正予算（第３号） 
〃 

第１３１号 

（関係分） 

令和６年度東広島市一般会計補正予算

（第６号） 
 

合   計 延１３１人 延１４人 延１９日 

※合計欄の出席延人数・開催延日数は行政視察を除いた数 

ウ 市民経済委員会   

開催月日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項  

結 果 
議 案 番 号 件 名 

１月１６日 ７人 ０人  

○所管事項について 

・東広島市都市交通マスタープラン

の策定状況について 

・東広島市都市交通計画の策定方針

について 

・「志和ホタル交通」の実証運行開

始について 

・市民協働のまちづくり第４期行動

計画の策定状況について 

・八本松駅前地区公共施設再編計画

の変更について 

○議会報告会について 

 

１月２２日 

～２４日 
７人   

行政視察  

 ・移住・定住促進の取組みについて 
青森県弘前市 

青森県八戸市 

２月１６日 ７人 ０人 

第 ２ 号 人権擁護委員の候補者の推薦につき

意見を求めることについて 継続審査 

第 ３ 号 人権擁護委員の候補者の推薦につき

意見を求めることについて 〃 

第 ４ 号 人権擁護委員の候補者の推薦につき

意見を求めることについて 〃 

第 ５ 号 人権擁護委員の候補者の推薦につき

意見を求めることについて 〃 

第 ６ 号 人権擁護委員の候補者の推薦につき

意見を求めることについて 〃 

第 ７ 号 農業委員会委員の任命の同意につい

て 〃 

第 ８ 号 東広島市都市交通マスタープランの

改定について 〃 

第 １ ２ 号 東広島市工場立地法地域準則条例の

制定について 〃 

第 ２ ０ 号 
東広島市企業立地促進条例及び東広

島市産業集積促進条例の一部改正に

ついて 
〃 

第 ２ ７ 号 令和５年度ひがしひろしま墓園管理

事業特別会計補正予算（第１号） 〃 

第 ２ ８ 号 
令和５年度東広島市特定地域生活排

水処理事業特別会計補正予算（第１

号） 
〃 

第 ２ ６ 号 
（関係分） 

令和５年度東広島市一般会計補正予

算（第９号） 〃 

 

○報告事項 

・東広島市地球温暖化対策実行計画

の改訂について 
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開催月日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項  

結 果 
議 案 番 号 件 名 

２月１６日 ７人 ０人  

・瀬野川水系における有機フッ素化

合物の調査結果について（第２報） 

・瀬野川水系における有機フッ素化

合物の調査結果について（第３報） 

・瀬野川水系における有機フッ素化

合物の調査結果について（第４報） 

・窓口ＤＸＳａａＳの進捗状況～証

明書交付の「書かない窓口」の開

始について～ 

○所管事務調査について 

○議会報告会において聴き取った市

民意見への対応について 

 

２月２２日 ７人 ０人 

第 ２ 号 人権擁護委員の候補者の推薦につき

意見を求めることについて 適任可決 

第 ３ 号 人権擁護委員の候補者の推薦につき

意見を求めることについて 〃 

第 ４ 号 人権擁護委員の候補者の推薦につき

意見を求めることについて 〃 

第 ５ 号 人権擁護委員の候補者の推薦につき

意見を求めることについて 〃 

第 ６ 号 人権擁護委員の候補者の推薦につき

意見を求めることについて 〃 

第 ７ 号 農業委員会委員の任命の同意につい

て 同意可決 

第 ８ 号 東広島市都市交通マスタープランの

改定について 原案可決 

第 １ ２ 号 東広島市工場立地法地域準則条例の

制定について 〃 

第 ２ ０ 号 
東広島市企業立地促進条例及び東広

島市産業集積促進条例の一部改正に

ついて 
〃 

第 ２ ７ 号 令和５年度ひがしひろしま墓園管理

事業特別会計補正予算（第１号） 〃 

第 ２ ８ 号 
令和５年度東広島市特定地域生活排

水処理事業特別会計補正予算（第１

号） 
〃 

第 ２ ６ 号 
（関係分） 

令和５年度東広島市一般会計補正予

算（第９号）  

 

○報告事項 

・有機フッ素化合物に関する要望書

の提出について 

・瀬野川水系における有機フッ素化

合物の調査結果について（第５報） 

○所管事務調査について 

 

３月１８日 ７人 ０人 
議員提出議案 

第 ２ 号 
有機フッ素化合物に関する対策を求

める意見書の提出について 原案可決 

〃 ７人 ０人 
第 ５ ３ 号 
（関係分） 

令和５年度東広島市一般会計補正予

算（第１０号）  

開催月日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項  

結 果 
議 案 番 号 件 名 

４月１１日 ７人 ０人 
第 ５ ７ 号 

（関係分） 

令和６年度東広島市一般会計補正予算

（第１号） 
 

４月１２日 ７人 １人  

○所管事項について 

・令和５年度自動運転・隊列走行  

ＢＲＴ実証運行の結果について 

・東広島市都市交通計画の策定状況

について 

・市民協働のまちづくり第４期行動

計画の策定について 

・市民ポータルサイト電子回覧板サ

ービスの開始について 

・東広島市の環境（環境白書）２０

２３年（令和５年）版の発行につ

いて 

・瀬野川水系における有機フッ素化

合物の調査結果（第６～８報）及

び市長コメントについて 

・瀬野川水系における有機フッ素化

合物の検出に係る川上弾薬庫内の

実態調査等の実施要望書について 

○所管事務調査について 

○議会報告会について 

○市町村議会議員特別セミナーへの

派遣者の選出について 

 

５月１３日 ７人 ０人  

○所管事項について 

・東広島こい地鶏事業の進捗状況に

ついて 

・Ｈｉ‐Ｂｉｚ（ハイビズ）の活動

実績について 

・共創型起業プログラム「円陣」の

実施報告について 

・令和６年度東広島イノベーション

ラボミライノ＋の運営体制につい

て 

・令和６年度主要事業に係る提案活

動について 

○議会報告会について 

○所管事務調査について 

 

６月１３日 ７人 ０人 

第 ６ ６ 号 
東広島市専用水道の水道技術管理者の

資格を定める条例の制定について 
継続審査 

第 ６ ９ 号 
東広島市コミュニティ活動施設設置及

び管理条例の一部改正について 
〃 

第 ７ ６ 号 

（関係分） 

令和６年度東広島市一般会計補正予算

（第２号） 
〃 

 

○報告事項 

・報告第８号 専決処分の報告につ

いて 

・報告第１２号 専決処分の報告に

ついて 
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開催月日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項  

結 果 
議 案 番 号 件 名 

２月１６日 ７人 ０人  

・瀬野川水系における有機フッ素化

合物の調査結果について（第２報） 

・瀬野川水系における有機フッ素化

合物の調査結果について（第３報） 

・瀬野川水系における有機フッ素化

合物の調査結果について（第４報） 

・窓口ＤＸＳａａＳの進捗状況～証

明書交付の「書かない窓口」の開

始について～ 

○所管事務調査について 

○議会報告会において聴き取った市

民意見への対応について 

 

２月２２日 ７人 ０人 

第 ２ 号 人権擁護委員の候補者の推薦につき

意見を求めることについて 適任可決 

第 ３ 号 人権擁護委員の候補者の推薦につき

意見を求めることについて 〃 

第 ４ 号 人権擁護委員の候補者の推薦につき

意見を求めることについて 〃 

第 ５ 号 人権擁護委員の候補者の推薦につき

意見を求めることについて 〃 

第 ６ 号 人権擁護委員の候補者の推薦につき

意見を求めることについて 〃 

第 ７ 号 農業委員会委員の任命の同意につい

て 同意可決 

第 ８ 号 東広島市都市交通マスタープランの

改定について 原案可決 

第 １ ２ 号 東広島市工場立地法地域準則条例の

制定について 〃 

第 ２ ０ 号 
東広島市企業立地促進条例及び東広

島市産業集積促進条例の一部改正に

ついて 
〃 

第 ２ ７ 号 令和５年度ひがしひろしま墓園管理

事業特別会計補正予算（第１号） 〃 

第 ２ ８ 号 
令和５年度東広島市特定地域生活排

水処理事業特別会計補正予算（第１

号） 
〃 

第 ２ ６ 号 
（関係分） 

令和５年度東広島市一般会計補正予

算（第９号）  

 

○報告事項 

・有機フッ素化合物に関する要望書

の提出について 

・瀬野川水系における有機フッ素化

合物の調査結果について（第５報） 

○所管事務調査について 

 

３月１８日 ７人 ０人 
議員提出議案 

第 ２ 号 
有機フッ素化合物に関する対策を求

める意見書の提出について 原案可決 

〃 ７人 ０人 
第 ５ ３ 号 
（関係分） 

令和５年度東広島市一般会計補正予

算（第１０号）  

開催月日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項  

結 果 
議 案 番 号 件 名 

４月１１日 ７人 ０人 
第 ５ ７ 号 

（関係分） 

令和６年度東広島市一般会計補正予算

（第１号） 
 

４月１２日 ７人 １人  

○所管事項について 

・令和５年度自動運転・隊列走行  

ＢＲＴ実証運行の結果について 

・東広島市都市交通計画の策定状況

について 

・市民協働のまちづくり第４期行動

計画の策定について 

・市民ポータルサイト電子回覧板サ

ービスの開始について 

・東広島市の環境（環境白書）２０

２３年（令和５年）版の発行につ

いて 

・瀬野川水系における有機フッ素化

合物の調査結果（第６～８報）及

び市長コメントについて 

・瀬野川水系における有機フッ素化

合物の検出に係る川上弾薬庫内の

実態調査等の実施要望書について 

○所管事務調査について 

○議会報告会について 

○市町村議会議員特別セミナーへの

派遣者の選出について 

 

５月１３日 ７人 ０人  

○所管事項について 

・東広島こい地鶏事業の進捗状況に

ついて 

・Ｈｉ‐Ｂｉｚ（ハイビズ）の活動

実績について 

・共創型起業プログラム「円陣」の

実施報告について 

・令和６年度東広島イノベーション

ラボミライノ＋の運営体制につい

て 

・令和６年度主要事業に係る提案活

動について 

○議会報告会について 

○所管事務調査について 

 

６月１３日 ７人 ０人 

第 ６ ６ 号 
東広島市専用水道の水道技術管理者の

資格を定める条例の制定について 
継続審査 

第 ６ ９ 号 
東広島市コミュニティ活動施設設置及

び管理条例の一部改正について 
〃 

第 ７ ６ 号 

（関係分） 

令和６年度東広島市一般会計補正予算

（第２号） 
〃 

 

○報告事項 

・報告第８号 専決処分の報告につ

いて 

・報告第１２号 専決処分の報告に

ついて 
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開催月日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項  

結 果 
議 案 番 号 件 名 

６月１３日 ７人 ０人  

・報告第１３号 東広島スマートエ

ネルギー株式会社の経営状況につ

いて 

・報告第１６号 令和５年度東広島

市繰越明許費繰越計算書について 

・東広島市都市交通計画の策定につ

いて 

・有機フッ素化合物に関する要望書

の提出について 

・東広島市観光総合戦略の策定につ

いて 

・市主体の産業団地整備の進捗状況

について 

・サポートビラ（事業者ポータルサ

イト）のサービス拡充について 

○令和７年度主要事業に係る提案活

動について 

○議会報告会について 

○所管事務調査について 

 

６月２４日 ７人 ０人 

第 ６ ６ 号 
東広島市専用水道の水道技術管理者

の資格を定める条例の制定について 
原案可決 

第 ６ ９ 号 
東広島市コミュニティ活動施設設置

及び管理条例の一部改正について 
〃 

第 ７ ６ 号 

（関係分） 

令和６年度東広島市一般会計補正予

算（第２号） 
 

 ○議会報告会について  

６月２７日 ７人 ０人 

第 ７ ７ 号 請負契約の締結について 原案可決 

 

○報告事項 

・報告第１８号 専決処分の報告に

ついて 

 

７ 月 ３ 日 

～ ５ 日 
７人   

行政視察  

 ・移住・定住促進の取組みについて 

大分県大分市 

大分県宇佐市 

大分県豊後高田市 

７月１６日 ７人 ０人  

○所管事項について 

・指定暑熱避難施設の設置について 

・日曜開庁・休日納税相談における

窓口受付時間の短縮について 

・窓口ＤＸＳａａＳの進捗状況につ

いて 

○所管事務調査について 

 

８月１６日 ７人 ２人  

○報告事項 

・東広島市観光総合戦略の策定につ

いて 

○所管事務調査について 
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開催月日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項  

結 果 
議 案 番 号 件 名 

６月１３日 ７人 ０人  

・報告第１３号 東広島スマートエ

ネルギー株式会社の経営状況につ

いて 

・報告第１６号 令和５年度東広島

市繰越明許費繰越計算書について 

・東広島市都市交通計画の策定につ

いて 

・有機フッ素化合物に関する要望書

の提出について 

・東広島市観光総合戦略の策定につ

いて 

・市主体の産業団地整備の進捗状況

について 

・サポートビラ（事業者ポータルサ

イト）のサービス拡充について 

○令和７年度主要事業に係る提案活

動について 

○議会報告会について 

○所管事務調査について 

 

６月２４日 ７人 ０人 

第 ６ ６ 号 
東広島市専用水道の水道技術管理者

の資格を定める条例の制定について 
原案可決 

第 ６ ９ 号 
東広島市コミュニティ活動施設設置

及び管理条例の一部改正について 
〃 

第 ７ ６ 号 

（関係分） 

令和６年度東広島市一般会計補正予

算（第２号） 
 

 ○議会報告会について  

６月２７日 ７人 ０人 

第 ７ ７ 号 請負契約の締結について 原案可決 

 

○報告事項 

・報告第１８号 専決処分の報告に

ついて 

 

７ 月 ３ 日 

～ ５ 日 
７人   

行政視察  

 ・移住・定住促進の取組みについて 

大分県大分市 

大分県宇佐市 

大分県豊後高田市 

７月１６日 ７人 ０人  

○所管事項について 

・指定暑熱避難施設の設置について 

・日曜開庁・休日納税相談における

窓口受付時間の短縮について 

・窓口ＤＸＳａａＳの進捗状況につ

いて 

○所管事務調査について 

 

８月１６日 ７人 ２人  

○報告事項 

・東広島市観光総合戦略の策定につ

いて 

○所管事務調査について 

 

開催月日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項  

結 果 
議 案 番 号 件 名 

９ 月 ４ 日 ７人 ０人 

第 ７ ８ 号 人権擁護委員の候補者の推薦につき

意見を求めることについて 継続審査 

第 ７ ９ 号 人権擁護委員の候補者の推薦につき

意見を求めることについて 〃 

第 ８ ０ 号 人権擁護委員の候補者の推薦につき

意見を求めることについて 〃 

第 ９ ８ 号 

（関係分） 

令和６年度東広島市一般会計補正予

算（第３号） 
〃 

 

○報告事項 

・報告第２０号 専決処分の報告に

ついて 

・報告第２１号 専決処分の報告に

ついて 

・令和５年度指定管理者モニタリン

グ・評価結果について 

・地方卸売市場東広島流通センター

活性化に向けた取組みの進捗状況

について 

・東広島市学校給食地場産野菜供給

拡大システムの運用状況について 

・２０２４酒まつりについて 

○議会報告会について 

○令和７年度予算編成に当たっての

委員会提案事項について 

 

９月１３日 ７人 ０人 

第 ７ ８ 号 人権擁護委員の候補者の推薦につき

意見を求めることについて 適任可決 

第 ７ ９ 号 人権擁護委員の候補者の推薦につき

意見を求めることについて 〃 

第 ８ ０ 号 人権擁護委員の候補者の推薦につき

意見を求めることについて 〃 

第 ９ ８ 号 

（関係分） 

令和６年度東広島市一般会計補正予

算（第３号） 
 

 

○報告事項 

・有機フッ素化合物に関する要望書

に対する一部回答及び市長コメン

トについて 

○令和７年度予算編成に当たっての

委員会提案事項について 

 

１０月１５日 ７人 ０人  

○所管事項について 

・令和６年度予算に係る議会提案事

項の実施状況について 

・高屋町小谷地区「おまるめ山バス」

の本格運行移行について 

・令和６年度一日総合相談室の開設

について 

・東広島国際フェスタ 2024 の開催に

ついて 

・保護犬猫を迎えよう（犬猫譲渡会）

の開催について 
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開催月日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項  

結 果 
議 案 番 号 件 名 

１０月１５日 ７人 ０人  

・第３次東広島市男女共同参画推進

計画後期実施計画の素案について 

・有機フッ素化合物に関する要望書

の提出について 

・第５回脱炭素先行地域計画の採択

について 

・東広島市観光総合戦略の策定につ

いて 

・２０２４酒まつりの開催結果につ

いて 

○所管事務調査について 

○令和７年度予算編成に当たっての委

員会提案事項について 

 

１１月１１日 ７人 ０人  

○所管事項について 

・自動運転・隊列走行ＢＲＴ実証運

行の開始について 

・北館における小火の発生について 

・「国際交流×防災運動会」の開催 

について 

○所管事務調査について 

 

１２月５日 ７人 ０人 

第１０９号 公の施設の指定管理者の指定につい

て 継続審査 

第１１２号 請負契約の締結について 〃 

第１１３号 請負契約の締結について 〃 

第１１４号 請負契約の締結について 〃 

第１１９号 
東広島市特定地域浄化槽設置及び管

理条例の一部改正について 
〃 

第１２４号 

（関係分） 

令和６年度東広島市一般会計補正予

算（第５号） 
〃 

 

○報告事項 

・第４次東広島市国際化推進プラン

骨子案について 

・有機フッ素化合物に関する要望書

の提出について 

○一般質問を政策提言に結び付ける

取組みについて 

○所管事務調査について 

 

１２月１６日 ７人 ０人 

第１０９号 公の施設の指定管理者の指定につい

て 原案可決 

第１１２号 請負契約の締結について 〃 

第１１３号 請負契約の締結について 〃 

第１１４号 請負契約の締結について 〃 

開催月日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項  

結 果 
議 案 番 号 件 名 

１２月１６日 ７人 ０人 

第１１９号 
東広島市特定地域浄化槽設置及び管

理条例の一部改正について 
原案可決 

第１２４号 

（関係分） 

令和６年度東広島市一般会計補正予

算（第５号） 
 

 

○報告事項について 

・県産業団地整備の進捗状況につい

て 

○所管事務調査について 

 

１２月１９日 ７人 ０人 

第１３１号 

（関係分） 

令和６年度東広島市一般会計補正予

算（第６号） 
 

 

○報告事項について 

・報告第２９号 専決処分の報告に

ついて 

・報告第３０号 専決処分の報告に

ついて 

 

１２月２３日 ４人   

行政視察 

・移住・定住支援を含めた地域活性

化、集落支援について 

広島県 

合   計 延１４７人 延３人 延２１日 

※合計欄の出席委員延人数・開催延日数は行政視察を除いた数 
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開催月日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項  

結 果 
議 案 番 号 件 名 

１２月１６日 ７人 ０人 

第１１９号 
東広島市特定地域浄化槽設置及び管

理条例の一部改正について 
原案可決 

第１２４号 

（関係分） 

令和６年度東広島市一般会計補正予

算（第５号） 
 

 

○報告事項について 

・県産業団地整備の進捗状況につい

て 

○所管事務調査について 

 

１２月１９日 ７人 ０人 

第１３１号 

（関係分） 

令和６年度東広島市一般会計補正予

算（第６号） 
 

 

○報告事項について 

・報告第２９号 専決処分の報告に

ついて 

・報告第３０号 専決処分の報告に

ついて 

 

１２月２３日 ４人   

行政視察 

・移住・定住支援を含めた地域活性

化、集落支援について 

広島県 

合   計 延１４７人 延３人 延２１日 

※合計欄の出席委員延人数・開催延日数は行政視察を除いた数 
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エ 建設委員会  

開 催 月 日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号 件 名 

１月１５日 ７人 ０人  

○所管事項について 

 ・ウォーカブル推進都市の応募につ

いて 

 ・駐車場及び自転車駐車場の運営に

係る民活の検討について 

 ・八本松駅前地区公共施設再編計画

の変更について 

○議会報告会について 

 

１月２９日 

～３１日 
７人   

行政視察  

 

・建設維新ＩＣＴの取組みについて 山口県 

・i-Construction（ＩＣＴの全面的

な活用）の取組みについて 国土交通省 

・仙台市ＩＣＴ活用モデル工事につ

いて 宮城県仙台市 

２月１９日 ７人 ８人 

第 １ ０ 号 市道の路線の認定について 継続審査 

第 １ １ 号 委託契約の変更について 〃 

第 ２ １ 号 
東広島市漁港管理条例の一部改正につ

いて 
〃 

第 ２ ２ 号 
東広島市安芸津港港湾施設管理条例の

一部改正について 
〃 

第 ２ ３ 号 

都市計画法に基づく開発行為等の許可

の基準に関する条例の一部改正につい

て 

〃 

第 ２ ４ 号 
東広島市営住宅設置及び管理条例の一

部改正について 
〃 

第 ２ ９ 号 
令和５年度八本松駅前土地区画整理事

業特別会計補正予算（第２号） 
〃 

第 ３ ２ 号 
令和５年度東広島市下水道事業会計補

正予算（第２号） 
〃 

第 ２ ６ 号 

（関係分） 

令和５年度東広島市一般会計補正予算

（第９号） 
〃 

 

○報告事項 

 ・報告第３号 専決処分の報告につ

いて 

 ・報告第４号 専決処分の報告につ

いて 

 ・報告第５号 専決処分の報告につ

いて 

 ・命のみなとネットワークの構築に

向けた災害支援訓練について 

 ・東広島都市計画区域区分の随時見

直し（逆線引き等）について 

 

２月２６日 ７人 ２人 第 １ ０ 号 市道の路線の認定について 原案可決 

開 催 月 日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号 件 名 

２月２６日 ７人 ２人 

第 １ １ 号 委託契約の変更について 原案可決 

第 ２ １ 号 
東広島市漁港管理条例の一部改正につ

いて 
〃 

第 ２ ２ 号 
東広島市安芸津港港湾施設管理条例の

一部改正について 
〃 

第 ２ ３ 号 

都市計画法に基づく開発行為等の許可

の基準に関する条例の一部改正につい

て 

〃 

第 ２ ４ 号 
東広島市営住宅設置及び管理条例の一

部改正について 
〃 

第 ２ ９ 号 
令和５年度八本松駅前土地区画整理事

業特別会計補正予算（第２号） 
〃 

第 ３ ２ 号 
令和５年度東広島市下水道事業会計補

正予算（第２号） 
〃 

第 ２ ６ 号 

（関係分） 

令和５年度東広島市一般会計補正予算

（第９号） 
 

 

○報告事項 

 ・西条駅前土地区画整理事業損害賠

償請求事件に係る検証結果等を受

け都市部としての再発防止に向け

た取組みについて 

○所管事務調査について 

 

４月１５日 ７人 ０人  

○所管事項について 

 ・駐車場及び自転車駐車場の民活に

係る意見公募の結果について 

○所管事務調査について 

○議会報告会について 

○市町村議会議員特別セミナーへの派

遣者の選出について 

 

５月１６日 ７人 ０人  
○議会報告会について 

○所管事務調査について 
 

６月１４日 ７人 １人 

第 ６ ２ 号 請負契約の締結について 継続審査 

第 ６ ４ 号 請負契約の変更について 〃 

第 ７ ２ 号 
東広島市地区計画の区域内における建

築物の制限に関する条例の一部改正に

ついて 
〃 

第 ７ ３ 号 東広島市手数料条例の一部改正につい

て 〃 

第 ７ ４ 号 東広島市営住宅設置及び管理条例の一

部改正について 〃 

第 ７ ６ 号 
（関係分） 

令和６年度東広島市一般会計補正予算

（第２号） 〃 

 
○報告事項 
 ・報告第１０号 専決処分の報告に

ついて 
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エ 建設委員会  

開 催 月 日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号 件 名 

１月１５日 ７人 ０人  

○所管事項について 

 ・ウォーカブル推進都市の応募につ

いて 

 ・駐車場及び自転車駐車場の運営に

係る民活の検討について 

 ・八本松駅前地区公共施設再編計画

の変更について 

○議会報告会について 

 

１月２９日 

～３１日 
７人   

行政視察  

 

・建設維新ＩＣＴの取組みについて 山口県 

・i-Construction（ＩＣＴの全面的

な活用）の取組みについて 国土交通省 

・仙台市ＩＣＴ活用モデル工事につ

いて 宮城県仙台市 

２月１９日 ７人 ８人 

第 １ ０ 号 市道の路線の認定について 継続審査 

第 １ １ 号 委託契約の変更について 〃 

第 ２ １ 号 
東広島市漁港管理条例の一部改正につ

いて 
〃 

第 ２ ２ 号 
東広島市安芸津港港湾施設管理条例の

一部改正について 
〃 

第 ２ ３ 号 

都市計画法に基づく開発行為等の許可

の基準に関する条例の一部改正につい

て 

〃 

第 ２ ４ 号 
東広島市営住宅設置及び管理条例の一

部改正について 
〃 

第 ２ ９ 号 
令和５年度八本松駅前土地区画整理事

業特別会計補正予算（第２号） 
〃 

第 ３ ２ 号 
令和５年度東広島市下水道事業会計補

正予算（第２号） 
〃 

第 ２ ６ 号 

（関係分） 

令和５年度東広島市一般会計補正予算

（第９号） 
〃 

 

○報告事項 

 ・報告第３号 専決処分の報告につ

いて 

 ・報告第４号 専決処分の報告につ

いて 

 ・報告第５号 専決処分の報告につ

いて 

 ・命のみなとネットワークの構築に

向けた災害支援訓練について 

 ・東広島都市計画区域区分の随時見

直し（逆線引き等）について 

 

２月２６日 ７人 ２人 第 １ ０ 号 市道の路線の認定について 原案可決 

開 催 月 日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号 件 名 

２月２６日 ７人 ２人 

第 １ １ 号 委託契約の変更について 原案可決 

第 ２ １ 号 
東広島市漁港管理条例の一部改正につ

いて 
〃 

第 ２ ２ 号 
東広島市安芸津港港湾施設管理条例の

一部改正について 
〃 

第 ２ ３ 号 

都市計画法に基づく開発行為等の許可

の基準に関する条例の一部改正につい

て 

〃 

第 ２ ４ 号 
東広島市営住宅設置及び管理条例の一

部改正について 
〃 

第 ２ ９ 号 
令和５年度八本松駅前土地区画整理事

業特別会計補正予算（第２号） 
〃 

第 ３ ２ 号 
令和５年度東広島市下水道事業会計補

正予算（第２号） 
〃 

第 ２ ６ 号 

（関係分） 

令和５年度東広島市一般会計補正予算

（第９号） 
 

 

○報告事項 

 ・西条駅前土地区画整理事業損害賠

償請求事件に係る検証結果等を受

け都市部としての再発防止に向け

た取組みについて 

○所管事務調査について 

 

４月１５日 ７人 ０人  

○所管事項について 

 ・駐車場及び自転車駐車場の民活に

係る意見公募の結果について 

○所管事務調査について 

○議会報告会について 

○市町村議会議員特別セミナーへの派

遣者の選出について 

 

５月１６日 ７人 ０人  
○議会報告会について 

○所管事務調査について 
 

６月１４日 ７人 １人 

第 ６ ２ 号 請負契約の締結について 継続審査 

第 ６ ４ 号 請負契約の変更について 〃 

第 ７ ２ 号 
東広島市地区計画の区域内における建

築物の制限に関する条例の一部改正に

ついて 
〃 

第 ７ ３ 号 東広島市手数料条例の一部改正につい

て 〃 

第 ７ ４ 号 東広島市営住宅設置及び管理条例の一

部改正について 〃 

第 ７ ６ 号 
（関係分） 

令和６年度東広島市一般会計補正予算

（第２号） 〃 

 
○報告事項 
 ・報告第１０号 専決処分の報告に

ついて 
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開 催 月 日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号 件 名 

６月１４日 ７人 １人  

 ・報告第１４号 東広島市土地開発

公社の経営 状況について 
 ・報告第１６号 令和５年度東広島

市繰越明許費繰越計算書について 
 ・報告第１７号 令和５年度東広島

市下水道事業会計予算繰越計算書

について 
 ・サポートビラ（事業者ポータルサ

イト）のサービス拡充について 
 ・東広島市下水道事業経営戦略の改

訂について 
○令和７年度主要事業に係る提案活動

について 
○所管事務調査について 

 

６月２５日 ７人 １人 

１ ６ ２ 号 請負契約の締結について 原案可決 

第 ６ ４ 号 請負契約の変更について 〃 

第 ７ ２ 号 
東広島市地区計画の区域内における建

築物の制限に関する条例の一部改正に

ついて 
〃 

第 ７ ３ 号 東広島市手数料条例の一部改正につい

て 〃 

第 ７ ４ 号 東広島市営住宅設置及び管理条例の一

部改正について 〃 

第 ７ ６ 号 
（関係分） 

令和６年度東広島市一般会計補正予算

（第２号）  

 ○議会報告会について  

７月２４日 

～２６日 
７人   

行政視察  

 

・i-Constructionへの取組みについ

て 茨城県 

・いわての i-Constructionについて 岩手県 

・株式会社小田島組の取組みについ

て 
株式会社小田島組 
（岩手県北上市） 

８月１９日 ７人 ３人  ○所管事務調査について  

９ 月 ５ 日 ７人 ０人 

第 ８ ６ 号 市道の路線の認定について 継続審査 

第 ８ ８ 号 請負契約の締結について 〃 

第 ８ ９ 号 請負契約の締結について 〃 

第 ９ ０ 号 請負契約の締結について 〃 

第 ９ １ 号 請負契約の締結について 〃 
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７月２４日
　～２６日

開 催 月 日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号 件 名 

９ 月 ５ 日 ７人 ０人 

第 ９ ２ 号 請負契約の変更について 継続審査 

第 ９ ７ 号 東広島市都市公園条例の一部改正につ

いて 〃 

第 ９ ８ 号 
（関係分） 

令和６年度東広島市一般会計補正予算

（第３号） 〃 

 

○報告事項 
 ・報告第２２号 専決処分の報告に

ついて 
 ・報告第２３号 専決処分の報告に

ついて 
 ・報告第２４号 専決処分の報告に

ついて 
・令和５年度指定管理者モニタリン

グ・評価結果について 
・市制施行５０周年記念 東広島運

動公園フットサルコート開場記念

イベントの開催について 
・御建公園に係る住民監査請求につ

いて 
○所管事務調査について 
○議会報告会について 
○令和７年度予算編成に当たっての委

員会提案事項について 

 

９月１７日 ７人 １人 

第 ８ ６ 号 市道の路線の認定について 原案可決 

第 ８ ８ 号 請負契約の締結について 〃 

第 ８ ９ 号 請負契約の締結について 〃 

第 ９ ０ 号 請負契約の締結について 〃 

第 ９ １ 号 請負契約の締結について 〃 

第 ９ ２ 号 請負契約の変更について 〃 

第 ９ ７ 号 東広島市都市公園条例の一部改正につ

いて 〃 

第 ９ ８ 号 
（関係分） 

令和６年度東広島市一般会計補正予算

（第３号）  

 

○報告事項 
・西条駅前土地区画整理事業損害賠

償請求事件に係る訴訟費用額確定

処分申立について 
○所管事務調査について 
○令和７年度予算編成に当たっての委

員会提案事項について 
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開 催 月 日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号 件 名 

６月１４日 ７人 １人  

 ・報告第１４号 東広島市土地開発

公社の経営 状況について 
 ・報告第１６号 令和５年度東広島

市繰越明許費繰越計算書について 
 ・報告第１７号 令和５年度東広島

市下水道事業会計予算繰越計算書

について 
 ・サポートビラ（事業者ポータルサ

イト）のサービス拡充について 
 ・東広島市下水道事業経営戦略の改

訂について 
○令和７年度主要事業に係る提案活動

について 
○所管事務調査について 

 

６月２５日 ７人 １人 

１ ６ ２ 号 請負契約の締結について 原案可決 

第 ６ ４ 号 請負契約の変更について 〃 

第 ７ ２ 号 
東広島市地区計画の区域内における建

築物の制限に関する条例の一部改正に

ついて 
〃 

第 ７ ３ 号 東広島市手数料条例の一部改正につい

て 〃 

第 ７ ４ 号 東広島市営住宅設置及び管理条例の一

部改正について 〃 

第 ７ ６ 号 
（関係分） 

令和６年度東広島市一般会計補正予算

（第２号）  

 ○議会報告会について  

７月２４日 

～２６日 
７人   

行政視察  

 

・i-Constructionへの取組みについ

て 茨城県 

・いわての i-Constructionについて 岩手県 

・株式会社小田島組の取組みについ

て 
株式会社小田島組 
（岩手県北上市） 

８月１９日 ７人 ３人  ○所管事務調査について  

９ 月 ５ 日 ７人 ０人 

第 ８ ６ 号 市道の路線の認定について 継続審査 

第 ８ ８ 号 請負契約の締結について 〃 

第 ８ ９ 号 請負契約の締結について 〃 

第 ９ ０ 号 請負契約の締結について 〃 

第 ９ １ 号 請負契約の締結について 〃 

- 116 - 

７月２４日
　～２６日

開 催 月 日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号 件 名 

９ 月 ５ 日 ７人 ０人 

第 ９ ２ 号 請負契約の変更について 継続審査 

第 ９ ７ 号 東広島市都市公園条例の一部改正につ

いて 〃 

第 ９ ８ 号 
（関係分） 

令和６年度東広島市一般会計補正予算

（第３号） 〃 

 

○報告事項 
 ・報告第２２号 専決処分の報告に

ついて 
 ・報告第２３号 専決処分の報告に

ついて 
 ・報告第２４号 専決処分の報告に

ついて 
・令和５年度指定管理者モニタリン

グ・評価結果について 
・市制施行５０周年記念 東広島運

動公園フットサルコート開場記念

イベントの開催について 
・御建公園に係る住民監査請求につ

いて 
○所管事務調査について 
○議会報告会について 
○令和７年度予算編成に当たっての委

員会提案事項について 

 

９月１７日 ７人 １人 

第 ８ ６ 号 市道の路線の認定について 原案可決 

第 ８ ８ 号 請負契約の締結について 〃 

第 ８ ９ 号 請負契約の締結について 〃 

第 ９ ０ 号 請負契約の締結について 〃 

第 ９ １ 号 請負契約の締結について 〃 

第 ９ ２ 号 請負契約の変更について 〃 

第 ９ ７ 号 東広島市都市公園条例の一部改正につ

いて 〃 

第 ９ ８ 号 
（関係分） 

令和６年度東広島市一般会計補正予算

（第３号）  

 

○報告事項 
・西条駅前土地区画整理事業損害賠

償請求事件に係る訴訟費用額確定

処分申立について 
○所管事務調査について 
○令和７年度予算編成に当たっての委

員会提案事項について 
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開 催 月 日 出席委員 傍聴者数
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号 件 名 

１０月１７日 ７人 ０人 

○所管事項について

・令和６年度予算に係る議会提案事

項の実施状況について

・ＩＣＴ体験セミナーの開催につい

て

・御建公園に係る住民監査請求につ

いて

○所管事務調査について

○令和７年度予算編成に当たっての委

員会提案事項について

１１月１２日 ６人 １人 

○所管事項について

・（仮称）東広島市社会資本未来プラ

ンの策定について

・市営駐車場等の今後の運営につい

て

・東広島市下水道事業経営戦略の改

定（案）について

○所管事務調査について

１２月６日 ７人 ０人 

第１０６号 専決処分の承認について 継続審査

第１１０号 公の施設の指定管理者の指定について 〃

第１１５号 請負契約の変更について 〃

第１１６号 請負契約の変更について 〃

第１１７号 委託契約の変更について 〃

第１２０号
東広島市自転車駐車場設置及び管理条

例の一部改正について
〃

第１２３号 東広島市駐車場条例の廃止等について 〃

第１２５号
令和６年度八本松駅前土地区画整理事

業特別会計補正予算（第１号）
〃

第１２９号
令和６年度東広島市下水道事業会計補

正予算（第１号）
〃

第１２４号

（関係分）

令和６年度東広島市一般会計補正予算

（第５号）
〃

○報告事項

・報告第２８号 専決処分の報告に

ついて

・東広島市駐車場用地貸付事業にお

ける事業者の選定結果について

・上下水道耐震化計画の策定につい

て

○所管事務調査について

１２月１７日 ７人 ０人 第１０６号 専決処分の承認について 承認可決

開 催 月 日 出席委員 傍聴者数
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号 件 名 

１２月１７日 ７人 ０人 

第１１０号 公の施設の指定管理者の指定について 原案可決

第１１５号 請負契約の変更について 〃

第１１６号 請負契約の変更について 〃

第１１７号 委託契約の変更について 〃

第１２０号
東広島市自転車駐車場設置及び管理条

例の一部改正について
〃

第１２３号 東広島市駐車場条例の廃止等について 〃

第１２５号
令和６年度八本松駅前土地区画整理事

業特別会計補正予算（第１号）
〃

第１２９号
令和６年度東広島市下水道事業会計補

正予算（第１号）
〃

第１２４号

（関係分）

令和６年度東広島市一般会計補正予算

（第５号）

○報告事項

・自然公園龍王島自然体験村の休園

について

１２月１９日 ７人 ０人 

第１３２号
令和６年度八本松駅前土地区画整理事

業特別会計補正予算（第２号）
原案可決

第１３６号
令和６年度東広島市下水道事業会計補

正予算（第２号）
〃

第１３１号

（関係分）

令和６年度東広島市一般会計補正予算

（第６号）

合   計 延１０４人 延１７人 延１５日 

※合計欄の出席延人数・開催延日数は行政視察を除いた数
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開 催 月 日 出席委員 傍聴者数
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号 件 名 

１０月１７日 ７人 ０人 

○所管事項について

・令和６年度予算に係る議会提案事

項の実施状況について

・ＩＣＴ体験セミナーの開催につい

て

・御建公園に係る住民監査請求につ

いて

○所管事務調査について

○令和７年度予算編成に当たっての委

員会提案事項について

１１月１２日 ６人 １人 

○所管事項について

・（仮称）東広島市社会資本未来プラ

ンの策定について

・市営駐車場等の今後の運営につい

て

・東広島市下水道事業経営戦略の改

定（案）について

○所管事務調査について

１２月６日 ７人 ０人 

第１０６号 専決処分の承認について 継続審査

第１１０号 公の施設の指定管理者の指定について 〃

第１１５号 請負契約の変更について 〃

第１１６号 請負契約の変更について 〃

第１１７号 委託契約の変更について 〃

第１２０号
東広島市自転車駐車場設置及び管理条

例の一部改正について
〃

第１２３号 東広島市駐車場条例の廃止等について 〃

第１２５号
令和６年度八本松駅前土地区画整理事

業特別会計補正予算（第１号）
〃

第１２９号
令和６年度東広島市下水道事業会計補

正予算（第１号）
〃

第１２４号

（関係分）

令和６年度東広島市一般会計補正予算

（第５号）
〃

○報告事項

・報告第２８号 専決処分の報告に

ついて

・東広島市駐車場用地貸付事業にお

ける事業者の選定結果について

・上下水道耐震化計画の策定につい

て

○所管事務調査について

１２月１７日 ７人 ０人 第１０６号 専決処分の承認について 承認可決

開 催 月 日 出席委員 傍聴者数
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号 件 名 

１２月１７日 ７人 ０人 

第１１０号 公の施設の指定管理者の指定について 原案可決

第１１５号 請負契約の変更について 〃

第１１６号 請負契約の変更について 〃

第１１７号 委託契約の変更について 〃

第１２０号
東広島市自転車駐車場設置及び管理条

例の一部改正について
〃

第１２３号 東広島市駐車場条例の廃止等について 〃

第１２５号
令和６年度八本松駅前土地区画整理事

業特別会計補正予算（第１号）
〃

第１２９号
令和６年度東広島市下水道事業会計補

正予算（第１号）
〃

第１２４号

（関係分）

令和６年度東広島市一般会計補正予算

（第５号）

○報告事項

・自然公園龍王島自然体験村の休園

について

１２月１９日 ７人 ０人 

第１３２号
令和６年度八本松駅前土地区画整理事

業特別会計補正予算（第２号）
原案可決

第１３６号
令和６年度東広島市下水道事業会計補

正予算（第２号）
〃

第１３１号

（関係分）

令和６年度東広島市一般会計補正予算

（第６号）

合   計 延１０４人 延１７人 延１５日 

※合計欄の出席延人数・開催延日数は行政視察を除いた数
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（２）議会運営委員会 

開 催 月 日 
出席委員 

(代理出席) 
傍聴者数 活 動 内 容 備 考 

１ 月２５日 
８人 

（０人） 
０人 

○令和６年第１回東広島市議会臨時会に

おける議案、会期の予定等について 
○一般質問等を政策提言に結び付ける取

組みの検討について 
○市議会議員の請負の状況の公表に関す

る条例等の制定について 
○特別委員会の設置について 
○ハラスメント防止に関する規定の整備

等の検討について 

 

２ 月 ７ 日 
８人 

（０人） 
０人 

○令和６年第１回東広島市議会定例会に

おける議案、会期の予定等について  

２ 月１６ 日 
７人 

（１人） 
０人 ○議案の訂正について  

２ 月１９日 
８人 

（０人） 
１人 

○代表質問及び一般質問の発言順序につ

いて  

２ 月２７日 
８人 

（０人） 
０人 

○令和６年第１回東広島市議会定例会に

おける議案審議について  

〃 
８人 

（０人） 
１人 

○一般質問等を政策提言に結び付ける取

組みの検討について 
○特別委員会の設置について 
○ハラスメント防止に関する規定の整備

等の検討について 

 

３ 月１８日 
８人 

（０人） 
０人 

○令和６年第１回東広島市議会定例会追

加提出議案の取り扱いについて 
○令和６年第１回東広島市議会定例会に

おける議案審議について 
○令和６年第２回定例会の日程について 

 

〃 
８人 

（０人） 
０人 

○令和６年度議員派遣について 
○一般質問等を政策提言に結び付ける取

組みの検討について 
○東広島市議会の個人情報の保護に関す

る条例の一部改正について 

 

４ 月１０ 日 
７人 

（１人） 
０人 

○令和６年第２回東広島市議会臨時会に

おける議案、会期の予定等について 
○広報広聴委員会委員の選出について 
○一般質問等を政策提言に結び付ける取

組みについて 

 

５ 月１７ 日 
８人 

（０人） 
０人 

○東広島市造賀財産区の廃止に伴う決算

の審査方法について  

６ 月 ６ 日 
８人 

（０人） 
０人 

○令和６年第２回東広島市議会定例会に

おける議案、会期の予定等について  

６ 月１１日 
８人 

（０人） 
０人 ○一般質問の発言順序について  

６ 月２７ 日 
８人 

（０人） 
０人 

○令和６年第２回東広島市議会定例会追

加提出議案の取り扱いについて 
○令和６年第２回東広島市議会定例会に

おける議案審議について 
○令和６年第３回定例会の日程について 

 

開 催 月 日 
出席委員 

(代理出席) 
傍聴者数 活 動 内 容 備 考 

６月２７日 
８人 

（０人） 
０人 

○副議長の任期の確認、日程追加等につい

て  

７月１０日 
８人 

（０人） 
０人 

○一般質問を政策提言に結び付ける取組

みについて 
○政策研究会の見直しについて 

 

８ 月 ８ 日 
７人 

（１人） 
０人 

○一般質問を政策提言に結び付ける取組

みについて 
○政策研究会の見直しについて 
○一般質問・代表質問における一問一答方

式の導入について 

 

８月２８日 
８人 

（０人） 
０人 

○令和６年第３回東広島市議会定例会に

おける議案、会期の予定等について 
○一般質問を政策提言に結び付ける取組

みについて 

 

９ 月 ２ 日 
８人 

（０人） 
０人 ○一般質問の発言順序について  

９月１９日 
８人 

（０人） 
０人 

○令和６年第３回東広島市議会定例会追

加提出議案の取り扱いについて 
○令和６年第３回東広島市議会定例会に

おける議案審議について 
○令和６年第４回定例会の日程について 

 

１０月７日 
８人 

（０人） 
０人 

○令和６年第３回東広島市議会定例会に

おける議案審議について 
○県外行政視察について 

 

１０月１７日 
７人 

（１人） 
０人 

○一般質問を政策提言に結び付ける取組

みについて 
○政策研究会の見直しについて 
○一般質問・代表質問における一問一答方

式の導入について 
○県外行政視察について 
○ナチュラルビズの導入について 

 

１０月２３日 
７人 

（１人） 
０人 

○一般質問を政策提言に結び付ける取組

みについて 
○ナチュラルビズの導入について 

 

１１月１２日 
７人 

（１人） 
０人 

○一般質問を政策提言に結び付ける取組

みについて 
○一般質問等を政策提言に結び付ける取

組みの見直しについて 
○政策研究会の見直しについて 
○県外行政視察について 

 

１１月２８日 
８人 

（０人） 
０人 

○令和６年第４回東広島市議会定例会に

おける議案、会期の予定等について  

１２月３日 
７人 

（１人） 
０人 ○一般質問の発言順序について  

１２月１９日 
８人 

（０人） 
０人 

○令和６年第４回東広島市議会定例会追

加提出議案の取り扱いについて 
○令和６年第４回東広島市議会定例会に

おける議案審議について 
○令和７年第１回定例会の日程について 
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（２）議会運営委員会 

開 催 月 日 
出席委員 

(代理出席) 
傍聴者数 活 動 内 容 備 考 

１月２５日 
８人 

（０人） 
０人 

○令和６年第１回東広島市議会臨時会に

おける議案、会期の予定等について 
○一般質問等を政策提言に結び付ける取

組みの検討について 
○市議会議員の請負の状況の公表に関す

る条例等の制定について 
○特別委員会の設置について 
○ハラスメント防止に関する規定の整備

等の検討について 

 

２ 月 ７ 日 
８人 

（０人） 
０人 

○令和６年第１回東広島市議会定例会に

おける議案、会期の予定等について  

２月１６日 
７人 

（１人） 
０人 ○議案の訂正について  

２月１９日 
８人 

（０人） 
１人 

○代表質問及び一般質問の発言順序につ

いて  

２月２７日 
８人 

（０人） 
０人 

○令和６年第１回東広島市議会定例会に

おける議案審議について  

〃 
８人 

（０人） 
１人 

○一般質問等を政策提言に結び付ける取

組みの検討について 
○特別委員会の設置について 
○ハラスメント防止に関する規定の整備

等の検討について 

 

３月１８日 
８人 

（０人） 
０人 

○令和６年第１回東広島市議会定例会追

加提出議案の取り扱いについて 
○令和６年第１回東広島市議会定例会に

おける議案審議について 
○令和６年第２回定例会の日程について 

 

〃 
８人 

（０人） 
０人 

○令和６年度議員派遣について 
○一般質問等を政策提言に結び付ける取

組みの検討について 
○東広島市議会の個人情報の保護に関す

る条例の一部改正について 

 

４月１０日 
７人 

（１人） 
０人 

○令和６年第２回東広島市議会臨時会に

おける議案、会期の予定等について 
○広報広聴委員会委員の選出について 
○一般質問等を政策提言に結び付ける取

組みについて 

 

５月１７日 
８人 

（０人） 
０人 

○東広島市造賀財産区の廃止に伴う決算

の審査方法について  

６ 月 ６ 日 
８人 

（０人） 
０人 

○令和６年第２回東広島市議会定例会に

おける議案、会期の予定等について  

６月１１日 
８人 

（０人） 
０人 ○一般質問の発言順序について  

６月２７日 
８人 

（０人） 
０人 

○令和６年第２回東広島市議会定例会追

加提出議案の取り扱いについて 
○令和６年第２回東広島市議会定例会に

おける議案審議について 
○令和６年第３回定例会の日程について 

 

開 催 月 日 
出席委員 

(代理出席) 
傍聴者数 活 動 内 容 備 考 

６ 月２７ 日 
８人 

（０人） 
０人 

○副議長の任期の確認、日程追加等につい

て  

７ 月１０日 
８人 

（０人） 
０人 

○一般質問を政策提言に結び付ける取組

みについて 
○政策研究会の見直しについて 

 

８ 月 ８ 日 
７人 

（１人） 
０人 

○一般質問を政策提言に結び付ける取組

みについて 
○政策研究会の見直しについて 
○一般質問・代表質問における一問一答方

式の導入について 

 

８ 月２８日 
８人 

（０人） 
０人 

○令和６年第３回東広島市議会定例会に

おける議案、会期の予定等について 
○一般質問を政策提言に結び付ける取組

みについて 

 

９ 月 ２ 日 
８人 

（０人） 
０人 ○一般質問の発言順序について  

９ 月１９日 
８人 

（０人） 
０人 

○令和６年第３回東広島市議会定例会追

加提出議案の取り扱いについて 
○令和６年第３回東広島市議会定例会に

おける議案審議について 
○令和６年第４回定例会の日程について 

 

１ ０月７日 
８人 

（０人） 
０人 

○令和６年第３回東広島市議会定例会に

おける議案審議について 
○県外行政視察について 

 

１０月１７日 
７人 

（１人） 
０人 

○一般質問を政策提言に結び付ける取組

みについて 
○政策研究会の見直しについて 
○一般質問・代表質問における一問一答方

式の導入について 
○県外行政視察について 
○ナチュラルビズの導入について 

 

１０月２３日 
７人 

（１人） 
０人 

○一般質問を政策提言に結び付ける取組

みについて 
○ナチュラルビズの導入について 

 

１１月１２日 
７人 

（１人） 
０人 

○一般質問を政策提言に結び付ける取組

みについて 
○一般質問等を政策提言に結び付ける取

組みの見直しについて 
○政策研究会の見直しについて 
○県外行政視察について 

 

１１月２８日 
８人 

（０人） 
０人 

○令和６年第４回東広島市議会定例会に

おける議案、会期の予定等について  

１ ２月３日 
７人 

（１人） 
０人 ○一般質問の発言順序について  

１２月１９日 
８人 

（０人） 
０人 

○令和６年第４回東広島市議会定例会追

加提出議案の取り扱いについて 
○令和６年第４回東広島市議会定例会に

おける議案審議について 
○令和７年第１回定例会の日程について 
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開 催 月 日 
出席委員 

(代理出席) 
傍聴者数 活 動 内 容 備 考 

１２月１９日 
８人 

（０人） 
０人 ○県外行政視察について  

合   計 
延２０１人 

（延７人） 
延２人 延２６日 

 ※出席委員数には代理出席を含まない 

（３）特別委員会 

   ア 令和６年度予算特別委員会 

開 催 月 日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号 件 名 

２ 月 ９ 日 ２９人 ０人 

 ○正副委員長互選 

委員長 

岡田 育三 

副委員長 

落海 直哉 

 ○審査方法及び日程について 

分科会方式で

審査すること

に決定 

２月２０日 

２５人 ０人  
予算審査（総務分科会／総務部、財務

部、消防局関係） 
継続審査 

２６人 ０人  

予算審査（文教厚生分科会／健康福祉

部、こども未来部、学校教育部、生涯

学習部関係） 

〃 

２月２１日 

２５人 ０人  
予算審査（市民経済分科会／地域振興

部、生活環境部、産業部関係） 
〃 

２４人 １人  
予算審査（建設分科会／建設部、都市

部、下水道部関係） 
〃 

３ 月 ４ 日 ２５人 ０人  
予算審査（総務分科会／財務部、総務

部（経営戦略担当以外）関係） 
〃 

３ 月 ５ 日 ２７人 ０人  
予算審査（総務分科会／消防局、総務

部（経営戦略担当）関係） 
〃 

３ 月 ６ 日 ２６人 ２人  
予算審査（文教厚生分科会／学校教育

部、生涯学習部関係） 
〃 

３ 月 ７ 日 ２７人 ０人  
予算審査（文教厚生分科会／健康福祉

部、こども未来部関係） 
〃 

３ 月 ８ 日 ２４人 ２人  
予算審査（市民経済分科会／地域振興

部、生活環境部関係） 
〃 

３月１１日 ２５人 ２人  
予算審査（市民経済分科会／産業部関

係） 
〃 

３月１２日 ２４人 ０人  予算審査（建設分科会／建設部関係） 〃 

３月１３日 ２８人 ０人  
予算審査（建設分科会／都市部、下水

道部関係） 
〃 

３月１４日 ２９人 １人 

第３３号 令和６年度東広島市一般会計予算 原案可決 

第３４号 
令和６年度ひがしひろしま墓園管理事

業特別会計予算 〃 

第３５号 
令和６年度東広島市特定地域生活排水

処理事業特別会計予算 〃 

第３６号 
令和６年度八本松駅前土地区画整理事

業特別会計予算 〃 

第３７号 
令和６年度東広島市国民健康保険特別

会計予算 〃 

第３８号 
令和６年度東広島市後期高齢者医療特

別会計予算 〃 
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開 催 月 日 
出席委員 

(代理出席) 
傍聴者数 活 動 内 容 備 考 

１２月１９日 
８人 

（０人） 
０人 ○県外行政視察について  

合   計 
延２０１人 

（延７人） 
延２人 延２６日 

 ※出席委員数には代理出席を含まない 

（３）特別委員会 

   ア 令和６年度予算特別委員会 

開 催 月 日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号 件 名 

２ 月 ９ 日 ２９人 ０人 

 ○正副委員長互選 

委員長 

岡田 育三 

副委員長 

落海 直哉 

 ○審査方法及び日程について 

分科会方式で

審査すること

に決定 

２月２０日 

２５人 ０人  
予算審査（総務分科会／総務部、財務

部、消防局関係） 
継続審査 

２６人 ０人  

予算審査（文教厚生分科会／健康福祉

部、こども未来部、学校教育部、生涯

学習部関係） 

〃 

２月２１日 

２５人 ０人  
予算審査（市民経済分科会／地域振興

部、生活環境部、産業部関係） 
〃 

２４人 １人  
予算審査（建設分科会／建設部、都市

部、下水道部関係） 
〃 

３ 月 ４ 日 ２５人 ０人  
予算審査（総務分科会／財務部、総務

部（経営戦略担当以外）関係） 
〃 

３ 月 ５ 日 ２７人 ０人  
予算審査（総務分科会／消防局、総務

部（経営戦略担当）関係） 
〃 

３ 月 ６ 日 ２６人 ２人  
予算審査（文教厚生分科会／学校教育

部、生涯学習部関係） 
〃 

３ 月 ７ 日 ２７人 ０人  
予算審査（文教厚生分科会／健康福祉

部、こども未来部関係） 
〃 

３ 月 ８ 日 ２４人 ２人  
予算審査（市民経済分科会／地域振興

部、生活環境部関係） 
〃 

３月１１日 ２５人 ２人  
予算審査（市民経済分科会／産業部関

係） 
〃 

３月１２日 ２４人 ０人  予算審査（建設分科会／建設部関係） 〃 

３月１３日 ２８人 ０人  
予算審査（建設分科会／都市部、下水

道部関係） 
〃 

３月１４日 ２９人 １人 

第３３号 令和６年度東広島市一般会計予算 原案可決 

第３４号 
令和６年度ひがしひろしま墓園管理事

業特別会計予算 〃 

第３５号 
令和６年度東広島市特定地域生活排水

処理事業特別会計予算 〃 

第３６号 
令和６年度八本松駅前土地区画整理事

業特別会計予算 〃 

第３７号 
令和６年度東広島市国民健康保険特別

会計予算 〃 

第３８号 
令和６年度東広島市後期高齢者医療特

別会計予算 〃 
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開 催 月 日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号 件 名 

３月１４日 ２９人 １人 

第３９号 
令和６年度東広島市介護保険特別会計

予算 原案可決 

第４０号 
令和６年度東広島市上三永財産区特別

会計予算 〃 

第４１号 
令和６年度東広島市御薗宇財産区特別

会計予算 〃 

第４２号 
令和６年度東広島市志和堀財産区特別

会計予算 〃 

第４３号 
令和６年度東広島市東志和財産区特別

会計予算 〃 

第４４号 
令和６年度東広島市西志和財産区特別

会計予算 〃 

第４５号 
令和６年度東広島市白市財産区特別会

計予算 〃 

第４６号 
令和６年度東広島市小谷財産区特別会

計予算 〃 

第４７号 
令和６年度東広島市志和財産区特別会

計予算 〃 

第４８号 
令和６年度東広島市竹仁財産区特別会

計予算 〃 

第４９号 
令和６年度東広島市久芳財産区特別会

計予算 〃 

第５０号 
令和６年度東広島市下水道事業会計予

算 〃 

合   計 延３６４人 延８人 延１４日 

 

イ 令和５年度決算特別委員会 

開催月日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議案番号 件 名 

９月１９日 ２８人 １人 

 ○正副委員長互選 

委員長 

岡田 育三 

副委員長 

落海 直哉 

 ○審査日程について 

分科会方式で

審査すること

に決定 

 ○監査委員からの決算審査意見聴取  

９月２０日 ２７人 ０人  

決算審査（総務分科会／財務部、総務

部（経営戦略担当以外）関係、造賀財

産区特別会計決算） 

継続審査 

９月２４日 ２６人 １人  
決算審査（総務分科会／消防局、総務

部（経営戦略担当）関係） 
〃 

９月２５日 ２４人 ０人  
決算審査（文教厚生分科会／健康福祉

部、こども未来部関係） 
〃 

９月２６日 ２４人 １人  
決算審査（文教厚生分科会／学校教育

部、生涯学習部関係） 
〃 

９月２７日 ２３人 ０人  
決算審査（市民経済分科会／地域振興

部、生活環境部関係） 
〃 

９月３０日 ２６人 ０人  
決算審査（市民経済分科会／産業部関

係） 
〃 

１０月１日 ２５人 １人  決算審査（建設分科会／建設部関係） 〃 

１０月２日 ２１人 １人  
決算審査（建設分科会／都市部、下水

道部関係） 
〃 

１０月３日 ２７人 ０人 

第１０２号 
令和５年度東広島市歳入歳出決算の認

定について 
認定可決 

第１０３号 
令和５年度東広島市下水道事業会計利

益の処分及び決算の認定について 

原案可決及び

認定可決 

第１０４号 
令和５年度東広島市造賀財産区特別会

計歳入歳出決算の認定について 
認定可決 

合   計 延２５１人 延５人 延１０日 
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開 催 月 日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議 案 番 号 件 名 

３月１４日 ２９人 １人 

第３９号 
令和６年度東広島市介護保険特別会計

予算 原案可決 

第４０号 
令和６年度東広島市上三永財産区特別

会計予算 〃 

第４１号 
令和６年度東広島市御薗宇財産区特別

会計予算 〃 

第４２号 
令和６年度東広島市志和堀財産区特別

会計予算 〃 

第４３号 
令和６年度東広島市東志和財産区特別

会計予算 〃 

第４４号 
令和６年度東広島市西志和財産区特別

会計予算 〃 

第４５号 
令和６年度東広島市白市財産区特別会

計予算 〃 

第４６号 
令和６年度東広島市小谷財産区特別会

計予算 〃 

第４７号 
令和６年度東広島市志和財産区特別会

計予算 〃 

第４８号 
令和６年度東広島市竹仁財産区特別会

計予算 〃 

第４９号 
令和６年度東広島市久芳財産区特別会

計予算 〃 

第５０号 
令和６年度東広島市下水道事業会計予

算 〃 

合   計 延３６４人 延８人 延１４日 

 

イ 令和５年度決算特別委員会 

開催月日 出席委員 傍聴者数 
審 査 ・ 調 査 事 項 

結 果 
議案番号 件 名 

９月１９日 ２８人 １人 

 ○正副委員長互選 

委員長 

岡田 育三 

副委員長 

落海 直哉 

 ○審査日程について 

分科会方式で

審査すること

に決定 

 ○監査委員からの決算審査意見聴取  

９月２０日 ２７人 ０人  

決算審査（総務分科会／財務部、総務

部（経営戦略担当以外）関係、造賀財

産区特別会計決算） 

継続審査 

９月２４日 ２６人 １人  
決算審査（総務分科会／消防局、総務

部（経営戦略担当）関係） 
〃 

９月２５日 ２４人 ０人  
決算審査（文教厚生分科会／健康福祉

部、こども未来部関係） 
〃 

９月２６日 ２４人 １人  
決算審査（文教厚生分科会／学校教育

部、生涯学習部関係） 
〃 

９月２７日 ２３人 ０人  
決算審査（市民経済分科会／地域振興

部、生活環境部関係） 
〃 

９月３０日 ２６人 ０人  
決算審査（市民経済分科会／産業部関

係） 
〃 

１０月１日 ２５人 １人  決算審査（建設分科会／建設部関係） 〃 

１０月２日 ２１人 １人  
決算審査（建設分科会／都市部、下水

道部関係） 
〃 

１０月３日 ２７人 ０人 

第１０２号 
令和５年度東広島市歳入歳出決算の認

定について 
認定可決 

第１０３号 
令和５年度東広島市下水道事業会計利

益の処分及び決算の認定について 

原案可決及び

認定可決 

第１０４号 
令和５年度東広島市造賀財産区特別会

計歳入歳出決算の認定について 
認定可決 

合   計 延２５１人 延５人 延１０日 
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（４）全員協議会 

開 催 月 日 出席議員 傍聴者数 主  要  協  議  事  項 

１月１９日 ３０人 ０人 

○諸報告 
①東広島市教育大綱の策定について 
②令和５年度 職員採用資格試験の応募・実施・合格状況につ

いて 
③職員の不祥事に対する処分について 
④広島銀行市役所出張所の業務形態の変更について 
⑤重要土地調査法に基づく注視区域（川上弾薬庫周辺）の指

定について 
⑥令和５年度島根県原子力防災訓練（避難措置訓練）の実施

結果について 
⑦第五次東広島市総合計画後期基本計画策定方針について 
⑧令和４年度財務書類報告書について 
⑨東広島市造賀財産区の廃止に向けた取組みについて 
⑩東広島市都市交通マスタープランの策定状況について 
⑪東広島市都市交通計画の策定方針について 
⑫「志和ホタル交通」の実証運行開始について 
⑬自動運転・隊列走行ＢＲＴ実証運行について 
⑭市民協働のまちづくり第４期行動計画の策定状況について 
⑮八本松駅前地区公共施設再編計画の変更について 
⑯瀬野川水系におけるＰＦＯＳ、ＰＦＯＡの検出について 
⑰「障害」の表記を「障がい」に変更することについて 
⑱第４次東広島市障がい者計画・第７期東広島市障がい福祉

計画及び第３東広島市障がい児福祉計画策定について 
⑲ウォーカブル推進都市の応募について 
⑳駐車場及び自転車駐車場の運営に係る民活の検討について 
㉑５０戸連たん制度（都市計画法第３４条第１１号）の区域

明確化における作業状況について 
㉒令和４年度「東広島市立小中学校における生徒指導上の諸

課題」の現状について 
㉓市立小学校・中学校における個人情報の漏えいについて 
㉔令和５年度東広島市二十歳のつどいの結果報告について 
㉕第３９回東ひろしま新春駅伝競走大会の結果報告について 
㉖第２期東広島市生涯学習推進計画の策定について 
㉗東広島市図書館サービス計画（第３期）の策定について 

○議長活動状況報告 
○広島中央環境衛生組合議会の会議報告（令和５年第２回定例

会） 
○海外行政視察報告（インド） 
○広報広聴委員長報告（行政視察） 
○賀茂高等学校の主権者教育にかかる議員派遣報告 

４月１７日 ３０人 ０人 

○諸報告 

①使用料等の見直しに係る定期的な点検・調査について 

②西条駅前土地区画整理事業損害賠償請求事件に係る検証結

果及び今後の再発防止に向けた取組み等について 

③令和６年度業務執行体制について 

④能登半島地震被災地への支援状況について 

⑤行方不明者捜索時における緊急告知放送等の活用について 

⑥防災用品購入補助金の申請受付開始について 

⑦市民ポータルサイト電子回覧版サービスの開始について 

⑧窓口ＤＸＳａａＳの進捗状況～証明書交付の「書かない窓 

開 催 月 日 出席議員 傍聴者数 主  要  協  議  事  項 

４月１７日 ３０人 ０人 

口」の開始について～ 

⑨Ｔｏｗｎ＆Ｇｏｗｎ及び広島大学スマートシティ共創コン

ソーシアムの仕組みについて 

⑩固定資産税の課税誤りについて 

⑪令和５年度自動運転・隊列走行ＢＲＴ実証運行の結果につ

いて 

⑫東広島市都市交通計画の策定状況について 

⑬市民協働のまちづくり第４期行動計画の策定について 

⑭令和６年度きれいなまちづくりキャンペーンの実施につい

て 

⑮令和６年度環境・健康募金の実施について 

⑯東広島市の環境（環境白書）２０２３年（令和５年）版の

発行について 

⑰東広島市地球温暖化対策実行計画の改訂について  

⑱瀬野川水系における有機フッ素化合物の調査結果について

（第２～第５報） 

⑲有機フッ素化合物に関する要望書の提出について 

⑳瀬野川水系における有機フッ素化合物の調査結果（第６～

８報）及び市長コメントについて 

㉑瀬野川水系における有機フッ素化合物の検出に係る川上弾

薬庫内の実態調査等の実施要望書について 

㉒第１０次東広島市高齢者福祉計画・第９期東広島市介護保

険事業計画の策定について 

㉓第３次東広島市健康増進計画の策定について 

㉔第２次東広島市自殺（自死）対策計画の策定について 

㉕第４次東広島市障がい者計画・第７期東広島市障がい福祉

計画及び第３期東広島市障がい児福祉計画の策定について 

㉖広島国際大学Ｔｏｗｎ＆Ｇｏｗｎ Ｏｆｆｉｃｅ東広島健

幸ステーションの開設について 

㉗令和６年度日本赤十字社活動資金募集（募金）の実施につ

いて 

㉘予防接種健康被害救済制度の審査結果について 

㉙令和６年度緑化募金運動の実施について 

㉚駐車場及び自転車駐車場の民活に係る意見公募の結果につ

いて 

㉛命のみなとネットワークの構築に向けた災害支援訓練につ

いて 

㉜東広島都市計画区域区分の随時見直し（逆線引き等）につ

いて 

㉝令和５年中の災害発生状況について 

㉞令和５年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果につ

いて 

㉟第２期東広島市生涯学習推進計画の策定について 

㊱東広島市図書館サービス計画（第３期）の策定について 

○全国市議会議長会の会議報告（第２３４回理事会・第１１６

回評議員会） 

○全国市議会議長会基地協議会の会議報告（第１０８回理事

会・第８７回総会） 

○広島県市町総合事務組合議会の会議報告（令和６年第１回定

例会） 

○広島県後期高齢者医療広域連合議会の会議報告（令和６年第 
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（４）全員協議会 

開 催 月 日 出席議員 傍聴者数 主  要  協  議  事  項 

１月１９日 ３０人 ０人 

○諸報告 
①東広島市教育大綱の策定について 
②令和５年度 職員採用資格試験の応募・実施・合格状況につ

いて 
③職員の不祥事に対する処分について 
④広島銀行市役所出張所の業務形態の変更について 
⑤重要土地調査法に基づく注視区域（川上弾薬庫周辺）の指

定について 
⑥令和５年度島根県原子力防災訓練（避難措置訓練）の実施

結果について 
⑦第五次東広島市総合計画後期基本計画策定方針について 
⑧令和４年度財務書類報告書について 
⑨東広島市造賀財産区の廃止に向けた取組みについて 
⑩東広島市都市交通マスタープランの策定状況について 
⑪東広島市都市交通計画の策定方針について 
⑫「志和ホタル交通」の実証運行開始について 
⑬自動運転・隊列走行ＢＲＴ実証運行について 
⑭市民協働のまちづくり第４期行動計画の策定状況について 
⑮八本松駅前地区公共施設再編計画の変更について 
⑯瀬野川水系におけるＰＦＯＳ、ＰＦＯＡの検出について 
⑰「障害」の表記を「障がい」に変更することについて 
⑱第４次東広島市障がい者計画・第７期東広島市障がい福祉

計画及び第３東広島市障がい児福祉計画策定について 
⑲ウォーカブル推進都市の応募について 
⑳駐車場及び自転車駐車場の運営に係る民活の検討について 
㉑５０戸連たん制度（都市計画法第３４条第１１号）の区域

明確化における作業状況について 
㉒令和４年度「東広島市立小中学校における生徒指導上の諸

課題」の現状について 
㉓市立小学校・中学校における個人情報の漏えいについて 
㉔令和５年度東広島市二十歳のつどいの結果報告について 
㉕第３９回東ひろしま新春駅伝競走大会の結果報告について 
㉖第２期東広島市生涯学習推進計画の策定について 
㉗東広島市図書館サービス計画（第３期）の策定について 

○議長活動状況報告 
○広島中央環境衛生組合議会の会議報告（令和５年第２回定例

会） 
○海外行政視察報告（インド） 
○広報広聴委員長報告（行政視察） 
○賀茂高等学校の主権者教育にかかる議員派遣報告 

４月１７日 ３０人 ０人 

○諸報告 

①使用料等の見直しに係る定期的な点検・調査について 

②西条駅前土地区画整理事業損害賠償請求事件に係る検証結

果及び今後の再発防止に向けた取組み等について 

③令和６年度業務執行体制について 

④能登半島地震被災地への支援状況について 

⑤行方不明者捜索時における緊急告知放送等の活用について 

⑥防災用品購入補助金の申請受付開始について 

⑦市民ポータルサイト電子回覧版サービスの開始について 

⑧窓口ＤＸＳａａＳの進捗状況～証明書交付の「書かない窓 

開 催 月 日 出席議員 傍聴者数 主  要  協  議  事  項 

４月１７日 ３０人 ０人 

口」の開始について～ 

⑨Ｔｏｗｎ＆Ｇｏｗｎ及び広島大学スマートシティ共創コン

ソーシアムの仕組みについて 

⑩固定資産税の課税誤りについて 

⑪令和５年度自動運転・隊列走行ＢＲＴ実証運行の結果につ

いて 

⑫東広島市都市交通計画の策定状況について 

⑬市民協働のまちづくり第４期行動計画の策定について 

⑭令和６年度きれいなまちづくりキャンペーンの実施につい

て 

⑮令和６年度環境・健康募金の実施について 

⑯東広島市の環境（環境白書）２０２３年（令和５年）版の

発行について 

⑰東広島市地球温暖化対策実行計画の改訂について  

⑱瀬野川水系における有機フッ素化合物の調査結果について

（第２～第５報） 

⑲有機フッ素化合物に関する要望書の提出について 

⑳瀬野川水系における有機フッ素化合物の調査結果（第６～

８報）及び市長コメントについて 

㉑瀬野川水系における有機フッ素化合物の検出に係る川上弾

薬庫内の実態調査等の実施要望書について 

㉒第１０次東広島市高齢者福祉計画・第９期東広島市介護保

険事業計画の策定について 

㉓第３次東広島市健康増進計画の策定について 

㉔第２次東広島市自殺（自死）対策計画の策定について 

㉕第４次東広島市障がい者計画・第７期東広島市障がい福祉

計画及び第３期東広島市障がい児福祉計画の策定について 

㉖広島国際大学Ｔｏｗｎ＆Ｇｏｗｎ Ｏｆｆｉｃｅ東広島健

幸ステーションの開設について 

㉗令和６年度日本赤十字社活動資金募集（募金）の実施につ

いて 

㉘予防接種健康被害救済制度の審査結果について 

㉙令和６年度緑化募金運動の実施について 

㉚駐車場及び自転車駐車場の民活に係る意見公募の結果につ

いて 

㉛命のみなとネットワークの構築に向けた災害支援訓練につ

いて 

㉜東広島都市計画区域区分の随時見直し（逆線引き等）につ

いて 

㉝令和５年中の災害発生状況について 

㉞令和５年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果につ

いて 

㉟第２期東広島市生涯学習推進計画の策定について 

㊱東広島市図書館サービス計画（第３期）の策定について 

○全国市議会議長会の会議報告（第２３４回理事会・第１１６

回評議員会） 

○全国市議会議長会基地協議会の会議報告（第１０８回理事

会・第８７回総会） 

○広島県市町総合事務組合議会の会議報告（令和６年第１回定

例会） 

○広島県後期高齢者医療広域連合議会の会議報告（令和６年第 
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開 催 月 日 出席議員 傍聴者数 主  要  協  議  事  項 

４月１７日 ３０人 ０人 

１回定例会） 

○広島県水道広域連合企業団議会の会議報告（１月定例会） 

○広島中央環境衛生組合議会の会議報告（定例会） 

○議会運営委員長報告（一般質問等を政策提言に結び付ける取

組みについて） 

○総務委員長報告（行政視察） 

○市民経済委員長報告（行政視察） 

○建設委員長報告（行政視察） 

○政策研究会（障がい福祉研究会）報告（行政視察） 

５月１７日 ３０人 ０人 

○諸報告 

①平成３０年７月豪雨災害犠牲者追悼祭壇の設置について 

②中央生涯学習センター跡地等活用基本計画の策定について 

③Ｔｏｗｎ＆Ｇｏｗｎ及び広島大学スマートシティ共創コン

ソーシアムの取組みについて 

④「中期財政運営方針（令和７年度～令和１２年度）」につい

て 

⑤保護犬猫を迎えよう（犬猫譲渡会）の開催について 

⑥東広島こい地鶏事業の進捗状況について 

⑦Hi‐Biz（ハイビズ）の活動実績について 

⑧共創型起業プログラム「円陣」の実施報告について 

⑨令和６年度東広島イノベーションラボ ミライノ＋の運営

体制について 

⑩市制施行５０周年記念 第３６回東広島市民スポーツ大会

の開催について 

○広島県市議会議長会の会議報告（定例会） 

○中国市議会議長会の会議報告（第１５４回定期総会） 

６月１７日 ３０人 ０人 

○諸報告 

①令和７年度主要事業に係る提案活動について 

②東広島市地域防災計画の修正について 

③サポートビラ(事業者ポータルサイト)のサービス拡充につ

いて 

④第五次東広島市総合計画後期基本計画の策定状況について 

⑤市役所電話の不具合発生について 

⑥個人住民税の課税誤りについて 

⑦東広島市都市交通計画の策定について 

⑧有機フッ素化合物に関する要望書の提出について 

⑨東広島市有機フッ素化合物健康影響評価検討委員会の設置

について 

⑩「東広島市戦没者追悼式並びに平和祈念式典」の開催につ

いて 

⑪「こどもまんなか応援サポーター」就任宣言について 

⑫東広島市観光総合戦略の策定について 

⑬市主体の産業団地整備の進捗状況について 

⑭東広島市下水道事業経営戦略の改訂について 

⑮令和６年消防年報の発行について 

⑯東広島市生涯学習センター等の今後の管理運営について 

⑰スポーツ振興に関する協定の締結について 

⑱市制施行５０周年記念 第３６回東広島市民スポーツ大会

（陸上の部）の結果について 

⑲市制施行５０周年記念 2024 年度夏期巡回ラジオ体操・み

んなの体操会の実施について 

開 催 月 日 出席議員 傍聴者数 主  要  協  議  事  項 

６月１７日 ３０人 ０人 
○全国市議会議長会の会議報告（第２３６回理事会、第１００

回定期総会） 

６月２７日 ３０人 ０人 〇副議長選挙立候補の所信表明 

〃 ３０人 ０人 〇副議長選挙立候補の所信表明 

７月１８日 ２９人 ０人 

○諸報告 

①令和６年度東広島市優良建設工事等表彰の授与について 

②洪水浸水想定区域図の変更について 

③令和６年６月２９日からの大雨対応について 

④窓口ＤＸＳａａＳの進捗状況について 

⑤ＣＯＭＭＯＮプロジェクトの実施状況について 

⑥日曜開庁・休日納税相談における窓口受付時間の短縮につ

いて 

⑦指定暑熱避難施設の設置について 

○政策研究会（障がい福祉研究会）報告（行政視察） 

８月２１日 ２９人 １人 

○諸報告 

①令和６年度東広島市表彰表彰式の開催について 

②令和６年度東広島市総合防災訓練の実施について 

③東広島市地域共生社会推進計画（第４次東広島市地域福祉

計画）の策定状況について 

④東広島市の自殺（自死）対策の取組みについて 

⑤令和６年度敬老事業の実施について 

⑥東広島市の高齢者施策の発行について 

⑦東広島市の国保の発行について 

⑧東広島市こども計画の策定状況について 

⑨東広島市観光総合戦略の策定について 

⑩消防救急無線のデジタル化事業をめぐる談合に係る対応に

ついて 

⑪救急用薬剤「アドレナリン」の紛失について 

⑫令和６年度全国学力・学習状況調査の結果について 

⑬高屋情報ラウンジの開設及び愛称募集について 

○一般質問を政策提言に結び付ける取組みについて 

○全国市議会議長会基地協議会中国四国部会の会議報告（定期

総会） 

○市民経済委員長報告（行政視察） 

○持続可能な観光事業の推進研究会長報告（行政視察） 

○政策研究会（障がい福祉研究会）報告（調査結果） 

○研修結果報告（第２回市町村長等・議会議員特別セミナー） 

１０月２４日 ２９人 ０人 

○諸報告 

①働き方改革に関する取組みについて 

②第１１次東広島市交通安全計画の実施状況について 

③東広島市まち・ひと・しごと創生総合戦略の点検評価につ

いて 

④「e-Sports 東広島 2024 Sakazuki -盃-」の開催について 

⑤広島大学スマートシティ共創コンソーシアムで取り組むス

マートシティ実装化支援事業の実施について 

⑥第五次東広島市総合計画後期基本計画の策定状況について 
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開 催 月 日 出席議員 傍聴者数 主  要  協  議  事  項 

４月１７日 ３０人 ０人 

１回定例会） 

○広島県水道広域連合企業団議会の会議報告（１月定例会） 

○広島中央環境衛生組合議会の会議報告（定例会） 

○議会運営委員長報告（一般質問等を政策提言に結び付ける取

組みについて） 

○総務委員長報告（行政視察） 

○市民経済委員長報告（行政視察） 

○建設委員長報告（行政視察） 

○政策研究会（障がい福祉研究会）報告（行政視察） 

５月１７日 ３０人 ０人 

○諸報告 

①平成３０年７月豪雨災害犠牲者追悼祭壇の設置について 

②中央生涯学習センター跡地等活用基本計画の策定について 

③Ｔｏｗｎ＆Ｇｏｗｎ及び広島大学スマートシティ共創コン

ソーシアムの取組みについて 

④「中期財政運営方針（令和７年度～令和１２年度）」につい

て 

⑤保護犬猫を迎えよう（犬猫譲渡会）の開催について 

⑥東広島こい地鶏事業の進捗状況について 

⑦Hi‐Biz（ハイビズ）の活動実績について 

⑧共創型起業プログラム「円陣」の実施報告について 

⑨令和６年度東広島イノベーションラボ ミライノ＋の運営

体制について 

⑩市制施行５０周年記念 第３６回東広島市民スポーツ大会

の開催について 

○広島県市議会議長会の会議報告（定例会） 

○中国市議会議長会の会議報告（第１５４回定期総会） 

６月１７日 ３０人 ０人 

○諸報告 

①令和７年度主要事業に係る提案活動について 

②東広島市地域防災計画の修正について 

③サポートビラ(事業者ポータルサイト)のサービス拡充につ

いて 

④第五次東広島市総合計画後期基本計画の策定状況について 

⑤市役所電話の不具合発生について 

⑥個人住民税の課税誤りについて 

⑦東広島市都市交通計画の策定について 

⑧有機フッ素化合物に関する要望書の提出について 

⑨東広島市有機フッ素化合物健康影響評価検討委員会の設置

について 

⑩「東広島市戦没者追悼式並びに平和祈念式典」の開催につ

いて 

⑪「こどもまんなか応援サポーター」就任宣言について 

⑫東広島市観光総合戦略の策定について 

⑬市主体の産業団地整備の進捗状況について 

⑭東広島市下水道事業経営戦略の改訂について 

⑮令和６年消防年報の発行について 

⑯東広島市生涯学習センター等の今後の管理運営について 

⑰スポーツ振興に関する協定の締結について 

⑱市制施行５０周年記念 第３６回東広島市民スポーツ大会

（陸上の部）の結果について 

⑲市制施行５０周年記念 2024 年度夏期巡回ラジオ体操・み

んなの体操会の実施について 

開 催 月 日 出席議員 傍聴者数 主  要  協  議  事  項 

６月１７日 ３０人 ０人 
○全国市議会議長会の会議報告（第２３６回理事会、第１００

回定期総会） 

６月２７日 ３０人 ０人 〇副議長選挙立候補の所信表明 

〃 ３０人 ０人 〇副議長選挙立候補の所信表明 

７月１８日 ２９人 ０人 

○諸報告 

①令和６年度東広島市優良建設工事等表彰の授与について 

②洪水浸水想定区域図の変更について 

③令和６年６月２９日からの大雨対応について 

④窓口ＤＸＳａａＳの進捗状況について 

⑤ＣＯＭＭＯＮプロジェクトの実施状況について 

⑥日曜開庁・休日納税相談における窓口受付時間の短縮につ

いて 

⑦指定暑熱避難施設の設置について 

○政策研究会（障がい福祉研究会）報告（行政視察） 

８月２１日 ２９人 １人 

○諸報告 

①令和６年度東広島市表彰表彰式の開催について 

②令和６年度東広島市総合防災訓練の実施について 

③東広島市地域共生社会推進計画（第４次東広島市地域福祉

計画）の策定状況について 

④東広島市の自殺（自死）対策の取組みについて 

⑤令和６年度敬老事業の実施について 

⑥東広島市の高齢者施策の発行について 

⑦東広島市の国保の発行について 

⑧東広島市こども計画の策定状況について 

⑨東広島市観光総合戦略の策定について 

⑩消防救急無線のデジタル化事業をめぐる談合に係る対応に

ついて 

⑪救急用薬剤「アドレナリン」の紛失について 

⑫令和６年度全国学力・学習状況調査の結果について 

⑬高屋情報ラウンジの開設及び愛称募集について 

○一般質問を政策提言に結び付ける取組みについて 

○全国市議会議長会基地協議会中国四国部会の会議報告（定期

総会） 

○市民経済委員長報告（行政視察） 

○持続可能な観光事業の推進研究会長報告（行政視察） 

○政策研究会（障がい福祉研究会）報告（調査結果） 

○研修結果報告（第２回市町村長等・議会議員特別セミナー） 

１０月２４日 ２９人 ０人 

○諸報告 

①働き方改革に関する取組みについて 

②第１１次東広島市交通安全計画の実施状況について 

③東広島市まち・ひと・しごと創生総合戦略の点検評価につ

いて 

④「e-Sports 東広島 2024 Sakazuki -盃-」の開催について 

⑤広島大学スマートシティ共創コンソーシアムで取り組むス

マートシティ実装化支援事業の実施について 

⑥第五次東広島市総合計画後期基本計画の策定状況について 
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開 催 月 日 出席議員 傍聴者数 主  要  協  議  事  項 

１０月２４日 ２９人 ０人 

⑦大屋根広場の整備について 

⑧生活デザイン・工学研究所の活動状況について 

⑨東広島市と株式会社フジとの地域活性化包括連携協定につ

いて 

⑩高屋町小谷地区「おまるめ山バス」の本格運行移行につい

て 

⑪ひがしひろしま都市交通シンポジウムの開催について 

⑫令和６年度一日総合相談室の開設について 

⑬東広島国際フェスタ 2024の開催について 

⑭保護犬猫を迎えよう（犬猫譲渡会）の開催について 

⑮第３次東広島市男女共同参画推進計画後期実施計画の素案

について 

⑯有機フッ素化合物に関する要望書の提出について 

⑰第５回脱炭素先行地域計画の採択について 

⑱東広島市地域共生社会推進計画（第４次東広島市地域福祉

計画）の策定について 

⑲避難行動要支援者対策等の見直しについて 

⑳東広島市こども計画の策定について 

㉑オレンジリボン・児童虐待防止推進キャンペーンについて 

㉒公立保育所等における土曜日共同保育の実施について 

㉓地方卸売市場東広島流通センター活性化に向けた取組みの

進捗状況について 

㉔東広島市学校給食地場産野菜供給拡大システムの運用状況

について 

㉕東広島市観光総合戦略の策定について 

㉖２０２４酒まつりの開催結果について 

㉗ＩＣＴ体験セミナーの開催について 

㉘御建公園に係る住民監査請求について 

㉙西条駅前土地区画整理事業損害賠償事件に係る訴訟費用額

確定処分申立てについて 

㉚消防・防災フェア及び消防写生大会の開催について 

㉛車検切れ消防団積載車の運行について 

㉜東広島市制施行５０周年記念 第３４回東広島市生涯学習

フェスティバル開催について 

㉝東広島市制施行５０周年記念 第３６回東広島市民スポー

ツ大会（球技の部）総合成績について 

㉞東広島市文化財保存活用地域計画の策定について 

○広島県市議会議長会の会議報告（臨時会） 

○中国市議会議長会（第１５５回臨時総会） 

○広島県水道広域連合企業団の会議報告（１０月定例会） 

○総務委員長報告（所管事務調査結果） 

○文教厚生委員長報告（行政視察） 

○建設委員長報告（行政視察） 

○政策研究会（子育てするなら東広島研究会）報告（行政視察） 

○政策研究会（地域内経済研究会）報告（調査結果） 

○研修結果報告（全国市議会議長会研究フォーラム） 

１１月１５日 ３０人 ０人 

○諸報告 

①第五次東広島市総合計画後期基本計画の策定状況について 

②中期財政運営方針の策定について 

③固定資産税都市計画税賦課処分取消請求訴訟について 

開 催 月 日 出席議員 傍聴者数 主  要  協  議  事  項 

１１月１５日 ３０人 ０人 

④北館における小火の発生について 

⑤自動運転・隊列走行ＢＲＴ実証運行の開始について 

⑥「国際交流×防災運動会」の開催について 

⑦「人権フェスティバル２０２４ひがしひろしま」の開催に

ついて 

⑧ユニバーサルデザインの民間事業所等への普及に向けた講

演会の開催について 

⑨（仮称）東広島市社会資本未来プランの策定について 

⑩市営駐車場等の今後の運営について 

⑪東広島市下水道事業経営戦略の改定（案）について 

⑫令和７年東広島市消防出初式の開催について 

⑬屋外活動中におけるサングラスの着用について 

⑭東広島市文化財保存活用地域計画（案）の策定状況につい

て 

⑮令和６年度東広島市二十歳のつどいの開催について 

⑯東広島市制施行５０周年記念 第２８回ひろしま県央競歩

大会 2024の開催について 

⑰東広島市制施行５０周年記念 第４０回東ひろしま新春駅

伝競走大会の開催について 

○全国市議会議長会の会議報告（第 238 回理事会・第 118 回評

議員会） 

○広島県後期高齢者医療広域連合議会の会議報告（令和６年第

２回定例会） 

○広島県水道広域連合企業団の会議報告（１０月定例会）○研

修結果報告（議員活動基礎セミナー） 

○政策研究会（農林水産業の高収益化及びブランド推進研究会）

報告（行政視察） 

○研修結果報告（市町村議会議員特別セミナー） 

合   計 延２９７人 延１人 延１０日 
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開 催 月 日 出席議員 傍聴者数 主  要  協  議  事  項 

１０月２４日 ２９人 ０人 

⑦大屋根広場の整備について 

⑧生活デザイン・工学研究所の活動状況について 

⑨東広島市と株式会社フジとの地域活性化包括連携協定につ

いて 

⑩高屋町小谷地区「おまるめ山バス」の本格運行移行につい

て 

⑪ひがしひろしま都市交通シンポジウムの開催について 

⑫令和６年度一日総合相談室の開設について 

⑬東広島国際フェスタ 2024の開催について 

⑭保護犬猫を迎えよう（犬猫譲渡会）の開催について 

⑮第３次東広島市男女共同参画推進計画後期実施計画の素案

について 

⑯有機フッ素化合物に関する要望書の提出について 

⑰第５回脱炭素先行地域計画の採択について 

⑱東広島市地域共生社会推進計画（第４次東広島市地域福祉

計画）の策定について 

⑲避難行動要支援者対策等の見直しについて 

⑳東広島市こども計画の策定について 

㉑オレンジリボン・児童虐待防止推進キャンペーンについて 

㉒公立保育所等における土曜日共同保育の実施について 

㉓地方卸売市場東広島流通センター活性化に向けた取組みの

進捗状況について 

㉔東広島市学校給食地場産野菜供給拡大システムの運用状況

について 

㉕東広島市観光総合戦略の策定について 

㉖２０２４酒まつりの開催結果について 

㉗ＩＣＴ体験セミナーの開催について 

㉘御建公園に係る住民監査請求について 

㉙西条駅前土地区画整理事業損害賠償事件に係る訴訟費用額

確定処分申立てについて 

㉚消防・防災フェア及び消防写生大会の開催について 

㉛車検切れ消防団積載車の運行について 

㉜東広島市制施行５０周年記念 第３４回東広島市生涯学習

フェスティバル開催について 

㉝東広島市制施行５０周年記念 第３６回東広島市民スポー

ツ大会（球技の部）総合成績について 

㉞東広島市文化財保存活用地域計画の策定について 

○広島県市議会議長会の会議報告（臨時会） 

○中国市議会議長会（第１５５回臨時総会） 

○広島県水道広域連合企業団の会議報告（１０月定例会） 

○総務委員長報告（所管事務調査結果） 

○文教厚生委員長報告（行政視察） 

○建設委員長報告（行政視察） 

○政策研究会（子育てするなら東広島研究会）報告（行政視察） 

○政策研究会（地域内経済研究会）報告（調査結果） 

○研修結果報告（全国市議会議長会研究フォーラム） 

１１月１５日 ３０人 ０人 

○諸報告 

①第五次東広島市総合計画後期基本計画の策定状況について 

②中期財政運営方針の策定について 

③固定資産税都市計画税賦課処分取消請求訴訟について 

開 催 月 日 出席議員 傍聴者数 主  要  協  議  事  項 

１１月１５日 ３０人 ０人 

④北館における小火の発生について 

⑤自動運転・隊列走行ＢＲＴ実証運行の開始について 

⑥「国際交流×防災運動会」の開催について 

⑦「人権フェスティバル２０２４ひがしひろしま」の開催に

ついて 

⑧ユニバーサルデザインの民間事業所等への普及に向けた講

演会の開催について 

⑨（仮称）東広島市社会資本未来プランの策定について 

⑩市営駐車場等の今後の運営について 

⑪東広島市下水道事業経営戦略の改定（案）について 

⑫令和７年東広島市消防出初式の開催について 

⑬屋外活動中におけるサングラスの着用について 

⑭東広島市文化財保存活用地域計画（案）の策定状況につい

て 

⑮令和６年度東広島市二十歳のつどいの開催について 

⑯東広島市制施行５０周年記念 第２８回ひろしま県央競歩

大会 2024の開催について 

⑰東広島市制施行５０周年記念 第４０回東ひろしま新春駅

伝競走大会の開催について 

○全国市議会議長会の会議報告（第 238 回理事会・第 118 回評

議員会） 

○広島県後期高齢者医療広域連合議会の会議報告（令和６年第

２回定例会） 

○広島県水道広域連合企業団の会議報告（１０月定例会）○研

修結果報告（議員活動基礎セミナー） 

○政策研究会（農林水産業の高収益化及びブランド推進研究会）

報告（行政視察） 

○研修結果報告（市町村議会議員特別セミナー） 

合   計 延２９７人 延１人 延１０日 
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（５）広報広聴委員会 

開 催 月 日 
出席委員 

（代理出席） 
傍聴者数 活 動 内 容 備 考 

１月１９日 
１０人 

（０人） 
０人 

○議場テロップ表示システムの本格運用について 

○議場テロップ表示を含むＹｏｕＴｕｂｅ配信に

ついて 

○市議会だよりに掲載する市制施行５０周年記事

について 

○本会議ＹｏｕＴｕｂｅの配信停止に伴う対応に

ついて 

 

２月１９日 
１０人 

（０人） 
０人 

○市議会だより第２０３号の編集について 

○市議会の広報広聴に関する課題について 
 

３月１９日 
９人 

（０人） 
０人 

○市議会だより第２０３号の編集について 

○議会報告会について 

○市議会の広報広聴に関する課題について 

 

３月２９日 
１０人 

（０人） 
０人 

○市議会だより第２０３号の編集について 

○議会報告会について 
 

４月１２日 
１０人 

（０人） 
０人 ○市議会の広報広聴に関する課題について 

 

 

５月１７日 
１０人 

（０人） 
１人 

○議会報告会について 

○市議会の広報広聴に関する課題について 
 

６月１４日 
１０人 

（０人） 
０人 

○市議会だより第２０４号の編集について 

○市議会の広報広聴に関する課題について 
 

６月２７日 
９人 

（１人） 
０人 ○市議会だより第２０４号の編集について  

７ 月 ２ 日 
１０人 

（０人） 
０人 ○市議会だより第２０４号の編集について  

７月１８日 
１０人 

（０人） 
０人 ○市議会の広報広聴に関する課題について  

８月２１日 
１０人 

（０人） 
０人 ○市議会の広報広聴に関する課題について  

９ 月 ５ 日 
１０人 

（０人） 
０人 

○市議会だより第２０５号の編集について 

○市議会の広報広聴に関する課題について 
 

９月１９日 
１０人 

（０人） 
０人 ○市議会だより第２０５号の編集について  

１０月３日 
１０人 

（０人） 
０人 

○市議会だより第２０５号の編集について 

○決算認定議案の市議会だよりへの掲載について 
 

１１月１５日 
９人 

（１人） 
０人 ○市議会の広報広聴に関する課題について  

１２月６日 
９人 

（１人） 
０人 

○市議会だより第２０６号の編集について 

○市議会の広報広聴に関する課題について 
 

１２月１９日 
１０人 

（０人） 
０人 ○市議会だより第２０６号の編集について  

１２月２７日 
９人 

（０人） 
０人 

○市議会だより第２０６号の編集について 

○市議会の広報広聴に関する課題について 
 

合   計 
延１７５人 

（延３人） 
延１人 延１８日 

※出席委員数には代理出席を含まない 

（６）政策研究会 

ア 持続可能な観光事業の推進研究会 

開 催 月 日 出席会員 活 動 内 容 備 考 

５ 月 １ 日 ５人 ○今後の進め方等について  

６ 月 １ ７ 日 ５人 ○視察における質問事項等について  

７ 月 ８ 日 

  ～ ９ 日 
５人 

行政視察  

 

・広域連携による観光振興の取組みについて 

・地域資源の観光への活用について 

・大牟田市宿泊施設立地促進補助金について 

福岡県大牟田市 

・インバウンド施策について 

・持続可能な観光事業について 

・地域ＤＭＯについて 

福岡県柳川市 

１２月１６日 ５人 ○今後の進め方等について  

１２月２４日 ４人 ○調査研究のまとめについて  

合   計 延１９人 延４日 

 ※合計欄の出席会員延べ人数・開催延日数は行政視察を除いた数 

 

イ 農林水産業の高収益化及びブランド推進研究会 

開 催 月 日 出席会員 活 動 内 容 備 考 

４ 月 ５ 日 ５人 ○今後の進め方等について  

４ 月 １ １ 日 ５人 ○執行部からの聴取における質問事項について  

４ 月 ２ ４ 日 ５人 ○執行部からの聴取、質疑  

５ 月 １ ３ 日 ５人 ○園芸センター視察における質問事項について  

５ 月 ２ ３ 日 ５人 

行政視察 

・本市における農業の現状及び園芸センターの取組 

等について 

東広島市園芸セ

ンター 

７ 月 １ １ 日 ５人 
○視察結果について 

○今後の進め方等について 
 

１０月１８日 ５人 ○先進地視察について  

１０月２９日 ３人 

行政視察 

・有機農業による農業の高収益化・ブランド化につい

て 

株式会社やまと 

合   計 延３０人 延６日 

 ※合計欄の出席会員延べ人数・開催延日数は行政視察を除いた数 
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（５）広報広聴委員会 

開 催 月 日 
出席委員 

（代理出席） 
傍聴者数 活 動 内 容 備 考 

１月１９日 
１０人 

（０人） 
０人 

○議場テロップ表示システムの本格運用について 

○議場テロップ表示を含むＹｏｕＴｕｂｅ配信に

ついて 

○市議会だよりに掲載する市制施行５０周年記事

について 

○本会議ＹｏｕＴｕｂｅの配信停止に伴う対応に

ついて 

 

２月１９日 
１０人 

（０人） 
０人 

○市議会だより第２０３号の編集について 

○市議会の広報広聴に関する課題について 
 

３月１９日 
９人 

（０人） 
０人 

○市議会だより第２０３号の編集について 

○議会報告会について 

○市議会の広報広聴に関する課題について 

 

３月２９日 
１０人 

（０人） 
０人 

○市議会だより第２０３号の編集について 

○議会報告会について 
 

４月１２日 
１０人 

（０人） 
０人 ○市議会の広報広聴に関する課題について 

 

 

５月１７日 
１０人 

（０人） 
１人 

○議会報告会について 

○市議会の広報広聴に関する課題について 
 

６月１４日 
１０人 

（０人） 
０人 

○市議会だより第２０４号の編集について 

○市議会の広報広聴に関する課題について 
 

６月２７日 
９人 

（１人） 
０人 ○市議会だより第２０４号の編集について  

７ 月 ２ 日 
１０人 

（０人） 
０人 ○市議会だより第２０４号の編集について  

７月１８日 
１０人 

（０人） 
０人 ○市議会の広報広聴に関する課題について  

８月２１日 
１０人 

（０人） 
０人 ○市議会の広報広聴に関する課題について  

９ 月 ５ 日 
１０人 

（０人） 
０人 

○市議会だより第２０５号の編集について 

○市議会の広報広聴に関する課題について 
 

９月１９日 
１０人 

（０人） 
０人 ○市議会だより第２０５号の編集について  

１０月３日 
１０人 

（０人） 
０人 

○市議会だより第２０５号の編集について 

○決算認定議案の市議会だよりへの掲載について 
 

１１月１５日 
９人 

（１人） 
０人 ○市議会の広報広聴に関する課題について  

１２月６日 
９人 

（１人） 
０人 

○市議会だより第２０６号の編集について 

○市議会の広報広聴に関する課題について 
 

１２月１９日 
１０人 

（０人） 
０人 ○市議会だより第２０６号の編集について  

１２月２７日 
９人 

（０人） 
０人 

○市議会だより第２０６号の編集について 

○市議会の広報広聴に関する課題について 
 

合   計 
延１７５人 

（延３人） 
延１人 延１８日 

※出席委員数には代理出席を含まない 

（６）政策研究会 

ア 持続可能な観光事業の推進研究会 

開 催 月 日 出席会員 活 動 内 容 備 考 

５ 月 １ 日 ５人 ○今後の進め方等について  

６ 月 １ ７ 日 ５人 ○視察における質問事項等について  

７ 月 ８ 日 

  ～ ９ 日 
５人 

行政視察  

 

・広域連携による観光振興の取組みについて 

・地域資源の観光への活用について 

・大牟田市宿泊施設立地促進補助金について 

福岡県大牟田市 

・インバウンド施策について 

・持続可能な観光事業について 

・地域ＤＭＯについて 

福岡県柳川市 

１２月１６日 ５人 ○今後の進め方等について  

１２月２４日 ４人 ○調査研究のまとめについて  

合   計 延１９人 延４日 

 ※合計欄の出席会員延べ人数・開催延日数は行政視察を除いた数 

 

イ 農林水産業の高収益化及びブランド推進研究会 

開 催 月 日 出席会員 活 動 内 容 備 考 

４ 月 ５ 日 ５人 ○今後の進め方等について  

４ 月 １ １ 日 ５人 ○執行部からの聴取における質問事項について  

４ 月 ２ ４ 日 ５人 ○執行部からの聴取、質疑  

５ 月 １ ３ 日 ５人 ○園芸センター視察における質問事項について  

５ 月 ２ ３ 日 ５人 

行政視察 

・本市における農業の現状及び園芸センターの取組 

等について 

東広島市園芸セ

ンター 

７ 月 １ １ 日 ５人 
○視察結果について 

○今後の進め方等について 
 

１０月１８日 ５人 ○先進地視察について  

１０月２９日 ３人 

行政視察 

・有機農業による農業の高収益化・ブランド化につい

て 

株式会社やまと 

合   計 延３０人 延６日 

 ※合計欄の出席会員延べ人数・開催延日数は行政視察を除いた数 
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ウ 障がい福祉研究会 

開 催 月 日 出席会員 活 動 内 容 備 考 

１ 月 １ ８ 日 ４人 ○執行部からの聴取、質疑  

３ 月 ２ １ 日 ４人 
行政視察 

・療育サービス等の取組みについて 

特定非営利活動

法人ライフサポ

ートここはうす 

３ 月 ２ １ 日 ４人 ○視察結果について  

４ 月 １ ０ 日 ４人 ○執行部からの聴取、質疑  

４ 月 ２ ２ 日 ４人 

行政視察  

 

障がい者の相談支援について 
社会福祉法人 

平成会 

障がい者の相談支援について 

社会福祉法人 

東広島市社会福

祉協議会 

障がい者の相談支援について 
社会福祉法人 

しらとり会 

４ 月 ２ ５ 日 ４人 

行政視察  

 

障がい者の相談支援について 

社会福祉法人 

広島県リハビリ

テーション協会 

障がい者の相談支援について 
社会福祉法人 

つつじ 

４ 月 ３ ０ 日 ４人 ○視察結果について  

５ 月 １ ４ 日 ３人 
行政視察 

・発達支援の現場における取組みについて 

多機能型療育 

サポートかぽの 

５ 月 ２ １ 日 

 ～ ２ ２ 日 
４人 

行政視察  

 

障がい者の相談支援について 

児童発達支援 

センターめやす

ばこ 

障がい者の相談支援について 
ｂｏｎキッズ 

谷町 

障がい者の相談支援について 
豊中市立児童発

達支援センター 

５ 月 ２ ９ 日 ４人 
○執行部からの聴取、質疑 

○視察結果について 
 

８ 月 １ ９ 日 ４人 ○調査研究のまとめについて  

合   計 延２４人 延６日 

 ※合計欄の出席会員延べ人数・開催延日数は行政視察を除いた数 

 

エ 子育てするなら東広島研究会 

開 催 月 日 出席会員 活 動 内 容 備 考 

４ 月 １ ７ 日 ５人 ○今後の進め方等について  

７ 月 ３ 日 ５人 
行政視察 

・「おむつと安心定期便」について 
福岡県福岡市 

７ 月 １ ９ 日 ５人 
行政視察 

・０歳児見守り訪問「おむつ定期便」について 
兵庫県明石市 

１ ０ 月 ７ 日 ５人 ○今後の進め方等について  

１０月１６日 ４人 ○執行部からの聴取、質疑  

１２月１９日 ４人 ○調査研究のまとめについて  

合   計 延１８人 延４日 

 ※合計欄の出席会員延べ人数・開催延日数は行政視察を除いた数 

 

オ 地域内経済研究会 

開 催 月 日 出席会員 活 動 内 容 備 考 

４ 月 ３ ０ 日 ４人 ○今後の進め方等について  

９ 月 ２ ４ 日 ４人 ○調査研究のまとめについて  

合   計 延８人 延２日 

 ※合計欄の出席会員延べ人数・開催延日数は行政視察を除いた数 

 

カ インクルーシブ社会研究会 

開 催 月 日 出席会員 活 動 内 容 備 考 

１ １ 月 ８ 日 ３人 
○正副会長互選 

○今後の進め方等について 

会長 

原田 栄二 

副会長 

 鍋島 勢理 

１２月１８日 ３人 ○今後の進め方等について  

合   計 延６人 延２日 

 ※合計欄の出席会員延べ人数・開催延日数は行政視察を除いた数 
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エ 子育てするなら東広島研究会 

開 催 月 日 出席会員 活 動 内 容 備 考 

４ 月 １ ７ 日 ５人 ○今後の進め方等について  

７ 月 ３ 日 ５人 
行政視察 

・「おむつと安心定期便」について 
福岡県福岡市 

７ 月 １ ９ 日 ５人 
行政視察 

・０歳児見守り訪問「おむつ定期便」について 
兵庫県明石市 

１ ０ 月 ７ 日 ５人 ○今後の進め方等について  

１０月１６日 ４人 ○執行部からの聴取、質疑  

１２月１９日 ４人 ○調査研究のまとめについて  

合   計 延１８人 延４日 

 ※合計欄の出席会員延べ人数・開催延日数は行政視察を除いた数 

 

オ 地域内経済研究会 

開 催 月 日 出席会員 活 動 内 容 備 考 

４ 月 ３ ０ 日 ４人 ○今後の進め方等について  

９ 月 ２ ４ 日 ４人 ○調査研究のまとめについて  

合   計 延８人 延２日 

 ※合計欄の出席会員延べ人数・開催延日数は行政視察を除いた数 

 

カ インクルーシブ社会研究会 

開 催 月 日 出席会員 活 動 内 容 備 考 

１ １ 月 ８ 日 ３人 
○正副会長互選 

○今後の進め方等について 

会長 

原田 栄二 

副会長 

 鍋島 勢理 

１２月１８日 ３人 ○今後の進め方等について  

合   計 延６人 延２日 

 ※合計欄の出席会員延べ人数・開催延日数は行政視察を除いた数 
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（７）会派会長会議 

開 催 月 日 
出席議員 

（代理出席） 
活 動 内 容 備 考 

１ 月 １ ９ 日 
９人 

（０人） 
○令和６年能登半島地震に係る災害義援金について  

４ 月 １ １ 日 
９人 

（０人） 
○会派異動に伴う議員控室の配置について  

９ 月 １ ９ 日 
１０人 

（０人） 

○東広島市議会避難訓練の実施について 

○議員の個人情報公開について 
 

１０月２５日 
９人 

（１人） 

○議員の個人情報公開について 

○東広島市議会防災訓練の実施内容について 
 

１ ２ 月 ２ 日 
９人 

（１人） 

○令和７年度 議会関係予算の要求（案）について 

○東広島市議会防災訓練の振り返り 
 

合   計 
延４６人 

（延２人） 
延５日 

 ※出席議員数には代理出席を含まない 

 

 

 

（８）委員長会議 

開 催 月 日 
出席議員 

（代理出席） 
活 動 内 容 備 考 

１０月２４日 
７人 

（１人） 

○令和７年度予算編成に当たっての議会提案につい

て 
 

合   計 
延７人 

（延１人） 
延１日 

 ※出席議員数には代理出席を含まない 

 

 

 

（９）議会報告会 

開 催 月 日 
委員会 

（出席委員） 
参加者 議会報告会テーマ 会場 

７ 月 ２ ９ 日 
市民経済 

（７人） 
１４人 

○市議会の概略と有害鳥獣対策 

○農業の課題と地域活性化 

河内保健福祉セ

ンター（河内町） 

７ 月 ３ ０ 日 
市民経済 

（７人） 
１９人 

○市議会の概略と有害鳥獣対策 

○農業の課題と地域活性化 

豊栄生涯学習セ

ンター（豊栄町） 

７ 月 ３ １ 日 
文教厚生 

（７人） 
１０人 ○地域共生社会の実現について 

三ツ城地域セン

ター（西条町） 

８ 月 １ 日 
建設 

（６人） 
２１人 ○東広島市の治水対策について 

黒瀬保健福祉セ

ンター（黒瀬町） 

８ 月 ２ 日 
文教厚生 

（７人） 
２０人 ○地域共生社会の実現について 

高屋西地域セン

ター（高屋町） 

８ 月 ５ 日 
総務 

（８人） 
１６人 

○危機管理体制の向上について 

○危機管理体制の向上について、地域

の実情について 

西志和地域セン

ター（志和町） 

８ 月 ６ 日 
建設 

（７人） 
２８人 ○東広島市の治水対策について 

安芸津生涯学習

センター（安芸

津町） 
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（７）会派会長会議 

開 催 月 日 
出席議員 

（代理出席） 
活 動 内 容 備 考 

１ 月 １ ９ 日 
９人 

（０人） 
○令和６年能登半島地震に係る災害義援金について  

４ 月 １ １ 日 
９人 

（０人） 
○会派異動に伴う議員控室の配置について  

９ 月 １ ９ 日 
１０人 

（０人） 

○東広島市議会避難訓練の実施について 

○議員の個人情報公開について 
 

１０月２５日 
９人 

（１人） 

○議員の個人情報公開について 

○東広島市議会防災訓練の実施内容について 
 

１ ２ 月 ２ 日 
９人 

（１人） 

○令和７年度 議会関係予算の要求（案）について 

○東広島市議会防災訓練の振り返り 
 

合   計 
延４６人 

（延２人） 
延５日 

 ※出席議員数には代理出席を含まない 

 

 

 

（８）委員長会議 

開 催 月 日 
出席議員 

（代理出席） 
活 動 内 容 備 考 

１０月２４日 
７人 

（１人） 

○令和７年度予算編成に当たっての議会提案につい

て 
 

合   計 
延７人 

（延１人） 
延１日 

 ※出席議員数には代理出席を含まない 

 

 

 

（９）議会報告会 

開 催 月 日 
委員会 

（出席委員） 
参加者 議会報告会テーマ 会場 

７ 月 ２ ９ 日 
市民経済 

（７人） 
１４人 

○市議会の概略と有害鳥獣対策 

○農業の課題と地域活性化 

河内保健福祉セ

ンター（河内町） 

７ 月 ３ ０ 日 
市民経済 

（７人） 
１９人 

○市議会の概略と有害鳥獣対策 

○農業の課題と地域活性化 

豊栄生涯学習セ

ンター（豊栄町） 

７ 月 ３ １ 日 
文教厚生 

（７人） 
１０人 ○地域共生社会の実現について 

三ツ城地域セン

ター（西条町） 

８ 月 １ 日 
建設 

（６人） 
２１人 ○東広島市の治水対策について 

黒瀬保健福祉セ

ンター（黒瀬町） 

８ 月 ２ 日 
文教厚生 

（７人） 
２０人 ○地域共生社会の実現について 

高屋西地域セン

ター（高屋町） 

８ 月 ５ 日 
総務 

（８人） 
１６人 

○危機管理体制の向上について 

○危機管理体制の向上について、地域

の実情について 

西志和地域セン

ター（志和町） 

８ 月 ６ 日 
建設 

（７人） 
２８人 ○東広島市の治水対策について 

安芸津生涯学習

センター（安芸

津町） 

開 催 月 日 
委員会 

（出席委員） 
参加者 議会報告会テーマ 会場 

８ 月 ７ 日 
総務 

（８人） 
４１人 

○危機管理体制の向上について 

○危機管理体制の向上について、地域

の実情について 

八本松地域セン

ター（八本松町） 

合   計 延５７人 延１６９人 延８日 

 

 

 

（10）意見交換会 

開 催 月 日 
委員会 

（出席委員） 
意見交換会テーマ 相手方 

４ 月 １ ５ 日 
建設 

（７人） 

○建設工事におけるＩＣＴの利

活用について 
東広島商工会議所 建設部会（６人） 

４ 月 １ ７ 日 
市民経済 

（７人） 

○移住を促進するために必要な

取組み等について 
市民有識者（１人） 

１０月１８日 
建設 

（７人） 

○建設工事におけるＩＣＴの利

活用について 
東広島商工会議所 建設部会（５人） 

合   計 延２１人 延３日 
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６６  議議会会人人事事  
 
（第１回定例会） 

２月 ９日 令和６年度予算特別委員会委員の選任 
 
（閉会中） 
  ４月１０日 谷晴美議員が広報広聴委員会委員を辞任 
        山田学議員が広報広聴委員会委員に選任 
 
（第２回定例会） 

６月２７日 岩崎和仁副議長の辞職を許可 
 副議長選挙 牧尾良二議員当選、第４７代東広島市議会副議長に就任 

 
（第３回定例会） 

    ９月１９日 令和５年度決算特別委員会委員の選任 
 
 

７７  表表彰彰等等  
 
（１）中国市議会議長会表彰          該当者なし 
     
（２）全国市議会議長会表彰          ５月２２日表彰 
    議員特別表彰 
      市議会議員として在職２０年以上   宮 川 誠 子 
 

市議会議員として在職１０年以上   奥 谷   求 
 

８８  海海外外都都市市行行政政視視察察  
 

日 時  １１月１８日（月）～１１月２２日（金） 
内 容  マレーシア海外都市行政視察 
参加者  片 山 貴 志    鈴 木 英 士    大 下 博 隆 
 

９９  議議員員研研修修等等  
 
（１） 令和５年度広島県市議会議長会議員研修会（西部ブロック） 

日 時  １月２５日（木）１５：３０～１７：００ 
場 所  広島市 グランドプリンスホテル広島 
演 題  「これからの観光戦略～地域の魅力を発信する～」 
講 師  株式会社イントゥ代表取締役／ブランディングプロデューサー 

小松﨑 友子 氏 

参加者  ２９人 
 
（２） 令和６年度 第２回市町村長等・議会議員特別セミナー 

日 時  ７月２９日（月）～７月３０日（火） 
場 所  大津市 全国市町村国際文化研修所 
参加者  向 井 哲 浩 
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６６  議議会会人人事事  
 
（第１回定例会） 

２月 ９日 令和６年度予算特別委員会委員の選任 
 
（閉会中） 
  ４月１０日 谷晴美議員が広報広聴委員会委員を辞任 
        山田学議員が広報広聴委員会委員に選任 
 
（第２回定例会） 

６月２７日 岩崎和仁副議長の辞職を許可 
 副議長選挙 牧尾良二議員当選、第４７代東広島市議会副議長に就任 

 
（第３回定例会） 

    ９月１９日 令和５年度決算特別委員会委員の選任 
 
 

７７  表表彰彰等等  
 
（１）中国市議会議長会表彰          該当者なし 
     
（２）全国市議会議長会表彰          ５月２２日表彰 
    議員特別表彰 
      市議会議員として在職２０年以上   宮 川 誠 子 
 

市議会議員として在職１０年以上   奥 谷   求 
 

８８  海海外外都都市市行行政政視視察察  
 

日 時  １１月１８日（月）～１１月２２日（金） 
内 容  マレーシア海外都市行政視察 
参加者  片 山 貴 志    鈴 木 英 士    大 下 博 隆 
 

９９  議議員員研研修修等等  
 
（１） 令和５年度広島県市議会議長会議員研修会（西部ブロック） 

日 時  １月２５日（木）１５：３０～１７：００ 
場 所  広島市 グランドプリンスホテル広島 
演 題  「これからの観光戦略～地域の魅力を発信する～」 
講 師  株式会社イントゥ代表取締役／ブランディングプロデューサー 

小松﨑 友子 氏 

参加者  ２９人 
 
（２） 令和６年度 第２回市町村長等・議会議員特別セミナー 

日 時  ７月２９日（月）～７月３０日（火） 
場 所  大津市 全国市町村国際文化研修所 
参加者  向 井 哲 浩 
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（３） 令和６年度 議員研修会 
日 時  ８月２２日（木） １３：３０～１５：３０ 
場 所  東広島市役所 ９階 第１委員会室 
演 題  議員のコンプライアンス  

～「やるべきこと」と「やってはいけないこと」～ 
講 師   元全国都道府県議会議長会事務局次長 内田 一夫 氏 
参加者  ２８人 

 
（４） 第１９回全国市議会議長会研究フォーラム 

日 時  １０月９日（水）～１０月１０日（木） 
場 所  盛岡市 トーサイクラシックホール岩手 
内 容  基調講演 「人口減少社会における地域の未来図」 

パネルディスカッション 「地方議会の課題と主権者教育」 
課題討議 「主権者教育の取組報告」 

参加者  小 池 恵美子  中 曽 久 勝  落 海 直 哉 
大 下 博 隆  坂 元 百合子  景 山   浩 

 
（５） 令和６年度 議員研修会 

日 時  １０月２５日（金） １３：３０～１５：３０ 
場 所  東広島市役所 ９階 第１委員会室 
演 題  ｢地方議会の役割と議員の権限｣ 
講 師  自治体議会研究所 代表 髙沖 秀宣 氏 
参加者  ２８人 
 

（６） 令和６年度 市町村議会議員特別セミナー② 
日 時  １０月３１日（木）～１１月１日（金） 
場 所  千葉市 市町村職員中央研修所 
参加者  岡 田 育 三    玉 川 雅 彦 
 

（７）第１９回全国市議会議長会研究フォーラム 代替研修 
   議員活動基礎セミナー 

日 時  １１月１日（金） 
場 所  新宿区 リファレンス西新宿大京ビル 
参加者  鈴 木 英 士 
 
 
 
 

（８） 令和６年度広島県市議会議長会議員研修会（西部ブロック） 
日 時  １１月８日（金）１５：３０～１７：００ 
場 所  呉市 クレイトンベイホテル 
演 題  「ハラスメントのない議会を目指して」 
講 師  オフィスプリズム代表 臨床心理士・社会保険労務士 

涌井 美和子 氏 

参加者  ２８人 
 
（９）東広島市議会防災訓練 
   日 時  １１月１５日（金）１３：３０～１４：００ 
   場 所  東広島市役所 ９階 議場 
        西条中央公園（避難場所） 
   参加者  ２９人 
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（３） 令和６年度 議員研修会 
日 時  ８月２２日（木） １３：３０～１５：３０ 
場 所  東広島市役所 ９階 第１委員会室 
演 題  議員のコンプライアンス  

～「やるべきこと」と「やってはいけないこと」～ 
講 師   元全国都道府県議会議長会事務局次長 内田 一夫 氏 
参加者  ２８人 

 
（４） 第１９回全国市議会議長会研究フォーラム 

日 時  １０月９日（水）～１０月１０日（木） 
場 所  盛岡市 トーサイクラシックホール岩手 
内 容  基調講演 「人口減少社会における地域の未来図」 

パネルディスカッション 「地方議会の課題と主権者教育」 
課題討議 「主権者教育の取組報告」 

参加者  小 池 恵美子  中 曽 久 勝  落 海 直 哉 
大 下 博 隆  坂 元 百合子  景 山   浩 

 
（５） 令和６年度 議員研修会 

日 時  １０月２５日（金） １３：３０～１５：３０ 
場 所  東広島市役所 ９階 第１委員会室 
演 題  ｢地方議会の役割と議員の権限｣ 
講 師  自治体議会研究所 代表 髙沖 秀宣 氏 
参加者  ２８人 
 

（６） 令和６年度 市町村議会議員特別セミナー② 
日 時  １０月３１日（木）～１１月１日（金） 
場 所  千葉市 市町村職員中央研修所 
参加者  岡 田 育 三    玉 川 雅 彦 
 

（７）第１９回全国市議会議長会研究フォーラム 代替研修 
   議員活動基礎セミナー 

日 時  １１月１日（金） 
場 所  新宿区 リファレンス西新宿大京ビル 
参加者  鈴 木 英 士 
 
 
 
 

（８） 令和６年度広島県市議会議長会議員研修会（西部ブロック） 
日 時  １１月８日（金）１５：３０～１７：００ 
場 所  呉市 クレイトンベイホテル 
演 題  「ハラスメントのない議会を目指して」 
講 師  オフィスプリズム代表 臨床心理士・社会保険労務士 

涌井 美和子 氏 

参加者  ２８人 
 
（９）東広島市議会防災訓練 
   日 時  １１月１５日（金）１３：３０～１４：００ 
   場 所  東広島市役所 ９階 議場 
        西条中央公園（避難場所） 
   参加者  ２９人 
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１１００  他他市市町町議議会会議議員員のの本本市市視視察察 

月 日 市 町 名 等 視 察 内 容 議員数 随行数 

１月１８日 
大阪府北摂市議会

議長会 
議会運営について １３ ９ 

１月２２日 大阪府交野市 
地域共生社会の実現に向けた取り組みにつ

いて 
７ ４ 

１月２４日 佐賀県佐賀市 議会だよりについて １０ １ 

１月２６日 佐賀県神埼市 
農を起点とした多様なビジネスの創出とブ

ランド化の推進について 
３ ０ 

１月２９日 愛知県幸田町 ＤＸの推進について １０ ０ 

１月３０日 長崎県諫早市 
東広島市パートナーシップ宣誓制度につい

て 
７ ０ 

１月３１日 長野県上田市 
東広島スマートエネルギー株式会社につい

て 
４ ０ 

５ 月 ８ 日 兵庫県加西市 ビジネスサポート「Hi-Biz」について ７ １ 

５ 月 ９ 日 北海道江別市 
政策研究会・所管事務調査・政策立案能力の

強化に向けた取組について 
６ ２ 

５月１５日 北海道北広島市 
小中学校のスペシャルサポートルームの状

況と成果について 
２ ０ 

５月２３日 広島県広島市 
道の駅「西条のん太の酒蔵」、「湖畔の里 福

富」について 
３ ０ 

７ 月 ３ 日 大分県佐伯市 市民協働のまちづくりの推進方策について ９ １ 

７ 月 ４ 日 愛知県みよし市 
コンパクトシティ実現に向けたまちづくり

について 
６ ２ 

７ 月 ９ 日 佐賀県鳥栖市 議会だよりの編集について ８ １ 

７月１９日 広島県海田町 
道の駅西条のん太の酒蔵の整備について 

憩いの森公園の整備について 
８ １ 

７月２３日 佐賀県伊万里市 ヤングケアラーの支援について ７ １ 

７月３０日 青森県弘前市 重層的支援体制整備事業について １０ ０ 

８ 月 ５ 日 大阪府豊中市 長期欠席に係る議員報酬の減額について ７ １ 

１０月１０日 北海道石狩市 
市町村合併にあたってのまちづくりと今後

の展開について 
７ ２ 

１０月２３日 秋田県潟上市 地域拠点にぎわい創出事業について ６ １ 

１０月３０日 
福岡県湾岸議会議

長協議会 
議会改革について ３ ３ 

１１月５日 愛知県愛西市 議会改革について ８ １ 

１１月６日 北海道北広島市 
常任委員会のインターネット中継（文字配

信）の取組について 
８ １ 

１１月６日 福岡県大野城市 議会改革について ９ ２ 

１１月７日 埼玉県行田市 地域共生社会推進のための取組について ６ １ 

１１月１２日 福岡県大牟田市 
学校支援センターの取組について（スクール

サポート事業） 
５ ０ 

合  計 ２６件 1 7 9 ３５ 
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１０月３０日 
福岡県湾岸議会議

長協議会 
議会改革について ３ ３ 

１１月５日 愛知県愛西市 議会改革について ８ １ 

１１月６日 北海道北広島市 
常任委員会のインターネット中継（文字配

信）の取組について 
８ １ 

１１月６日 福岡県大野城市 議会改革について ９ ２ 

１１月７日 埼玉県行田市 地域共生社会推進のための取組について ６ １ 

１１月１２日 福岡県大牟田市 
学校支援センターの取組について（スクール

サポート事業） 
５ ０ 

合  計 ２６件 1 7 9 ３５ 
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１１１１  議議会会資資料料               令和６年１２月３１日現在 

 

（１）議員定数                

条例定数 現員 
市制施行 昭和４９年４月２０日 

選  挙 令和 ５年４月２３日 

３０人 ３０人 

 

（２）議員任期 

令和５年４月２７日から令和９年４月２６日まで   

 

（３）議会構成 
    総務委員会（定数８人） 
    

文教厚生委員会（定数７人） 
常任委員会    

市民経済委員会（定数７人）  

    建設委員会（定数７人） 

     

  議会運営委員会（定数８人）  

議 会     

  特別委員会   

     

    全員協議会 

    広報広聴委員会（定数１０人） 

    会派会長会議 

  協議又は調整を

行うための場 
 委員長会議 

   

委員会

協議会 

総務委員会協議会 

    文教厚生委員会協議会 

    市民経済委員会協議会 

    建設委員会協議会 

    政策研究会 

     

       
庶務係 

       

議会事務局 
 
事務局長 

 
局次長 

  
議事係 

    

       
調査記録係 

       

 

 

（４）議員当選回数 

回 数 １ ２ ３ ４ ５ ６ 合計 

人 数 １０ ７ ７ １ ２ ３ ３０ 

 

（５）党籍別議員数              

党 籍 公 明 党 社会民主党 日本共産党 参 政 党 無 所 属 合計 

人 数 ３ １ １ １ ２４ ３０ 

 

（６）年齢別議員数              

年 齢 39 歳以下 40～49 歳 50～59 歳 60～69 歳 70 歳以上 合計 

人 数 ３ ４ ５ １４ ４ ３０ 
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（７）議員報酬及び期末手当  

   ア  議員報酬                     （単位：円） 

適用日 S49.5.2 S49.8.1 S50.10.1 S51.10.1 S52.10.1 S53.10.1 

議 長 75,000 90,000 150,000 180,000 200,000 225,000 

副議長 67,000 85,000 140,000 165,000 180,000 200,000 

議 員 64,000 80,000 130,000 155,000 170,000 190,000 

       

適用日 S54.10.1 S55.10.1 S57.4.1 S59.4.1 S61.4.1 S63.4.1 

議 長 250,000 270,000 300,000 330,000 370,000 400,000 

副議長 220,000 240,000 270,000 292,000 330,000 360,000 

議 員 210,000 230,000 255,000 277,000 300,000 330,000 

       

適用日 H2.4.1 H4.4.1 H7.1.1 H9.7.1 H21.4.1  

議 長 440,000 500,000 525,000 540,000 560,000  

副議長 395,000 450,000 470,000 487,000 507,000  

議 員 360,000 405,000 423,000 440,000 460,000  

※市議会議員の議員報酬の特例に関する条例（令和 2年 6月 30日条例第３３号）

に基づき、令和２年７月支給分から令和２年１２月支給分まで(６か月間)は、

議長は 492,880円、副議長は 456,300円、議員は 414,000円。 

 

   イ  期末手当 

適用日 Ｓ４９．５．２ Ｓ４９．９．１ Ｓ５１．１０．１ 

基準日 3.1 6.1 12.1 3.1 6.1 12.1 3.1 6.1 12.1 

割 合 
 50 110 200  50 140 210  50 140 200 

100 100 100 100 100 100 100 100 100 

 

適用日 Ｓ５３．１０．１ Ｓ６１．４．１ 

基準日 3.1 6.1 12.1 3.1 6.1 12.1 

割 合 
 50 125 140 125 190 125  50 190 250 

100 100 100 100 100 100 100 100 100 

 

適用日 Ｈ１．６．１ Ｈ２．６．１ Ｈ３．１２．１ 

基準日 3.1 6.1 12.1 3.1 6.1 12.1 3.1 6.1 12.1 

割 合 
 50 210 250  50 220 260  55 220 270 

100 100 100 100 100 100 100 100 100 

 

適用日 Ｈ５．１２．１ Ｈ６．１２．１ Ｈ１０．３．１ 

基準日 3.1 6.1 12.1 3.1 6.1 12.1 3.1 6.1 12.1 

割 合 
 50 220 260  50 220 250  55 220 250 

100 100 100 100 100 100 100 100 100 

 

適用日 Ｈ１２．３．１ Ｈ１２．６．１ Ｈ１２．１２．１ 

基準日 3.1 6.1 12.1 3.1 6.1 12.1 3.1 6.1 12.1 

割 合 
 25 220 250  55 205 235  55 205 215 

100 100 100 100 100 100 100 100 100 
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適用日 Ｈ１３．１２．１ Ｈ１５．１．１ Ｈ１６．１．１ 

基準日 3.1 6.1 12.1 3.1 6.1 12.1 3.1 6.1 12.1 

割 合 
 55 205 210  50 205 210  25 205 210 

100 100 100 100 100 100 100 100 100 

 

適用日 Ｈ１６．４．１ Ｈ１７．１２．１ Ｈ１８．４．１ Ｈ１９．１２．１ 

基準日 6.1 12.1 6.1 12.1 6.1 12.1 6.1 12.1 

割 合 
210 230 210 235 

100 

212.5 

100 

232.5 

100 

212.5 

100 

237.5 

100 100 100 100 

 

適用日 Ｈ２０．４．１ Ｈ２１．６．１ Ｈ２１．１２．１ Ｈ２２．１２．１ 

基準日 6.1 12.1 6.1 12.1 6.1 12.1 6.1 12.1 

割 合 
215 

100 

235 

100 

195 

100 

235 

100 

195 

100 

220 

100 

195 

100 

200 

100 

 
適用日 Ｈ２３．４．１ Ｈ２６．１２．１ Ｈ２７．４．１ Ｈ２７．１２．１ 

基準日 6.1 12.1 6.1 12.1 6.1 12.1 6.1 12.1 

割 合 
190 

100 

205 

100 

190 

100 

220 

100 

197.5 

100 

212.5 

100 

197.5 

100 

222.5 

100 

 

適用日 Ｈ２８．４．１ Ｈ２８．１２．１ Ｈ２８．４．１ Ｈ２９．１２．１ 

基準日 6.1 12.1 6.1 12.1 6.1 12.1 6.1 12.1 

割 合 
202.5 217.5 202.5 227.5 

100 

207.5 

100 

222.5 

100 

207.5 

100 

232.5 

100 100 100 100 

 

適用日 Ｈ３０．４．１ Ｈ３０．１２．１ Ｈ３１．４．１ Ｒ１．１２．１ 

基準日 6.1 12.1 6.1 12.1 6.1 12.1 6.1 12.1 

割 合 
212.5 227.5 212.5 232.5 222.5 222.5 222.5 227.5 

100 100 100 100 100 100 100 100 

 

適用日 Ｒ２．４．１ Ｒ２．１２．１ Ｒ３．４．１ Ｒ４.３.３ 

基準日 6.1 12.1 6.1 12.1 6.1 12.1 6.1※ 12.1 

割 合 
225 225 225 220 222.5 222.5 215 215 

100 100 100 100 100 100 100 100 

 

適用日 Ｒ４.１２.１ Ｒ５.４.１ Ｒ５.１２.１ Ｒ６.４.１ 

基準日 6.1 6.1 6.1 12.1 6.1 12.1 6.1 12.1 

割 合 
225 225 220 220 220 230 225 225 

100 100 100 100 100 100 100 100 

 

適用日 Ｒ６.１２.１ 

基準日 6.1 12.1 

割 合 
225 235 

100 100 

 

（注）平成２年以降は、加算率 20％ 

※特別職の職員等の給与、旅費等に関する条例（平成元年３月１３日条例第５

号）附則(令和４年３月３日条例第４号)に基づき、令和４年６月支給の期末

手当については、令和３年１２月に支給された期末手当の額に、222.5 分の

15を乗じて得た額に相当する額を減じた額とした。 
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適用日 Ｈ１３．１２．１ Ｈ１５．１．１ Ｈ１６．１．１ 

基準日 3.1 6.1 12.1 3.1 6.1 12.1 3.1 6.1 12.1 

割 合 
 55 205 210  50 205 210  25 205 210 

100 100 100 100 100 100 100 100 100 

 

適用日 Ｈ１６．４．１ Ｈ１７．１２．１ Ｈ１８．４．１ Ｈ１９．１２．１ 

基準日 6.1 12.1 6.1 12.1 6.1 12.1 6.1 12.1 

割 合 
210 230 210 235 

100 

212.5 

100 

232.5 

100 

212.5 

100 

237.5 

100 100 100 100 

 

適用日 Ｈ２０．４．１ Ｈ２１．６．１ Ｈ２１．１２．１ Ｈ２２．１２．１ 

基準日 6.1 12.1 6.1 12.1 6.1 12.1 6.1 12.1 

割 合 
215 

100 

235 

100 

195 

100 

235 

100 

195 

100 

220 

100 

195 

100 

200 

100 

 
適用日 Ｈ２３．４．１ Ｈ２６．１２．１ Ｈ２７．４．１ Ｈ２７．１２．１ 

基準日 6.1 12.1 6.1 12.1 6.1 12.1 6.1 12.1 

割 合 
190 

100 

205 

100 

190 

100 

220 

100 

197.5 

100 

212.5 

100 

197.5 

100 

222.5 

100 

 

適用日 Ｈ２８．４．１ Ｈ２８．１２．１ Ｈ２８．４．１ Ｈ２９．１２．１ 

基準日 6.1 12.1 6.1 12.1 6.1 12.1 6.1 12.1 

割 合 
202.5 217.5 202.5 227.5 

100 

207.5 

100 

222.5 

100 

207.5 

100 

232.5 

100 100 100 100 

 

適用日 Ｈ３０．４．１ Ｈ３０．１２．１ Ｈ３１．４．１ Ｒ１．１２．１ 

基準日 6.1 12.1 6.1 12.1 6.1 12.1 6.1 12.1 

割 合 
212.5 227.5 212.5 232.5 222.5 222.5 222.5 227.5 

100 100 100 100 100 100 100 100 

 

適用日 Ｒ２．４．１ Ｒ２．１２．１ Ｒ３．４．１ Ｒ４.３.３ 

基準日 6.1 12.1 6.1 12.1 6.1 12.1 6.1※ 12.1 

割 合 
225 225 225 220 222.5 222.5 215 215 

100 100 100 100 100 100 100 100 

 

適用日 Ｒ４.１２.１ Ｒ５.４.１ Ｒ５.１２.１ Ｒ６.４.１ 

基準日 6.1 6.1 6.1 12.1 6.1 12.1 6.1 12.1 

割 合 
225 225 220 220 220 230 225 225 

100 100 100 100 100 100 100 100 

 

適用日 Ｒ６.１２.１ 

基準日 6.1 12.1 

割 合 
225 235 

100 100 

 

（注）平成２年以降は、加算率 20％ 

※特別職の職員等の給与、旅費等に関する条例（平成元年３月１３日条例第５

号）附則(令和４年３月３日条例第４号)に基づき、令和４年６月支給の期末

手当については、令和３年１２月に支給された期末手当の額に、222.5 分の

15を乗じて得た額に相当する額を減じた額とした。 

 

 

（８）会派別議員数              

会 派 名 人員 結成届出 会 派 名 人員 結成届出 

清 新 の 会 ７ 令和 5. 5. 8 創 生 会 ３ 令和 5. 5.10 

創 志 会 ６ 令和 5. 4.27 未 来 の 風 ３ 令和 5. 5. 8 

市民クラブ ５ 令和 5. 5. 2 真政倶楽部 ２ 令和 5. 5.10 

公 明 党 ３ 令和 5. 4.27 日本共産党 １ 令和 5. 4.27 

 

（９）委員会構成等 
 総 務 委 員 会 文教厚生委員会 市民経済委員会 建 設 委 員 会 

任  期 令和 5.5.11～ 

委 員 長 岡 田 育 三 玉 川 雅 彦 片 山 貴 志 中 川   修 

副委員長 落 海 直 哉 景 山   浩 上 田    秀 向 井 哲 浩 

委  員 

 

上 岡 裕 明 

木 村 輝 江 

中 曽 久 勝 

田 坂 武 文 

宮 川 誠 子 

石 原 賢 治 

山 田    学 

下 向 智恵子 

岩 崎 和 仁 

貞 岩   敬 

北 林 光 昭 

 

鍋 島 勢 理 

原 田 栄 二 

小 池 恵美子 

重 森 佳代子 

谷   晴 美 

 

大 下 博 隆 

鈴 木 英 士 

坂 元 百合子 

乗 越 耕 司 

牧 尾 良 二 

 

 

 議会運営委員会 広報広聴委員会 監 査 委 員 

任  期  令和 5.5.11～  令和 5.5.11～ 令和 5.5.12～ 

委 員 長 石 原 賢 治 中 曽 久 勝 坂 元 百合子 

 

 
副委員長 鈴 木 英 士 下 向 智恵子 
委  員 

 

上 田    秀 

片 山 貴 志 

坂 元 百合子 

貞 岩   敬 

岡 田 育 三 

乗 越 耕 司 

 

鍋 島 勢 理 

上 岡 裕 明 

山 田   学

(令和 6.4.10～ ) 

向 井 哲 浩 

落 海 直 哉 

大 下 博 隆 

景 山   浩 

岩 崎 和 仁 

谷   晴 美

(～令和 6.4.10) 

 

政策研究会 持続可能な観光事業の 

推進研究会 

農林水産業の高収益化 

及びブランド推進研究会 
障がい福祉研究会 

子育てするなら東広島 

研究会 
地域内経済研究会 

期  間 令和 5.7.14～令和 7.3.31 令和 5.7.20～令和 7.3.31 令和 5.7.21～令和 6.8.19 令和 5.7.25～令和 7.3.31 令和 5.8.21～令和 6.9.24 

会  長 岡 田 育 三 玉 川 雅 彦 岩 崎 和 仁 鈴 木 英 士 坂 元 百合子 

副 会 長 片 山 貴 志 景 山   浩 中 川   修 下 向 智恵子 石 原 賢 治 

会  員 

 

向 井 哲 浩 

中 曽 久 勝 

牧 尾 良 二 

山 田    学 

上 田    秀 

小 池 恵美子 

原 田 栄 二 

落 海 直 哉 

木 村 輝 江 

大 下 博 隆 

宮 川 誠 子 

鍋 島 勢 理 

上 岡 裕 明 

 

 

政策研究会 インクルーシブ社会 

研究会 

期  間 令和 6.10.24～令和 8.10.23 

会  長 原 田 栄 二 

副 会 長 鍋 島 勢 理 

会  員 落 海 直 哉 
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 令和６年度予算特別委員会 

任  期 令和 6.2.9～令和 6.3.18 

委 員 長 岡 田 育 三 

副委員長 落 海 直 哉 

委  員 

 

鍋 島 勢 理   上 岡 裕 明   木 村 輝 江   山 田    学 

下 向 智恵子   原 田 栄 二   上 田    秀   向 井 哲 浩 

小 池 恵美子   中 曽 久 勝   大 下 博 隆   鈴 木 英 士 

片 山 貴 志   坂 元 百合子   景 山   浩   田 坂 武 文 

岩 崎 和 仁   中 川   修   貞 岩   敬   玉 川 雅 彦 

北 林 光 昭   重 森 佳代子   宮 川 誠 子   谷   晴 美 

乗 越 耕 司   牧 尾 良 二   石 原 賢 治 

 

 

 令和５年度決算特別委員会 

任  期 令和 6.9.19～令和 6.10.7 

委 員 長 岡 田 育 三 

副委員長 落 海 直 哉 

委  員 

 

鍋 島 勢 理   上 岡 裕 明   木 村 輝 江   山 田    学 

下 向 智恵子   原 田 栄 二   上 田    秀   向 井 哲 浩 

小 池 恵美子   中 曽 久 勝   大 下 博 隆   鈴 木 英 士 

片 山 貴 志   景 山   浩   田 坂 武 文  岩 崎 和 仁 

中 川   修   貞 岩   敬   玉 川 雅 彦   北 林 光 昭 

重 森 佳代子   宮 川 誠 子   谷   晴 美   乗 越 耕 司 

牧 尾 良 二  石 原 賢 治              

 
 
                                                       広島中央環境衛生 

組 合 議 会 議 員 
広島県後期高齢者医療 

広域連合議会議員 

広島県市町総合事務 

組 合 議 会 議 員 

広 島 県 水 道 広 域 連 合 

企 業 団 議 会 議 員 

任  期 
令和 5.5.11～ 

（選挙） 

令和 5.5.11～

（選挙） 

令和 5.5.10～ 
令和 6.6.30 

令和 5.5.11～ 

（選挙） 

議    員 

 

山 田    学 

原 田 栄 二 

小 池 恵美子 

田 坂 武 文 

玉 川 雅 彦 

北 林 光 昭 

牧 尾 良 二 

奥 谷   求 奥 谷   求 奥 谷   求 

片 山 貴 志 
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〃
 
文
教
厚
生
委
員
会
 

第
１

委
員

会
室
 

〃
 
総
務
委
員
会
 

〃
 

〃
 
佐
賀
県
神
埼
市
議
会
来
市
 

全
員

協
議

会
室
 

2
9
日
 
建
設
委
員
会
行
政
視
察
（
～
３
１
日
）
 

山
口

県
 

国
土

交
通

省
 

宮
城

県
仙

台
市
 

〃
 
愛
知
県
幸
田
町
議
会
来
市
 

第
１

委
員

会
室
 

3
0
日
 
総
務
委
員
会
行
政
視
察
（
～
３
１
日
）
 

神
奈
川
県
大
和
市
 

静
岡

県
富

士
市
 

〃
 
長
崎
県
諫
早
市
議
会
来
市
 

第
１

委
員

会
室
 

3
1
日
 
長
野
県
上
田
市
議
会
来
市
 

〃
 

2
月

7
日
 
議
会
運
営
委
員
会
 

第
２

委
員

会
室
 

9
日
 
令
和
６
年
第
１
回
定
例
会
（
１
日
目
）
 

議
 

 
 

 
場
 

月
 
日
 

記
 
 
 
 
 
事
 

備
 
 
考
 

2
月

9
日
 
予
算
特
別
委
員
会
 

全
員

協
議

会
室
 

1
4
日
 
総
務
委
員
会

 
第

１
委

員
会

室
 

1
5
日
 
文
教
厚
生
委
員
会

 
〃

 
1
6
日
 
議
会
運
営
委
員
会
 

第
２

委
員

会
室
 

〃
 
市
民
経
済
委
員
会
 

第
１

委
員

会
室
 

1
9
日
 
議
会
運
営
委
員
会
 

第
２

委
員

会
室
 

〃
 
建
設
委
員
会
 

第
１

委
員

会
室
 

〃
 
広
報
広
聴
委
員
会
 

第
２

委
員

会
室
 

2
0
日
 
予
算
特
別
委
員
会
（
総
務
分
科
会
）
 

第
１

委
員

会
室
 

〃
 
予
算
特
別
委
員
会
（
文
教
厚
生
分
科
会
）
 

〃
 

2
1
日
 
予
算
特
別
委
員
会
（
市
民
経
済
分
科
会
）
 

〃
 

〃
 
予
算
特
別
委
員
会
（
建
設
分
科
会
）
 

〃
 

2
2
日
 
文
教
厚
生
委
員
会
 

全
員

協
議

会
室
 

〃
 
市
民
経
済
委
員
会
 

第
１

委
員

会
室
 

2
6
日
 
総
務
委
員
会
 

〃
 

〃
 
建
設
委
員
会
 

全
員

協
議

会
室
 

2
7
日
 
議
会
運
営
委
員
会
 

第
２

委
員

会
室
 

〃
 
令
和
６
年
第
１
回
定
例
会
（
２
日
目
・
議
案
審
議
）
 

議
 

 
 

 
場
 

2
8
日
 
令
和
６
年
第
１
回
定
例
会
（
３
日
目
・
代
表
質
問
）
 

〃
 

2
9
日
 
令
和
６
年
第
１
回
定
例
会
（
４
日
目
・
代
表
質
問
）
 

〃
 

3
月

1
日
 
令

和
６

年
第

１
回

定
例

会
（

５
日

目
・

代
表

質
問

・

一
般
質
問
）
 

〃
 

4
日
 
予
算
特
別
委
員
会
（
総
務
分
科
会
）
 

第
１

委
員

会
室
 

5
日
 
予
算
特
別
委
員
会
（
総
務
分
科
会
）
 

〃
 

6
日
 
予
算
特
別
委
員
会
（
文
教
厚
生
分
科
会
）
 

〃
 

7
日
 
予
算
特
別
委
員
会
（
文
教
厚
生
分
科
会
）
 

〃
 

8
日
 
予
算
特
別
委
員
会
（
市
民
経
済
分
科
会
）
 

〃
 

 

 

 

 令和６年度予算特別委員会 

任  期 令和 6.2.9～令和 6.3.18 

委 員 長 岡 田 育 三 

副委員長 落 海 直 哉 

委  員 

 

鍋 島 勢 理   上 岡 裕 明   木 村 輝 江   山 田    学 

下 向 智恵子   原 田 栄 二   上 田    秀   向 井 哲 浩 

小 池 恵美子   中 曽 久 勝   大 下 博 隆   鈴 木 英 士 

片 山 貴 志   坂 元 百合子   景 山   浩   田 坂 武 文 

岩 崎 和 仁   中 川   修   貞 岩   敬   玉 川 雅 彦 

北 林 光 昭   重 森 佳代子   宮 川 誠 子   谷   晴 美 

乗 越 耕 司   牧 尾 良 二   石 原 賢 治 

 

 

 令和５年度決算特別委員会 

任  期 令和 6.9.19～令和 6.10.7 

委 員 長 岡 田 育 三 

副委員長 落 海 直 哉 

委  員 

 

鍋 島 勢 理   上 岡 裕 明   木 村 輝 江   山 田    学 

下 向 智恵子   原 田 栄 二   上 田    秀   向 井 哲 浩 

小 池 恵美子   中 曽 久 勝   大 下 博 隆   鈴 木 英 士 

片 山 貴 志   景 山   浩   田 坂 武 文  岩 崎 和 仁 

中 川   修   貞 岩   敬   玉 川 雅 彦   北 林 光 昭 

重 森 佳代子   宮 川 誠 子   谷   晴 美   乗 越 耕 司 

牧 尾 良 二  石 原 賢 治              

 
 
                                                       広島中央環境衛生 

組 合 議 会 議 員 
広島県後期高齢者医療 

広域連合議会議員 

広島県市町総合事務 

組 合 議 会 議 員 

広 島 県 水 道 広 域 連 合 

企 業 団 議 会 議 員 

任  期 
令和 5.5.11～ 

（選挙） 

令和 5.5.11～

（選挙） 

令和 5.5.10～ 
令和 6.6.30 

令和 5.5.11～ 

（選挙） 

議    員 

 

山 田    学 

原 田 栄 二 

小 池 恵美子 

田 坂 武 文 

玉 川 雅 彦 

北 林 光 昭 

牧 尾 良 二 

奥 谷   求 奥 谷   求 奥 谷   求 

片 山 貴 志 
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月
 
日
 

記
 
 
 
 
 
事
 

備
 
 
考
 

3
月

11
日
 
予
算
特
別
委
員
会
（
市
民
経
済
分
科
会
）
 

第
１

委
員

会
室
 

1
2
日
 
予
算
特
別
委
員
会
（
建
設
分
科
会
）
 

〃
 

1
3
日
 
予
算
特
別
委
員
会
（
建
設
分
科
会
）
 

〃
 

1
4
日
 
予
算
特
別
委
員
会
（
総
括
質
疑
）
 

全
員

協
議

会
室
 

〃
 
総
務
委
員
会
 

第
１

委
員

会
室
 

1
8
日
 
議
会
運
営
委
員
会
 

第
２

委
員

会
室
 

〃
 
令
和
６
年
第
１
回
定
例
会
（
６
日
目
・
議
案
審
議
）
 

議
 

 
 

 
場
 

〃
 
市
民
経
済
委
員
会
 

第
１

委
員

会
室
 

〃
 
市
民
経
済
委
員
会
 

〃
 

〃
 
文
教
厚
生
委
員
会
 

〃
 

〃
 
総
務
委
員
会
 

〃
 

〃
 
議
会
運
営
委
員
会
 

第
２

委
員

会
室
 

1
9
日
 
広
報
広
聴
委
員
会
 

〃
 

2
1
日
 
政
策
研
究
会
（
障
が
い
福
祉
研
究
会
）
行
政
視
察
 

ラ
イ
フ
サ
ポ

ー
ト
こ
こ

は
う
す
 

〃
 
政
策
研
究
会
（
障
が
い
福
祉
研
究
会
）
 

第
２

委
員

会
室
 

2
9
日
 
総
務
委
員
会
 

第
１

委
員

会
室
 

〃
 
広
報
広
聴
委
員
会
 

第
２

委
員

会
室
 

4
月

5
日
 
政

策
研

究
会

（
農

林
水

産
業

の
高

収
益

化
及

び
ブ

ラ

ン
ド
推
進
研
究
会
）
 

〃
 

1
0
日
 
議
会
運
営
委
員
会
 

〃
 

〃
 
政
策
研
究
会
（
障
が
い
福
祉
研
究
会
）
 

全
員

協
議

会
室
 

1
1
日
 
令
和
６
年
第
２
回
臨
時
会
（
１
日
目
）
 

議
 

 
 

 
場
 

〃
 
市
民
経
済
委
員
会
 

第
１

委
員

会
室
 

〃
 
総
務
委
員
会
 

〃
 

〃
 
会
派
会
長
会
議
 

〃
 

〃
 
政

策
研

究
会

（
農

林
水

産
業

の
高

収
益

化
及

び
ブ

ラ

ン
ド
推
進
研
究
会
）
 

第
２

委
員

会
室
 

月
 
日
 

記
 
 
 
 
 
事
 

備
 
 
考
 

4
月

12
日
 
広
報
広
聴
委
員
会
 

第
２

委
員

会
室
 

〃
 
市
民
経
済
委
員
会
 

第
１

委
員

会
室
 

1
5
日
 
建
設
委
員
会
 

〃
 

〃
 
総
務
委
員
会
 

全
員

協
議

会
室
 

〃
 
建
設
委
員
会
意
見
交
換
会
 

第
１

委
員

会
室
 

1
6
日
 
文
教
厚
生
委
員
会
 

〃
 

1
7
日
 
全
員
協
議
会
 

全
員

協
議

会
室
 

〃
 
政
策
研
究
会
（
子
育
て
す
る
な
ら
東
広
島
研
究
会
）
 

〃
 

〃
 
市
民
経
済
委
員
会
意
見
交
換
会
 

第
１

委
員

会
室
 

2
2
日
 
政
策
研
究
会
（
障
が
い
福
祉
研
究
会
）
市
内
視
察
 

平
成

会
 

東
広

島
市
社

会
福

祉
協
議

会
 

し
ら

と
り

会
 

2
4
日
 
政

策
研

究
会

（
農

林
水

産
業

の
高

収
益

化
及

び
ブ

ラ

ン
ド
推
進
研
究
会
）
 

第
１

委
員

会
室
 

2
5
日
 
政
策
研
究
会
（
障
が
い
福
祉
研
究
会
）
市
内
視
察
 

広島
県リ

ハビ
リテ

ーシ
ョン

協会
 

つ
つ

じ
 

3
0
日
 
政
策
研
究
会
（
障
が
い
福
祉
研
究
会
）
 

第
２

委
員

会
室
 

〃
 
政
策
研
究
会
（
地
域
内
経
済
研
究
会
）
 

〃
 

5
月

1
日
 
政

策
研

究
会

（
持

続
可

能
な

観
光

事
業

の
推

進
研

究

会
）
 

〃
 

8
日
 
兵
庫
県
加
西
市
議
会
来
市
 

第
１

委
員

会
室
 

9
日
 
北
海
道
江
別
市
議
会
来
市
 

〃
 

1
3
日
 
市
民
経
済
委
員
会
 

〃
 

〃
 
政

策
研

究
会

（
農

林
水

産
業

の
高

収
益

化
及

び
ブ

ラ

ン
ド
推
進
研
究
会
）
 

第
２

委
員

会
室
 

1
4
日
 
総
務
委
員
会
 

第
１

委
員

会
室
 

〃
 
政
策
研
究
会
（
障
が
い
福
祉
研
究
会
）
市
内
視
察
 

多
機
能
型
療
育サ

ポ
ー
トか

ぽ
の
 

1
5
日
 
文
教
厚
生
委
員
会
 

第
１

委
員

会
室
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月
 
日
 

記
 
 
 
 
 
事
 

備
 
 
考
 

5
月

15
日
 
北
海
道
北
広
島
市
議
会
来
市
 

全
員

協
議

会
室
 

1
6
日
 
建
設
委
員
会
 

第
１

委
員

会
室
 

1
7
日
 
全
員
協
議
会
 

全
員

協
議

会
室
 

〃
 
議
会
運
営
委
員
会
 

第
２

委
員

会
室
 

〃
 
広
報
広
聴
委
員
会
 

〃
 

2
3
日
 
政
策
研
究
会
（
障
が
い
福
祉
研
究
会
）
行
政
視
察
 

（
～
２
２
日
）
 

児童
発達

支援
セン

ター
めや

すば
こ 

ｂ
ｏ

ｎ
キ

ッ
ズ

谷
町
 

豊中
市立

児童
発達

支援
セン

ター
 

〃
 
政

策
研

究
会

（
農

林
水

産
業

の
高

収
益

化
及

び
ブ

ラ

ン
ド
推
進
研
究
会
）
市
内
視
察
 

園
芸

セ
ン

タ
ー
 

〃
 
広
島
県
広
島
市
議
会
来
市
 

第
１

委
員

会
室
 

2
4
日
 
総
務
委
員
会
市
内
視
察
 

東
広
島
消
防
署
他
 

2
9
日
 
政
策
研
究
会
（
障
が
い
福
祉
研
究
会
）
 

第
１

委
員

会
室
 

6
月

6
日
 
議
会
運
営
委
員
会
 

第
２

委
員

会
室
 

1
0
日
 
令
和
６
年
第
２
回
定
例
会
（
１
日
目
）
 

議
 

 
 

 
場
 

1
1
日
 
議
会
運
営
委
員
会
 

第
２

委
員

会
室
 

〃
 
総
務
委
員
会
 

第
１

委
員

会
室
 

1
2
日
 
文
教
厚
生
委
員
会
 

〃
 

1
3
日
 
市
民
経
済
委
員
会
 

〃
 

1
4
日
 
建
設
委
員
会
 

〃
 

〃
 
広
報
広
聴
委
員
会
 

第
２

委
員

会
室
 

1
7
日
 
全
員
協
議
会
 

全
員

協
議

会
室
 

〃
 
政

策
研

究
会

（
持

続
可

能
な

観
光

事
業

の
推

進
研

究

会
）
 

第
２

委
員

会
室
 

1
8
日
 
令
和
６
年
第
２
回
定
例
会
（
２
日
目
・
一
般
質
問
）
 

議
 

 
 

 
場
 

1
9
日
 
令
和
６
年
第
２
回
定
例
会
（
３
日
目
・
一
般
質
問
）
 

〃
 

2
0
日
 
令
和
６
年
第
２
回
定
例
会
（
４
日
目
・
一
般
質
問
）
 

〃
 

2
1
日
 
令
和
６
年
第
２
回
定
例
会
（
５
日
目
・
一
般
質
問
）
 

〃
 

2
4
日
 
文
教
厚
生
委
員
会
 

全
員

協
議

会
室
 

〃
 
市
民
経
済
委
員
会
 

第
１

委
員

会
室
 

月
 
日
 

記
 
 
 
 
 
事
 

備
 
 
考
 

6
月

25
日
 
総
務
委
員
会
 

第
１

委
員

会
室
 

〃
 
建
設
委
員
会
 

全
員

協
議

会
室
 

2
7
日
 
全
員
協
議
会
 

〃
 

〃
 
議
会
運
営
委
員
会
 

第
２

委
員

会
室
 

〃
 
令
和
６
年
第
２
回
定
例
会
（
６
日
目
・
議
案
審
議
）
 

議
場
 

〃
 
広
報
広
聴
委
員
会
 

第
２

委
員

会
室
 

7
月

2
日
 
広
報
広
聴
委
員
会
 

〃
 

3
日
 
政

策
研

究
会

（
子

育
て

す
る

な
ら

東
広

島
研

究
会

）

行
政
視
察
 

福
岡

県
福

岡
市
 

〃
 
大
分
県
佐
伯
市
議
会
来
市
 

第
１

委
員

会
室
 

〃
 
市
民
経
済
委
員
会
行
政
視
察
（
～
５
日
）
 

大
分

県
大

分
市
 

大
分

県
宇

佐
市
 

大
分
県
豊
後
高
田
市
 

4
日
 
愛
知
県
み
よ
し
市
議
会
来
市
 

第
１

委
員

会
室
 

8
日
 
政

策
研

究
会

（
持

続
可

能
な

観
光

事
業

の
推

進
研

究

会
）
行
政
視
察
（
～
９
日
）
 

福
岡
県
大
牟
田
市
 

福
岡

県
柳

川
市
 

9
日
 
佐
賀
県
鳥
栖
市
議
会
来
市
 

第
１

委
員

会
室
 

1
0
日
 
議
会
運
営
委
員
会
 

第
２

委
員

会
室
 

1
1
日
 
総
務
委
員
会
 

第
１

委
員

会
室
 

〃
 
政

策
研

究
会

（
農

林
水

産
業

の
高

収
益

化
及

び
ブ

ラ

ン
ド
推
進
研
究
会
）
 

第
２

委
員

会
室
 

1
6
日
 
市
民
経
済
委
員
会
 

第
１

委
員

会
室
 

1
8
日
 
全
員
協
議
会
 

全
員

協
議

会
室
 

〃
 
広
報
広
聴
委
員
会
 

第
２

委
員

会
室
 

1
9
日
 
政
策
研
究
会
（
子
育
て
す
る
な
ら
東
広
島
研
究
会
）
 

〃
 

〃
 
広
島
県
海
田
町
議
会
来
市
 

道
の

駅
西
条

の
ん

太
の
酒

蔵
 

2
3
日
 
佐
賀
県
伊
万
里
市
議
会
来
市
 

第
１

委
員

会
室
 

2
4
日
 
文
教
厚
生
委
員
会
行
政
視
察
（
～
２
６
日
）
 

福
岡
県
大
牟
田
市
 

西
南

学
院

大
学
 

三
重

県
松

阪
市
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月
 
日
 

記
 
 
 
 
 
事
 

備
 
 
考
 

7
月

24
日
 
建
設
委
員
会
行
政
視
察
（
～
２
６
日
）
 

茨
城

県
 

岩
手

県
 

株
式
会
社
小
田
島
組
 

2
9
日
 
議
会
報
告
会
（
市
民
経
済
委
員
会
）
 

河
内
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
 

3
0
日
 
議
会
報
告
会
（
市
民
経
済
委
員
会
）
 

豊
栄
生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー
 

〃
 
青
森
県
弘
前
市
議
会
来
市
 

第
１

委
員

会
室
 

3
1
日
 
議
会
報
告
会
（
文
教
厚
生
委
員
会
）
 

三
ツ
城
地
域
セ
ン
タ
ー
 

8
月

1
日
 
議
会
報
告
会
（
建
設
委
員
会
）
 

黒
瀬
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
 

2
日
 
議
会
報
告
会
（
文
教
厚
生
委
員
会
）
 

高
屋
西
地
域
セ
ン
タ
ー
 

5
日
 
議
会
報
告
会
（
総
務
委
員
会
）
 

西
志

和
地

域
セ

ン
タ

ー
 

〃
 
大
阪
府
豊
中
市
議
会
来
市
 

第
１

委
員

会
室
 

6
日
 
議
会
報
告
会
（
建
設
委
員
会
）
 

安
芸

津
生
涯

学
習

セ
ン
タ

ー
 

7
日
 
議
会
報
告
会
（
総
務
委
員
会
）
 

八
本
松
地
域
セ
ン
タ
ー
 

8
日
 
議
会
運
営
委
員
会
 

第
２

委
員

会
室
 

1
6
日
 
文
教
厚
生
委
員
会
 

第
１

委
員

会
室
 

〃
 
市
民
経
済
委
員
会
 

全
員

協
議

会
室
 

1
9
日
 
総
務
委
員
会
 

第
１

委
員

会
室
 

〃
 
建
設
委
員
会
 

全
員

協
議

会
室
 

〃
 
障
が
い
福
祉
研
究
会
 

第
２

委
員

会
室
 

2
1
日
 
全
員
協
議
会
 

全
員

協
議

会
室
 

〃
 
広
報
広
聴
委
員
会
 

第
２

委
員

会
室
 

2
2
日
 
議
員
研
修
会
 

第
１

委
員

会
室
 

2
8
日
 
議
会
運
営
委
員
会
 

第
２

委
員

会
室
 

3
0
日
 
令
和
６
年
第
３
回
定
例
会
（
１
日
目
）
 

議
 

 
 

 
場

 
9
月

2
日
 
議
会
運
営
委
員
会
 

第
２

委
員

会
室

 
〃
 
総
務
委
員
会
 

第
１

委
員

会
室

 
3
日
 
文
教
厚
生
委
員
会
 

〃
 

4
日
 
市
民
経
済
委
員
会
 

〃
 

5
日
 
建
設
委
員
会
 

〃
 

〃
 
広
報
広
聴
委
員
会
 

第
２

委
員

会
室

 
9
日
 
令
和
６
年
第
３
回
定
例
会
（
２
日
目
・
一
般
質
問
）
 

議
場

 
1
0
日
 
令
和
６
年
第
３
回
定
例
会
（
３
日
目
・
一
般
質
問
）
 

〃
 

月
 
日
 

記
 
 
 
 
 
事
 

備
 
 
考
 

9
月

11
日
 
令
和
６
年
第
３
回
定
例
会
（
４
日
目
・
一
般
質
問
）
 

議
場
 

1
2
日
 
令
和
６
年
第
３
回
定
例
会
（
５
日
目
・
一
般
質
問
）
 

〃
 

1
3
日
 
文
教
厚
生
委
員
会
 

全
員

協
議

会
室

 
〃
 
市
民
経
済
委
員
会
 

第
１

委
員

会
室

 
1
7
日
 
総
務
委
員
会
 

〃
 

〃
 
建
設
委
員
会
 

全
員

協
議

会
室

 
1
9
日
 
議
会
運
営
委
員
会
 

第
２

委
員

会
室

 
〃
 
令
和
６
年
第
３
回
定
例
会
（
６
日
目
・
議
案
審
議
）
 

議
場

 
〃
 
文
教
厚
生
委
員
会
 

第
１

委
員

会
室

 
〃
 
決
算
特
別
委
員
会
 

全
員

協
議

会
室

 
〃
 
会
派
会
長
会
議
 

第
１

委
員

会
室

 
〃
 
広
報
広
聴
委
員
会
 

第
２

委
員

会
室

 
2
0
日
 
決
算
特
別
委
員
会
（
財
務
部
・
総
務
部
（
総
務
担
当
）
） 

第
１

委
員

会
室

 

2
4
日
 
決

算
特

別
委

員
会

（
消

防
局

・
総

務
部

（
経

営
戦

略

担
当
））

 
〃
 

〃
 
政
策
研
究
会
（
地
域
内
経
済
研
究
会
）
 

第
２

委
員

会
室
 

2
5
日
 
決
算
特
別
委
員
会
（
健
康
福
祉
部
・
こ
ど
も
未
来
部
） 

第
１

委
員

会
室

 
2
6
日
 
決
算
特
別
委
員
会
（
学
校
教
育
部
・
生
涯
学
習
部
）
 

〃
 

2
7
日
 
決
算
特
別
委
員
会
（
地
域
振
興
部
・
生
活
環
境
部
）
 

〃
 

3
0
日
 
決
算
特
別
委
員
会
（
産
業
部
）
 

〃
 

1
0
月

1
日
 
決
算
特
別
委
員
会
（
建
設
部
）
 

〃
 

2
日
 
決
算
特
別
委
員
会
（
都
市
部
・
下
水
道
部
）
 

〃
 

3
日
 
決
算
特
別
委
員
会
（
総
括
質
疑
・
採
決
）
 

全
員

協
議

会
室

 
〃
 
広
報
広
聴
委
員
会
 

第
２

委
員

会
室

 
7
日
 
議
会
運
営
委
員
会
 

〃
 

〃
 
令
和
６
年
第
３
回
定
例
会
（
７
日
目
・
議
案
審
議
）
 

議
場

 
〃
 
政
策
研
究
会
（
子
育
て
す
る
な
ら
東
広
島
研
究
会
）
 

第
２

委
員

会
室

 
1
0
日
 
北
海
道
石
狩
市
議
会
来
市
 

第
１

委
員

会
室

 
1
5
日
 
市
民
経
済
委
員
会
 

〃
 

1
6
日
 
総
務
委
員
会
 

〃
 

〃
 
文
教
厚
生
委
員
会
 

全
員

協
議

会
室

 
〃
 
政
策
研
究
会
（
子
育
て
す
る
な
ら
東
広
島
研
究
会
）
 

第
２

委
員

会
室
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月
 

日
 

記
 

 
 

 
 
事
 

備
 
 
考
 

1
0
月

17
日
 
建

設
委
員
会
 

第
１

委
員

会
室

 
〃
 
議

会
運
営
委
員
会
 

第
２

委
員

会
室

 

1
8
日
 
政

策
研

究
会

（
農

林
水

産
業

の
高

収
益

化
及

び
ブ

ラ

ン
ド
推
進
研
究
会
）
 

〃
 

〃
 
建

設
委
員
会
意
見
交
換
会
 

全
員

協
議

会
室

 
2
3
日
 
議

会
運
営
委
員
会
 

第
２

委
員

会
室

 
〃
 
秋

田
県
潟
上
市
議
会
来
市
 

第
１

委
員

会
室

 
2
4
日
 
全

員
協
議
会
 

全
員

協
議

会
室

 
〃
 
委

員
長
会
議
 

第
１

委
員

会
室

 
2
5
日
 
議

員
研
修
会
 

〃
 

〃
 
会

派
会
長
会
議
 

第
２

委
員

会
室

 

2
9
日
 
政

策
研

究
会

（
農

林
水

産
業

の
高

収
益

化
及

び
ブ

ラ

ン
ド
推
進
研
究
会
）
行
政
視
察
 

株
式

会
社

や
ま
と

 

3
0
日
 
福

岡
県
湾

岸
議
会
議
長
協
議
会
（

福
津
市
、
古
賀
市
、

新
宮
町
）
来
市
 

第
１

委
員

会
室

 

1
1
月

5
日
 
愛

知
県
愛
西
市
議
会
来
市
 

〃
 

6
日
 
福

岡
県
大
野
城
市
議
会
来
市
 

〃
 

〃
 
北

海
道
北
広
島
市
議
会
来
市
 

〃
 

7
日
 
埼

玉
県
行
田
市
議
会
来
市
 

〃
 

8
日
 
政

策
研
究
会
（
イ
ン
ク
ル
ー
シ
ブ
社
会
研
究
会
）
 

〃
 

1
1
日
 
市

民
経
済
委
員
会
 

〃
 

〃
 
令

和
７

年
度

予
算

編
成

に
当

た
っ

て
の

執
行

部
へ

の

提
案
 

第
１

応
接

室
 

1
2
日
 
建

設
委
員
会
 

第
１

委
員

会
室

 
〃
 
議

会
運
営
委
員
会
 

第
２

委
員

会
室

 
〃
 
福

岡
県
大
牟
田
市
議
会
来
市
 

全
員

協
議

会
室

 
1
3
日
 
総

務
委
員
会
 

第
１

委
員

会
室

 
1
4
日
 
文

教
厚
生
委
員
会
 

〃
 

1
5
日
 
全

員
協
議
会
 

全
員

協
議

会
室

 
〃
 
東

広
島
市
議
会
防
災
訓
練
 

議
場

 
〃
 
広

報
広
聴
委
員
会
 

第
２

委
員

会
室

 

月
 
日
 

記
 
 
 
 
 
事
 

備
 
 
考
 

1
1
月

19
日
 
総
務
委
員
会
行
政
視
察
（
～
２
１
日
）
 

茨
城

県
常

総
市

 
東

京
都

墨
田

区
 

兵
庫

県
伊

丹
市

 
2
0
日
 
文
教
厚
生
委
員
会
行
政
視
察
 

兵
庫

県
芦

屋
市

 
2
8
日
 
議
会
運
営
委
員
会
 

第
２

委
員

会
室

 
1
2
月

2
日
 
令

和
６
年
第
４
回
定
例
会
（
１
日
目
）

 
議

場
 

〃
 
会

派
会
長
会
議

 
第

１
委

員
会

室
 

3
日
 
議
会
運
営
委
員
会
 

第
２

委
員

会
室

 
〃
 
総

務
委
員
会

 
第

１
委

員
会

室
 

4
日
 
文

教
厚
生
委
員
会

 
〃

 
5
日
 
市

民
経
済
委
員
会

 
〃

 
6
日
 
建

設
委
員
会

 
〃

 
〃
 
広

報
広
聴
委
員
会

 
第

２
委

員
会

室
 

1
0
日
 
令

和
６
年
第
４
回
定
例
会
（
２
日
目
・
一
般
質
問
）

 
議

場
 

1
1
日
 
令

和
６
年
第
４
回
定
例
会
（
３
日
目
・
一
般
質
問
）

 
〃

 
1
2
日
 
令

和
６
年
第
４
回
定
例
会
（
４
日
目
・
一
般
質
問
）

 
〃

 
1
3
日
 
令

和
６
年
第
４
回
定
例
会
（
５
日
目
・
一
般
質
問
）

 
〃

 
1
6
日
 
文

教
厚
生
委
員
会

 
全

員
協

議
会

室
 

〃
 
市

民
経
済
委
員
会

 
第

１
委

員
会

室
 

〃
 
政

策
研

究
会

（
持

続
可

能
な

観
光

事
業

の
推

進
研

究

会
）
 

第
２

委
員

会
室

 

1
7
日
 
総

務
委
員
会

 
第

１
委

員
会

室
 

〃
 
建

設
委
員
会

 
全

員
協

議
会

室
 

1
8
日
 
政

策
研
究
会
（
イ
ン
ク
ル
ー
シ
ブ
社
会
研
究
会
）
 

第
２

委
員

会
室

 
1
9
日
 
議

会
運
営
委
員
会

 
〃

 
〃
 
令

和
６
年
第
４
回
定
例
会
（
６
日
目
・
議
案
審
議
）

 
議

場
 

〃
 
文

教
厚
生
委
員
会

 
第

１
委

員
会

室
 

〃
 
市

民
経
済
委
員
会

 
〃

 
〃
 
建

設
委
員
会

 
〃

 
〃
 
総

務
委
員
会

 
〃

 
〃
 
広

報
広
聴
委
員
会

 
第

２
委

員
会

室
 

〃
 
政

策
研
究
会
（
子
育
て
す
る
な
ら
東
広
島
研
究
会
）
 

〃
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月
 

日
 

記
 

 
 

 
 
事
 

備
 
 
考
 

1
2
月

24
日
 
政

策
研

究
会

（
持

続
可

能
な

観
光

事
業

の
推

進
研

究

会
）
 

第
２

委
員

会
室

 

2
7
日
 
広

報
広
聴
委
員
会

 
〃

 
 

［議長］奥谷　求　　　　　　　　　［副議長]牧尾　良二　　　　　　　［監査委員］坂元　百合子

議席 氏    名 年齢
当選
回数

郵便番号 住          所 生年 連絡先 ＦＡＸ

1 鍋島
なべしま

　勢
せ

理
り

33 1 高屋町 未来の風 市　経 〇 インクルーシブ 広報 平成3年 080-6326-0369 -

2 上岡
うえおか

　裕明
ひろあき

36 1 ７３９－２４０３
安芸津町風早２０３６番地２５
サミットハウスB棟２０１号

清新の会 総　務 広報 昭和63年 090-4143-8129 -

3 木村
き む ら

　輝江
て る え

41 1 高屋町 未来の風 総　務 子育て 昭和58年 - -

4 山田
や ま だ

　学
まなぶ

41 1 西条町 真政倶楽部 文　教 農林水産業 広報・中環 昭和58年 - -

5 下
しもむかい

向　智恵子
ち え こ

52 1 高屋町 公明党 文　教 〇 子育て ○ 広報 昭和47年 - -

6 原田
は ら だ

　栄二
え い じ

56 1 ７３９－２６２８ 黒瀬原東三丁目７番８号 公明党 市　経 ◎ インクルーシブ 中環 昭和43年 090-5705-8654 -

7 上田
う え だ

　秀
ひでし

61 1 ７３９－００２４ 西条町御薗宇４９８０番地１ 創志会 ○ 市　経 議　運 農林水産業 昭和38年 082-423-5415 082-423-5415

8 向井
む か い

　哲浩
てつひろ

63 1 ７３９－２１１４ 高屋町白市９７番地４ 創志会 ○ 建　設 観光事業 広報 昭和36年 082-491-0080 082-491-0080

9 小池
こ い け

　恵美子
え み こ

65 1 八本松町 市民クラブ 市　経 農林水産業 中環 昭和34年 082-428-6861 -

10 中曽
な か そ

　久勝
ひさかつ

66 1 八本松町 創志会 総　務 観光事業 ◎ 広報 昭和33年 082-428-6242 082-428-6242

11 落海　直哉
おちうみ なおや

44 2 西条町 市民クラブ ○ 総　務 インクルーシブ 広報 昭和55年 082-427-6800 082-427-6800

12 大下　博隆
おおした　　　　ひろたか

49 2 ７３９－２５０２ 黒瀬町国近２３２番地２ 清新の会 建　設 子育て 広報 昭和50年
0823-82-3849
080-3050-9551

0823-90-9321

13 鈴木
す ず き

　英
えい

士
じ

37 2 西条町 ◇ 未来の風 建　設 ○ 議　運 ◎ 子育て 昭和62年 - -

14 片山
かたやま

　貴志
た か し

50 2 西条町 創生会 ◎ 市　経 議　運 〇 観光事業 水道 昭和49年 082-425-4180 -

15 坂元
さかもと

　百合子
ゆ り こ

59 2 ７３９－０２６７ 志和町別府８０４番地３２ ◇ 公明党 建　設 議　運 昭和40年 082-433-6779 082-433-6779

16 景山
かげやま

　浩
ひろし

62 2 高屋町 市民クラブ ○ 文　教 〇 農林水産業 広報 昭和37年 090-8244-7456 -

17 田坂
た さ か

　武文
たけふみ

69 2 ７３９－０１５１ 八本松町原１０５８２番地１ 清新の会 総　務 中環 昭和30年 082-429-0773 082-429-0773

18 岩崎
いわさき

　和仁
かずひと

58 3 安芸津町 ◇ 創生会 文　教 広報 昭和41年 0846-45-5511 0846-45-1119

19 中川
なかがわ

　修
おさむ

61 3 西条町 市民クラブ ◎ 建　設 昭和38年 082-422-0873 082-422-0873

20 貞
さだ

岩
いわ

　敬
たかし

65 3 西条町 清新の会 文　教 議　運 昭和34年 - -

21 岡田
お か だ

　育
い く

三
そう

65 3 ７３９－０００２ 西条町吉行１４２９番地２ ◇ 創志会 ◎ 総　務 議　運 ◎ 観光事業 昭和34年 082-423-6273 -

22 玉川
たまがわ

　雅彦
まさひこ

69 3 ７３９－００２３ 西条町下三永８２７番地 創志会 ◎ 文　教 ◎ 農林水産業 中環 昭和30年
082-426-0349
090-7379-9142

-

23 北林
きたばやし

　光昭
みつあき

71 3 ７３９－２６２２ 黒瀬町乃美尾７４４番地１ ◇ 清新の会 文　教 中環 昭和28年 0823-82-2118 -

24 重森
しげもり

　佳代子
か よ こ

74 3 ７３９－２１１５ 高屋高美が丘四丁目７番１号 清新の会 市　経 昭和25年 080-6340-3222 -

25 奥谷
お く や

　　求
もとむ

66 4 ７３９－００４１ 西条町寺家４８４５番地１-６０３ 創志会 水道 昭和33年 082-423-9875 082-423-9875

26 宮川
みやかわ

　誠子
や す こ

64 5 ７３９－２４０２ 安芸津町三津４６５４番地 ◇ 真政倶楽部 総　務 子育て 昭和35年
0846-45-0139
090-3632-2576

0846-45-3366

27 谷
たに

　　晴美
は る み

65 5 ７３９－０２６９ 志和町志和堀１２８１番地１ ◇ 日本共産党 市　経 昭和34年
082-424-8626
080-3112-1571

-

28 乗越
のりこし　

　耕司
こ う じ

69 6 ７３９－２２０８ 河内町入野１２１３９番地１８ 清新の会 建　設 議　運 昭和30年 082-437-1189 082-437-1015

29 牧尾
ま き お

　良二
り ょ う じ

72 6 ７３９－０２６９ 志和町志和堀３５３５番地３ 創生会 建　設 観光事業 中環 昭和27年
082-433-4218
090-3742-1358

082-433-2094

30 石原
いしはら

　賢治
け ん じ

74 6 西条町 ◇ 市民クラブ 総　務 ◎ 議　運 昭和25年 - -

◎委員長（会長）　○副委員長（副会長）　◇会派会長
中環…広島中央環境衛生組合議会議員
水道…広島県水道広域連合企業団議会議員
広島県後期高齢者医療広域連合議会議員： 奥谷　求

広報…広報広聴委員会

１１３３　　東東広広島島市市議議会会議議員員名名簿簿                           令和6年12月31日現在

議運
広報・中環

・水道
会派 常任委員会 特別委員会 政策研究会
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［議長］奥谷　求　　　　　　　　　［副議長]牧尾　良二　　　　　　　［監査委員］坂元　百合子

議席 氏    名 年齢
当選
回数

郵便番号 住          所 生年 連絡先 ＦＡＸ

1 鍋島
なべしま

　勢
せ

理
り

33 1 高屋町 未来の風 市　経 〇 インクルーシブ 広報 平成3年 080-6326-0369 -

2 上岡
うえおか

　裕明
ひろあき

36 1 ７３９－２４０３
安芸津町風早２０３６番地２５
サミットハウスB棟２０１号

清新の会 総　務 広報 昭和63年 090-4143-8129 -

3 木村
き む ら

　輝江
て る え

41 1 高屋町 未来の風 総　務 子育て 昭和58年 - -

4 山田
や ま だ

　学
まなぶ

41 1 西条町 真政倶楽部 文　教 農林水産業 広報・中環 昭和58年 - -

5 下
しもむかい

向　智恵子
ち え こ

52 1 高屋町 公明党 文　教 〇 子育て ○ 広報 昭和47年 - -

6 原田
は ら だ

　栄二
え い じ

56 1 ７３９－２６２８ 黒瀬原東三丁目７番８号 公明党 市　経 ◎ インクルーシブ 中環 昭和43年 090-5705-8654 -

7 上田
う え だ

　秀
ひでし

61 1 ７３９－００２４ 西条町御薗宇４９８０番地１ 創志会 ○ 市　経 議　運 農林水産業 昭和38年 082-423-5415 082-423-5415

8 向井
む か い

　哲浩
てつひろ

63 1 ７３９－２１１４ 高屋町白市９７番地４ 創志会 ○ 建　設 観光事業 広報 昭和36年 082-491-0080 082-491-0080

9 小池
こ い け

　恵美子
え み こ

65 1 八本松町 市民クラブ 市　経 農林水産業 中環 昭和34年 082-428-6861 -

10 中曽
な か そ

　久勝
ひさかつ

66 1 八本松町 創志会 総　務 観光事業 ◎ 広報 昭和33年 082-428-6242 082-428-6242

11 落海　直哉
おちうみ なおや

44 2 西条町 市民クラブ ○ 総　務 インクルーシブ 広報 昭和55年 082-427-6800 082-427-6800

12 大下　博隆
おおした　　　　ひろたか

49 2 ７３９－２５０２ 黒瀬町国近２３２番地２ 清新の会 建　設 子育て 広報 昭和50年
0823-82-3849
080-3050-9551

0823-90-9321

13 鈴木
す ず き

　英
えい

士
じ

37 2 西条町 ◇ 未来の風 建　設 ○ 議　運 ◎ 子育て 昭和62年 - -

14 片山
かたやま

　貴志
た か し

50 2 西条町 創生会 ◎ 市　経 議　運 〇 観光事業 水道 昭和49年 082-425-4180 -

15 坂元
さかもと

　百合子
ゆ り こ

59 2 ７３９－０２６７ 志和町別府８０４番地３２ ◇ 公明党 建　設 議　運 昭和40年 082-433-6779 082-433-6779

16 景山
かげやま

　浩
ひろし

62 2 高屋町 市民クラブ ○ 文　教 〇 農林水産業 広報 昭和37年 090-8244-7456 -

17 田坂
た さ か

　武文
たけふみ

69 2 ７３９－０１５１ 八本松町原１０５８２番地１ 清新の会 総　務 中環 昭和30年 082-429-0773 082-429-0773

18 岩崎
いわさき

　和仁
かずひと

58 3 安芸津町 ◇ 創生会 文　教 広報 昭和41年 0846-45-5511 0846-45-1119

19 中川
なかがわ

　修
おさむ

61 3 西条町 市民クラブ ◎ 建　設 昭和38年 082-422-0873 082-422-0873

20 貞
さだ

岩
いわ

　敬
たかし

65 3 西条町 清新の会 文　教 議　運 昭和34年 - -

21 岡田
お か だ

　育
い く

三
そう

65 3 ７３９－０００２ 西条町吉行１４２９番地２ ◇ 創志会 ◎ 総　務 議　運 ◎ 観光事業 昭和34年 082-423-6273 -

22 玉川
たまがわ

　雅彦
まさひこ

69 3 ７３９－００２３ 西条町下三永８２７番地 創志会 ◎ 文　教 ◎ 農林水産業 中環 昭和30年
082-426-0349
090-7379-9142

-

23 北林
きたばやし

　光昭
みつあき

71 3 ７３９－２６２２ 黒瀬町乃美尾７４４番地１ ◇ 清新の会 文　教 中環 昭和28年 0823-82-2118 -

24 重森
しげもり

　佳代子
か よ こ

74 3 ７３９－２１１５ 高屋高美が丘四丁目７番１号 清新の会 市　経 昭和25年 080-6340-3222 -

25 奥谷
お く や

　　求
もとむ

66 4 ７３９－００４１ 西条町寺家４８４５番地１-６０３ 創志会 水道 昭和33年 082-423-9875 082-423-9875

26 宮川
みやかわ

　誠子
や す こ

64 5 ７３９－２４０２ 安芸津町三津４６５４番地 ◇ 真政倶楽部 総　務 子育て 昭和35年
0846-45-0139
090-3632-2576

0846-45-3366

27 谷
たに

　　晴美
は る み

65 5 ７３９－０２６９ 志和町志和堀１２８１番地１ ◇ 日本共産党 市　経 昭和34年
082-424-8626
080-3112-1571

-

28 乗越
のりこし　

　耕司
こ う じ

69 6 ７３９－２２０８ 河内町入野１２１３９番地１８ 清新の会 建　設 議　運 昭和30年 082-437-1189 082-437-1015

29 牧尾
ま き お

　良二
り ょ う じ

72 6 ７３９－０２６９ 志和町志和堀３５３５番地３ 創生会 建　設 観光事業 中環 昭和27年
082-433-4218
090-3742-1358

082-433-2094

30 石原
いしはら

　賢治
け ん じ

74 6 西条町 ◇ 市民クラブ 総　務 ◎ 議　運 昭和25年 - -

◎委員長（会長）　○副委員長（副会長）　◇会派会長
中環…広島中央環境衛生組合議会議員
水道…広島県水道広域連合企業団議会議員
広島県後期高齢者医療広域連合議会議員： 奥谷　求

広報…広報広聴委員会

１１３３　　東東広広島島市市議議会会議議員員名名簿簿                           令和6年12月31日現在

議運
広報・中環

・水道
会派 常任委員会 特別委員会 政策研究会
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